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【現状の説明】 

本会計大学院では、基準1-1-1の教育目的を会計職業人像に具体化し、これをカリキュラムに反映させ

ている。まず、「世界に通用する会計人」の養成のため、「高度な職業会計士となるために国際教育基準で

求められる水準の確保」、「公益を意識した職業倫理観の醸成」を目標としている。これらの目標に、「理

論と実務に習熟した会計人」の養成の観点として「会計・監査（保証）・税務の高度化・拡大への対応」

と「将来の幅広い進路選択を可能とするキャリア支援」を加味して、教育内容を決定している。具体的に

は、「導入科目群」、「基本科目群」、「発展科目群」、「応用科目群」という４段階の科目群編成としている。

本会計大学院の学生の多くは当面の目的として公認会計士試験の合格を掲げ、そうした期待は承知してい

るが、我々はカリキュラム設計において試験対策的科目に偏向することなく、会計大学院としてあるべき

科目の設置を貫くこととした。 

次に、「資格取得後に競争優位を発揮できるための得意領域を持った会計人」の養成のために、専門性

の高い科目群を多く設置した。具体的には、「Basic Skills（財務会計系、管理会計系、税務会計系、監

査系の会計系科目４系列）」と「Advanced Skills（法律系、経営系、ファイナンス系、行政系、経済・IT

系の非会計系科目５系列）」である。会計・監査というコアの領域以外に得意領域を持った公認会計士で

あって欲しいとの願いを実現させるために、学生に対して５つの戦略的分野を「Advanced Skills」とし

て提示し、学生は履修の際の参考としている。こうして提示された関心領域を「知のペンタゴン」と称し

ている。引用図における「会計人」と「超会計人」の差異は、形式的には習得知識の差であるが、実質的

には卓越した能力を有するか否かに求められる。 
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 そして、より適合性の高い教育のため、上記５つの戦略的分野の提示に加え、コース制を導入している。

具体的には、公認会計士を目指す学生を主な対象とする「Professional Accountant (PA)コース」、企業

人・公務員等を目指す学生を主な対象とする「Professional Accountant in Business (PAIB)コース」、

論文作成能力及び研究能力の高い会計専門職を目指す学生を主な対象とする「Research Paper (RP)コー

ス」を設けている。これらは、前述(基準1-1-1)で示した、「監査界のリーダー」を養成するためのPAコー

ス、「産業界、官公庁のリーダー」を養成するためのPAIBコース、研究能力の高い会計人を養成するため

のRPコースである。 

 また、コース制はIFRS(国際財務報告基準)への対応等を踏まえた、本会計大学院の中期行動計画として
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準備してきたものであり、監査だけでなく、企業で会計専門職として活躍することを志望した学生のニー

ズにも対応するものである。 

 以上述べた人材育成の目的を実現するために、専任教員による具体的アドバイス等を可能とする個別演

習科目（１年次秋学期開講の「ソリューション・イン・アカデミック」、２年次春学期開講の「ソリュー

ション・イン・プロフェッショナル」、２年次秋学期開講の「ソリューション・イン・エキスパータイズ」）

を用意し、学生一人ひとりにフィットした学習と将来設計が可能となるようにしている。 

【点検・自己評価】 

 本会計大学院はその教育目的を達成するために、目的適合的なカリキュラムや学習環境を整備し、全教

員が目的達成のための教育を行っている。基準1-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．関西大学大学院会計研究科学則 

 

1-2-2 

1-1-1の目的を達成し、1-2-1の教育を実現するために、各会計大学院は学位授与方針（ディプロマ･

ポリシー）を策定・運用し、当該方針をふまえ、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリ

シー）を策定・運用し、教育の理念や目的を具体的に示し、それらと矛盾しない体系的な教育を施

し、その教育を貫徹するために成績評価と修了認定を厳格に行うこと。また、これらの方針につい

て学生等に対して周知を図ること。 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、基準1-2-1で明らかにしたように、教育目的を具体化した養成すべき会計職業人像

を想定して人材育成の目的を実現するため、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を定め、この方針を

踏まえて、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、次のようにカリキュラムを

編成している。なお、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）及び教育課程編成・実施の方針（カリキュ

ラム・ポリシー）は、学生に対しては入学前の段階からパンフレット等において広く周知している。 

 つまり、①基準1-2-1で述べた４段階（導入・基本・発展・応用）の科目群の設定とこれら科目群にお

ける理論科目と実践科目の最適な配置、②主たる専門分野である「Basic Skills」(会計系科目４系列)と

戦略的に得意分野を作るために第二の専門分野に対応する「Advanced Skills」(非会計系科目５系列)の

設定、③これら９系列に属さない横断科目、④教員から学生へのきめ細かい指導とアドバイスを可能とす

る個別演習科目と⑤修士論文科目から構成されている。 

＜学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）＞ 

 会計研究科では、「世界水準で通用する、理論と実務に習熟した会計人」を、すなわち「会計心をもっ

た超会計人」を養成する。「会計心」とは、専門の会計職業人としての職業倫理観及び豊かな会計的セン

ス、高度な判断能力や思考能力を持ち合わせた健全な精神を意味する。そして、会計人とは、公認会計士

を代表とする会計専門職のことであるが、「超会計人」とは、理論と実務に習熟し、自分の特徴を生かし

て得意分野をもった、競争に勝てる会計専門職を意味する。すなわち、「会計心をもった超会計人」とは、

監査界、産業界、官公庁において、リーダー足りうる会計専門職であり、具体的に言えば、監査に強いだ

けでなく(1)財務に強い会計人、(2)ITに強い会計人、(3)法律に強い会計人、(4)経営に強い会計人、(5)

行政に強い会計人を養成する。本研究科では、以上の能力を身に付けた「超会計人」に対して、「MBA in 

Accountancy（会計修士）」を与える。 

＜教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）＞ 

会計研究科においては、①高度な職業会計人となるために国際教育基準で求められる水準の確保、②公

益を意識した職業倫理観の醸成、③会計・監査（保証）・税務業務の高度化・拡大への対応、④将来の幅

広い進路選択を可能とするキャリア支援、を基本方針としてカリキュラム体系を編成している。これらの

教育目標を達成させるべく、タテ糸として、本研究科での専門職教育を受けるための前提となる導入科目

群、その上で会計専門職のために必須となる基本科目群、会計専門職としての実務適応教育を行う発展科

目群、そして会計専門職として突出した専門分野を養う応用科目群を置き、ヨコ糸として、会計専門職と
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してのベーシック・スキルとしての会計系科目４系列（財務会計、管理会計、監査、税務）と、アドバン

スト・スキルとしての非会計系科目５系列（法律、経営、ファイナンス、行政、経済・IT）を配置してい

る。これらの系統別科目に加えて、各系列に属さない専門職業共通の科目として横断科目、個々の学生に

応じた学習指導及びキャリア・プランニングを可能とする個別演習指導、さらに研究指向の論文作成の指

導も行える体制としている。学生は、これらのタテ糸系列の応用可能性とヨコ糸系列の広範・多様性を、

自らが指向するキャリアに最適の組合せで習得することが可能となり、職業的監査人を目指す職業会計人

（Professional Accountant(PA)コース）だけでなく、企業等の組織内での活躍を志望する会計人

（Professional Accountant in Business(PAIB)コース）、さらには研究者等の道（Research Paper(RP)コ

ース）をとることができる。 

＜科目群＞ 

（1）導入科目群（選択科目）･･･････････････････ 会計未修者のための導入教育 

（2）基本科目群（必修科目又は選択必修科目）･･･ 会計専門職のための基礎教育 

（3）発展科目群（選択必修科目）･･･････････････ 会計専門職としての基礎的実務対応教育 

（4）応用科目群（選択必修科目）･･･････････････ 会計専門職としての実践的実務適応教育 

※導入科目群（中級商業簿記、中級工業簿記）は、会計未修者のための基本的な会計知識の習得を目的

として、設置している。 

※PAコース及びRPコースは、基本科目群８科目とも必修科目。PAIBコースのみ、企業法、会計専門職業

倫理が必修科目、上級簿記、上級財務会計論、上級原価計算論、上級管理会計論、監査制度論、監査

基準が選択必修科目となる。 

＜科目系列＞ 

（1）会計系科目系列(Basic Skills)･････････財務会計系、管理会計系、税務会計系、監査系 

（2）非会計系科目系列(Advanced Skills)･･･法律系、経営系、ファイナンス系、行政系、経済・IT系 

（3）横断科目･･･････「会計専門職業倫理」、「会計専門職業数学」、「特殊講義（各テーマ）」 

（4）個別演習科目･･･「ソリューション・イン・アカデミック」、「ソリューション・イン・プロフェッショ

ナル」、「ソリューション・イン・エキスパータイズ」 

（5）修士論文科目･･･「論文指導・修士論文（基礎）」「論文指導・修士論文（実践）」「修士論文」 

※「論文指導・修士論文（実践）」及び「修士論文」は、RPコースに所属した者に対し実践科目として

開講される。 

＜カリキュラムの概要＞ 
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＜成績評価について＞ 

 本会計大学院では、科目群ごとに評価方法（試験・レポート等）や成績評価（相対評価、絶対評価）に
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関する基準を設け、成績評価を厳密に行っている。成績評価の基準はシラバスで明確に示し、受講生にも

明示している。 

 成績評価に関連して試験方法と評価方法を原則として下表のとおり行っている。 
 

科目群 試 験 方 法 評 価 方 法 

導入科目  筆記試験とします。  絶対評価（合格又は不合格）とする。 

基本科目  筆記試験とします。 

春学期： 

 相対評価とし、１クラスにおける各評価段階（秀～可及び不合

格）の割合を定めます。 

秋学期： 

 受講生が相当人数（20名程度を目安とする）の場合、可能な限

り相対評価（秀～可及び不合格）で評価を行います。 

発展科目 

－横断科目及び理論科目－ 

 筆記試験とします。 

－実践科目－ 

 特に指定はありません。 

－個別演習科目－ 

 特に指定はありません。 

－横断科目及び理論科目－ 

 受講生が相当人数（20名程度を目安とする）の場合、可能な限

り相対評価（秀～可及び不合格）で評価を行います。 

－実践科目－ 

 原則として絶対評価とします。 

－個別演習科目－ 

 原則として絶対評価とします。 

応用科目群 

－横断科目及び理論科目－ 

 筆記試験とします。 

－実践科目－ 

 特に指定はありません。 

 原則として絶対評価とします。 

※『出講の手引き』（2017年度）に基づいて作成している。 
 

 本会計大学院の教育の中心に位置づけられる基本科目群全科目の成績分布を示すと次表のとおりとなる。

本会計大学院では基本科目群の全科目が必修科目又は選択必修科目（PAIBコースのみ選択必修科目を含む）

であることから、全担当教員に厳格な相対評価を求めている。 

＜基本科目群科目成績評価分布（2016～2012年度）＞ 

 秀 優 良 可 不合格 

2016年度 12.0％ 24.4％ 23.7％ 14.9％ 24.9％ 

2015年度 14.9％ 22.9％ 21.9％ 18.1％ 22.2％ 

2014年度 13.5％ 19.3％ 23.8％ 22.3％ 21.1％ 

2013年度 13.8％ 25.3％ 21.1％ 18.2％ 21.6％ 

2012年度 13.4％ 20.6％ 26.3％ 18.5％ 21.3％ 

５年平均 13.5％ 22.5％ 23.4％ 18.4％ 22.2％ 

※成績評価は、秀（90点以上）、優（80～89点）、良（79～70点）、可（60～69点）、不合格（60点未満）。 
 

＜修了認定について＞ 

 本会計大学院における修了要件は次のとおりであり、上記の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に

従って、関西大学大学院会計研究科教授会規程第６条の（11）に基づき、教授会の審議事項として修了査

定を行い、厳格な成績評価の結果として修了認定を行っている。 

修了要件（2013年度以降入学生） 

本課程を、Professional Accountant(PA)コース、Professional Accountant in Business(PAIB)コース

及びResearch Paper(RP)コースに分け、コースごとに以下の科目を含め54単位以上を修得しなければなら

ない。ただし、中級商業簿記及び中級工業簿記を修了所要単位に算入することはできない。 

（1）PAコース 

ア 基本科目群 会計専門職業倫理、上級簿記、上級財務会計論、上級原価計算論、上級管理会計論、

監査制度論、監査基準、企業法 ８単位 

イ 発展科目群 実践科目６単位以上を含めて24単位 

ウ 応用科目群 実践科目２単位以上を含めて12単位）（ただし、プロフェッショナル・インターン

シップ・イン・ビジネスは含まない。） 
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（2）PAIBコース 

ア 基本科目群 会計専門職業倫理、上級簿記又は上級財務会計論、上級原価計算論又は上級管理会

計論、監査制度論又は監査基準、企業法 ５単位 

イ 発展科目群 実践科目８単位以上を含めて24単位 

ウ 応用科目群 実践科目４単位以上を含めて12単位（ただし、プロフェッショナル・インターンシ

ップ・イン・アカウンティング・ファームは含まない。） 

（3）RPコース 

ア 基本科目群 会計専門職業倫理、上級簿記、上級財務会計論、上級原価計算論、上級管理会計論、

監査制度論、監査基準、企業法 ８単位 

イ 発展科目群 論文指導・修士論文（基礎）２単位を含めて24単位 

ウ 応用科目群 論文指導・修士論文（実践）及び修士論文 計８単位を含めて12単位（プロフェッ

ショナル・インターンシップ・イン・アカウンティング・ファーム及びプロフェッ

ショナル・インターンシップ・イン・ビジネスは含まない。） 

【点検・自己評価】 

 基準1-2-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．関西大学大学院会計研究科学則 

３．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

４．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

５．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

６．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

1-2-3 

各会計大学院は1-2-2が実施されているかどうかをレビューする第三者評価を尊重し、教育目的を達

成するための努力を継続して行うこと。 

【現状の説明】 

関西大学では1994年４月に関西大学自己点検・評価委員会を設置し、全学的な教育・研究水準の向上を

図るべく、自己点検・評価活動を継続的に実施し、『自己点検・評価報告書』の発行を２年に１度（2011

年以降は３年に１回）の周期で行ってきた。本会計大学院においても、2006年度の開設と同時に自己点

検・評価委員会を設置し、この関西大学自己点検・評価委員会と協力しつつ、継続的に自己点検・評価活

動を行っている。 

本会計大学院では、研究科執行部、自己点検・評価委員会及び教務・FD委員会の三者が協力して、自己

点検・評価活動を充実させるとともに、第三者評価に備えるための準備を行ってきた。具体的には、本会

計大学院開設２年目となる2007年度から学生による授業評価アンケートの結果及び分析等をまとめた『FD

活動報告書』を発行し、同じく2007年度から、本会計大学院の自己点検・評価活動を公表・記録するため、

『自己点検・評価報告書』を発行している。これらの『自己点検・評価報告書』は、当初より、会計大学

院評価機構の評価基準や自己評価の手引きに準拠して作成している。 

 本会計大学院は、「関西大学大学院会計研究科教育顧問規程」に基づき、本会計大学院の充実・発展の

ための助言を得るため、各界を代表する有識者（若干名）を招へいし、毎年教育顧問会議を開催している。

これら教育顧問からの助言・提言等に対し、研究科執行部、自己点検・評価委員会及び教務・FD委員会が

直ちに検討し対応することとしている。 

また、開設以来、毎学期、学生による授業評価アンケートを実施し、その結果を踏まえて、科目担当者

が評価への対応や当該対応策の有効性を評価し、また科目系列ごとにアンケート結果を総括している。さ

らに、厳格な成績評価と修了認定を行う観点から、すべての専任教員が、学生の入学前から現在までのす

べての成績データを共有し、教員のFD活動のために設置された能力開発室を拠点として、日常から意見交

換が行われ、教員間の相互評価も機能している。 
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また、本会計大学院の特徴となっている個別演習科目及びオフィスアワーにおいて、専任教員は学生か

ら出される要望を直ちに吸収できるようになっている。また、公認会計士試験に合格した修了生や在学生

と研究科執行部による公認会計士意見交換会では、修了生や在学生からの忌憚のない教育上の要望や意見

を聞くことができるようになっている。学生の希望等のすべてを自動的に取り入れるわけではないが、こ

のような取り組みは専任教員の教育改善につなげるきっかけとなっている。 

【点検・自己評価】 

 本会計大学院では、自己点検・評価活動、学生による授業評価アンケート、教育顧問会議、個別演習科

目やオフィスアワー等での学生の意見吸収及び多角的に実施しているFD活動を通じて明確になった課題に

順次取り組み、カリキュラムの改訂、成績評価の見直し（厳格化）、『出講の手引き』の改訂に結び付けて

きた。基準1-2-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．学校法人関西大学自己点検・評価委員会規程 

３．関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程 

４．関西大学大学院会計研究科教務・FD委員会に関する申し合わせ 

５．関西大学大学院会計研究科教育顧問規程 

６．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

７．会計専門職大学院自己点検・評価報告書（第５号） 

８．公認会計士試験合格者意見交換会議事録 

９．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 
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第２章 教育内容 

2-1 教育内容 

2-1-1 

教育課程が、社会的期待を反映し、理想とする会計職業人を養成する目的を実現することに資する

ものであること。 

【現状の説明】 

 解釈指針2-1-1-1に対応する【現状の説明】で詳述しているように、本会計大学院の教育課程は、社会的期

待を反映し、理想とする会計職業人を養成する目的を実現することに資するものであることを重視している。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-1-1に対応する【点検・自己評価】で詳述しているように、本会計大学院の教育課程につ

いて、基準2-1-1は満たされている。 

 

解釈指針2-1-1-1 

会計大学院は、その目的のひとつに公認会計士養成があげられるが、社会からはより広範な期待が寄せら

れていることをふまえ、各会計大学院が創意工夫のうえ、教育課程を編成する。教育課程は、各会計大学

院が養成するべき会計職業人の理想像を明確にし、その理想像にふさわしい教育内容をもとに編成する。 

【現状の説明】 

本会計大学院では本学の教育理念である「学の実化」を会計教育において実現し、企業内外で活躍でき

る高度の会計専門職業人の養成を志向している。高度の会計専門職業人は公認会計士に代表されるものの、

それは多様な会計専門職の象徴と位置付けられる。一般に資格取得のみに特化した学習を経て公認会計士

となることに対する批判があるため、本会計大学院もこの批判を十分に意識した上で大学院教育として期

待される教育を行っている。 

とくに学生に対しては、会計・監査の領域において秀でていることは当然として、卓越した第二の専門

領域を持つように指導している。その戦略的領域が「財務」、「IT」、「法律」、「経営」そして「行政」の５

領域（これを本会計大学院では「知のペンタゴン」と呼称している）である。これらの得意領域を作るた

めに、学生に対しては学習設計とキャリア設計の判断材料として、入学時に５領域の履修モデルを示し、

非常勤講師を含む全ての授業担任者に対しても、当該年度の会計専門職大学院『出講の手引き』を配付し、

その中で本会計大学院の理念・目的や養成したい人材像、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポ

リシー）、履修モデル等を示している。 

近年、会計士業界以外からも、会計大学院の修了生に対して広範な期待が寄せられている。修了生が公認

会計士試験に合格していることが理想的であるが、合格していなくても同程度の水準まで勉強していること

が望ましいという、産業界や官公庁からの現実的な要請があることを、我々は承知している。したがって、

養成すべき人材像として公認会計士を掲げることは、広範な社会的期待に応えるものであると考えられる。 

「第１章 教育目的」での説明と重複する部分もあるが、本会計大学院の教育課程が教育目的と整合的に

編成されていることについて説明する。公認会計士は、高度会計専門職の最高峰に位置づけられる象徴的

な資格の一つであって、現実にはそれ以外にも多様な会計専門職（企業や官公庁における経理や財務の会

計専門職、さらには研究者等）がある。最近は学生の側にも、公認会計士志望の者もいれば、企業、官公

庁、博士課程進学を志望する者もいる状況に鑑み、公認会計士を志望するコースをPAコース、企業等を志

望するコースをPAIBコース、博士課程への進学等を考えるコースをRPコースとして３コースを設置し、１

年次秋学期にそれぞれが希望するコースを選択するコース制を導入している。 

これらすべての種類の会計専門職のいずれにとっても必要と思われる専門知識を習得するために、基本

科目群８科目（上級簿記、上級財務会計論、上級原価計算論、上級管理会計論、監査制度論、監査基準、

企業法、会計専門職業倫理）を設定し、２年次配当の「会計専門職業倫理」を除き、１年次に配当してい

る。３つのコースのうち、PAコース生とRPコース生には、１年次配当の基本科目７科目の単位修得をその

後の積み上げ教育の前提として義務付け、PAIBコース生には、選択必修として財務会計系、管理会計系、
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監査系、法律系の基本科目群からそれぞれ１科目の単位修得を義務付けている。これは、PAIBコース生に

とっても、会計や法律に関するエッセンスを身に付けることが後の発展科目・応用科目の履修にとって必

要なためである。また、２年次配当の「会計専門職業倫理」は、高度会計専門職には須く必要となるもの

であり、所属コースにかかわらず必修としている。これらの基本科目群については、勉学の中心に据える

ように、原則として全科目を第２時限目か第３時限目に配置するとともに、すべての回の講義を録画し、

講義収録・配信システムを通じてウェブ配信し、学生の復習に役立てられるようにしている。 

なお、入学時点で基本的な会計知識を有していない会計未修者のために、１年次春学期に導入科目群２

科目（中級商業簿記、中級工業簿記）の履修を義務付け、その単位を修得するまで１年次配当の基本科目

群科目（監査制度論、監査基準、企業法を除く）の履修を認めていない。 

基本科目群の次に高度会計専門職として必要となる科目を発展科目群としている。この科目群は、公認

会計士及び他の高度会計専門職として必須となる専門知識や専門能力を身に付けさせるべく、また、より

上位の応用科目群を履修するための土台作りとなるものであり、選択必修としている。 

応用科目群は、学生が修了後に戦略的競争優位を勝ち取るための科目群であり、より一層高度な専門的

内容を備えた科目を選択科目として配置している。オリエンテーション等で導入科目・基本科目・発展科

目・応用科目という積み上げ式の教育の重要性を強く説明しているので、学生は履修モデル等を参照して

自らの学習目的・進路に基づき、バランス良く履修登録を行っている。 

さらに、個別演習科目は、専任教員ごとに多段階でクラスを分け、１年次秋学期に「ソリューション・

イン・アカデミック」、２年次春学期に「ソリューション・イン・プロフェッショナル」、２年次秋学期に

「ソリューション・イン・エキスパータイズ」を配置している。「ソリューション・イン・アカデミック」

では、他の授業科目では十分に対応できない能力の養成として、思考力、討論力、表現力などをトレーニ

ングしている。また、個々の学生の学習上の悩みを解決すべく、様々な試みが行われている。「ソリュー

ション・イン・プロフェッショナル」では、学習支援と同時に将来のキャリアデザインの設計を支援し、

「ソリューション・イン・エキスパータイズ」では、学生が本会計大学院の修了生として戦略的競争優位

を獲得するための道筋などを指導している。これらの個別演習は、学期ごとにクラスを変更することもで

き、授業時間外における自主的な演習やソリューション間の交流も行われている。 

最後に、RPコースにおいては、１年次秋学期に「論文指導・修士論文（基礎）」を配置することで論文

作成のための基礎的な作法を習得させている。そして、当該科目の履修を前提として２年次に「論文指

導・修士論文（実践）」と「修士論文」を配置することで連続的な科目配置とし、専任の研究者教員が継

続して修士論文の作成を指導している。 

【点検・自己評価】 

 本会計大学院においては、学生に対してどの分野に秀でて戦略的に優位なポジションを確立するつもり

かを常に意識させる指導を心懸けており、個別演習科目を通じて体系的な学習やキャリア設計の指導と支

援を行っている。また、これまでの学生の選好を考慮し、公認会計士を目指すPAコース、企業内での高度

会計専門職を目指すPAIBコース、修士論文を作成し博士課程等を目指すRPコースという３コースに分け、

それぞれの学生の志向に適った教育サービスを提供し、学習に対するモラールを向上させることで、教育

効果を高めている。以上のことから、解釈指針2-1-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．関西大学大学院会計研究科学則 

３．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

４．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

 

2-1-2 

次の各号に掲げる授業科目群からの履修により、段階的な教育課程が編成されていること。 

（1）基本科目 

（2）発展科目 

（3）応用・実践科目 
  



第Ⅲ編 会計研究科 

 

838 

【現状の説明】 

本会計大学院の授業科目は、導入科目群、基本科目群、発展科目群、応用科目群の４つの科目群から構

成されている。なお、導入科目群については、入学時点で基本的な会計知識を有していない会計未修者の

ために開設しており、その科目特性から、履修制限単位及び修了所要単位には算入しない取扱いとしている。 

本会計大学院のカリキュラムは、タテ糸として、導入科目群、基本科目群、発展科目群、応用科目群の

４つの科目群を置き、ヨコ糸として、Basic Skills（会計分野４系統）、Advanced Skills（非会計分野５

系統）の９系統と学生の幅広いニーズに応えるための横断科目、個別演習科目、修士論文科目、インター

ンシップ科目を設けている。 

 学生が段階的に授業科目を履修し、充分な学習効果を得られるよう、本会計大学院では進級要件を定め

ており、１年次終了時において、１年次配当の基本科目群科目５単位（PAIBコースは３単位）以上を含む

18単位以上を修得できていなければ、２年次配当の科目を履修できないこととしている。 

授業形態について、基本科目群の開講パターンは、原則として、春学期に２クラス（A1組とA2組）、秋

学期に１クラス（B組）を開講し、通常の座学による講義形式となっている。ただし、新入生が所定の人

数を下回った場合には、その年度の時間割編成方針に基づき、春学期のA2組を不開講として、１クラスで

開講している。しかし、その場合でも、「上級簿記」と「上級原価計算」は計算系の科目であり、より丁

寧な指導が有意義であり教育効果も高いことから、前回の自己点検・評価以降、2015年度から2017年度は

新入生の人数にかかわらず２クラスで開講している。 

発展科目群及び応用科目群の実践科目では、一定の事例研究とそれに対するディベート形式やケース・

スタディ方式が積極的に取り入れられ、学生の成績評価と連動するようにされている。 

 以上を踏まえて、学生は、４段階科目群・13系統科目群のマトリックス構造の中から、自らの学習目標

や進路に基づいて適切に履修している。その際、本会計大学院が「知のペンタゴン」として示した戦略的

５分野に対応する履修モデルを参考にし、個別演習科目の教員等からの助言を得て履修している。 

基本科目群、発展科目群、応用科目群の３科目群については、以下の各々の解釈指針において説明する。 

＜カリキュラム表（2017年度入学生適用カリキュラム）＞ 

系統 導入科目群 基本科目群 発展科目群 応用科目群 

B
asic S

kills 

財務会計系 

中級商業簿記 上級簿記 

上級財務会計論 

会計基準論 

会計制度論 

財表作成簿記 

国際会計基準論 

国際会計制度論 

会計事例研究 

IFRS実務 

会社経理実務 

ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ実務 

 

英文会計論  負債・資本会計論 

会計戦略論  企業結合会計 

資産会計論  国際会計事例研究 

管理会計系 

中級工業簿記 上級原価計算論 

上級管理会計論  

戦略管理会計論 

企業分析論 

ｺｽﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ論 

管理会計事例研究 

企業価値ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ論 

ﾏﾈｼﾞﾄﾒﾝﾄ・ｺﾝﾄﾛｰﾙ･ｼｽﾃﾑ論 

国際管理会計事例研究  

税務会計系 
  上級税務会計論 

租税法会計論 

上級税務戦略論 

税務会計事例研究 

国際税務戦略論 

国際税務会計事例研究  

監査系 

 監査制度論 

監査基準  

監査実施論 

監査報告論  

国際監査制度論 

監査事例研究 

会計検査制度論 

保証業務論 不正摘発監査論 

内部監査論 国際監査事例研究 

A
d
van

ced
 S

kills 

法律系 

 企業法  商法 

会社法 

民法（総則・物権） 

金融商品取引法 

上級会社法 

租税法理論 

民法（債権） 

企業法判例演習 

法人税法 

経営系 
  経営学理論 経営組織論 

経営戦略論 起業・株式公開事例研究  

プロダクト・マネジメント論 

国際経営論 企業再生事例研究  

ﾌｧｲﾅﾝｽ系 
 

 
ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ論 資本市場論 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ﾌｧｲﾅﾝｽ論 

中小企業金融論 

リスク分析論 国際財務戦略論 

行政系 
 

 
公会計論 

公監査論 

行政法 

公会計・公監査事例研究 

経済・IT系 

 

 

ﾐｸﾛ経済学 統計学 

ﾏｸﾛ経済学 BATIC演習 

基本会計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ演習 

基本監査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ演習 

実践会計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ演習 

実践監査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ演習 

実践コミュニケーション 

公共経済学 

XBRL論 

国際コミュニケーション論 

横断科目  会計専門職業倫理 会計専門職業数学 特殊講義（各ﾃｰﾏ） 

個別演習科目 

  ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｲﾝ･ｱｶﾃﾞﾐｯｸ 

ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｲﾝ･ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ 

ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｲﾝ･ｴｷｽﾊﾟｰﾀｲｽﾞ 
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系統 導入科目群 基本科目群 発展科目群 応用科目群 

修士論文科目 
  論文指導・修士論文（基礎）  論文指導・修士論文（実践） 

修士論文 

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ科目 

  
 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ･ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ･ｲﾝ･ 

ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ･ﾌｧｰﾑ 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ･ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ･ｲﾝ･ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-2-1から解釈指針2-1-2-4で詳細に述べているように、それらの解釈指針は満たされている

とともに、本会計大学院の教育課程について、全体としても基準2-1-2は満たされている。 

 

解釈指針2-1-2-1 

基本科目は、会計並びに関連諸科目についての学部レベルでの知識を確認するとともに、会計職業人

として最低限必要とされる知識を教育することを目的とする。会計分野（財務会計、管理会計、監

査）、経済経営分野、IT分野、法律分野等の各分野について、基本的な授業科目を複数配置し、これ

らのうちの主要なものについては選択必修科目とすることが望まれる。 

【現状の説明】 

 本会計大学院における基本科目群は、会計専門職教育における積み上げ教育のための基礎的土台作りの

役割を担っており、公認会計士を目指すPAコース生と修士論文の作成を目指すRPコース生にとっては、す

べて必修科目である。また、企業等への就職を目指すPAIBコース生については、会計・法律の積み上げ教

育に最低限必要となるエッセンスを履修させるために系統毎に１科目を選択必修としている。基本科目群

の内訳は、１年次配当科目として「上級簿記」と「上級財務会計論」（財務会計系）、「上級原価計算論」

と「上級管理会計論」（管理会計系）、「監査基準」と「監査制度論」（監査系）、「企業法」（法律系）の７

科目、２年次配当科目として「会計専門職業倫理」（横断科目）の１科目、合計８科目である。 

 なお、入学時点で基本的な会計知識を有していない会計未修者については、その会計的センスを重視し

て入学を許可した以上、本会計大学院として責任をもって基本科目を履修可能なレベルにまで引き上げる

ために、導入科目２科目（中級商業簿記、中級工業簿記）を配置している。 

＜基本科目群（８科目）の系統別設置科目数（2017年度入学生適用カリキュラム）＞ 

系統 科目数 設置科目 

Basic Skills（会計分野） 

 財務会計系 

 管理会計系 

 税務会計系 

 監査系 

 

2科目 

2科目 

0科目 

2科目 

 

上級簿記、上級財務会計論 

上級原価計算論、上級管理会計論 

 

監査基準、監査制度論 

Advanced Skills（非会計分野） 

 法律系 

 経営系 

 ファイナンス系 

 行政系 

 経済・IT系 

 

1科目 

0科目 

0科目 

0科目 

0科目 

 

企業法 

横断科目 1科目 会計専門職業倫理 

個別演習科目 0科目  

修士論文科目 0科目  

インターンシップ科目 0科目  

計 8科目  
 

これらの諸科目の名称に「上級」が付されている理由は、学部上位学年レベルの知識を中級と位置づけ、

それらの知識の確認を行うとともに、会計職業人として最低限必要とされる知識を教育することを目的と

していることを明確にするためである。会計未修者に必要な学部上位学年レベルの会計知識は、導入科目

に「中級」と付された２科目によって提供される。 

 本解釈指針では、経済経営分野、IT分野の科目についても複数科目を「基本的な授業科目」とし、選択
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必修科目とすることが望ましいと述べているが、本会計大学院のカリキュラムは本解釈指針を逸脱するも

のではない。本会計大学院では、「基本科目」を必修科目（PAIBコースのみ系毎の選択必修）に限定する

方針を採用している。つまり、「基本的な授業科目」のうち必修科目とすべき科目を「基本科目」と称し

ているため、経済経営分野やIT分野の「基本的な授業科目」については、１年次から履修可能な発展科目

として配置し、かつ選択必修にするという科目配置の差異に過ぎず、これら分野においても段階的学習を

求めていることに変わりはない。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針2-1-2-2 

発展科目は、基本科目に配置された授業科目を履修していること、あるいはそれらの知識があること

を前提として、国際的に通用する会計職業人としての必要な知識を教育することを目的とする。基本

科目の各授業科目に接続して発展的に授業科目を配置するとともに基本科目にない専門科目について

も複数の授業科目を配置する。これらの授業科目については、各会計大学院の目標等に応じて、選択

必修科目とすることが望まれる。 

【現状の説明】 

 本会計大学院における発展科目群は、会計専門職として基礎的な実務対応能力を習得するための科目群

であり、すべて選択必修科目である。これらは基本科目の内容を前提として、その上に積み上げられたよ

り高度な科目として位置づけられており、以下で示すように１年次及び２年次にバランスよく配置されて

いる。なお、国際的に通用する知識を身に付ける必要性に鑑み、発展科目に「国際会計基準論」、「国際会

計制度論」、「IFRS実務」、「国際監査制度論」及び「BATIC演習」を置いている。これらの科目のみならず、

すべての個々の科目の中で、少人数教育によるケース・スタディやディベート等、常に国際的に通用する

知識・能力の習得が可能なように心懸けられている。 

発展科目群の科目数は51科目で、内訳は、理論科目32科目（１年次配当16科目、２年次配当16科目）、

実践科目14科目（１年次配当８科目、２年次配当６科目）、横断科目１科目（１年次配当）、個別演習科目

３科目（１年次配当１科目、２年次配当２科目）、修士論文科目１科目（１年次配当）である。また、基

準2-1-2に掲載した2017年度のカリキュラム表で確認できるように、系統別にも群別にも科目をバランス

よく配置している。 

＜発展科目群（51科目）の系統別設置科目数（2017年度入学生適用カリキュラム）＞ 

系統 科目数（内数で実践科目数） 

Basic Skills（会計分野） 

 財務会計系 

 管理会計系 

 税務会計系 

 監査系 

 

9科目（4科目） 

4科目（1科目） 

4科目（1科目） 

4科目（1科目） 

Advanced Skills（非会計分野） 

 法律系 

 経営系 

 ファイナンス系 

 行政系 

 経済・IT系 

 

8科目（1科目） 

4科目（1科目） 

3科目（0科目） 

2科目（0科目） 

8科目（5科目） 

横断科目 1科目（0科目） 

個別演習科目 3科目（0科目） 

修士論文科目 1科目（0科目） 

インターンシップ科目 0科目（0科目） 

計 51科目（14科目） 
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 基本科目のある系統はもちろん、基本科目を置いていない系統においても、発展科目群は１年次と２年

次に履修可能な科目を適切に区別し、また発展科目群と応用科目群との間でも積み上げ式の段階的学習が

確保できるよう考慮している。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-2-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針2-1-2-3 

応用・実践科目は、会計職業人としての最先端の知識を教育するための授業科目を配置するととも

に、会計専門職業の現場で典型的な判断・事例等をシミュレートした教育手法を取り入れ、独自の判

断力、論理的な思考力を養成することを目的とする。会計倫理や監査判断等については、事例研究、

ディベート、実地調査等の教育手法を取り入れることが望ましい。これらの授業科目については、各

会計大学院が創意工夫して開設することとする。 

【現状の説明】 

 本会計大学院における応用科目群は、会計専門職として実践的な実務適応能力を習得するための科目群

であり、すべて選択必修科目である。科目数は34科目であり、配当年次は「特殊講義（各テーマ）」、「中

小企業金融論」、「会計検査制度論」、「実践コミュニケーション」、インターンシップ科目２科目の６科目

を除き、すべて２年次配当である。内訳は、横断科目１科目、理論科目22科目、実践科目11科目である。 

＜応用科目群（34科目）の系統別設置科目数（2017年度入学生適用カリキュラム）＞ 

系統 科目数（内数で実践科目数） 

Basic Skills（会計分野） 

 財務会計系 

 管理会計系 

 税務会計系 

 監査系 

 

6科目（1科目） 

3科目（1科目） 

2科目（1科目） 

5科目（1科目） 

Advanced Skills（非会計分野） 

 法律系 

 経営系 

 ファイナンス系 

 行政系 

 経済・IT系 

 

1科目（0科目） 

3科目（1科目） 

3科目（0科目） 

2科目（1科目） 

4科目（1科目） 

横断科目 1科目（0科目） 

個別演習科目 0科目（0科目） 

修士論文科目 2科目（2科目） 

インターンシップ科目 2科目（2科目） 

計 34科目（11科目） 
 

応用科目群では、導入科目群、基本科目群及び発展科目群で得た知識の基盤の上に、実践性の高い事例

研究等を配置し、事例研究と称しない科目においても、独自の判断力や論理的な思考力を養成することを

目的としている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-2-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 
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解釈指針2-1-2-4 

特定の科目群に授業科目が偏ることのないように、各科目が各科目群に適切に配置されていること。 

【現状の説明】 

 財務会計系18科目（導入科目１科目を含む）は、第１段階に「上級簿記」と「上級財務会計論」を基本

科目群として、第２段階に「会計基準論」、「会計制度論」、「財表作成簿記」、「国際会計基準論」、「国際会

計制度論」、「会計事例研究」、「IFRS実務」、「会社経理実務」、「ディスクロージャー実務」を発展科目群と

して配置している。この段階までで高度会計専門職業資格に必要な財務会計に関する一通りの知識が身に

付くようにしている。そして、第３段階には、最先端研究・実践領域から「資産会計論」、「負債・資本会

計論」、「国際会計事例研究」などの科目を応用科目群として配置している。 

 このような３段階の積み上げ方式を採用している系統は、管理会計系10科目（導入科目１科目を含む）、

監査系11科目、法律系10科目である。 

 管理会計系では、第１段階の基本科目群に「上級原価計算論」と「上級管理会計論」、第２段階の発展

科目群に「戦略管理会計論」、「企業分析論」、「コストマネジメント論」、「管理会計事例研究」を配置して

おり、この段階までで高度会計専門職業資格に必要な管理会計に関する一通りの知識が身に付くことにな

る。そして、第３段階の応用科目群に、より高度で先端的な科目として「企業価値マネジメント論」、「マ

ネジメント・コントロール・システム論」、「国際管理会計事例研究」を配置している。 

 監査系では、第１段階の基本科目群に「監査制度論」と「監査基準」、第２段階の発展科目群に「監査

実施論」、「監査報告論」、「国際監査制度論」、「監査事例研究」を配置しており、この段階までで高度会計

専門職業資格に必要な監査に関する一通りの知識が身に付くことになる。そして、第３段階の応用科目群

に、より高度で先端的な科目として「会計検査制度論」、「保証業務論」、「内部監査論」、「不正摘発監査

論」、「国際監査事例研究」を配置している。 

 法律系では、第１段階の基本科目群に「企業法」、第２段階の発展科目群に「商法」、「会社法」、「金融

商品取引法」、「租税法理論」、「企業法判例演習」などの科目を配置しており、この段階までで高度会計専

門職業資格に必要な法律に関する一通りの知識が身に付くことになる。そして、第３段階の応用科目群と

して、「法人税法」を配置している。 

 これらとは異なり、税務会計系６科目、経営系７科目、ファイナンス系６科目、行政系４科目、経済・

IT系12科目は、教育効果が高まるように発展科目と応用科目の２段階に配置している。さらに、２年間の

在学年数は４学期に区分されるため、４学期で段階的に履修できるように科目の開講学期を工夫している。 

 以上のことから分かるように、本会計大学院のカリキュラム体系は、的確に区分された３段階の積み上

げ方式であり、特定の科目群に授業科目が偏ることのないように、各科目がバランスよく配置されている。

基本科目群は、その特性上、学部レベルでの知識の確認と、会計職業人として最低限必要とされる知識の

教育を目的としているので、８科目を配置するにとどめているが、発展科目群と応用科目群には系統ごと

に多彩な科目が多く配置されており、学生の戦略的な学習要望やキャリア設計にも対応できるように工夫

されている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-2-4は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

2-1-3 

基準2-1-2の各号のすべてにわたって教育上の目的に応じて適当と認められる単位数以上の授業科目が

開設されているとともに、学生の授業科目の履修が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがないよ

うに配慮されていること。また、会計大学院の目的に照らして、選択必修科目、選択科目等の分類が

適切に行われ、学生による段階的履修に資するよう各年次にわたって適切に配当されていること。 

【現状の説明】 

 本会計大学院は、その設立の趣旨に則り、会計分野の授業科目をBasic Skills構成科目として配置はし
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ているが、同時に教育理念や育成すべき人材像に照らして、会計分野以外の幅広い授業科目をAdvanced 

Skills構成科目として配置することで、段階的に履修することができるようにしている。詳細は、解釈指

針2-1-3-1と2-1-3-2に対する回答で示しているとおりである。 

 本会計大学院では、設立当初より、学生に対して会計分野と非会計分野を適度に組み合わせて履修する

ように学習指導している。そのため、公認会計士試験に直結するとみなされる科目に履修が集中したり、

それに直結しない科目に履修者がいないといった現象は見られない。その意味で、所期の目論見どおりに

本会計大学院の教育理念が徹底され、学生も当該理念に従って履修しているものと考えられる。 

 なお、すでに基準2-1-2及びその解釈指針で説明したように、本会計大学院のカリキュラム体系は、３

段階の明確な積み上げ方式であり、学生による段階的履修に資するよう各年次にバランスよく配置されて

いる。また、学年の様々なニーズに対応すべく、発展科目51科目、応用科目34科目と十分な授業科目数が

用意されている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針2-1-3-1と2-1-3-2に対する回答で示したように、基準2-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針2-1-3-1 

会計分野（財務会計，管理会計，監査）の科目については、資格試験の要件等に配慮して配置すること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院の授業科目数は、導入科目群が２科目（いずれも１年次配当）、基本科目群が８科目（１

年次配当７科目、２年次配当１科目）、発展科目群が51科目（１年次配当27科目、２年次配当24科目）、応

用科目群が34科目（１年次配当６科目、２年次配当28科目）で、合計95科目である。 

これらについては、解釈指針の規定のとおり、会計分野の授業科目がBasic Skills構成科目として重点

的に配置されている。 

＜会計分野４系統と非会計分野５系統の科目割合＞ 

系統 基本科目群 発展科目群 応用科目群 計（比率） 

会計分野４系統 

（Basic Skills） 
6科目 21科目 16科目 43科目（50.6％） 

非会計分野５系統 

（Advanced Skills） 
1科目 25科目 13科目 39科目（45.9％） 

横断科目 1科目 01科目 01科目 03科目（ 3.5％） 

計 8科目 47科目 30科目 85科目（ 100％） 
 

本表の作成に当たっては、便宜的に以下の科目を除いている。すなわち、上記の科目群とは別に、会計

未修者向けの導入科目群２科目（中級商業簿記、中級工業簿記）を開講している。また、発展科目群に属

する個別演習科目（ソリューション・イン・アカデミック、ソリューション・イン・プロフェッショナル、

ソリューション・イン・エキスパータイズ）の３科目を多段階に開講している。また、修士論文科目（論

文指導・修士論文（基礎）、論文指導・修士論文（実践）、修士論文）の３科目は、それぞれ研究者教員が

担当して開講されるが、研究者教員の専門によって会計分野と非会計分野の両方にまたがっている。これ

らの導入科目群２科目、個別演習科目３科目、修士論文科目３科目に加え、インターンシップ科目２科目

を除いた85科目で、会計科目と非会計科目の比率を算出している。 

【点検・自己評価】 

 上述のように、相対的に会計科目を重点的に配置していることが確認できる。解釈指針2-1-3-1は満た

されている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度）  
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解釈指針2-1-3-2 

会計職業人が備えるべき資質・能力の観点から、会計分野の科目以外にも、各会計大学院の設置理念

に応じて幅広い科目を設置すること。 

【現状の説明】 

 解釈指針2-1-3-1で示した表にあるとおり、非会計分野は科目数で39科目（45.9％）を占めている。ま

た、横断科目３科目を加えると、42科目（49.4％）に及ぶ。さらに、同表で便宜的に除いた個別演習科目

３科目、修士論文科目３科目、インターンシップ科目２科目を合わせて考えると、高度会計専門職の広範

かつ多様な実践的能力を支える科目を幅広く配置していることが確認できる。 

【点検・自己評価】 

上述のように、会計分野以外にも幅広く多様な授業科目を配置していることが確認できる。解釈指針2-

1-3-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

2-1-4 

各授業科目における、授業時間等の設定が、単位数との関係において、大学設置基準第21条から

第23条までの規定に照らして適切であること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、会計専門職業人にとって最も肝要となる基本科目群を１年次春学期に配置し、基本

的知識を習得した上で、原則として１年次秋学期より選択必修科目である発展科目群と応用科目群を履修

するように、積み上げ式の段階的なカリキュラム設計がなされている。なお、入学時点で基本的な会計知

識を有していない会計未修者については、導入科目群２科目（中級商業簿記、中級工業簿記）の履修と単

位修得を義務付けている。また、基本科目群科目は、進級要件と直接的に重要な関係があることから、導

入科目群履修者や春学期の基本科目群不合格者に配慮するため、原則として秋学期にも全科目を開講して

いる。 

本会計大学院の修了所要単位数は54単位である。また、１年間の履修制限を36単位としている（導入科

目を除く）。導入科目群及び基本科目群の科目は、すべて半期（15週）で１単位とし、応用科目群の実践

科目の中で「論文指導・修士論文（実践）」と「修士論文」は通年（30週）で４単位としている。それ以

外の授業科目は全て、半期（15週）で２単位としている。 

【点検・自己評価】 

授業時間の設定と単位数については、大学設置基準第21条から第23条までの規定に照らして適切である。

基準2-1-4は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

３．会計専門職大学院時間割（2017年度） 

４．休講・補講一覧（2017年度） 
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第３章 教育方法 

3-1 授業を行う学生数 

3-1-1 

会計大学院においては、少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い教育が行われなければな

らないことが基本であることにかんがみ、一の授業科目について同時に授業を行う学生数が、この

観点から適切な規模に維持されていること。 

【現状の説明】 

 解釈指針3-1-1-1から3-1-1-3において説明するように、圧倒的多数のクラスが少人数であり、双方向的

又は多方向的な密度の高い教育が行われる環境が確保されている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針3-1-1-1から3-1-1-3において点検・自己評価したように、基準3-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．授業科目担任者一覧（2017年度） 

２．専任教員授業科目担任・時間数一覧（2017年度） 

 

解釈指針3-1-1-1 

会計大学院においては、すべての授業科目について、当該科目の性質及び教育課程上の位置付けに応

じて、受講する学生数は教育効果が十分に期待できる適切な規模であること。 

【現状の説明】 

 2017年度における開講科目100科目（130クラス）の総履修者数は1582名であり(*1)、１クラス当たりの

平均履修者数は12.2名である。この人数は双方向的又は多方向的な密度の高い教育を行うために適切な規

模である。なお、春学期終了時点において秋学期履修登録の変更が認められているため、秋学期履修者数

は５月１日時点で未確定である。 

 この100科目のうち、特に学生数の管理が求められる基本科目群については、８科目17クラス（春学期

と秋学期に開講）の総履修者数は322名であり、１クラス当たりの平均履修者数は18.9名である。 

 同様に、個別演習科目（ソリューションの３科目）と修士論文科目（特に論文指導・修士論文（実践））

についても、その科目の特性上、学生数の管理が求められるところであるが、「ソリューション・イン・

アカデミック」（１年次秋学期）は、2016年度に開講された３クラスの総履修者数が12名であり、１クラ

ス当たりの平均履修者数は４名であった。「ソリューション・イン・プロフェッショナル」（２年次春学期）

は、2017年度に開講された４クラスの総履修者数が18名であり、１クラス当たりの平均履修者数は4.5名

である。「ソリューション・イン・エキスパータイズ」（２年次秋学期）は、2016年度に開講された２クラ

スの総履修者数が７名であり、１クラス当たりの平均履修者数は3.5名であった。また、「論文指導・修士

論文（実践）」は、2017年度に開講された２クラスの総履修者数が３名であり、１クラス当たりの平均履

修者数は1.5名である。このように、個別演習科目と修士論文科目についても、少人数教育が徹底されて

いる。 

なお、参考までに2016年度の実績をごく簡単に説明すると、2016年度に開講した全クラスの１クラス当

たりの平均履修者数は13.0名、基本科目群のそれは20.7名、個別演習科目と修士論文科目のそれは3.1名

となっている。 

(*1) 基準2-1-2で説明したように、本会計大学院の授業科目数は95科目（「特殊講義」１科目を含む）であるが、

2017年度は「特殊講義」として複数のテーマ（９科目）が開講されており、また、例外的な事情により不開講

となった科目（３科目）もある。１クラス当たりの平均履修者数の計算上、これらを加減すると、当年度に開

講された科目数は100科目となる。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院における全ての科目の履修者数は教育効果が十分に期待できる適切な規模であり、解釈指

針3-1-1-1は満たされている。 
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【参考資料】 

１．授業科目担任者一覧（2017年度） 

２．専任教員授業科目担任・時間数一覧（2017年度） 

３．授業科目別履修者数統計表（2017年度） 

 

解釈指針3-1-1-2 

基準3-1-1にいう「学生数」とは、実際に当該科目を履修する者全員の数を指し、会計大学院におい

て当該科目を初めて履修する学生に加えて、次に掲げる者を含む。 

（1）当該科目を再履修している者。 

（2）当該科目の履修を認められている他専攻の学生、他研究科の学生（以下、合わせて「他専攻等の

学生」という。）及び科目等履修生。 

【現状の説明】 

解釈指針3-1-1-1で示した学生数には、解釈指針3-1-1-2で掲げる者を含んでいる。よって、再履修及び

他専攻等の学生を含めても、解釈指針3-1-1-1において説明した内容に変わりはない。 

【点検・自己評価】 

 この解釈指針を考慮しても、基準3-1-1及び解釈指針3-1-1-1の判断は変わるものではない。本会計大学

院における全ての科目の履修者数は一定規模以内であるといえる。 

 

解釈指針3-1-1-3 

他専攻等の学生及び科目等履修生による会計大学院の科目の履修は、当該科目の性質等に照らして適

切な場合に限られていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院生（正規学生）以外の受け入れについては、制度上、①本学大学院の他研究科に所属する

学生による追加科目としての受講、②本会計大学院が募集する科目等履修生・聴講生としての受講、③単

位互換制度による他大学所属の大学院生による受講の３つである。受講の申し出があった場合、本会計大

学院の教授会において、申請者の学力や適性を審査するとともに、正規学生の学習環境に影響が生じない

よう、当該受講科目の受講者数等を勘案のうえ、審査を行っている。また、科目等履修生・聴講生の募集

要項には、正規学生を優先するため、教室収容人数等、授業運営上支障が出る場合は、履修を許可できな

いことがある旨を明示している。 

【点検・自己評価】 

広く社会に、あるいは学内の他専攻に科目を開放する仕組みを整えているが、その際にも、本会計大学

院の正規学生の学習環境に影響が生じないよう、対象となる授業科目を定め、正規学生以外の受講者数の

管理を行うなどの措置を講じている。解釈指針3-1-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院科目等履修生出願要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院聴講生出願要項（2017年度） 

３．留学生別科生の科目等履修出願要項（2017年度） 

４．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

５．授業科目別履修者数統計表（2017年度） 

６．科目等履修生・聴講生等受講者一覧 

 

3-2 授業の方法 

3-2-1 

会計大学院における授業は、次に掲げる事項を考慮したものであること｡ 

（1）専門的な会計知識を確実に修得させるとともに、事実に即して具体的な問題を解決していくため

に必要な分析能力及び議論の能力、会計判断を関係当事者に正しく伝える能力その他の会計職業人 
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 として必要な能力を育成するために、授業科目の性質に応じた適切な方法がとられていること。 

（2）１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成績評価の基準と方法があら

かじめ学生に周知されていること｡ 

（3）授業の効果を十分にあげられるよう、授業時間外における学習を充実させるための措置が講じ

られていること｡ 

【現状の説明】 

 解釈指針3-2-1-1から3-2-1-5において説明するように、本解釈指針の(1)については、少人数のクラス

編成を行い、それぞれの系統及び科目群に対応した教育内容と方法を採用している。(2)については、授

業概要、全15回の授業計画、到達目標、成績評価の方法・基準などを明記した詳細なシラバスを作成して

新入生の指導行事の際に配付し、専任教員が履修・学習相談に応じるほか、そのシラバスはウェブページ

上でも公開している。(3)については、シラバスで全15回の授業計画を明示して学生の予習・復習に資す

るようにするほか、授業時間外学習の方法を具体的に記載したり、専任教員がオフィスアワーを実施して

学生の授業時間外における学習をサポートしている。 

【点検・自己評価】 

 本基準3-2-1が示す考慮事項は、すべて具体的に行われている。基準3-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

 

解釈指針3-2-1-1 

｢専門的な会計知識｣とは、当該授業科目において会計職業人として一般に必要と考えられる水準及び

範囲の会計知識をいうものとする｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、「専門的な会計知識」を解釈指針3-2-1-1に示されたとおりに理解したうえで、応用

科目群においてより高度な水準及び範囲の専門的な会計知識を提供している。基本的には、授業科目担当

者が科目の水準及び範囲を定めているが、科目の特性上、相互にレビューが可能な科目については、日常

の意見交換やFDを通じて、各授業科目担当者が科目の水準及び範囲を再検討している。もちろん、その水

準及び範囲を教える方法については多様であり、各授業科目担当者が重点の置き所を変えている。これら

については、各年度のシラバスや『FD活動報告書』で確認することができる。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針3-2-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

 

解釈指針3-2-1-2 

「事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な分析能力及び議論の能力、会計判断を関係

当事者に正しく伝える能力その他の会計職業人として必要な能力｣とは、具体的事例に的確に対応す

ることのできる能力をいうものとする｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、「事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な分析能力及び議論の能力、

会計判断を関係当事者に正しく伝える能力その他の会計職業人として必要な能力｣を、解釈指針3-2-1-2に

示されたとおりに理解している。学生にその能力を身に付けさせるため、本会計大学院では、特に個別演

習科目として、１年次配当の「ソリューション・イン・アカデミック」、２年次配当の「ソリューショ

ン・イン・プロフェッショナル」と「ソリューション・イン・エキスパータイズ」を設置している。 

「ソリューション・イン・アカデミック」は１年次の秋学期に開講され、一般的な学習能力が鍛えられ

る。「ソリューション・イン・プロフェッショナル」は２年次の春学期に開講され、担当教員の専門分野

に基づいた個別指導によって、具体的な問題解決力や分析力、ディスカッション力が鍛えられる。「ソリ
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ューション・イン・エキスパータイズ」は２年次の秋学期に開講され、各自の将来の進路を見据えた演習

活動が行われる。 

 このような個別演習科目や修士論文科目以外の授業科目では、一般的に、発展科目群と応用科目群にお

いて、より具体的な事例に即した問題解決のトレーニングやディスカッションが行われている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針3-2-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

 

解釈指針3-2-1-3 

｢授業科目の性質に応じた適切な方法｣とは、各授業科目の目的を効果的に達成するため、少人数によ

る双方向的又は多方向的な討論(教員と学生の間、又は学生相互の間において、質疑応答や討論が行

われていることをいう。)、実地調査、事例研究その他の方法であって、適切な教材等を用いて行わ

れるものをいうものとする｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、全ての授業科目において、基本的に双方向的又は多方向的な討論が行われている。

個別演習科目の３科目（ソリューション・イン・アカデミック、ソリューション・イン・プロフェッショ

ナル、ソリューション・イン・エキスパータイズ）と修士論文科目の３科目（論文指導・修士論文（基

礎）、論文指導・修士論文（実践）、修士論文）については、原則として、双方向的又は多方向的な授業が

確実に行われている。これらの個別演習科目及び修士論文科目以外の授業科目でも、事例研究、判例演習、

実践演習などの科目では、双方向的又は多方向的な討論が行われている。特に、経済・IT系の諸科目では、

会計実務や監査実務のために開発された専門的なソフトウェアを使用し、実際にデータを処理させるなど、

実践を想定したトレーニングが行われている。 

本会計大学院の教員は、本解釈指針にいう「授業科目の性質に応じた適切な方法｣を、本解釈指針に示

されたとおりに理解している。個別演習科目では、担当教員の個性が出るものの、いずれの担当クラスに

おいても活発な討論と工夫された報告などの機会が十分に確保されている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針3-2-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

 

解釈指針3-2-1-4 

学生が事前事後の学習を効果的に行うための適切な具体的措置としては、次に掲げるものが考えられる｡ 

（1）授業時間割が学生の自習時間を十分に考慮したものであること｡ 

（2）関係資料が配布され、予習事項等が事前に周知されていること｡ 

（3）予習又は復習に関して、教員による適切な指示がなされていること｡ 

（4）授業時間外の自習が可能となるよう、第10章の各基準に適合する自習室スペースや教材、データ

ベース等の施設、設備及び図書が備えられていること｡ 

【現状の説明】 

本解釈指針の(1)については、年間の履修制限単位を36単位（各学期18単位を目安）としているので、

学生が上限まで履修すると仮定して、１年次春学期に１単位の基本科目群を集中的に履修するとしても、

週に最大12科目（例えば、基本科目７科目と発展科目５科目）となり、１日平均２科目の講義を受けるこ

とで済むようになっている。さらに、本会計大学院は昼間開講のため、授業時間は１～５時限（９時～17

時50分）としており、毎年度策定する時間割編成方針に基づき、原則として、１年次配当の基本科目群は

２時限と３時限、理論・実践科目は２時限から４時限、個別演習科目と修士論文科目は１時限または５時

限に配置している。このように、教育効果及び学生の自習時間に配慮した時間割編成方針により、学生が

予習・復習等の時間を確保しやすいようにしている。 
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(2)については、当該年度に開講される全ての授業科目において、授業担任者がシラバス（授業概要、

到達目標、授業計画、授業時間外学習、成績評価の方法・基準、教科書、参考書、備考）を作成し、それ

に基づいて講義を行っており、各回の講義内容は事前に周知されている。加えて、教員から次回の講義に

ついて予告（必要に応じて、直接ないしはインフォメーション・システム等を通じて資料配布）などが行

われており、この点でも予習事項等は周知されている。 

(3)については、教員ごとに、また科目の特性によって差はあるものの、基本的にどの教員も予習・復

習の指示を出している。 

この(2)と(3)に関連して、学内ネットワークを通じた学生との双方向的学習支援システムが、2017年度

現在で２種類稼動しており、これらにより情報等の周知徹底が図られている。そのシステムの１つはイン

フォメーション・システムと呼ばれ、教員及び事務から情報発信する場合の公式手段として活用されてい

る。他に講義収録・配信システムも存在しており、そのシステムでは基本科目等の主たる授業科目を録画

し、その映像をウェブベースで配信している。その目的は、講義の出席者には復習の機会を提供し、また、

欠席者には講義の補完の機会を提供することにある。それゆえ、学生も教員も撮影されている授業につい

て閲覧可能である。 

(4)については、本会計大学院専用の自習室内に118席の自習机を整備している。加えて、本会計大学院

専用の図書閲覧室、図書資料室及びパソコン教室に自習に必要となる図書（約1,300冊）及びパソコン

（24台）、プリンター（２台）、コピー機（３台）を設置し、データベース・アクセスの確保など、学生の

学習効果が高まるよう十分に配慮した設備を整えている。これらの自習のためのエリア（図書資料室を除

く）は、原則として365日24時間利用可能としているので、学生の多様な学習パターンに十分かつ効果的

に対応できる。 

【点検・自己評価】 

 本会計大学院では、学生が事前事後の学習を効果的に行うための環境整備が整えられており、解釈指針

3-2-1-4は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院時間割（2017年度） 

２．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

３．関西大学ITセンタースタートガイドブックIT Navi 2017教員用 

４．会計研究科講義収録・配信システム科目一覧（2017年度） 

５．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針3-2-1-5 

集中講義を実施する場合には、授業時間外の学習に必要な時間が確保できるように配慮されていること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、一部の例外を除き集中講義は配置されていない。2017年度に開講の集中講義は、

「実践監査プログラム演習」(９月11日～15日実施)、「管理会計事例研究」（２月21日～23日実施）、「プロ

フェッショナル・インターンシップ・イン・ビジネス」（７月下旬～９月中旬実施）、「プロフェッショナ

ル・インターンシップ・イン・アカウンティング・ファーム」(１月下旬～３月上旬実施)の４科目である。 

 「実践監査プログラム演習」については、授業時間外の学習に必要な時間が確保できるよう、授業計画

作成時に担任者に対して十分な配慮を要請し、授業時間を３～５時限の１日３コマとすることで、１～２

時限及び夜間（授業終了後）に学生が学習時間を確保できるようにしている。「管理会計事例研究」につ

いては、2017年度は担任者との日程調整で冬季集中となったが（例年は週１コマのセメスターで開講）、

テキストをシラバスで明示して事前に読了していることを前提として議論したり、講義資料を事前にウェ

ブで配布するなど、授業時間外の学習に必要な時間を確保できるように配慮されている。また、インター

ンシップ２科目については、インターンシップに参加するに当たっての心構えやその意義について教授す

る「事前授業」を実施するとともに、13回分の授業に相当する実習期間中に作成した業務日誌や実習報告

書に基づいて「事後授業」を実施することとしている。 

 また、2016年度より、梅田キャンパスの立地条件を利用して６限目と７限目に集中的に授業を行い、２
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か月で完了する講義を開講している。2016年度は、秋学期の前半に「特殊講義」２科目（税務と会計、労

務と会計）、秋学期の後半に「特殊講義」２科目（実践経営戦略、日本内部監査協会寄附講座・実践内部

統制）を開講している。2017年度は、梅田キャンパスでの集中講義を拡大的に展開し、春学期の前半に

「特殊講義」１科目（ビジネス法務と会計）、春学期の後半に「特殊講義」２科目（企業情報の読み方と使

い方、PwCあらた監査法人寄附講座・地域の発展と民間のイニシアチブ）、秋学期の前半に「特殊講義」２

科目（税務と会計、労務と会計）、秋学期の後半に「特殊講義」１科目（日本内部監査協会寄附講座・実

践内部統制）を開講している。 

 これらの講義は社会人の聴講生も多く、本会計大学院の受講生は社会人との交流を通じて自己研鑽する

など、一定の教育効果を上げている。いずれの講義も、数日間に詰め込み式で行うのではなく２か月で展

開する集中講義であり、授業時間外の学習に必要な時間は確保されている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針3-2-1-5は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院時間割（2017年度） 

２．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

 

3-3 履修科目登録単位数の上限 

3-3-1 

会計大学院における各年次において、学生が履修科目として登録することのできる単位数は、モデ

ルカリキュラム等を参考に各会計大学院で適切に設定すること。 

【現状の説明】 

解釈指針3-3-1-1において説明するように、本会計大学院が掲げている「知のペンタゴン」に則して、

それを具現化するための履修モデルを提示するなど、専門職大学院として相応しい学習が可能となるよう

に配慮した上で、学則上で履修制限単位（１年次36単位、２年次36単位）を設けている。 

この履修モデルは、毎年度に発行される『関西大学会計専門職大学院 出講の手引き』に収容して全教

員に配布し周知することで、各教員の担当科目の位置付けが分かるようにしている。また、学生に対して

は、入学時のオリエンテーションにおいて履修モデルを配布して、副研究科長・教学主任が各コースの概

要を説明するだけでなく、全ての専任教員がオフィスアワーを開催して履修モデルに基づき学生の学習計

画等を個別指導している。その後においても、各ソリューションにおいて各担当教員が同様の対応を個別

に行っており、ソリューションを履修していない学生については、副研究科長・教学主任が個別に対応し

ている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針3-3-1-1において説明するように、基準3-3-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

３．新入生行事の配布物（2017年度） 

 

解釈指針3-3-1-1 

会計大学院の授業においては、授業時間外の事前事後の学習時間が十分に確保される必要があること

から、各年次における履修登録可能な単位数の上限を各会計大学院で適切に設定すること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院の修了所要単位数は54単位である。これはPAコース、PAIBコース、RPコースのいずれにお

いても同じであるが、54単位の内訳は各々のコースで異なる。すなわち、PAコースは、基本科目８単位、

発展科目から24単位（実践科目６単位以上を含む）、応用科目から12単位（実践科目２単位以上を含む）

としている。PAIBコースは、基本科目５単位（３つの会計系各１科目、企業法、会計専門職業倫理）、発
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展科目24単位（実践科目８単位以上を含む）、応用科目12単位（実践科目４単位以上を含む）としている。

RPコースは、基本科目８単位、発展科目24単位（論文指導・修士論文（基礎）の２単位を含む）、応用科

目12単位（論文指導・修士論文（実践）と修士論文の計８単位を含む）としている。そして、いずれのコ

ースでも、１年間の履修制限単位は36単位とし、学生が授業時間外で事前事後の十分な学習時間を確保で

きるように配慮されている。 

しかし、以上の枠組みの中で何の方針もなく履修することは、かえって学習時間の不足につながること

も考えられる。そこで、本会計大学院では、将来の競争優位となる分野を全ての学生が持てるように、本

会計大学院が掲げる「知のペンタゴン」に即した５つの戦略的分野の各々について、具体的な履修モデル

を提示している。学生は、この履修モデルとソリューションでの個別指導に従って、適切に学習計画を立

てることができる。 

【点検・自己評価】 

 適切な単位数の設定及び制限と、事前事後の学習時間の確保という観点から見て、授業は学生にとって

過重負担にならないと判断している。解釈指針3-3-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 
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第４章 成績評価及び修了認定 

4-1 成績評価 

4-1-1 

学修の成果に係る評価(以下、｢成績評価｣という。)が、学生の能力及び資質を正確に反映する客観

的かつ厳正なものとして行われており、次に掲げるすべての基準を満たしていること｡ 

（1）成績評価の基準が設定され、かつ学生に周知されていること｡ 

（2）当該成績評価基準にしたがって成績評価が行われていることを確保するための措置がとられて

いること｡ 

（3）成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されていること｡ 

（4）期末試験を実施する場合は、実施方法についても適切な配慮がなされていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院における成績評価は、以下に示すように、学生の能力及び資質を正確に反映する客観的か

つ厳正なものとして行われている。 

すなわち、成績評価は、学生の能力及び資質を正確に反映すべく、科目ごとに当該科目の特性に応じて

適切に評価を行っている。特に、いわゆるコア科目である基本科目群については、筆記試験を中心に相対

評価により成績評価が行われる。その他の科目（導入科目群、発展科目群、応用科目群）についても、原

則として筆記試験を中心に成績評価がなされるが、実践科目、個別演習科目、修士論文科目などの授業科

目については、その科目の特性上、レポートやディベート等を考慮した成績評価がなされている。これら

の成績評価の詳細な基準は、各担当教員により授業時間内に説明されていることはもちろん、解釈指針4-

1-1-1において説明するように、具体的な成績評価の方法と評価の個別具体的な基準をシラバスで統一的

に明記するようにしている。さらに、各担当教員は、成績評価の根拠となった資料（テストの結果や出席

状況等）と評点の内訳を成績評価の原簿として事務局に提出し、事務局はそれを適切に管理して成績評価

の実態を検証できるように措置している。 

学生の履修登録前（事前）においては、成績評価の基準を客観的に明らかにするために、学生に対する

周知は、次のように徹底されている。まず、履修登録の際に、全学生に対して科目ごとに成績の評価方法

及びその基準を示したシラバスを配布している。さらに、学生は、インフォメーション・システムを通じ

て、その内容をウェブページ上で随時閲覧することができるようになっている。 

学生の成績評価後（事後）においては、学生は、オフィスアワー等を利用して、各教員から成績評価の

基準や成績の分布、自ら答案や全体的な講評について個別に説明を受けることができる。それだけでなく、

成績発表後に成績疑義申し出の期間を設け、成績評価の結果に対して疑義のある学生には、疑義申立ての

機会が与えられている。 

成績評価のための試験（実施）については、学生の不利益とならないよう、各教員は試験実施の時期及

び試験実施の方法を授業時間内に周知し、また、同様のことがシラバスにも授業計画及び成績評価の方

法・基準として記載されている。なお、学生は、インフォメーション・システムを通じて、シラバスを随

時閲覧することができる。また、試験の監督は、必ず担当教員が行い、かつ必要に応じてSAの協力を依頼

することができることとなっており、試験当日の急病等の不測の事態にも対応できるようにしている。な

お、これまでの試験において、不正行為を行った者は確認されていない。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院における成績評価は、学生の能力及び資質を正確に反映する客観的かつ厳正なものであり、

成績評価の基準や結果の告知、試験の実施方法等についても適切な措置がとられている。基準4-1-1は満

たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．科目別成績評価分布状況（2017年度） 

３．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度）  
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解釈指針4-1-1-1 

基準4-1-1(1)における成績評価の基準として、科目の性質上不適合な場合を除き、成績のランク分

け、各ランクの分布の在り方についての方針の設定、成績評価における考慮要素があらかじめ明確に

シラバスにおいて示されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、成績評価に関する成績のランク分け及び各ランクの分布の在り方は、科目の特性に

応じて、導入科目群、基本科目群、発展科目群、応用科目群ごとに、以下のように詳細に定めている。 

（1）導入科目群については、筆記試験を行い、成績評価は絶対評価（合格又は不合格）としている。 

（2）基本科目群については、筆記試験を行い、成績評価は相対評価として各評価段階（秀・優・良・可・

不可）の割合を定めている。不合格の学生は、同一年度内に開講される当該科目を再履修することが認

められる。 

 相対評価の計算式は、以下のとおりである。 

①「平均点＋１σ」以上を「秀」 

②「平均点＋０.５σ」以上、「平均点＋１σ」未満を「優」 

③「平均点－０.５σ」以上、「平均点＋０.５σ」未満を「良」 

④「平均点－１.５σ」以上、「平均点－０.５σ」未満を「可」 

⑤「平均点－１.５σ」未満を「不可」 

（3）発展科目群については、講義形態に応じて定めている。横断科目・理論科目で講義を中心とした形態

の場合は、原則として筆記試験を行う。実践科目・個別演習科目等のケース・スタディ及び演習を中心

とした形態の場合は、筆記試験を行うことを原則とはしていない。成績評価は、横断科目・理論科目の

場合は、原則として筆記試験を行って相対評価することとしている（ただし、履修者が数名の場合は絶

対評価することを認めている）。また、実践科目・個別演習科目の場合は、原則として絶対評価による

こととしている。 

（4）応用科目群については、その科目の性質上及び履修者数の関係上、実践科目の場合は、レポートやデ

ィベート等を考慮した評価を行うこととし、また、横断科目・理論科目の場合は、それを考慮しながら

原則として筆記試験も行っている。成績評価は、いずれの科目も原則として絶対評価によることとして

いる。 
 
なお、成績評価における考慮要素は、科目ごとにシラバスに成績評価の方法・基準として明記されてい

る。学生に対しては、シラバスを履修登録時に配布して成績評価の方法・基準を周知するとともに、各科

目の初回の授業に担当教員より成績評価の方法・基準について説明がなされている。 

【点検・自己評価】 

成績のランク分け、各ランクの分布の在り方についての方針の設定及び成績評価の考慮要素は、あらか

じめシラバスに記載され、客観的に明確にされている。解釈指針4-1-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

 

解釈指針4-1-1-2 

基準4-1-1(2)における措置として、例えば次のものが考えられる｡ 

（1）成績評価について説明を希望する学生に対して説明する機会が設けられていること｡ 

（2）筆記試験採点の際の匿名性が適切に確保されていること｡ 

（3）科目間や担当者間の採点分布に関するデータが関係教員の間で共有されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院においては、厳格に定められた成績評価の方法・基準に従って成績評価が行われることを

確保するために、以下のような措置を各種講じている。 

（1）成績評価の説明については、学生は、オフィスアワー等を利用して、各教員から成績評価の基準や成
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績の分布、自らの答案や全体的な講評について個別に説明を受けることができる。これは、成績評価の

正確さを担保するためのみならず、学生の学習に対するアドバイスの意味も含んでいる。 

 また、成績発表後に成績疑義申し出の期間を設け、成績評価の結果に対して疑義のある学生には、疑

義申立ての機会が与えられている。この疑義申立てを受けた教員は、当該学生に対して成績評価の根拠

を説明し、場合によっては、これにより成績評価の変更がなされることもあり得る。 

（2）筆記試験採点の際の匿名性については、教員各自の自主性に委ねられており、個別的な対応がなされ

ている。そのため、制度的には必ずしも匿名性を確保する措置は特に設けられていないが、成績評価に

悪影響を及ぼすものではない。 

（3）科目間や担当者間の採点分布に関するデータについては、教員間で共有可能な状況にされている。す

なわち、全科目における成績評価の結果は、個人情報の保護に留意しながら、そのデータを必要とする

教員に配布されている。また、それらのデータは、教員のFD勉強会において資料として用いられている。 

【点検・自己評価】 

厳格に定められた成績評価の方法・基準に従って成績評価が行われることを確保するための措置を各種

講じており、解釈指針4-1-1-2は満たされている。 

 

解釈指針4-1-1-3 

基準4-1-1(3)にいう｢必要な関連情報｣とは、筆記試験を行った場合については、当該試験における成

績評価の基準及び成績分布に関するデータを指す｡ 

【現状の説明】 

解釈指針4-1-1-2において説明したように、成績評価後、全ての学生に対して、各教員から成績評価の

基準及び成績の分布、自らの答案や全体的な講評について、個別に説明を受ける機会が提供されている。

さらに、それをもとに学習上のアドバイスを受けることもできる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針4-1-1-3は満たされている。 

 

解釈指針4-1-1-4 

基準4-1-1(4)にいう｢適切な配慮｣とは、筆記試験において合格点に達しなかった者に対して行われる

試験（いわゆる再試験）についても厳正な成績評価が行われていること、及び当該学期の授業につ

き、一定のやむを得ない事情により筆記試験を受験することができなかった者に対して行われる試験

（いわゆる追試験）について受験者が不当に利益又は不利益を受けることのないよう配慮されている

ことを指す｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院においては、再試験の制度は設けていない。進級要件に大きく影響する基本科目群の科目

については、春学期と秋学期に同一科目を開講し、春学期で不合格となった場合には秋学期で再履修する

ことを認めている。また、本会計大学院では定期試験期間を設けず、筆記試験を行う場合は、授業時間内

での平常試験の取扱いとしている。病気等のやむを得ない事情で筆記試験を受験することができなかった

者については、その筆記試験が平常試験である関係上、追試験の制度を設けて対応しているわけではなく、

各担当教員の判断に委ねられている。しかし、これまでに、その対応で問題が生じたことはない。このこ

とから、学生が不当に利益又は不利益を受けることのないように、状況に応じて各担当教員の判断により

適切な配慮がなされているといえる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針4-1-1-4は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

  



第Ⅲ編 会計研究科 

 

855 

4-1-2 

学生が在籍する会計大学院以外の機関における履修結果をもとに、当該会計大学院における単位を

認定する場合は、当該会計大学院としての教育課程の一体性が損なわれていないこと、かつ厳正で

客観的な成績評価が確保されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、本会計大学院が教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院の授業科目を履修す

ることを認め、そこで修得した単位を本会計大学院において修得したものとみなすことができる（学則12

条、14条）。単位の認定については、教務・FD委員会における検討を踏まえて、当該科目の成績及び該当

するシラバス等を総合的に判断し、本会計大学院の教授会において決定される。 

【点検・自己評価】 

他の大学院で取得した単位の認定については、制度上、学則及び厳正なる手続により運用されることと

なっている。基準4-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科学則 

 

4-2 修了認定及びその要件 

4-2-1 

会計大学院の修了要件が、専門職大学院設置基準の定めを満たすものであること｡ 

この場合において、次に掲げる取扱いをすることができる｡ 

ア 教育上有益であるとの観点から、他の大学院において（他専攻を含む）履修した授業科目につ

いて修得した単位を、各会計大学院が修了要件として定める30単位以上の単位数の二分の一を超

えない範囲で、当該会計大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすこと。 

イ 教育上有益であるとの観点から、当該会計大学院に入学する前に大学院において履修した授業

科目について修得した単位を、アによる単位と合わせて各会計大学院が修了要件として定める30

単位以上の単位数の二分の一を超えない範囲で、当該会計大学院における授業科目の履修により

修得したものとみなすこと｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院の修了所要単位数は54単位であるが、その内訳は３つのコースによって異なる。PAコース

は、基本科目群から８単位、発展科目群から実践科目６単位以上を含めて24単位、応用科目群から実践科

目２単位以上を含めて12単位としている。PAIBコースは、基本科目群から３つの会計系各１単位と「企業

法」（１単位）と「会計専門職業倫理」（１単位）の計５単位、発展科目群から実践科目８単位以上を含め

て24単位、応用科目群から実践科目４単位以上を含めて12単位としている。RPコースは、基本科目群から

８単位、発展科目群から「論文指導・修士論文（基礎）」（２単位）を含めて24単位、応用科目群から「論

文指導・修士論文（実践）」（４単位）と「修士論文」（４単位）を含めて12単位としている。専門職大学

院設置基準第15条に定める在学要件（原則２年以上）並びに単位要件（30単位以上その他）を十分に満た

している。 

また、本基準の(ア)他の大学院において履修した単位、及び、(イ)入学前に当該大学院において履修し

た単位を、修了所要単位数の２分の１を超えない範囲で承認することについては、本会計大学院学則第10

条から第14条において、同様のことが定められている。 

【点検・自己評価】 

基準4-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科学則 
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解釈指針4-2-1-1 

修了の認定に必要な修得単位数は、設置基準、公認会計士試験免除要件等を参考に各会計大学院が適

切に設定する。 

【現状の説明】 

基準4-2-1において説明したように、本会計大学院の修了所要単位数（54単位）は、専門職大学院設置

基準に定める要件を満たしている。54単位の内訳は、PAコース、PAIBコース、RPコースの各々で異なるが、

総数としては各コースとも同じである。それぞれのコースに属する学生は、本会計大学院が求める高度会

計専門職の人材像に照らして必要な科目を修得するとともに、学生のキャリア設計や興味関心に応じて履

修科目を選択することができる。 

また、本会計大学院においては、「知のペンタゴン」に基づいて「財務に強い会計専門職」、「ITに強い

会計専門職」、「行政に強い会計専門職」、「経営に強い会計専門職」、「法律に強い会計専門職」の養成を目

的としており、それぞれに応じた５つの履修モデルをモデルカリキュラムとして学生に提示している。 

【点検・自己評価】 

修了の認定に必要な修得単位数は適切に設定され、履修モデルも示されている。解釈指針4-2-1-1は満

たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針4-2-1-2 

修了の認定に当たっては、例えばGPA等の方法を活用して、修了生の成績の客観化に努めることとする｡ 

【現状の説明】 

修了要件としては、54単位以上を修得しなければならず、かつ、３つのコースに応じて基本科目群、発

展科目群、応用科目群から実践科目を含めて必要単位数を取得しなければならない。いずれのコースにお

いても修了要件の難易度は大きく異なるものではなく、厳格な基準で成績評価が行われ、修了の認定の際

には、厳密にコースごとの修了要件を満たしているか否かのチェックが行われる。さらに、修了の認定に

当たっては、成績を「秀・優・良・可・不可」の５段階で評価し、その評価の平均から修了生の成績序列

を導くという方法により修了生の成績の客観化を行っている。このように、修了の認定は客観的に行われ

ている。 

【点検・自己評価】 

修了の認定に当たっては、修了生の成績の客観化が図られており、解釈指針4-2-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

２．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

 

  



第Ⅲ編 会計研究科 

 

857 

第５章 教育内容等の改善措置 

5-1 教育内容等の改善措置 

5-1-1 

教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が、組織的かつ継続的に行われていること。 

【現状の説明】 

 本会計大学院においては、教育内容及び方法の改善を図るための研修及び研究を組織的かつ継続的に行

っている。具体的には次のとおりである。 

１．教育の内容及び方法の改善 

本会計大学院では、教育内容及び教育方法を充実させるために、毎学期、学生に対する授業評価アンケ

ートを実施している。その結果は『FD活動報告書』として教員に対して数値化されて報告され、各教員が

これを踏まえて個別的に対応している（『FD活動報告書』にその旨を記載）。また、教務・FD委員会におい

ては、全体的かつ組織的に、この授業評価アンケート等を参考にして、教育内容については、それぞれの

科目における教育内容をチェックし、必要に応じて対応を行うこととし、教育方法についても、同様に改

善提案を行うこととしている。具体的には以下のとおりである。 

①授業評価アンケートに、その項目として「Ⅰ.授業の評価」に11項目、「Ⅱ.授業への取組み」に６項

目の計17項目をおいており、いずれも本会計大学院における教育活動等の状況を調査するための項目設定

となっている。次に、②その分析については、「受講生の傾向」、「昨年度の授業評価アンケートを踏まえ

て、今回の講義で工夫したこと・留意したこと」、「今後の対応」という項目を設けている。すなわち、各

専任教員は「昨年度の授業評価アンケートを踏まえて、今回の講義で工夫したこと・留意したこと」を記

載することが要求され、常に昨年度の反省点を踏まえて、新たな工夫をし、教育内容を改善するための方

法及び取組を示すことを要求している。さらには、アンケートの結果を踏まえて、「今後の対応」を記載

することが要求されている。これには、「昨年度の授業評価アンケートで記載した『今後の対応』」及び

「上記の内容を踏まえた『今後の内容』」の両者が含まれている。前者は昨年度記載した「今後の対応」が

どのようなものであったかを再度確認し、後者は次年度に対する目標を掲げるものである。これによって、

来年度の授業改善に向けての明確な目標が示されることになる。 

以上の結果として、教育内容の改善としては、これまでに３度の大幅なカリキュラム改正を行い、学生

から求められる教育内容及び社会から本会計大学院に求められる教育内容を検討して即座にこれに対応し

ている。これに対して、教育方法については、授業評価アンケートとこれに対応する教員の改善行動から

見られるように、個々の教員がそれぞれの改善点において対応している。 

アンケートの実施方法及び自由記述については、以下のような扱いとしている。アンケートの実施につ

いては、二種類の方法を採っている。ひとつは、回収率が下がるが、教員が配布し受講生が事務室へ提出

する方法と、講義時間終了後に教員が実施し回収する方法である。どちらを選択するかは各教員の判断に

委ねられているが、後者の方法を選択した際には、回答に影響のないように、教務FD委員長より厳しく注

意喚起しており、実施する教員も充分に配慮している。最後に、アンケートにおける自由記述については、

2010年度に一度実施しているが、学生の意見を充分に拾いあげることができなかったため、現在中止して

いる。現在は、各授業科目に関連することはもちろんのこと、全体的な教育の在り方や施設利用等につい

て、広く学生の意見を取り入れるべく、図書資料室に「会計研究科投書箱」を設け、無記名による自由な

記述による意見を受け付けている。その他、学生との対面において、授業時間内外でオフィスアワーや公

認会計士試験合格者意見交換会などを利用して、学生の意見を聴取している。 

２．FDに関する組織 

本会計大学院においては、本会計大学院全体におけるFD活動に関する組織として、教務・FD委員会が組

織されている。教務・FD委員会は、FD活動を主導するものであって、教務・FD委員会を主催しFD活動にお

ける方針及び実施方法について決定する。FD活動における成果はすべて教務・FD委員会に集約され、検討

を踏まえて、個別的な対応を行う。なお、教務・FD委員会の下部組織として、系列毎（財務会計系や法律

系等）の専攻分野別教務・FD委員会が組織されている。 



第Ⅲ編 会計研究科 

 

858 

３．FDに関する研修及び研究 

本会計大学院では、FD活動として次の事項を定期的、継続的に行っている。 

（1）教務・FD委員会及び系列毎の専攻分野別教務・FD委員会が、専任教員及び非常勤教員に対して『講義

要項』の執筆に対して説明を行い、かつ『講義要項』の公表前にはその記載内容の吟味を行い、場合に

よっては修正を促す。 

（2）教務・FD委員会の提案により、教授会終了後に懇談会を開催し、授業の状況、授業の実施方法、学生

の学習進捗状況等の意見交換を行う。 

（3）基本科目群をはじめ基本的な授業については、録画・ストリーミング配信を行っているが、これは後

に当該担当教員が自身の教授能力の向上のために利用するのみならず、他の教員もこれを閲覧し、ピ

ア・レビューを行っている。 

（4）学生による授業評価アンケートの結果に対して、教員は各年度において工夫したこと、次年度の改善

点、前年度の改善点の進捗を記載し、毎年度末に『FD活動報告書』を発行する。 

（5）学生による授業評価アンケートの結果で、わかりやすい、熱心である等の高い評価を受けた教員によ

って、その授業の工夫を教員間で共有する。 

（6）本会計大学院の学生及び教員等に必要とされるセミナーを実施しており（2016年度は５回実施）、セ

ミナー後には、セミナー講師を囲んで、本会計大学院教育に関する意見交換会を積極的に行っている。 

（7）非常勤講師との懇談会を設け、本会計大学院の理念・目的、授業の趣旨や成績評価方法等を周知徹底

するとともに、意見交換を行う。 

（8）本会計大学院の教育顧問より定期的に、授業に関するコメントを受け、教授会の場でこれを明らかに

し、意見交換を行う。 

【点検・自己評価】 

教育内容及び教育方法については、その改善を図るための研修及び研究は、組織的かつ継続的に行われ

ており、基準5-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

２．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

３．会計専門職大学院セミナー実施一覧 

４．関西大学大学院会計研究科 教務・FD委員会に関する申し合わせ 

５．関西大学大学院会計研究科 専攻分野別教務・FD委員会に関する申し合わせ 

６．会計研究科講義収録・配信システム科目一覧（2017年度） 

 

解釈指針5-1-1-1 

「教育の内容及び方法の改善」とは、いかなるトピックがどのような観点からどの程度の質と量にお

いて教育課程の中で取り上げられるべきか等(教育内容)、及び学生に対する発問や応答、資料配付、

板書、発声の仕方等(教育方法)についての改善をいうものとする｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、基準5-1-1で概略を示したように、教育内容及び教育方法ともにその改善のための

措置を十分にとっている。 

本会計大学院では、教育内容及び教育方法を改善するために、毎学期、学生に対する授業評価アンケー

トを実施している。後述の教務・FD委員会での審議を経て、教育内容及び教育方法の改善のため「Ⅰ.授

業の評価」に関する項目として以下の11項目を決定した。 
 



第Ⅲ編 会計研究科 

 

859 

Ⅰ．授業の評価 

1 授業内容は、講義要項、授業計画に示したものに沿った内容でしたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

2 この授業の進度はどうでしたか。 

1．かなり遅い 2．遅い 3．ちょうどよい 4．早い 5．かなり早い 

3 この授業は教員によってよく準備されていましたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

4 学生の理解を深めよう、能力を高めようとの熱意・努力が感じられましたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

5 この授業での教員の話し方や声の大きさ、説明の仕方は適切でしたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

6 教科書・配布資料の利用は適切でしたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

7 ホワイト・ボードやＯＨＰ、パソコン等の機材の使い方は適切でしたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

8 教員は、学生からの質問に的確に対応しましたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

9 宿題および小テストの内容・回数は、講義内容を理解する上で効果的でしたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

10 この授業のクラスの規模は適切でしたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

11 全体としてこの授業を受講して満足しましたか。 

1．全くそう思わない 2．そう思わない 3．どちらともいえない 4．そう思う 5．強くそう思う 

 

詳細は、これまでの『FD活動報告書』を参照されたいが、ここでは、例として基本科目群が含まれてい

て回答者数の多い会計系３系列と法律系の２カ年対比（2015年度と2016年度の対比）を示しておく。質問

項目２は3.0（３．ちょうどよい）が良く、それより大きい数値は授業の進度が早く感じられていること

を意味する。それ以外の10項目は5.0（５．強くそう思う）が最も評価が高いことを意味している。 

 系列別の評価点は、系列に含まれるすべての科目の平均なので科目別特性が平均化されてしまうという

点に注意する必要がある。また年度により回答者が異なるので数値自体は絶対的なものではない。ただし、

専門職大学院の学生の授業評価は厳しいのが一般的だが、本会計大学院も例外ではない。 

＜授業評価アンケート系列平均値（2015年度・2016年度対比）＞ 

質問 

項目 

財務会計系 管理会計系 監査系 法律系 

2015 2016 2015 2016 2015 2016 2015 2016 

1 4.40 4.43 4.59 4.38 4.50 4.48 4.59 4.54 

2 3.26 3.19 3.36 3.12 3.26 3.23 3.40 3.08 

3 4.34 4.37 4.45 4.26 4.46 4.44 4.70 4.50 

4 4.35 4.44 4.49 4.30 4.46 4.36 4.73 4.61 

5 4.39 4.41 4.50 4.33 4.48 4.40 4.78 4.57 

6 4.26 4.35 4.46 4.17 4.45 4.38 4.69 4.53 

7 4.30 4.36 4.48 4.16 4.39 4.36 4.54 4.35 

8 4.39 4.45 4.56 4.23 4.43 4.39 4.65 4.54 

9 4.11 4.28 4.40 4.21 4.24 4.21 4.71 4.45 

10 4.37 4.11 4.42 4.25 4.39 4.20 4.54 4.23 

11 4.33 4.41 4.46 4.25 4.45 4.28 4.72 4.49 
 

 教員はこの結果に独善的な解釈を行うことなく、改善の拠り所となる客観データとして重視している。

個々の授業に関しては担当者が改善を試みることになるが、教員全員が頻繁に学生の反応や授業改善につ

いてお互いに意見を交換し合っている。とくに、同一教員が担当する科目間で評価に大きく差が出たとき
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や同一教員が同一科目を担当して過年度と評価が大きく変化したときは、担当者は同じ姿勢で講義に臨ん

でいることが多いが、そのことが異なる評価をもたらすことが判明し、改善の契機となる。こうして常に

授業評価アンケートを利用して改善に心がけている。 

 我々教員は担当科目に関して寄せられた回答に対して、自ら、「受講生の傾向」を分析し、「昨年度の授

業評価アンケートを踏まえて、今回の講義で工夫したこと・留意したこと」を記し、「今後の対応」を表

明している。ついで、各教員から寄せられた分析や対応につき、系列別の責任者が専攻分野別教務・FD委

員会を開催し、系列に属する全科目につき、同様の分析を実施する。最後に、全系列から届いた分析等を

みて、研究科長が系列平均でみた全系列の分析を行っている。このように３段階の分析を経て『FD活動報

告書』が作成されている。これらは本会計大学院のウェブページにて広く公開している。 

 以上の結果を踏まえて、教育内容の改善として、これまでに３度の大幅なカリキュラム改正を行い、学

生から求められる教育内容及び社会から会計大学院に求められる教育内容を検討して即座にこれに対応し

ている。これに対して、教育方法については、授業評価アンケートとこれに対応する教員の改善行動から

見られるように、個々の教員がそれぞれの改善点において対応している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針5-1-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

２．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

３．会計研究科学則改正一覧 

４．関西大学大学院会計研究科 教務・FD委員会に関する申し合わせ 

５．関西大学大学院会計研究科 専攻分野別教務・FD委員会に関する申し合わせ 

６．会計研究科講義収録・配信システム科目一覧（2017年度） 

 

解釈指針5-1-1-2 

「組織的かつ継続的に行われていること」とは、改善すべき項目及びその方法に関する方針を決定

し、改善に関する情報を管理し、改善のための諸措置の実施を担当する組織（例えば、FD委員会）

が、会計大学院内に設置されていることをいうものとする。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、基準5-1-1で示したように、教育内容及び教育方法を組織的かつ継続的に行うため

の組織が設置されている。具体的には、次のような組織においてFD活動が「組織的かつ継続的に行われて

いる」。 
 

 教授会  ←  教育顧問会議  

 ↓ 

  研究科執行部  

 ↓ 

  教務・FD委員会  

 ↓ 

  専攻分野別教務・FD委員会  
 

教授会では、教育内容及び教育方法の一切が審議・決定される。研究科執行部は頻繁に執行部会（定例

は月に２回）を開催し、教務・FD委員会で審議すべき事項を諮問し、教務・FD委員会は関係の各委員会と

連携をとりつつこれに応えている。専攻分野別教務・FD委員会は、系列内の教員で身近な問題を日常的に

議論している。また、教育顧問会議では、本学の学長も出席して、学外から就任いただいている有識者か

ら本会計大学院の充実・発展のための助言等を頂いている。これらは関西大学中期行動計画にも反映され

ている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針5-1-1-2は満たされている。  
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【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

２．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

３．関西大学大学院会計研究科教育顧問規程 

４．関西大学大学院会計研究科 教務・FD委員会に関する申し合わせ 

５．関西大学大学院会計研究科 専攻分野別教務・FD委員会に関する申し合わせ 

６．中期行動計画 

 

解釈指針5-1-1-3 

｢研修及び研究｣の内容として、例えば次に掲げるものが考えられる｡ 

（1）授業及び教材等に対する学生、教員相互、修了生、就職先企業等の関係者又は外部者による評価

を行い、その結果を検討する実証的方法｡ 

（2）教育方法に関する専門家、又は教育経験豊かな同僚教員による講演会や研修会の開催等の教育的

方法｡ 

（3）外国大学や研究所等における情報･成果の蓄積･利用等の調査的方法｡ 

（4）教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み（内部質保証）に関する研修及び研究 

【現状の説明】 

本会計大学院では、基準5-1-1で示したように、教育内容及び教育方法を行うための研修及び研究は活

発に行われている。そこでの説明を本解釈指針に示された３区分ごとに整理すると以下のようである。 

１．自己評価及び外部評価について 

 自己評価の機会は、教授会、教務・FD委員会、専攻分野別教務・FD委員会、能力開発室における意見交

換がある。外部評価の機会は、教育顧問会議における意見聴取・意見交換がある。 

自己評価及び外部評価の実証方法は、何よりも授業での学生の反応、日常から学生との交流の機会の多

い個別演習科目及び修士論文科目や公認会計士試験合格者との意見交換会（2016年度は12月17日に実施）

における在学生及び修了生からの意見・要望、オフィスアワーでの学生の反応、試験結果の統計分析によ

って行われている。その他、就職先企業等（当該就職先企業等に就職している修了生含む）との意見交換

も随時行っている。具体的には、就職関連企業への訪問（オービック、カネカ、住友精化、住友理工

等）、監査法人合同業界研究セミナー（あずさ、あらた、仰星、三優、新日本、トーマツ各監査法人参

加）（2017年10月11日開催）、就職情報・名刺交換会（2017年11月15日開催）等を通じて広く行っている。

また、関西大学全学で取り組んでいる自己点検・評価活動（委員会）へ本会計大学院からも委員を選出し

ており、全学的な見地からも自己評価を実施している。 

以上の評価が専任教員の間でとどまっていては効果が限定されるので、毎年度、『出講の手引き』を見

直し、研究科執行部と教務・FD委員会が協力し、専任教員のみならず、非常勤教員に対しても、『講義要

項』の執筆に対して説明を行い、かつ『講義要項』の公表前にはその記載内容の吟味を行い、場合によっ

ては訂正を促している。 

２．講演会や研究会の開催等について 

 研究者教員にとっては実務の理解が、実務家教員にとっては研究動向の理解が不可欠であるが、これら

は様々な方法による機会が提供されている。 

① 本会計大学院主催の講演会等（過去３年実績） 

＜2017年度＞ 

４月４日（火）開催 

 講師 藤沼亜起氏（中央大学大学院フェロー、IFRS財団･日本アラムナイ・ネットワーク会長) 

 演題 「目指そう・挑戦しよう 将来性のある会計人材への道」 

＜2016年度＞ 

４月４日（月）開催 

 講師 藤沼亜起氏（中央大学大学院フェロー、IFRS財団･日本アラムナイ・ネットワーク会長） 

 演題 「公認会計士と税理士の道にChallenge－国際会計人を目指す！」 
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９月29日（木）開催 

 講師 大坪文雄氏（パナソニック株式会社特別顧問） 

 演題 「エレクトロニクス産業を中心とした産業と経営の変遷」 

10月５日（水）開催 

 講師 脇田良一氏（明治学院大学名誉教授、金融庁企業会計審議会委員・監査部会長） 

 演題 「公認会計士監査の『品質』とは何か？」 

11月30日(水)開催 

 講師 竹中平蔵氏（東洋大学教授、慶応義塾大学名誉教授） 

 演題 「第四次産業革命と日本経済」 

12月21日(水)開催 

 講師 島崎憲明氏（IFRS財団アジアオセアニアオフィスアドバイザー、日本公認会計士協会顧問） 

 演題 「企業の持続的成長と経理部長、CFOの果たすべき役割」 

３月21日（火）開催 

 講師 後藤研了氏（あずさ監査法人大阪事務所長 公認会計士） 

 演題 「監査を取り巻く環境変化と求められる人材」 

＜2015年度＞ 

４月３日（火）開催 

 講師 藤沼亜起氏（中央大学大学院戦略経営研究科教授、前IFRS財団評議員・副議長） 

 演題 「目指そう・挑戦しよう 会計・国際人材への道」 

７月11日（土）開催 会計専門職大学院 創設10周年記念シンポジウム 

 テーマ「会計専門職教育の課題と展望」 

 ＜第１部＞報告会 

  講師 山田拓幸氏（公認会計士関大会前会長） 

  演題 「公認会計士から見た会計専門教育」 

  講師 島崎憲明氏(元住友商事株式会社代表取締役副社長） 

  演題 「企業から見た会計専門職教育」 

  講師 三島徹也（大学院会計研究科長） 

  演題 「関西大学会計専門職大学院の10年の歩みとこれから」 

 ＜第２部＞討論会 

  テーマ「会計専門職教育の課題と展望」 

  パネリスト  島崎憲明氏(客員教授)、三島徹也(教授)、玉置栄一(特任教授) 

10月７日（水）開催 

 講師 脇田良一氏（名古屋経済大学大学院教授、金融庁企業会計審議会委員・監査部会長） 

 演題 「監査報告書改革の国際的潮流」 

12月16日（水）開催 

 講師 竹中平蔵氏（慶応義塾大学教授、元総務大臣） 

 演題 「世界経済の変動とアベノミクス」 

３月23日（土）開催 

 講師 吉田享司氏（あずさ監査法人 前大阪事務所長） 

 演題 「監査を取り巻く環境変化と求められる人材」 

＜2014年度＞ 

４月３日（木）開催 

 講師 藤沼亜紀氏（中央大学大学院戦略経営研究科特任教授、前IFRS財団評議員・副議長） 

 演題 「会計マインドを持った我が国の国際人材の育成」 

７月９日（水）開催 

 講師 ゴンサロ・ホセ・アントニオ氏（招へい研究員） 

 演題 “IFRS:Developments on the way” 
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10月１日（水）開催 

 講師 脇田良一氏（名古屋経済大学大学院教授、金融庁企業会計審議会委員・監査部会長） 

 演題 「公認会計士監査の新展開」 

10月29日（水）開催 

 講師 竹中平蔵氏（慶応義塾大学教授、元総務大臣） 

 演題 「日本経済：2020年という大チャンス！」 

12月17日（水）開催 

 講師 島崎憲明氏（IFRS財団アジアオセアニアオフィスアドバイザー、日本公認会計士協会顧問） 

 演題 「企業の持続的成長と企業の会計力」 

３月21日（土）開催 

 講師 吉田享司氏（あずさ監査法人代表社員、専務理事・大阪事務所長） 

 演題 「監査を取り巻く環境変化と求められる人材」 

② 研究会等の積極的活用 

 学長直属の研究プロジェクト・ユニットや会計政策・制度研究会等の研究会に専任教員・非常勤講

師も自由に参加できるようにし、研究者と実務家の共同によるシナジー効果を追求している。 

３．情報・成果の蓄積・利用等について 

情報・成果の蓄積・利用等については、以下のような対応を取っている。 

① 教育改善のための資料として、「FD活動報告書」及び「自己点検・評価報告書」を作成し、会計研

究科ウェブページにて公開している。 

② 教育における研修・研究の内容を紀要に掲載し発行している。 

③ 能力開発室に関連図書を配備している。 

４．教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み（内部質保証）に関する研修及び研究について 

会計研究科の教育及び研究について、学是「学の実化」や教育研究上の目的等を念頭に置き、質の向上

を図るとともに、適切な水準にあることを自らの責任で明示する内部質保証の取組みを恒常的に推進して

いる。当該内部保証は、PLAN（理念・目的・方針・計画）→DO（実施）→CHECK（検証）→ACTION（改

善・改革）の枠組みを基軸とする。 

具体的には、2016年度にポリシー、カリキュラム及び入学定員等の見直しを行い〔会計専門職大学院改

革検証委員会〕、2017年度に当該内容における文科省への届出及び学則の改正・カリキュラムの変更手続

きを行った〔カリキュラム検討委員会及び教授会〕。2018年度には、改正されたポリシー・カリキュラム

及び入学定員における教育の実施段階に入り、以後、実施内容につき検証を行う。 

【点検・自己評価】 

解釈指針5-1-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

２．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．会計専門職大学院セミナー実施一覧 

 

5-1-2 

会計大学院における実務家教員における教育上の経験の確保、及び研究者教員における実務上の知

見の確保に努めていること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院のセミナー委員会の企画により、研究者や実務家の講師によるセミナーを開催し、すべて

の教員はこれに参加し、知見の確保に努めている。また、各セミナー終了後、講師との意見交換会を設け、

より具体的な実務上・教育上の知見の確保に努めている。2017・2016・2015年度の実施状況は次のとおり

である。また、本会計大学院においては、非常勤講師に実務家が多いため、非常勤講師との研究会を開催

することによって、研究者教員における実務上の知見の確保を図っている。また、本会計大学院では、個
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別的に実務家による研究会及び研究者による研究会を開催しており、そこでも各教員が自己の研鑽を図る

こととしている。 

＜2017年度セミナー実施状況＞ 

４月４日（火）開催 

 講師 藤沼亜起氏（中央大学大学院フェロー、IFRS財団･日本アラムナイ・ネットワーク会長) 

 演題 「会計大学院教育に関する意見交換会」 

＜2016年度セミナー実施状況＞ 

４月４日（月）開催 

 講師 藤沼亜起氏（中央大学大学院フェロー、IFRS財団･日本アラムナイ・ネットワーク会長） 

 演題 「公認会計士と税理士の道にChallenge－国際会計人を目指す！」 

10月５日（水）開催 

 講師 脇田良一氏（明治学院大学名誉教授、金融庁企業会計審議会委員・監査部会長） 

 演題 「公認会計士監査の『品質』とは何か？」 

11月30日(水)開催 

 講師 竹中平蔵氏（東洋大学教授、慶応義塾大学名誉教授） 

 演題 「第四次産業革命と日本経済」 

12月21日(水)開催 

 講師 島崎憲明氏（IFRS財団アジアオセアニアオフィスアドバイザー、日本公認会計士協会顧問） 

 演題 「企業の持続的成長と経理部長、CFOの果たすべき役割」 

３月21日（火）開催 

 講師 後藤研了氏（あずさ監査法人大阪事務所長 公認会計士） 

 演題 「監査を取り巻く環境変化と求められる人材」 

＜2015年度セミナー実施状況＞ 

４月３日（火）開催 

 講師 藤沼亜起氏（中央大学大学院戦略経営研究科教授、前IFRS財団評議員・副議長） 

 演題 「目指そう・挑戦しよう 会計・国際人材への道」 

７月11日（土）開催 

 講師 山田拓幸氏（公認会計士関大会前会長）、島崎憲明氏(元住友商事株式会社代表取締役副社長）、 

    玉置栄一(特任教授) 

 演題 「会計専門職教育の課題と展望」 

10月７日（水）開催 

 講師 脇田良一氏（名古屋経済大学大学院教授、金融庁企業会計審議会委員・監査部会長） 

 演題 「監査報告書改革の国際的潮流」 

12月16日（水）開催 

 講師 竹中平蔵氏（慶応義塾大学教授、元総務大臣） 

 演題 「世界経済の変動とアベノミクス」 

３月23日（土）開催 

 講師 吉田享司氏（あずさ監査法人 前大阪事務所長） 

 演題 「監査を取り巻く環境変化と求められる人材」 

【点検・自己評価】 

基準5-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

２．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．会計専門職大学院セミナー実施一覧 
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解釈指針5-1-2-1 

実務家として十分な経験を有する教員であって、教育上の経験に不足すると認められる者について

は、これを補うための教育研修の機会を得ること、また、大学の学部や大学院において十分な教育経

験を有する教員であって、実務上の知見に不足すると認められる者については、担当する科目に関連

する実務上の知見を補完する機会を得ることが、それぞれ確保されているよう、会計大学院において

適切な措置をとるよう努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、研究者教員による実務家教員に対する教育研修を行うことを「研究者教員による研

究会」、実務家教員による研究者教員に対する実務上の研修を行うことを「実務家教員による研修会」と

位置づけており、これらは高い頻度で行われている。特にセミナーを利用した形態において実施すること

が効果的であると考えている。そこで、2016年度のセミナー講演者には、研究者教員として、藤沼亜起氏、

脇田良一氏、竹中平蔵氏を、実務家教員として、島崎憲明氏、後藤研了氏を招いて、講演会を行うととも

に、その後に研究会ないし研修会を実施した。本会計大学院においては、実務家教員を採用する上でも、

教育経験を重視しており、実務家教員といえども十分に教育に関する経験を積んでおり、これに対して、

研究者教員は一般と同様に実務経験に乏しい者が多いという特徴がある。これを踏まえて、比較的「実務

家教員による研修会」のほうが頻繁に開かれている。これ以外では、本会計大学院では、非常勤講師との

交流会を開催しており、ここでは研究者教員及び実務家教員が多く集まり、研究会が実施されている。ま

た、研究領域を共通にする教員によって、積極的に理論と実務を架橋する研究会を実施しており、その結

果を学内外において報告している。 

【点検・自己評価】 

 本会計大学院教員は、セミナー活動及び各種の研究会・研修会で、実務家教員における教育上の経験の

確保について、本会計大学院の実情に応じた教員相互の研究会が実施され、研究者教員については継続的

に新しい会計実務や社会的に重要なトピックに関する情報や知識を得ることができるような措置を講じて

いる。解釈指針5-1-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

２．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．会計専門職大学院セミナー実施一覧 
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第６章 入学者選抜等 

6-1 入学者受入 

6-1-1 

公平性、開放性、多様性の確保を前提としつつ、各会計大学院の教育の理念及び目的に照らして、

各会計大学院は入学者受入方針（アドミッション･ポリシー）を設定し、公表していること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、公平性、開放性、多様性の確保を前提としつつ、会計大学院の教育の理念及び目的

に照らし、次の通り入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を定め、『学生募集要項』及び本会計

大学院の『パンフレット』及びウェブページにおいて公開している。 
 

＜入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）＞ 

会計研究科では、「世界水準で通用する、理論と実務に習熟した会計人」を養成することを目的と

する。このため、簿記・会計の既修者を主たる対象として受け入れるが、簿記・会計の未修者であっ

ても優れたセンスを有する人材については、積極的に受け入れる。入学試験としては、学内進学入

試、指定校推薦入試、一般入試の他、国際的・社会的に幅広く人材を受け入れるという観点から、留

学生入試及び社会人入試を実施する。具体的には、推薦入試として、勉学意欲の高い学生向けに学内

進学入試と外部の指定校推薦方式を実施する。一般入試は、学力重視方式、素養重視方式、資格重視

方式の３つから成る。学力重視方式では、簿記や原価計算といった基本的な会計に関する筆記試験を

課すことにより、公認会計士等の高度職業会計人を目指すための基礎的学力を確認する。素養重視方

式では、小論文と面接により、会計人に求められる優れたセンスを確認する。資格重視方式では、一

定の資格保有者を対象に、広い視野、柔軟な表現力、個性的な能力、経験を書類選考と面接により確

認する。留学生入試は、本学所属の留学生別科向けに書類選考及び面接で実施するとともに、学外の

留学生に対しては勉学の素養を確認するため素養重視方式と同様の方式を実施する。社会人入試で

は、書類選考と面接により、広く一般に実務の職にある社会人を受け入れ、なかでも社会保険労務士

の資格を持つ者に対しては社会保険労務士会連合会による特別推薦方式を書類選考により実施する。 
 
また、本会計大学院の設置の理念についても、次のとおり、本会計大学院の『パンフレット』及びウェ

ブページにおいて公開している。 
 

＜設置の理念＞ 本学の理念としての「学の実化（じつげ）」、およびこれを具体化した柱のひとつ「学

理と実際との調和」に受け継がれ、「開かれた大学」「情報化社会への対応」「国際化の促進」の３本

柱として継承されています。会計専門職大学院は、会計領域における「学理と実際との調和」を結実

させるものなのです。世界標準の会計や監査へ向けて日本の制度の見直しが進む中、日本の公認会計

士にも世界標準での活躍を期待できるよう、その資質とくに会計・監査の実務的かつ理論的な能力が

要求されています。関西大学会計専門職大学院では、「世界水準で通用する、理論と実務に習熟した

会計人」の養成を第一の目的とし、かかる資質をそなえた超会計人を養成します。そして、それだけ

にとどまらず、企業や官公庁からの要請に応じた会計人の養成をも目的として、「監査界」、「産業

界」、「官公庁」のリーダーたりうる会計専門職の養成を目指しています。関西大学会計専門職大学院

では、社会的要請を受け、会計・監査・財務サービスの高度化・拡大への対応のため、「会計人とな

るための水準の確保」と「公益を意識した職業倫理観の醸成」する教育を行います。「超会計人」と

は、理論と実務に習熟し、自分の特長を生かして得意分野をもった、競争に勝てる会計専門職のこと

をいいます。そして、「会計心」とは、専門の会計職業人としての職業倫理観及び豊かな会計的セン

ス、高度な判断能力や思考能力を持ち合わせた健全な精神のことをいいます。関西大学会計専門職大

学院では、一歩進んだプロフェッションとしての「会計心をもった超会計人」を養成します。 
 
また、養成したい５つの具体的人材像に関して、本会計大学院の『パンフレット』及びウェブページに

おいて、「知のペンタゴン」として次のとおり公開している。 

  



第Ⅲ編 会計研究科 

 

867 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

http://www.kansai-u.ac.jp/as/education/index.html より 
 

近年の会計改革の流れである会計教育水準の国際的統一化、及びそれに呼応するわが国の公認会計士制

度改革という背景の中で、「テクニシャンよりもプロフェッションを」という社会的要請を受けて、職業

的倫理観と高度な判断能力を備えた人材の養成を目的としている。 

会計をとりまく社会環境は、グローバル化・多様化・複雑化し、なおかつそれが相互に影響しあいなが

ら拡張している。また同時に、経済活動にあわせてさまざまな制度が設定されている。そのためには、最

先端の問題をカバーできるカリキュラムを用意し、最新の内容を教授しなければならないという使命を認

識している。 

本会計大学院は、かかる使命を果たすのみならず、学生の将来設計に向けて、「財務に強い会計専門職」

「ITに強い会計専門職」「法律に強い会計専門職」「経営に強い会計専門職」「行政に強い会計専門職」とい

った、戦略的に競争優位な条件を作り出せるような『超会計人（Borderless Accountant）』を養成するカ

リキュラムを用意している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-1-1、6-1-1-2を満たしており、基準6-1-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/education/index.html（教育内容） 

                 http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

４．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針6-1-1-1 

入学者の能力等の評価、その他の入学者受入に係る入試業務を行うための責任ある体制（委員会等）

が設置されていること。 
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【現状の説明】 

本会計大学院では、「関西大学大学院会計研究科学則」第27条（入学試験）の第１項において、「本研究

科に入学を志願する者は、入学試験を受験しなければならない。」と定め、同条第２項で「入学試験は、

研究科教授会が定める方法により、学力及び人物について考査する。」と定めている。さらに、「関西大学

大学院会計研究科教授会規程」の第６条（議決事項）の(8)に「入学試験に関する事項」が挙げられてい

る。このように、本会計大学院において、入学者の能力等の評価、その他の入学者受け入れにかかる業務

について、教授会がすべての権限と責任を有している。さらに、当該入学者選抜にかかる実際の運営を行

うために入試主任を置き、入試主任を委員長とする入試・広報委員会を組織している。なお、入試主任は

本会計大学院の執行部の一員と位置付けられている。 

入試主任を委員長とする入試・広報委員会は、関西大学入試センター（大学院入試グループ）と連携し、

「関西大学大学院会計研究科入試・広報委員会に関する申し合わせ」に基づき、本会計大学院の入学試験

及び広報に関する業務（『学生募集要項』の作成等の学生募集に関すること、入学試験実施に関すること、

入学試験問題の作成に関すること、『パンフレット』の発行に関すること、ウェブサイトの更新に関する

こと、進学説明会の実施等）を行っている。特に、『学生募集要項』の作成、入学試験問題の作成に係る

出題者の決定、入学試験の実施要領の決定、入学者の選抜については、教授会の審議事項として取り扱い、

その都度、教授会において審議のうえ承認を得る体制となっている。 

このように、入学者の能力の評価、その他の入学者受け入れにかかる業務を行うために、教授会－入試

主任－入試・広報委員会－入試センター（大学院入試グループ）という責任ある体制が取られている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-1-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科学則 

２．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

３．関西大学大学院会計研究科入試・広報委員会に関する申し合わせ 

４．関西大学入試センター規程 

 

解釈指針6-1-1-2 

入学志願者に対して、当該会計大学院の理念及び教育目的、設置の趣旨、アドミッション・ポリ 

シー、入学者選抜の方法、並びに重要な教育にかかる事項について、事前に周知するように努めてい

ること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、入学志願者に対して、入学志願票（入学願書）と共に『学生募集要項』及び『パン

フレット』を配布している。『学生募集要項』には、研究科の概要、入学者選抜の基本的な方針（アドミ

ッション・ポリシー）、入学者選抜の方法が記載されている。『パンフレット』には、本会計大学院の理念

及び教育目的、設置の趣旨並びに基準9-3-2に定める事項（教育活動等に関する重要事項）が記載されて

いる。 

また、本会計大学院ウェブページにおいて、解釈指針6-1-1-2に示された事項を公表している。さらに、

次のとおり、2017年度では大阪（千里山キャンパス）、東京（東京センター）等で進学説明会を順次開催

しており、本会計大学院の理念及び教育目的、設置の趣旨、入学者選抜の基本的な方針（アドミッショ

ン・ポリシー）、入学選抜の方法並びに基準9-3-2に定める事項（教育活動等に関する重要事項）について、

志願者に直接説明している。このように、本会計大学院に入学を志願する者に対して解釈指針6-1-1-2に

示された事項を事前に周知するべく努めている。 
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＜2017年度進学説明会実施日程＞ 

 進学説明会日程（大阪） 

実施日 時間 対象 場所 担当 

４月 

４月４日（火） 10：55～11：35 商学部新入生 第２学舎４号館BIGホール100 中村 

４月５日（水） 9：00～9：30 経済学部新入生 第２学舎４号館BIGホール100 三島・中村 

４月８日（土） 12：30～12：35 総合情報学部新入生 E棟TEホール 三島・中村 

５月 
５月21日（日） 14：00～16：30 

在学生の父母 

（教育後援会総会） 
新関西大学会館北棟ホール 中村・大西 

５月23日（火） 14：40～16：10 留学生別科生 国際プラザホール 中村 

６月 

６月３日（土） 13：00～14：55 
学外一般対象 

(学内含む) 
尚文館大学院会議室 中村・大西 

６月24日（土） 13：00～15：00 
学外一般対象 

(学内含む) 
新関西大学会館北棟２階会議室 三島・中村 

９月 

９月23日（土） 13：00～15：00 社労士会連合会合同説明会 梅田キャンパス 中村 

９月30日（土） 13：00～15：00 
学外一般対象 

(学内含む) 
新関西大学会館北棟２階会議室 中村・加藤 

11月 

11月７日（火） 14：40～16：10 留学生別科生 国際プラザホール 中村 

11月25日（土） 13：00～15：00 
学外一般対象 

(学内含む) 
新関西大学会館北棟２階会議室 中村 

12月 12月16日（土） 13：00～15：00 
学外一般対象 

(学内含む) 
新関西大学会館北棟２階会議室 中村 

２月 ２月10日（土） 16：30～17：30 
学外一般対象 

(学内含む) 
尚文館大学院会議室 中村 

 

 進学説明会日程（東京） 

実施日 時間 対象 場所 担当 

６月 ６月３日（土） 13：00～14：55 学外一般対象 東京センター 中村 

９月 ９月30日（土） 13：00～15：00 学外一般対象 東京センター 中村・加藤 

12月 12月16日（土） 13：00～15：00 学外一般対象 東京センター 中村 

２月 ２月10日（土） 16：30～17：30 学外一般対象 東京センター 中村 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-1-2に定められた内容は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/education/index.html（教育内容） 

                 http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

6-1-2 

入学者選抜が各会計大学院のアドミッション･ポリシーに基づいて行われていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、6-1-1に示した通り、入学者選抜の基本的な方針（アドミッション・ポリシー）を

策定し、公表している。そして、当該アドミッション・ポリシーに基づく入学者選抜を行っている。 

具体的には、入学者選抜の基本的な方針（アドミッション・ポリシー）において、「世界水準で通用す

る、理論と実務に習熟した会計人を養成することを目的とする。このため、簿記・会計の既修者を主たる

対象として受け入れるが、簿記・会計の未修者であっても優れたセンスを有する人材については、積極的

に受け入れる」とし、本会計大学院は、「養成したい人材」として「財務に強い会計専門職」「ITに強い会

計専門職」「法律に強い会計専門職」「経営に強い会計専門職」「行政に強い会計専門職」という５つの具

体的な人材像を示している。そのため、会計専門職の養成を目的に、有為で多才な人材を受け入れ、本会

計大学院が「養成したい人材」に適した入学希望者を選定するため、一般入試、学内進学試験、指定校推

薦入試、留学生入試、社会人入試を実施している。 
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以下のとおり、一般入試は、資格重視方式、学力重視方式、素養重視方式の３方式、学内進学試験は、

自己推薦方式と商学部早期卒業の２方式、指定校推薦入試、留学生入試は、外国人留学生入試、留学生別

科特別入試、外国人留学生特別推薦入試の３方式、社会人入試は、一般の社会人入試と社会保険労務士を

対象とする全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試の２方式から構成され、それぞれの方式による入学

者選抜が行われている。 

＜入試方式・試験科目（2017年度入学試験）＞ 

区分 方式 試験科目 

一般入試 

資格重視方式 書類選考及び面接 

学力重視方式 簿記、原価計算、会計学の３科目から２科目を選択 

素養重視方式 小論文（社会・経済に関するテーマ）及び面接 

学内進学試験 
自己推薦方式 書類選考及び面接 

商学部早期卒業 書類選考及び面接 

指定校推薦入試 書類選考及び面接 

留学生入試 

外国人留学生入試 小論文（社会・経済に関するテーマ）及び面接 

留学生別科特別入試 書類選考及び面接 

外国人留学生特別推薦入試 書類選考 

社会人入試 

社会人入試 書類選考及び面接 

全国社会保険労務士会連合会 

特別推薦入試 
書類選考 

 

各入試方式の概要は次のとおりであり、一般入試、学内進学試験、指定校推薦入試においては、飛び級

入学を実施しており、その条件を満たしたものには、飛び級入学以外の志願者と同等の選抜を行っている。 

（1）一般入試（資格重視方式） 

資格重視方式では、以下に示す一定の資格保有者を対象に、広い視野、柔軟な表現力、個性的な能力、

経験を書類選考と面接により確認する。なお、当該資格については、『学生募集要項』及び本会計大学

院ウェブページで公表し、入学志願者への周知に努めている。 
 

＜資格重視方式の資格による出願要件＞ 

１．公認会計士の資格を有する者 

２．税理士の資格を有する者 

３．会計士補又は旧公認会計士試験第２次試験合格者 

４．公認会計士試験短答式試験合格者又は旧公認会計士試験第２次試験短答式試験合格者 

５．税理士試験１科目以上の合格者（科目免除者を含む） 

６．日商簿記検定１級合格者 

７．大阪商工会議所ビジネス会計検定１級合格者 

８．旧司法試験第２次試験短答式試験の合格者 

９．法科大学院を修了し、法務博士の学位を有する者 

10．司法書士の資格を有する者 

11．行政書士の資格を有する者 

12．不動産鑑定士試験短答式試験合格者又は旧不動産鑑定士試験第２次試験合格者 

13．中小企業診断士の資格を有する者 

14．社会保険労務士の資格を有する者 

15．証券アナリスト第２次試験合格者 

16．米国公認会計士の資格を有する者 
 
（2）一般入試（学力重視方式） 

学力重視方式では、簿記や原価計算といった基本的な会計に関する筆記試験を課すことにより、公認

会計士等の高度職業会計人を目指すための基礎的学力を確認する。具体的には、「簿記」、「原価計算」、

「会計学」の３科目から２科目を選択させる。 
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（3）一般入試（素養重視方式） 

素養重視方式では、会計人に求められる優れたセンスを確認する。具体的には社会・経済問題などに

関わる小論文試験を行い、面接試験によって補完する。 

（4）学内進学試験（自己推薦方式、商学部早期卒業） 

学内進学試験として、勉学意欲の高い本学在学生向けに自己推薦方式と、商学部の学生を対象とする

商学部早期卒業を実施している。自己推薦方式は、本会計大学院が設定する応募資格を満たす本学在学

生を対象とした試験である。商学部早期卒業の入学希望者は、商学部が定める早期卒業制度の要件を満

たす必要がある。いずれの方式も書類審査と面接によって選考する。 

（5）指定校推薦入試 

指定校推薦入試として、勉学意欲の高い学生向けに指定校推薦方式を実施している。指定校推薦入試

は、本会計大学院が指定した大学（学部）の在学生を対象とした試験である。入学希望者は、所属する

学部の学部長の推薦を受ける必要がある。書類審査と面接によって選考する。 

（6）留学生入試（外国人留学生入試、留学生別科特別入試、外国人留学生特別推薦入試） 

留学生入試では、本学所属の留学生別科向けに書類選考及び面接を実施するとともに、留学生に対し

ては勉学の素養を確認するため、素養重視方式と同様の方式を実施する。外国人留学生特別推薦入試は、

本会計大学院が指定した大学（学部）の在学生を対象とした試験であり、書類審査によって選考する。 

（7）社会人入試（社会人入試、全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試） 

社会人入試では、書類選考と面接により、広く一般に実務の職にある社会人を受け入れ、なかでも社

会保険労務士の資格を持つ者に対しては全国社会保険労務士会連合会による特別推薦入試を書類選考に

より実施する。 

【点検・自己評価】 

基準6-1-2に定められた内容は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

6-1-3 

会計大学院の入学資格を有するすべての志願者に対して、各会計大学院のアドミッション･ポリ 

シーに照らして、入学者選抜を受ける公正な機会が等しく確保されていること｡ 

【現状の説明】 

受験資格を有するすべての志願者は、すべての入試区分及び方式において入学試験を受ける機会を公平

に与えられており、出身校及び寄付等によって受験の機会に差異は設けられていない。 

なお、各入試方式の受験資格（2017年度入試）は以下のとおりであり、『学生募集要項』及び本会計大

学院のウェブページで公表し、入学志願者への周知に努めている。 

＜一般入試（学力重視方式、素養重視方式、資格重視方式）受験資格＞ 

学力重視方式及び素養重視方式の志願者は、次の受験資格(1)～(9)のいずれかの条件を満たす者とする

（2017年３月までに、(1)～(7)いずれかの条件を満たす見込みの者を含む）。 

資格重視方式の志願者は、次の受験資格(1)～(9)のいずれかの条件を満たし、かつ、受験資格(10)の条

件を満たす者とする（2017年３月までに、(1)～(7)いずれかの条件を満たす見込みの者を含む）。 

（1）大学を卒業した者 

（2）大学評価・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

（3）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 

（4）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教

育における16年の課程を修了した者 

（5）我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の課程を修了し

たとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施
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設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

（6）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

（7）文部科学大臣の指定した者 

（8）大学院に飛び入学した者であって、本会計大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認

めた者 

（9）短期大学、高等専門学校、専修学校、各種学校の卒業者及びその他の教育施設の修了者等であって、

本研究科において、個別の入学資格審査により大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、

22歳（2017年３月31日現在）に達した者 

（10)資格重視方式の志願者は、資格重視方式の資格による出願要件で示すいずれかの資格又は経験を有し

ていること 
 

＜資格重視方式の資格による出願要件＞ 

１．公認会計士の資格を有する者 

２．税理士の資格を有する者 

３．会計士補又は旧公認会計士試験第２次試験合格者 

４．公認会計士試験短答式試験合格者又は旧公認会計士試験第２次試験短答式試験合格者 

５．税理士試験１科目以上の合格者（科目免除者を含む） 

６．日商簿記検定１級合格者 

７．大阪商工会議所ビジネス会計検定１級合格者 

８．旧司法試験第２次試験短答式試験の合格者 

９．法科大学院を修了し、法務博士の学位を有する者 

10．司法書士の資格を有する者 

11．行政書士の資格を有する者 

12．不動産鑑定士試験短答式試験合格者又は旧不動産鑑定士試験第２次試験合格者 

13．中小企業診断士の資格を有する者 

14．社会保険労務士の資格を有する者 

15．証券アナリスト第２次試験合格者 

16．米国公認会計士の資格を有する者 
 
なお、受験資格(8)、(9)に該当する志願者については、「受験資格の審査」を受けることを『学生募集

要項』において要請している。受験資格の審査は教授会によって行われる。ただし、日程的に困難な場合

には、教授会で了承のもと、執行部会によって受験資格の審査が行われ、追認がなされる。 

＜学内進学試験（自己推薦方式）受験資格＞ 

学内進学試験（自己推薦方式）の志願者は、次の受験資格(1)及び(2)の両方に該当する者とする。 

（1）関西大学を2017年３月までに卒業見込みであること 

（2）次の①～⑦のいずれかの条件を満たす者 

① 公認会計士試験短答式に合格又は論文式に科目合格していること 

② 税理士試験１科目以上に合格していること（科目免除者を含む） 

③ 日商簿記検定２級以上に合格していること 

④ 大阪商工会議所ビジネス会計検定２級以上に合格していること 

⑤ 全国経理教育協会簿記能力検定１級以上に合格していること（科目合格を除く） 

⑥ 本学商学部で開講しているALSP科目（会計連携特別プログラム科目）「財務会計論演習」、「管理会

計論演習」、「監査論演習」及び「簿記と会計」の４科目のうち、２科目以上を修得していること 

⑦ 出願時において、すべての修得科目あるいは修得単位の成績において、「優」以上の割合が50パー

セントを超えていること 

＜学内進学試験（商学部早期卒業）受験資格＞ 

学内進学試験（商学部早期卒業）の志願者は、本学商学部に所属する者で、早期卒業の要件を満たし、
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2017年３月に卒業見込みの者とする。ただし、学内進学試験（早期卒業）に合格した者が、2017年３月に

早期卒業制度の要件を満たせなかった場合は入学を許可しない。 

＜指定校推薦入試受験資格＞ 

指定校推薦入試の志願者は、次の受験資格(1)～(3)のすべてに該当する者とする。 

（1）2017年３月までに本会計大学院が指定する学部を卒業見込みであること 

（2）次の①～⑥のいずれかの条件を満たすこと 

① 出願時において、すべての修得科目あるいは修得単位の成績において、「優」以上の割合が50パー

セントを超えていること 

② 公認会計士試験短答式に合格又は論文式に科目合格していること 

③ 税理士試験１科目以上に合格していること（科目免除者を含む） 

④ 日商簿記検定２級以上に合格していること 

⑤ 大阪商工会議所ビジネス会計検定２級以上に合格していること 

⑥ 全国経理教育協会簿記能力検定１級以上に合格していること（科目合格を除く） 

（3）本会計大学院での勉学を強く希望し、所属大学の学部長の推薦を得られること 

＜外国人留学生入試受験資格＞ 

外国人留学生入試の志願者は、次の受験資格(1)～(4)のいずれかの条件を満たす者とする（2017年３月

までに、(1)～(4)いずれかの条件を満たす見込みの者を含む）。 

（1）外国において通常の課程による16年の学校教育を修了した者 

（2）日本において外国人留学生として大学を卒業した者 

（3）本会計大学院において、上記(1)又は(2)と同等以上の学力を有すると認めた者。ただし、日本におい

て通常の課程による学校教育を受けたと認定した外国人を除く。 

（4）日本において外国留学生として専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科

学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者 

＜留学生別科特別入試受験資格＞ 

留学生別科特別入試の志願者は、次の受験資格(1)、(2)の条件を満たしている者とする。 

（1）次のア～イのいずれかの条件を満たした者 

ア 外国において通常の課程による16年の学校教育を修了した者 

イ 本会計大学院において、上記アと同等以上の学力を有すると認めた者 

（2）国際センター長から推薦を得られる者 

＜外国人留学生特別推薦入試受験資格＞ 

外国人留学生特別推薦入試の志願者は、次の受験資格(1)～(3)の全ての条件を満たしている者とする。 

（1）本会計大学院の指定した大学を卒業した者（入学時に、本会計大学院の指定した大学を卒業して１年

以内の者）又は2017年３月までに卒業見込みの者 

（2）出身又は所属大学の学長又は学部（研究科）長から推薦を受けられる者で、かつ本会計大学院への入

学を強く希望する者 

（3）次のア又はイのいずれかに該当する者 

ア (財)日本国際教育支援協会（又は国際交流基金）が実施する日本語能力試験N1（旧試験１級）に合

格している者 

イ 本会計大学院において上記アと同等以上の能力を有すると認めた者 

＜社会人入試受験資格＞ 

社会人入試の志願者は、次の受験資格(1)及び(2)の条件を満たす者とする。 

（1）次のア～ケのいずれかに該当する者（2017年３月までに、ア～キいずれかの条件を満たす見込みの者

を含む） 

ア 大学を卒業した者 

イ 大学評価・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

ウ 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 
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エ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校

教育における16年の課程を修了した者 

オ 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の課程を修了

したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

カ 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たす

ものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

キ 文部科学大臣の指定した者（昭和28年文部省告示第５号） 

ク 大学院に飛び入学した者であって、本会計大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると

認めた者 

ケ 短期大学、高等専門学校、専修学校、各種学校の卒業者及びその他の教育施設の修了者等であって、

本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、22歳（2017年３月31日現在）に達した者 

（2）次のア～ウのいずれかに該当する者 

ア (1)-ア～キのいずれかの要件を満たした後、入学時に３年以上経過する者 

イ 出願時において、企業、官公庁、教育・研究機関等で通算して２年以上勤務している者又は経験を

有する者 

ウ 本研究科においてイに準ずる職歴を有すると認めた者 

＜全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試受験資格＞ 

全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試の志願者は、本会計大学院への入学を強く希望し、かつ全国

社会保険労務士会連合会の推薦を受けた者で、次の受験資格(1)～(9)いずれかの条件を満たす者とする。 

（1）大学を卒業した者 

（2）大学評価・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

（3）外国において、通常の課程による16年の課程を修了した者 

（4）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教

育における16年の課程を修了した者 

（5）我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の課程を修了し

たとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施

設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

（6）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

（7）文部科学大臣の指定した者（昭和28年文部省告示第５号） 

（8）大学院に飛び入学した者であって、本会計大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認

めた者 

（9）本会計大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者で、22歳（2017年３月31日現在）に達した者 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-3-1は満たされている。解釈指針6-1-3-2について該当事項はない。基準6-1-3は満たされ

ていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報、アドミッション・ポリシー） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 
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解釈指針6-1-3-1 

入学者選抜において、当該会計大学院を設置している大学の主として会計学を履修する学科又は課程

等に在学、又は卒業した者（以下、「自校出身者」という。）が、同一の入学試験を受験する場合に、

試験科目の免除、配点の加算等の優遇措置を講じていないこと。入学者に占める自校出身者の割合が

著しく多い場合には、それが不当な措置によるものでないことが説明されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院において、「自校出身者（主として会計学を履修する学科又は課程等に在学又は卒業した

者）」の定義に当てはまるのは、本学商学部の学生となるが、学内進学試験（自己推薦方式）においても、

他のすべての学部の学生と平等に取り扱われている。また、学内進学試験（商学部早期卒業）は本学商学

部の学生のみが対象となるが、早期卒業制度の要件は商学部側の基準に拠る。従って、本会計大学院にお

いて、配点の加点等の優遇措置を講じてはいない。 

本年度（2017年度）の入学者のうち、自校出身者は12名であり、新入生45名に占める割合は26.7％に過

ぎない。なお、過去の自校出身者の割合（過去８年間）は以下のとおりである。 

＜自校出身者（本学商学部）の割合（過去８年間）＞ 

入学年度 
内 訳 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 合計 

入学者数 45 45 32 27 29 36 51 45 310 

自校出身者数 5 4 5 3 2 4 9 12 44 

自校出身者の割合 11.1％ 8.8％ 15.6％ 11.1％ 6.9％ 11.1％ 17.6％ 26.7％ 14.2％ 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-3-1に定められた内容は満たされていると判断する。 

 

解釈指針6-1-3-2 (寄附等の募集を行う会計大学院のみ) 

入学者への会計大学院に対する寄附等の募集開始時期は入学後とし、それ以前にあっては募集の予告

にとどめていること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、入学者への寄附等の募集は行っていない。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-3-2には該当しない。 

 

6-1-4 

入学者選抜に当たっては、会計大学院において教育を受けるために必要な入学者の能力等が適確か

つ客観的に評価されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、解釈指針6-1-4-1にあるとおり、入学者選抜にあたり、会計大学院における履修の

前提として要求される判断力、思考力、分析力、表現力等が、的確かつ客観的に評価されており、会計大

学院において教育を受けるために必要な入学者の能力等が的確かつ客観的に評価されている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-4-1を満たしており、基準6-1-4は満たされていると判断する。 

 

解釈指針6-1-4-1 

入学者選抜に当たっては、会計大学院における履修の前提として要求される判断力、思考力、分析

力、表現力等が、的確かつ客観的に評価されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、いわゆる会計知識を問う筆記試験を行う学力重視方式のみならず、資格重視方式、

素養重視方式からなる一般入試、及び、学内進学試験、指定校推薦入試、留学生入試、社会人入試を実施

し、次に述べるとおり、その結果を200点満点に換算して評価することにより、会計大学院において教育
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を受けるために必要な入学者の能力等、すなわち、判断力、思考力、分析力、表現力等を的確かつ客観的

に評価している。また、下表に示す通り、学力重視方式は筆記試験を行い、素養重視方式及び外国人留学

生入試では筆記試験及び面接を行う。資格重視方式、学内進学試験、指定校推薦入試、留学生別科特別入

試、社会人入試は、書類選考並びに面接を行っている。全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試及び外

国人留学生特別推薦入試は、書類選考のみを行う。 
 

区分 方式 筆記試験 面接 書類選考 

一般入試 

資格重視方式 － ○ ○ 

学力重視方式 ○ － － 

素養重視方式 ○ ○ － 

学内進学試験 
自己推薦方式 － ○ ○ 

商学部早期卒業 － ○ ○ 

指定校推薦入試 － ○ ○ 

留学生入試 

外国人留学生入試 ○ ○ － 

留学生別科特別入試 － ○ ○ 

外国人留学生特別推薦入試 － － ○ 

社会人入試 
社会人入試 － ○ ○ 

社会保険労務士会連合会特別推薦入試 － － ○ 
 
一般入試（学力重視方式）における筆記試験は、簿記、原価計算、会計学の３科目が出題され、受験生

は２科目を選択して解答する（選択する科目を事前に届け出る必要はない）。これらの問題の出題に当た

っては、単に知識を問うばかりではなく、判断力、思考力、分析力、表現力等を評価するようにしている。

これらの科目は本会計大学院で教育を受けるために必要とされる基本的な科目であり、これらの知識を問

うことにより、入学希望者の能力等を的確かつ客観的に評価することができる。それぞれ100点満点で出

題し、合計200点満点で評価する。 

一般入試（素養重視方式）及び外国人留学生入試における筆記試験は、長文の国会議事録等の報告書を

読んで問題点や主張を要約させる問題を出題している。これは、本会計大学院において教育を受けるため

に必要な入学者の基礎的能力を図るとともに、判断力、思考力、分析力、表現力等を的確かつ客観的に評

価することを企図している。また、面接では、あらかじめ決められた事項（出願の動機、将来の希望、こ

れまでの学習歴、入学後の学習計画）を重点的に質問し、さらに面接官がその他必要と判断した事項につ

いての質問を行い、AからDまでの４段階で評価し点数化しており、筆記試験だけでは測ることのできない

入学希望者の能力等を的確かつ客観的に評価している。筆記試験が100点満点、面接が100点満点の合計

200点満点で評価される。 

一般入試（資格重視方式）、学内進学試験（自己推薦方式、商学部早期卒業）、指定校推薦入試、留学生

別科特別入試、社会人入試では、所定の資格や要件が満たされていることを書類選考で確かめるとともに、

あらかじめ定められた基準に従って100点満点で評価される。資格重視方式において、あらかじめ定めら

れた基準は、当該資格を取得するに当たり、判断力、思考力、分析力、表現力等が必要とされる資格の点

数を高くしており、取得した資格によってこれらの資質が客観的に評価できるようにしている。また、社

会人入試においては、本会計大学院で必要とされる判断力、思考力、分析力、表現力等について、志望理

由書をあらかじめ定められた事項（本会計大学院を志望する理由、入学後の学習計画、将来の進路、文章

の構成・論理的展開力）に基づいて客観的に評価できるようにしている。さらに、面接によって、資格や

要件だけでは測ることのできない入学希望者の能力等を的確かつ客観的に評価している。上記いずれの方

式においても、面接は100点満点で評価され、書類選考の結果と合わせて、200点満点で評価される。 

全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試及び外国人留学生特別推薦入試では、書類選考のみ200点満

点で評価される。全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試は、本会計大学院で必要とされる判断力、思

考力、分析力、表現力等について、職務経歴書をあらかじめ定められた事項（文章の構成・作成能力、職

務上の実績）に基づいて客観的に評価できるようにしている。また外国人留学生特別推薦入試は、本会計

大学院で必要とされる判断力、思考力、分析力、表現力等について、志望理由書をあらかじめ定められた

事項（本会計大学院を志望する理由、入学後の学習計画、将来の進路、文章の構成・論理的展開力）に基
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づいて客観的に評価できるようにしている。 

このように、すべての試験方式の結果は200点満点で評価され、それをもとに教授会で合否の判定が行

われる。その結果、本会計大学院における履修の前提として要求される判断力、思考力、分析力、表現力

等を有する学生が入学している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-4-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

6-1-5 

入学者選抜に当たって、多様な知識又は経験を有する者を入学させるよう努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院ではいわゆる筆記試験の学力重視方式のみならず、素養重視方式、資格重視方式からなる

一般入試、学内進学試験、指定校推薦入試、留学生入試、社会人入試を採用している。これは、学力のみ

ならず、将来の公認会計士業界等を支えるであろう多様な知識又は経験を有する者を入学させるためであ

る。学力重視方式、社会人入試のうちの全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試、留学生入試のうちの

外国人留学生特別推薦入試の３方式を除く各方式において、面接を採用し、志願者の多様な知識又は経験

についてヒアリングを行い、評価の一項目としている。特に、素養重視方式、資格重視方式、学内進学試

験、指定校推薦入試、社会人入試（全国社会保険労務士会連合会特別推薦入試を除く）において、志願者

の素養や保有する資格、学業成績、職歴等を評価することも併せ、多様な知識又は経験を有する者を入学

させるように努めている。さらに、学力重視方式においても、計算のみならず理論科目を選択できるよう

にすることで、簿記以外の幅広い能力を有する人材の受け入れを企図している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-5-1及び6-1-5-2を満たしており、基準6-1-5は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針6-1-5-1 

大学等の在学者については、入学者選抜において、学業成績のほか、多様な学識及び課外活動等の実

績が、適切に評価できるよう考慮されていることが望ましい｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、大学等の在学者について、いわゆる筆記試験の学力重視方式のみならず、資格重視

方式、素養重視方式、学内進学試験、指定校推薦入試、留学生別科特別入試、外国人留学生特別推薦入試

を実施している。資格重視方式では、司法試験や不動産鑑定士試験、証券アナリスト試験の合格者や司法

書士、行政書士、中小企業診断士、社会保険労務士等の資格を含めており、必ずしも会計大学院と直接的

な関係が認められない学識をも多様な学識として適切に評価している。素養重視方式では、長文を読解す

る問題を課すことにより、多様な学識が適切に評価できるようにしている。学内進学試験では、自己推薦

方式も採用している。また、学内進学試験（商学部早期卒業）、指定校推薦入試、留学生別科特別入試、

外国人留学生特別推薦入試においては、学部長あるいは指定校等の推薦に当たって、推薦する側の基準が

あり、一般的には、学業成績のほか、多様な学識や課外活動等の実績が評価される場合が多く、本会計大

学院もその推薦基準を尊重している。 

また、これらの入試方式においては、外国人留学生特別推薦入試を除き、面接も実施している。面接に

おいて、大学における学業成績のみならず、多様な学識及び課外活動等の実績等に質問が及ぶ場合もあり、
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その場合にはその実績が適切に評価されるようにしている。 

さらに、学力重視方式においても、計算のみならず理論科目を選択できるようにすることで、簿記以外

の幅広い能力を有する人材の受け入れを企図している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-5-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針6-1-5-2 

社会人等については、入学者選抜において、多様な実務経験及び社会経験等を適切に評価できるよう

考慮されていることが望ましい｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、社会人等について、いわゆる筆記試験の学力重視方式のみならず、素養重視方式、

資格重視方式からなる一般入試と社会人入試を実施している。素養重視方式では、長文を読解する問題を

課すことにより、多様な実務経験及び社会経験等が適切に評価できるようにしている。資格重視方式では、

司法試験や不動産鑑定士試験、証券アナリスト試験の合格者や司法書士、行政書士、中小企業診断士、社

会保険労務士等の資格を含めており、必ずしも会計大学院と直接的な関係が認められないものも、多様な

実務経験や社会経験として適切に評価している。社会人入試では、多様な実務経験及び社会経験等を適切

に評価するため、「企業、官公庁、教育・研究機関等で通算して２年以上勤務している者又は経験を有す

る者」を受験資格要件としている。 

また、これらの入試方式においては面接を実施している。面接では、多様な実務経験及び社会経験等に

質問が及ぶ場合もあり、その場合にはその実績を適切に評価するようにしている。 

さらに、学力重視方式においても、計算のみならず理論科目を選択できるようにすることで、簿記以外

の幅広い能力を有する人材の受け入れを企図している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-1-5-2は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/index.html（入試情報） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

6-2 収容定員と在籍者数 

6-2-1 

会計大学院の在籍者数については、収容定員を上回る状態が恒常的なものとならないよう配慮され

ていること｡ 

【現状の説明】 

入学者数（入学定員70名）は、過去５年間で2013年度が27名、2014年度が29名、2015年度が36名、2016

年度が51名、2017年度が45名と推移している。また、在籍者数（５月１日現在）は、過去５年間で2013年

度が66名、2014年度が60名、2015年度が65名、2016年度が91名、2017年度が106名と推移している。 

解釈指針6-2-1-1のとおり、本会計大学院の収容定員は140名（入学定員は70名）であり、定員充足率は、

過去５年間で2013年度が47.1％、2014年度が42.9％、2015年度が46.4％、2016年度が65.0％、2017年度が

75.7％となっている。このように、在籍者数が収容定員を上回る状態が恒常的なものとはなっていない。 
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＜入学者数（過去５年間実績）＞ 

年度 募集人員 定員充足率 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

2017 70名 64.29％ 72名 66名 60名 45名 

2016 70名 72.86％ 83名 80名 78名 51名 

2015 70名 51.42％ 55名 46名 43名 36名 

2014 70名 41.43％ 45名 44名 42名 29名 

2013 70名 38.57％ 42名 39名 35名 27名 
 

＜在籍者数（過去５年間実績）＞ 

年度 収容定員 在籍者数 定員充足率 １年次 ２年次 残留生等 

2017 140名 106名 75.7％ 45名 50名 11名 

2016 140名 91名 65.0％ 51名 35名 5名 

2015 140名 65名 46.4％ 36名 27名 2名 

2014 140名 60名 42.9％ 29名 27名 4名 

2013 140名 66名 47.1％ 27名 30名 9名 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-2-1-2を満たしており、基準6-2-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．入学試験状況一覧（2013～2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針6-2-1-1 

「収容定員」とは、一学年の入学定員の２倍の数をいう。また同基準に規定する在籍者には、休学者

を含む。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、「関西大学大学院会計研究科学則」第４条により、「本研究科の入学定員は70名とし、

収容定員は140名とする。」と定めている。また、在籍者には、休学者を含む取り扱いとしている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針6-2-1-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科学則 

２．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/index.html（研究科紹介） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針6-2-1-2 (在籍者数が収容定員を上回った場合のみ) 

在籍者数が収容定員を上回った場合には、かかる状態が恒常的なものとならないための措置が講じら

れていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院設置以来、会計大学院の在籍者数について、収容定員（140名）を上回る状態が恒常的な

ものとはなっていない。 

【点検・自己評価】 

基準6-2-1-2は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．入学試験状況一覧（2013～2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 
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6-2-2 

入学者受入において、所定の入学定員と乖離しないよう努めていること｡ 

【現状の説明】 

基準6-2-1で説明したとおり、本会計大学院の入学者数は2013年度以降、入学定員70名から乖離してき

た。その最も大きな原因には、2003年公認会計士法改正による公認会計士数の５万人構想と、それを達成

するためになされた2006年の試験制度改革がある。この制度改革により、過去最高の受験者数及び合格者

数を記録したものの、その結果、未就職者問題を引き起こすとともに、マスメディアが大きく当該未就職

者問題を喧伝した。もともと会計大学院を志望する学生は、公認会計士試験志願者数に含まれており、当

該志願者数の激減は会計大学院への志願者数減に結び付くのは当然の帰結といえる。このようなマクロ

的・政治的要因が、現在の会計大学院における入学定員の未充足をもたらしていると考えられる。とはい

え、そのような外部要因を所与として、本会計大学院としての定員充足のための不断の努力は不可欠であ

り、教育目標・内容・方法の箇所で示したようにカリキュラム改革を継続的に講じてきている。 

下表は、2006年度における試験制度改正以降の公認会計士試験に関して、願書提出者数、論文式受験者

数、論文式合格者数をまとめたものである。 
 

年 願書提出者数 論文式受験者数 論文式合格者数 

平成18（2006） 20,796 9,617 3,108 

平成19（2007） 20,926 9,026 4,041 

平成20（2008） 21,168 8,463 3,625 

平成21（2009） 21,255 6,173 2,229 

平成22（2010） 25,648 5,512 2,041 

平成23（2011） 23,151 4,632 1,511 

平成24（2012） 17,894 3,542 1,347 

平成25（2013） 13,224 3,277 1,178 

平成26（2014） 10,870 2,994 1,102 

平成27（2015） 10,180 3,086 1,051 

平成28（2016） 10,256 3,138 1,108 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     公認会計士・監査審査会ウェブページより 
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関西圏の各会計専門職大学院の入学者数は、以上の公認会計士試験の受験者数減少の影響を受け、下表

の通り、入学定員からの乖離傾向が顕著に見られるようになっている。 
 

 関西圏会計専門職大学院入学試験状況（過去５年） 

大学 
入学 

定員 

2013 2014 2015 2016 2017 

志願 入学 志願 入学 志願 入学 志願 入学 志願 入学 

関西大学 70 42 27 45 29 55 36 83 51 72 45 

関西学院大学 100 56 37 47 37 51 41 30 22 35 30 

立命館大学＊1 

2015年度学生募集停止 
45 18 13 4 4 - - - - - - 

甲南大学 
2015年度学生募集停止 

30 13 8 12 5 - - - - - - 

兵庫県立大学 40 52 40 33 21 32 24 53 40 44 33 

※兵庫県立大学のデータはウェブページより、その他の大学は独自に聞き取り調査を行った。 

＊1 立命館大学のデータは、企業会計コース アカウンティング・プログラムに限る。 
 

 関西圏会計専門職大学院定員充足率（過去５年） 

大学 
定員充足率（年度別） 

2013 2014 2015 2016 2017 

関西大学 38.6％ 41.1％ 51.4％ 72.9％ 64.3％ 

関西学院大学＊2 37.0％ 35.0％ 58.6％ 31.4％ 42.9％ 

立命館大学 28.9％ 8.9％ - - - 

甲南大学 26.7％ 16.7％ - - - 

兵庫県立大学 100.0％ 52.5％ 60.0％ 100.0％ 82.5％ 

＊2 2015年度より入学定員 100名⇒70名 
 

以上を踏まえ、本会計大学院は、入学定員からの乖離に対応するため、公認会計士の養成が第一の目的

であることに変わりはないが、公認会計士以外の会計専門職の養成をも目的とすることを学内外に明確に

示すべく、2013年度にコース制を導入した。コース制は、学生の多様なキャリアパスに対応することを趣

旨として、３つのコースが設けられている。 

本会計大学院は、コース制の趣旨に沿って多様な人材を受け入れるべく、入学者選抜の機会も同時に再

構築した。具体的には、基準6-1-2で示した留学生入試と社会人入試の導入である。これらの導入に伴い、

会計について基本的な知識を有していない留学生及び社会人の入学者数の増加が予想されたため、カリキ

ュラムに導入科目群を新たに設置した。制度面においては、長期履修学生制度も併せて導入した。 

また、留学生や社会人だけに限定されないが、学生の学費負担を考慮し、奨学金制度を見直した。具体

的には、従来からの「入試成績優秀者を対象とする給付奨学制度」に加えて、「高度な資格取得者を対象

とする給付奨学制度」を2013年度に導入している。 

以上の新たな入試方式や諸制度を学内外に広く周知するため、本会計大学院では以下の取り組みを実施

し、現在も継続しているところである。 

第一は、入試説明会の回数の増加である。具体的には基準6-1-1-2で示した通りである。入試説明会の

中には、新たな企画として大学院入試対策講座が追加されているなど、入試説明会の内容は従前からの踏

襲ではなく、新たな入試方式や諸制度に対応させたものとなっている。また、各説明会では広報用のチラ

シを作成し、周知の徹底も図っている。 

第二は、指定校との関係強化と拡大である。具体的には、指定校訪問の回数を増やし、指定校から本会

計大学院への要望をヒアリングすることなどを通じて、指定校とのより強固な関係を築くように努めてい

る。また、本会計大学院生の出身大学をリサーチした結果、関西圏、特に大阪、奈良を重点地域と想定し

て、新しい指定校先の獲得も目指し、2014年度には大阪電気通信大学金融経済学部と指定校協定を締結す

ることができた。 

第三は、2012年度から開始した教員リレーコラムである。教員リレーコラムは、本会計大学院の特長・

魅力を教員自らがそれぞれの専門分野をベースに執筆し伝えるものである。2013年度からは、「キャリア

（資格取得・就活）アドバイスと教授陣の視点」というタイトルで、本会計大学院ウェブページに半月に
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１回の頻度で更新している（なお、2017年５月に本研究科ウェブページのリニューアルに伴い、同コラム

を削除した）。 

第四は、2013年度から開始した動画の配信である。内容は大きく「研究科紹介」と「客員教授講演会」

に区分される。「研究科紹介」では、研究科長及び入試主任から教育内容、修学支援、就職状況等が紹介

されているが、公認会計士試験に合格した本会計大学院生からも、自身の体験を踏まえながら本会計大学

院の魅力が紹介されている。また、「客員教授講演会」では、慶応義塾大学総合政策学部教授で元総務大

臣の竹中平蔵客員教授（当時）をはじめ、各界で著名な先生方の講演会の冒頭部分を動画配信している

（なお、2017年５月に本研究科ウェブページのリニューアルに伴い、「５分で分かる関大AS」というタイト

ルに変更し、内容も講義紹介のみ動画配信している）。 

以上、本会計大学院は、新たな入試方式の採用、コース制の導入、導入科目群の設置、長期履修学生制

度の導入、奨学制度の拡充、及び、それらを学内外に広報するための多様な手法を総合的に用いることに

よって、入学者受入において、所定の入学定員と乖離しないように努めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針6-2-2-1を満たしており、基準6-2-2は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．入学試験状況一覧（2013～2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．入試説明会広報用チラシ 

４．会計専門職大学院ウェブページ 

 

解釈指針6-2-2-1 

在籍者数等を考慮しつつ、入学者数と入学定員の乖離が続く場合、乖離を縮めるための措置が講じら

れていること（例えば、入学定員の見直しが検討され、実行されること）。 

【現状の説明】 

基準6-2-1及び基準6-2-2で説明したとおり、本会計大学院は入学者数の増加を目指す取り組みを継続し

て行ってきている。その結果、2014年度の入学予定者数は、2010年度～2013年度まで続いた入学者数の減

少を食い止め（2014年度入学者数は29名）、2016年度入学者数は51名、2017年度入学者数は45名まで改善

した。ただ、入学者数と入学定員の乖離を縮めるための措置として、2018年度から入学定員を40名に変更

している。 

【点検・自己評価】 

基準6-2-2-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．入学試験状況一覧（2013～2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 
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第７章 学生の支援体制 

7-1 学習支援 

7-1-1 

学生が在学期間中に会計大学院の課程の履修に専念できるよう、また、教育課程上の成果を上げる

ために、各会計大学院の目的に照らして、履修指導の体制が十分にとられていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、春学期開講分と秋学期開講分の授業科目の登録（履修登録）を春学期授業開始前の

履修登録期間に一括して行い、春学期の成績発表後に１週間程度の秋学期授業科目の履修変更期間を設け

ている。 

新入生には、入学式後から授業開始の３日程度の新入生指導行事期間中に履修ガイダンスやオフィスア

ワーを実施し、履修指導を行っている。また、在学生についても、３月中旬の成績発表時に次年度の履修

に関する資料を示し、オフィスアワー等により、進級時にも履修指導を行っている。 

また、本会計大学院は「養成したい人材」として、「財務に強い会計専門職」、「ITに強い会計専門職」、

「法律に強い会計専門職」、「経営に強い会計専門職」、「行政に強い会計専門職」という５つの具体的人材

像の養成を目標として掲げているが、それぞれの具体的人物像になるためのモデル履修プランを作成し、

学生に示している。 

解釈指針7-1-1-1、解釈指針7-1-1-2のとおり、新入生には入学時の履修ガイダンス、在学生には２年進

学時のオフィスアワー等を利用して履修指導を行うとともに、個別演習科目を通じて、随時、学生の将来

設計や学習の進捗状況等に関する相談を行っており、その中で履修指導を行っている。 

 

＜５つの履修モデル＞ 
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【点検・自己評価】 

解釈指針7-1-1-1並びに解釈指針7-1-1-2を満たしており、基準7-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/education/index.html（教育内容） 

２．新入生行事日程表（2017年度） 

３．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

４．履修登録について（2017年度） 

 

解釈指針7-1-1-1 

入学者に対して、会計大学院における教育の導入ガイダンスが適切に行われていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、入学者に対して、入学式後から授業開始の３日程度の新入生指導行事期間中に履修

ガイダンスやオフィスアワーを実施している。履修ガイダンスでは、主として教学主任を中心にカリキュ

ラムの概要説明、コース制の概要及び配属方法等の説明を行い、その後、全専任教員による担当科目の紹

介やオフィスアワーを実施し、履修指導を行う。また、在学生（上級生）による履修相談会をあわせて実

施している。 

さらに、入学時のみならず、授業開始後も個別演習科目・修士論文科目やオフィスアワー等を通じて、

随時、本会計大学院における教育の導入ガイダンスを実施している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-1-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．新入生行事日程表（2017年度） 

２．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

３．履修登録について（2017年度） 

 

解釈指針7-1-1-2 

履修指導においては、適時・継続的に修了に至るまで適切なガイダンスが実施されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、１年次から２年次への進級時（成績発表時）に、全専任教員が全在学生の成績状況

を共有のうえ、個別演習科目・修士論文科目やオフィスアワー等を通じて、学生の将来設計や学習の進捗

状況等を勘案した履修指導を個別に行っている。また、全ての専任教員がオフィスアワー用にメールアド

レスを公開し、適時かつ継続的に学習相談を受ける体制を整えている。 
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【点検・自己評価】 

解釈指針7-1-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

 

7-1-2 

各会計大学院の目的及び教育課程上の成果を実現する上で、教員と学生とのコミュニケーションを

十分に図ることができるよう、学習相談、助言体制の整備がなされていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、教員と学生のコミュニケーションを図り、学習相談並びにその他さまざまな問題に

対する助言を行うべく、オフィスアワーを設定している。さらに、個別演習科目や修士論文科目において

も、各教員が学生の個性や希望・将来設計に応じた指導や学習の進捗状況等に関する相談を行っている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-1-2-1及び解釈指針7-1-2-2を満たしており、基準7-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/education/support.html（サポート体制） 

２．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

 

解釈指針7-1-2-1 (オフィスアワーが設定されている場合のみ) 

オフィスアワーが設定されている場合には、それを有効に活用できるよう、学生に対して各教員のオ

フィスアワーの日時又は面談の予約の方法等が周知されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、オフィスアワーを設定している。学期期間中に各教員が週１回（90分）設定し、時

間、場所、メールアドレスをインフォメーション・システム及び掲示板にて学生に周知徹底している。学

生はオフィスアワーの時間に学習上の相談や助言を受けることができる。 

学生は各教員のオフィスアワーの時間に学習上の相談のみならず、就職・進路等を含めた相談を行って

いる。さらに、オフィスアワー以外の時間でも教員との訪問日時調整の上で学生は教員の研究室を訪問し、

学習上の相談、その他の指導を受けている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-1-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

 

解釈指針7-1-2-2 

学習相談、助言体制を有効に機能させるための施設や環境の整備に努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、オフィスアワーは各教員の研究室で実施されることが多い。これは、学習指導等を

行うに当たり、必要な資料等が手元にあるということの効果が大きいためである。また、各教員の研究室

は経商研究棟の４階の西側に集中的に配置しているが、そのような配置を行った理由の一つとして、学生

の学習相談等に際し、複数の教員からの指導を受けやすくするということがある。さらに、各教員は、オ

フィスアワー以外の時間でもできる限り学生からの相談等を受け付けている。さらに、全学的な学生相談

窓口として、学生相談・支援センターがあり、専門的知見のある支援コーディネーターが対応し、各専門

部局と連携し、学習相談や助言等を行っている。このように、学習相談、助言体制を有効に機能させるた

めの施設や環境の整備に努めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-1-2-2は満たされている。 
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【参考資料】 

１．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

３．学生相談・支援センター案内（2017年度） 

４．学生相談窓口利用案内（2017年度） 

 

7-1-3 

各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること｡ 

【現状の説明】 

関西大学千里山キャンパスでは、各学舎に授業支援ステーションを設置し、教育補助者（授業支援スチ

ューデント・アシスタント）が各種学習支援（授業時配付資料の印刷、プロジェクターやAV機器等の設置

及び利用補助、カードリーダーによる出欠調査、ミニッツペーパー（コメント用紙）の配付・回収・整理、

レポートの回収・整理、授業のビデオ撮影、授業期間中の試験問題の配付・回収等）を行っている。 

【点検・自己評価】 

基準7-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．授業支援SAのガイドライン 

 

7-2 生活支援等 

7-2-1 

学生が在学期間中に会計大学院の課程の履修に専念できるよう、学生の経済的支援及び修学や学生

生活に関する相談･助言、支援体制の整備に努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、学生が在学期間中に本会計大学院の課程の履修に専念できるよう、学生に対する経

済的支援策として、解釈指針7-2-1-1に記載のとおり、各種奨学制度を設けており、学生センター（奨学

支援グループ）と連携し、学生への経済的支援制度の整備に努めている。 

また、修学や学生生活に関する相談・助言、支援を行うために、解釈指針7-1-2-1に記載のとおり、専

任教員による、オフィスアワーを設けている。さらに、基準7-1-2に記載のとおり、個別演習科目や修士

論文科目においても、修学や学生生活に関する相談・助言等を行っている。 

このように、本会計大学院では学生の経済的支援及び学生生活に関する相談・助言、支援体制の整備に

努めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-2-1-1及び解釈指針7-1-2-2を満たしており、基準7-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/tuition.html（奨学制度） 

２．会計研究科オフィスアワー時間割（2017年度） 

３．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針7-2-1-1 

授業料減免、奨学金等の多様な措置(各会計大学院における奨学基金の設定、卒業生等の募金による

基金の設定、他の団体等が給付又は貸与する奨学金への応募の紹介等)によって学生が奨学金制度等

を利用できるように努めていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、在学中の学習に専念できるよう、経済的支援を目的として、次のとおり各種奨学金

制度を設けており、パンフレット及びウェブページで広く周知している。 
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＜関西大学大学院会計研究科（会計専門職大学院）給付奨学金＞ 

関西大学大学院会計研究科給付奨学金は、本会計大学院独自の給付奨学金制度であり、2017年度実績で

その対象者は合計26名(１年次生14名、２年次生12名)であり、2017年度の在学者数106名のうち約25％を

占めている。 

（2017年度採用実績） 

会計研究科給付奨学金（内訳） １年次対象者 ２年次対象者 計 

授業料及び教育充実費の全額給付（２年間） 

授業料及び教育充実費の全額給付（１年間） 

授業料及び教育充実費の半額給付（１年間） 

14 12 26 

 

＜公益財団法人小野奨学会給付奨学生＞ 

各種民間団体による奨学金についても、学生センター（奨学支援グループ）を通じて、情報提供及び申

請支援を行っており、特に、学業・人物ともに優秀で、経済的理由により就学が困難である者を対象とす

る公益財団法人小野奨学会については、本会計大学院の推薦により、2015年度に２名、2016年度に１名が

それぞれ給付奨学生として採用されている。 

また、関西大学では災害の被害者等の就学支援のため、次の緊急・応急奨学金制度を設けている。 

＜関西大学第５種奨学金（家計急変者給付奨学金）＞ 

地震、台風等の災害により家屋が被災又は学費支弁者の死亡等により、家計が急変した学生の修学支援

を図るため、関西大学が奨学金を給付する制度である。 

・給付金額 学費（授業料・教育充実費・実験実習料の合計額）相当額を上限 

・給付期間 １年間 

＜関西大学貸与奨学金＞ 

急病等のやむを得ない事由により一時的あるいは緊急に生活費の支弁が困難になったときに備えて、５

万円を上限として短期貸付金制度（即日交付）を設けている。 

また、学生の経済支援のため、学生センター（奨学支援グループ）を通じて、各種学外奨学金制度（日

本学生支援機構奨学金や教育ローン等）を紹介・応募支援を行っている。 

＜日本学生支援機構奨学金＞ 

本会計大学院の学生が申請可能な日本学生支援機構奨学金には、大学院第一種奨学金（貸与・無利息、

月額50,000円、88,000円から選択）と大学院第二種奨学金（貸与・有利子、50,000円、80,000円、

100,000円、130,000円、150,000円から選択）がある。いずれも、学業・人物ともに特に優れ、かつ健康

であって、学習継続のため奨学金が必要であると認められる者を対象としており、本会計大学院の教員が

推薦所見を作成している。本会計大学院生の過去３年間の受給実績は次のとおり。 

＜日本学生支援機構奨学金受給者数（過去３年間採用実績）＞ 

年 度 

内 訳 

2015年度 2016年度 2017年度 

１年次 ２年次 １年次 ２年次 １年次 ２年次 

予約採用 
第１種 1 1 0 1 0 0 

第２種 1 1 0 1 0 0 

定期採用 
第１種 5 6 16 6 5 16 

第２種 2 4 6 2 5 4 

計 
第１種 13 23 21 

第２種 8 9 9 
 

＜提携教育ローン（オリエントコーポレーション学費サポートプラン）＞ 

関西大学とオリエントコーポレーションが提携し、学費の立替払い制度（実質年利3.5％固定）を設け、

入学予定者に案内している。 

＜留学生支援学費減免制度＞ 

関西大学国際部が窓口となり、在留資格が「留学」である留学生に対して、授業料の一定額を減免して

いる。 



第Ⅲ編 会計研究科 

 

889 

＜教育訓練給付制度＞ 

本会計大学院は、厚生労働省より「教育訓練給付制度」の対象講座として指定されている。現在の指定

期間は2015年４月１日から2018年３月31日までである。この制度は、一定の条件を満たす雇用保険の一般

被保険者(在職者)又は一般被保険者であった者(離職者)が、本会計大学院の所定の教育課程を２年以内で

修了し、ハローワーク(公共職業安定所)へ申請した場合、教育訓練給付金(上限10万円)が支給される。 
 

以上のように、本会計大学院の新入生及び在学生に対する経済的支援制度にはさまざまなものがあるが、

これらの制度については、『パンフレット』及びウェブページにて広く周知するとともに、入学時のガイ

ダンスにおいて積極的に紹介しており、支援を必要とする学生には、学生センター（奨学支援グループ）

と連携し、個別相談を受け、情報提供及び応募支援を行っている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-2-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/admission/tuition.html（奨学制度） 

２．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

４．関西大学奨学金の手引き（2017年度） 

５．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針7-2-1-2 

学生の健康相談、生活相談、各種ハラスメントの相談等のために、保健センター、学生相談室を設置

するなど必要な相談助言体制の整備に努めていること｡ 

【現状の説明】 

関西大学では、学生からの多様な相談に対応するため、2013年４月に学生相談・支援センターを開設し、

専門的知見のある支援コーディネーターが対応のうえ、相談内容に応じて、学内の専門部局と連携し、必

要な対応を行っている。本学の学生相談体制（窓口）は次のとおりである。 
 

窓口 相談内容等 

学生相談・支援センター 
学生生活の相談、修学上の相談、障がいのある学生に対する修学支援に関する相

談等を行う、総合的な学生相談窓口。 

保健管理センター 健康上の相談窓口、専任の医師が診療も行う。 

心理相談室 心の悩みについて、専門のカウンセラーが心理相談に対応。 

ハラスメント相談室 
各種ハラスメントの相談に対応するため、会計専門職大学院の専任教員を含む教

職員の相談員22名と外部の専門家２名からなる相談窓口を設置。 

大学学生相談室 
対人関係、家庭、経済的事情、不安や悩みなど、学生生活全般の相談に対応する

ための相談窓口。 

その他相談窓口 

正課授業・成績に関する相談（専門職大学院事務グループ）、奨学金に関する相

談（学生センター奨学支援グループ）、就職に関する相談（キャリアセンター）、

留学に関する相談（国際部） 
 
このように、学生の健康、生活、各種ハラスメントの相談等のために、学生相談・支援センターを設置

し、大学全体として、保健管理センター、心理相談室、ハラスメント相談室、大学学生相談室等の各専門

部局が連携し、必要な相談助言体制の整備に努めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-2-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/support/consultation.html（学生相談） 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

３．学生相談・支援センター案内（2017年度） 

４．学生相談窓口利用案内（2017年度）  
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7-3 身体に障がいのある学生に対する支援 

7-3-1 

身体に障がいのある者に対しても、受験の機会を確保するとともに、身体に障がいのある学生につ

いて、施設及び設備の充実を含めて、学習や生活上の支援体制を整備し、支援を行っていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、身体に障がいのある者に対して、解釈指針7-3-1-1にあるとおり受験の機会を確保

している。また、解釈指針7-3-1-2にあるとおりバリアフリーの施設・設備を完備し、さらに解釈指針7-

3-1-3にあるとおり修学上の配慮がなされており、生活上の支援活動が行われる。現在、本会計大学院に

身体に障がいのある学生は在籍していないが、全学的な取り組みとして、2013年４月に開設の学生相談・

支援センターを中心として、関係部局が連携し、受験の機会の確保、施設及び設備の充実、学習や生活上

の支援体制の整備が行われており、実際に、学部等に入学した身体に障がいのある学生は、学生相談・支

援センター所属の学生支援スタッフ等のサポートを受け、充実した学生生活を送っている。今後、身体に

障がいのある学生が本会計大学院に入学したとしても、学生相談・支援センターと連携の上、同様の修学

上の支援措置と身の回りの生活上の支援活動が行われることとなる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-3-1-1、7-3-1-2、7-3-1-3を満たしており、基準7-3-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/sscc/support/index.html（障がいのある学生に対する修学支援窓口） 

２．学生相談・支援センター案内（2017年度） 

 

解釈指針7-3-1-1 

身体に障がいのある者に対しても、等しく受験の機会を確保し、障がいの種類や程度に応じた特別措

置や組織的対応を工夫していること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、『学生募集要項』において、身体の機能に障がいのある人、不慮の事故による負傷

者・疾病者の志願者の取扱いについて、次のとおり記載している。 
 

身体の機能に障がいのある人・負傷者・疾病等の出願に関する取扱いについて 

身体の機能に障がいのある人・負傷者・疾病等については、その程度に応じ、受験時や入学後の学習

に際して特別な配慮をする必要がありますので、出願に先立ち、大学院入試グループに申し出て相談を

してください。 
 
該当者から申し出て相談があれば、障がいの種類や程度に応じた特別措置や組織的対応を行うことによ

り、等しく受験の機会を確保することとしている。しかし、現在まで、本会計大学院の志願者からの相談

の実績はない。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-3-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

 

解釈指針7-3-1-2 

身体に障がいのある学生の修学のために必要な基本的な施設及び整備充足に努めていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院が授業を実施し、専用の自習室がある第２学舎２号館（2009年３月竣工）の施設・設備は、

バリアフリー対応となっており、身体に障がいのある学生の修学のために必要な基本的な施設・設備の必

要十分な要件を充足している。以下に主な特徴を列挙する。 
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（1）車椅子に対応するため、主要な教室の出入口は引き戸とし、机・椅子は可動式移動式としている。一

部の小教室は出入り口がドアとなっているが、バリアフリー対応が必要な場合は教室変更で対応するこ

ととしている。 

（2）各階に車椅子使用者対応の多目的トイレを設置し、一般のトイレにも手摺等を備えている。 

（3）エレベータは身体障がい者対応で、昇降口は車椅子が回転可能である。 

（4）視覚障がい者用誘導ブロック（床材）敷設及び手すりの点字標示を設けている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-3-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/sscc/support/index.html（障がいのある学生に対する修学支援窓口） 

２．障がいのある学生に対する修学支援 学生のためのガイド 

３．第２学舎２号館教室見取図 

 

解釈指針7-3-1-3 

身体に障がいのある学生に対しては、修学上の支援、実験･実習･実技上の特別措置を認めるなど、相

当な配慮に努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、身体に障がいのある学生に対して、修学上の支援措置を行うこととしている。現在、

本会計大学院には身体に障がいのある学生は在籍していないが、関西大学の学生全体としては、複数在籍

しており、障がいのある学生が他の学生と同等の条件で授業を受けることができるよう、学生相談・支援

センターが中心となり、次のような修学上の支援を行っている。 

（1）視覚障がいの場合 

講義資料・試験問題等のテキストデータ化、教材の点訳・拡大・テキスト校正、対面朗読、支援機器

の利用（ICレコーダー、拡大読書機・音声読み上げソフト、PC等の使用） 

（2）聴覚障がいの場合 

ノートテイカー（筆記通訳者・パソコン通訳者）の派遣、ビデオ教材の文字起こし等、手話通訳者の

派遣 

（3）肢体不自由の場合 

休憩室の利用、授業教室に関する調整、ノート作成補助者の派遣、支援機器の利用（ICレコーダー、

テープレコーダー）、車両の入構及び駐車許可 

（4）内部障がいの場合 

車両の入構及び駐車許可、受講時の配慮（教室の着席位置、途中退席の許可等） 

（5）発達障がいの場合 

障がいの状況に応じて、心理相談室と連携をとりながら個別に対応。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-3-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/sscc/support/index.html（障がいのある学生に対する修学支援窓口） 

２．障がいのある学生に対する修学支援 学生のためのガイド 

 

7-4 職業支援（キャリア支援） 

7-4-1 

学生支援の一環として、学生がその能力及び適性、志望に応じて、主体的に進路を選択できるよう

に、必要な情報の収集・管理･提供、ガイダンス、指導、助言に努めていること｡ 
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【現状の説明】 

本会計大学院では、解釈指針7-4-1-1にあるように、学生の就職支援・キャリア支援を目的として、就

職支援委員会、資格対策委員会を設置し、学生がその能力及び適性に応じて主体的に進路を選択できるよ

うに各種支援を行っている。 

就職希望の学生に関しては、本学キャリアセンターと連携して、学生に対するガイダンス、指導、助言

を行っている。実際に、資格対策委員会、就職支援委員会では、2010年度～2016年度に本会計大学院学生

向けの就職セミナーを開催した。具体的には、企業の就職説明会のみならず、大手監査法人（有限責任監

査法人トーマツ、新日本有限責任監査法人、有限責任あずさ監査法人、PwCあらた有限責任監査法人）や

税理士法人等の説明会を行った。特に、長期間就職内定を得られていない学生に対しては、就職ガイダン

スだけでなく、個別企業への紹介を行うなどの就職支援を実施している。 

また、本学キャリアセンターは、企業からの求人情報等の収集・管理・提供を行うとともに、就職に向

けたガイダンス、指導、助言を行っているので、就職支援委員会は学生に対して、キャリアセンター主催

の各種イベントへの参加を誘導している。 

公認会計士等の資格取得を目指す学生には、資格対策委員会のみならず、個別演習科目及び修士論文科

目を担当する教員が、取得を目指している資格に留意しつつ、各学生に応じた指導、助言を行っており、

必要となる試験情報等の収集・管理・提供を本会計大学院全体で行っている。 

また、本会計大学院では、従前より監査法人インターンシップを実施してきているが、2013年度からは

民間企業（株式会社カネカ、住友精化株式会社）での企業インターンシップを実施し、学生に適正な職業

観を身に付けさせる機会を提供している。2017年度は、インターンシップ先を４社(住友理工株式会社、

株式会社オービック、あすか税理士法人、株式会社日本経営)追加し、合計６社による企業インターンシ

ップを実施することで、学生にその機会を提供している。 

このように、学生の進路について、自らの能力、適性、志望に応じた主体的な選択を行わせるべく、ガ

イダンス、本会計大学院全体で指導、助言を行い、必要な情報の収集・管理・提供を行うとともに、就職、

資格取得等のそれぞれの進路に応じて、キャリアセンターとの連携も行っている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-4-1-1を満たしており、基準7-4-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/career/index.html（進路・就職情報） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．関西大学大学院会計研究科 就職支援委員会に関する申し合わせ 

４．関西大学大学院会計研究科 資格対策委員会に関する申し合わせ 

 

解釈指針7-4-1-1 

学生がそれぞれの目指す進路の選択ができるように、その規模及び教育目的に照らして、適切な相談

窓口を設置するなど、支援に努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、就職支援委員会を組織し、本学キャリアセンターと連携を保ちつつ、学生への支援

活動を行っている。具体的には、定期的に進路アンケートを実施し、学生の目指す進路を把握し、個別演

習科目や修士論文科目の教員と連携して個別指導を行うことや、本会計大学院からの学生の就職を希望す

る企業や監査法人等の業界説明会を実施し、特に就職を希望する学生に対しては就職ガイダンスを開催し、

さらに就職指導や面接指導を実施する等のサポートを行っている。 

本学キャリアセンターには相談窓口があり、就職等に係る専門的な相談を受けている。一方、就職支援

委員会は上記のような支援活動に加えて、相談も受け付けている。さらに、各教員は、オフィスアワーの

時間や個別演習科目の時間、その他の時間に、就職のみならず公認会計士等の資格取得に向けた勉強等の

相談を学生から受けている。公認会計士等の資格取得への対応については、資格対策委員会も学生への支

援活動を行っている。 

このように、キャリアセンターと連携を保ちつつ、就職支援委員会、資格対策委員会と各教員が協力し
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て、学生がそれぞれの目指す進路の選択ができるよう、支援に努めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針7-4-1-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/career/index.html（進路・就職情報） 

２．関西大学キャリアセンターウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/career/index.html 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 
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第８章 教員組織 

8-1 教員の資格と評価 

8-1-1 

研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員が置かれていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院は、2017年度において、専門職大学院設置基準に従い専任教員13名の教員が置かれている。

専任教員のうち実務家教員が６名である。これら専任教員13名はいずれも教育上又は研究上の業績を有す

る者である。 

【点検・自己評価】 

専門職大学院設置基準に従い、研究者教員及び実務家教員が適正に配置されているので、基準8-1-1は

満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．関西大学学術情報システム http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp 

 

解釈指針8-1-1-1 

教員は、その担当する科目の専門分野について、理論と実務を架橋する会計専門教育を行うために、

最近５年間における教育上又は研究上の業績を有していること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、採用時に研究者教員については５年以上の研究歴につき、実務家教員については５

年以上の実務歴につき厳しく審査している。着任後は、本会計大学院発行の紀要『現代社会と会計』

（2007年３月創刊、年１回発行）において、第１回目の記載時には過去５年分の、以後は過去１年分の業

績（著書、論文、報告、講演、新聞論説等）を記載することとしている。また、すべての教員について、

本会計大学院のウェブページ及び『パンフレット』においてプロフィール等を公開している。加えて、関

西大学学術情報システムにおいても、基本情報（出身大学院・取得学位等）、研究活動、研究業績、教育

業績、社会活動、担当授業等の情報を広く公開している。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院発行の『現代社会と会計』等を通じて本会計大学院教員の教育・研究の業績が公開されて

いる。解釈指針8-1-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．関西大学学術情報システム http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp 

 

8-1-2 

基準8-1-1に規定する教員のうち、次の各号のいずれかに該当し、かつ、その担当する専門分野に関

し高度の教育上の指導能力があると認められる者が、専任教員として専攻ごとに置かれていること｡ 

（1）専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

（2）専攻分野について、高度の技術･技能を有する者 

（3）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 
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【現状の説明】 

専任教員は、以下の９系列に適切に配置されている。 
 

専攻分野 教員人数            教員名 （実）は実務家を示す。 

B
asic S

kills 

財務会計系 2名 富田知嗣教授、加藤久明教授 

管理会計系 2名（実務家1名含む） 大西靖教授、植田有祐特任准教授(実) 

税務会計系 1名 中村繁隆教授 

監査系 2名（実務家1名含む） 松本祥尚教授、田中久美子特任教授（実） 

A
d
van

ced
 S

kills 

法律系 1名 三島徹也教授 

経営系 1名（実務家1名含む） 吉良勝明特任教授（実） 

ファイナンス系 1名（実務家1名含む） 宗岡徹教授（実） 

行政系 2名（実務家1名含む） 柴健次教授、清水涼子教授（実） 

経済・IT系 1名（実務家1名含む） 玉置栄一特任教授(実) 
 
研究者教員も実務家教員も採用時に教育上の指導能力の有無を審査しており、全員が指導能力を有して

いる。研究者教員８名はいずれも「教育上又は研究上の業績を有する者」である。実務家教員６名はいず

れも「高度の技術・技能を有する者」である。 

【点検・自己評価】 

 全体として適正に教員が配置されている。基準8-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-1-2-1 

教員の最近５年間における教育上又は研究上の業績等、各教員が、その担当する専門分野について、

教育上の経歴や経験、理論と実務を架橋する会計専門教育を行うために必要な高度の教育上の指導能

力を有することを示す資料が、自己点検及び自己評価の結果の公表等を通じて開示されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、採用時に研究者教員については５年以上の研究歴につき、実務家教員については５

年以上の実務歴につき厳しく審査している。着任後は、本会計大学院発行の紀要『現代社会と会計』

（2007年３月創刊、年１回発行）において、第１回目の記載時には過去５年分の、以後は過去１年分の業

績（著書、論文、報告、講演、新聞論説等）を記載することとしている。また、すべての教員について、

本会計大学院のウェブページ及び『パンフレット』においてプロフィール等を公開している。加えて、関

西大学学術情報システムにおいても、基本情報（出身大学院・取得学位等）、研究活動、研究業績、教育

業績、社会活動、担当授業等の情報を広く公開している。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院発行の紀要『現代社会と会計』等を通じて会計大学院教員の教育・研究の業績が公開され

ている。解釈指針8-1-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．関西大学学術情報システム http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp 

 

解釈指針8-1-2-2 

専任教員については、その専門の知識経験を生かした学外での公的活動や社会貢献活動も自己点検及

び自己評価の結果の公表等を通じて開示されていることが望ましい。 
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【現状の説明】 

本会計大学院発行の紀要『現代社会と会計』（2007年３月創刊、年１回発行）の業績一覧には公的活動

や社会貢献活動も掲載している。また、関西大学学術情報システムにも、社会活動の項目を設けており、

ウェブページにおいても広く公開している。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針8-1-2-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

２．関西大学学術情報システム http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp 

 

解釈指針8-1-2-3 

専任教員は、大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）第13条に規定する専任教員の数及び大学院設

置基準（昭和49年文部省令第28号）第９条に規定する教員の数に算入することができない。 

【現状の説明】 

商学研究科博士課程後期課程を担当する教員が２名いる。この特例を除き、本会計大学院の専任教員は、

学部、他研究科の教員の数に算入されていない。 

【点検・自己評価】 

解釈指針8-1-2-3は満たされている。 

 

解釈指針8-1-2-4 

基準8-1-2に規定する専任教員は、解釈指針8-1-2-3の規定にかかわらず、特例が認められている場合

は、当該特例をふまえ判断すること｡ 

【現状の説明】 

解釈指針8-1-2-3で示した通り、商学研究科博士課程後期課程を担当する教員２名につき、特例により

認めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針8-1-2-4は満たされている。 

 

8-1-3 

教員の採用及び昇任に関し、教員の教育上の指導能力等を適切に評価するための体制が整備されて

いること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院における教員の採用及び昇任は、「関西大学大学院会計研究科人事委員会に関する申し合

わせ」に基づいて行われている。教員人事に関する重要事項については、教授会の構成員からなる人事委

員会を置き、審議に当たらせている。 

【点検・自己評価】 

 教員の採用・昇進・定年延長など、人事に関する重要事項は発生するつど、教授会において３名からな

る人事委員会を設置し、教員の教育上の指導を適切に評価していることから、基準8-1-3は満たされてい

る。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科 人事委員会に関する申し合わせ 

２．関西大学大学院会計研究科 専任教員の昇任に関する内規 

３．関西大学特別任用教育職員規程 

４．定年延長に関する内規 

５．定年延長に関する内規施行に際しての申し合わせ 
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8-2 専任教員の配置と構成 

8-2-1 

会計大学院には、専攻ごとに、平成11年文部省告示第175号の別表第一及び別表第二に定める修士課

程を担当する研究指導教員の数の1.5倍の数(小数点以下の端数があるときは、これを切り捨てる。)

に、同告示の第２号、別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を

加えた数の専任教員を置くとともに、同告示の別表第三に定める修士課程を担当する研究指導教員

１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出される収容定員の数(小数点以下の端数がある

ときは、これを切り捨てる｡)につき１人の専任教員が置かれていること｡ 

【現状の説明】 

基準8-2-1前半の条件 

 告示第175号別表第一に定める修士課程を担当する教員数：５名 

 → ５名×1.5倍＝7.5 よって、７名 

 告示第175号別表第一に定める修士課程を担当する研究指導教員数と研究指導補助教員数の合

計：９名 

  → ９名－５名＝４名 →必要な研究指導必要教員数：７名＋４名＝11名 

基準8-2-1後半の条件 

 研究指導教員１人当たりの学生収容定員：20名 

  → 20名×3/4＝15名 

 収容定員の数に対応する専任教員の数：140名 

  → 140名÷15名＝9.33 よって10名 

基準8-2-1は、前半及び後半の大きい方を最低必要教員数とすることを求めており、本会計大学院の場

合、前半の条件に該当し、最低必要数は11名となる。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院の専任教員は、13名であり、基準8-2-1は満たされている。 

 

解釈指針8-2-1-1 

専任教員は、専門職学位課程たる会計大学院について１専攻に限り専任教員として取り扱われている

こと。 

【現状の説明】 

本会計大学院は、会計人養成専攻（専門職学位課程）のみで構成されているので、専攻における教員の

配置は、8-1-1に示したように、2017年度は、13名の専任教員が置かれている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針8-2-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学職員現員表 

 

解釈指針8-2-1-2 

専任教員の数の半数以上は、原則として教授であること。 

【現状の説明】 

専任教員13名中、12名が教授であり、また１名が准教授である。 

【点検・自己評価】 

解釈指針8-2-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学職員現員表 

２．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 
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３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-2-1-3 

会計科目中の３科目（財務会計、管理会計、監査等）については、いずれも専任教員が置かれている

こと。 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、基本科目（財務会計、管理会計、監査等）を８科目開講している。基本科目はすべ

て専任教員が担当している。 

財務会計系：「上級簿記」、「上級財務会計論」 

管理会計系：「上級原価計算論」、「上級管理会計論」 

監 査 系：「監査制度論」、「監査基準」、「会計専門職業倫理」 

法 律 系：「企業法」 

【点検・自己評価】 

 解釈指針8-2-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-2-1-4 

各会計大学院は、その教育の理念及び目的を実現するために必要と認められる場合には、基準8-2-1

に定める数を超えて、専任教員を適切に配置するよう努めることが望ましい｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院は、その教育の理念及び目的を実現するために必要と認められる専任教員を適切に配置し

ており、Basic Skills（会計分野）４系列とAdvanced Skills（非会計分野）５系列について、各１名以

上の専任教員を配置している。 
 

専攻分野 教員人数            教員名 （実）は実務家を示す。 

B
asic S

kills 

財務会計系 2名 富田知嗣教授、加藤久明教授 

管理会計系 2名（実務家1名含む） 大西靖教授、植田有祐特任准教授（実） 

税務会計系 1名 中村繁隆教授 

監査系 2名（実務家1名含む） 松本祥尚教授、田中久美子特任教授（実） 

A
d
van

ced
 S

kills 

法律系 1名 三島徹也教授 

経営系 1名（実務家1名含む） 吉良勝明特任教授（実） 

ファイナンス系 1名（実務家1名含む） 宗岡徹教授（実） 

行政系 2名（実務家1名含む） 柴健次教授、清水涼子教授（実） 

経済・IT系 1名（実務家1名含む） 玉置栄一特任教授(実) 
 

【点検・自己評価】 

原則として、適切な配置となっているが、余裕があれば法律系を２名としたいという要望がある。かか

る要望は別として、現状においても、解釈指針8-2-1-4は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-2-1-5 

法律系の科目を配置している会計大学院の専任の必要最低教員数は、8-2-1に規定する11名ではなく

12名とする。 
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【現状の説明】 

 本会計大学院の専任教員は、解釈指針8-2-1-4における説明にあるように、１名の法律系の専任教員を

含む13名の専任教員を置いている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針8-2-1-5は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

8-2-2 

専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること｡ 

【現状の説明】 

8-1-2で述べたとおり、専任教員はBasic Skills（会計分野）４系列と Advanced Skills（非会計分野）

５系列の計９系列に適切に配置されている。 

【点検・自己評価】 

 基準8-2-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-2-2-1 

コアカリキュラムとして規定されている基本科目（インターンシップを除く）について、専任教員が

置かれていることが望ましい。 

【現状の説明】 

 会計職業倫理、国際会計基準(IFRS)、監査論は、専任教員が担当している。 

【点検・自己評価】 

 本会計大学院の教育目的を実現するための特色に基づき専任教員が配置されている。  

解釈指針8-2-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．授業科目担任者一覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-2-2-2 

専任教員の年齢構成に著しい偏りがないこと。 

【現状の説明】 

本会計大学院の専任教員の年齢構成は、2017年５月１日現在で、以下のとおりである。 

＜教員年齢構成＞ 

教員年齢 人数 割合 

60歳代 3 23.0％ 

50歳代 3 23.0％ 

40歳代 6 46.2％ 

30歳代 1  7.6％ 

合計 13 － 
  



第Ⅲ編 会計研究科 

 

900 

【点検・自己評価】 

 年齢構成表のとおり、40歳代の教員が最も多く、次いで50歳代・60歳代の教員がバランスよく配置さ

れている。研究意欲も盛んであり、かつ教育サービス提供の観点からみても、他の会計大学院に勝る強み

となっている。また、30代の教員が１名ではあるが、40代前半の教員もおり、本会計大学院専任教員の年

齢構成に著しい偏りがなく、現在のところ特別の措置を講じる必要はないと考えている。今後とも教員年

齢構成を考慮しながら教員の採用を行っていきたい。 

以上により、解釈指針8-2-2-2に関して必要な措置を講じており、同解釈指針は満たされている。 

 

8-3 研究者教員 

8-3-1 

研究者教員(次項8-4-1で規定する実務家教員以外の教員)は、おおむね３年以上の教育歴を有し、か

つ、担当する授業科目にかかる高度の研究の能力を有する者であること。 

【現状の説明】 

本会計大学院における研究者教員７名は全員３年以上の教育歴を有し、かつ、担当する授業科目にかか

る高度の研究の能力を有する。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院の紀要『現代社会と会計』の巻末に毎年、各教員のその年の研究業績（ただし、初刊は過

去５年分）を掲載している。研究者教員全員が研究論文等の執筆にあたることができたことからも研究能

力の高さを証明するものと言える。 

基準8-3-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

４．関西大学学術情報システム http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp 

 

解釈指針8-3-1-1 

研究者教員の教育歴については、高等教育機関において専任教員として３年以上の経験を有すること。 

【現状の説明】 

文部科学省への設置認可申請を行った時点で、研究者教員すべてが、研究教育機関において３年以上の

経験を有していた。設置後、中村繁隆教授と大西靖教授が着任している。大西教授は着任時にすでに３年

以上の経験を有していた。また、中村教授は着任時に３年以上の経験を有していなかったため、その期間

は「修士論文・論文指導」等の科目を担当していなかった。中村教授については、非常勤歴(３年)及び他

の業績を勘案し、専任教員としての教育歴の３年に相当していると判断した。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針8-3-1-1は満たされている。 

 

解釈指針8-3-1-2 

研究者教員は、担当する授業科目の分野において、過去５年間一定の研究業績を有すること。 

【現状の説明】 

本会計大学院における研究者教員７名は、全員が担当する授業分野において、過去５年間に一定の研究

業績を有する。この業績は8-3-1に示したとおり、その業績を公開しているのでいつでも確認できる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針8-3-1-2は満たされている。 
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【参考資料】 

１．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

２．関西大学学術情報システム http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp 

 

8-4 実務家教員（実務経験と高度な実務能力を有する教員） 

8-4-1 

基準8-2-1に規定する専任教員の数のおおむね３割以上は、専攻分野におけるおおむね５年以上の実

務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者であること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院における実務家教員６名全員が、公認会計士資格を有しており、実務家教員最低必要数４

名を満たしている。これら教員は、専門分野での実務経験以外にも、過去にも大学・大学院等で教育経験

を有しており、また、国や地方自治体等の審議会・委員会を勤めるなど高度な能力を遺憾なく発揮している。 

【点検・自己評価】 

基準8-4-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-4-1-1 

実務家教員は、その実務経験との関連が認められる科目を担当していること。 

【現状の説明】 

本会計大学院における実務家教員６名の実務経験と担当科目は下表のとおりである。 

＜実務家教員の実務経験と担当科目＞ 

教員名・実務経験 資格 担当授業科目（2017年度） 

清水涼子 

公認会計士（約30年） 
教授 

会計専門職業倫理、公監査論、ソリューション・イン・プロフ

ェッショナル 

会計監査論演習（経済・商学部）、共通教養ゼミ（ビジネス言語

に強くなる）（全学部）、ワークショップ１(商)、監査論演習(経

済・商学部) 

宗岡 徹 

公認会計士（約27年） 
教授 

インベストメント論、コーポレート・ファイナンス論、ソリュ

ーション・イン・エキスパータイズ 

経済学演習１･２･３･４・５（経済学部）、卒業論文（経済学

部）、経済学特殊講義Ⅰ（経済学部） 

吉良勝明 

公認会計士（約20年） 
特別任用教授 

会社経理実務、企業分析論、不正摘発監査論、特殊講義(コンサ

ルティング実務) 

田中久美子 

公認会計士（約23年） 
特別任用教授 監査基準（２クラス）、会計事例研究、監査事例研究 

玉置栄一 

公認会計士（約37年） 
特別任用教授 

会計専門職業倫理、資本市場論、ディスクロージャー実務、実

践会計プログラム演習 

植田有祐 

公認会計士（約10年） 
特別任用准教授 上級原価計算論（３クラス）、中級工業簿記 

 

【点検・自己評価】 

実務家教員は、いずれも会計専門職大学院教員として相応しい豊かな実務経験と高度な実務能力を備え、

会計関連科目を担当しているので、実務経験と関連する科目を担当しているとみなすことができる。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 
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  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針8-4-1-2 (専任教員以外の者を充てる場合のみ) 

基準8-4-1に規定するおおむね３割の専任教員の数に３分の２を乗じて算出される数(小数点以下の端

数があるときは、これを四捨五入する｡)の範囲内については、専任教員以外の者を充てることができ

る。その場合には、１年につき６単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の会計

大学院の組織の運営について責任を担う者であること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院には、実務家教員６名が在籍しているが、すべて本指針にいう専任教員であり、よって本

解釈指針には該当しない。 

【点検・自己評価】 

解釈指針8-4-1-2は本研究科には該当しない。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

8-5 専任教員の担当科目の比率 

8-5-1 

各会計大学院における教育上主要と認められる授業科目については、原則として、専任教員が配置

されていること｡ 

【現状の説明】 

詳しくは解釈指針8-5-1-1において説明するが、本会計大学院では、基本科目群、個別演習科目、修士

論文科目等の教育上主要と認められる授業科目については、原則として専任教員が配置されている。2017

年度においては、配当科目総数95科目のうち49科目（51.6％）を専任教員が担当している。 

【点検・自己評価】 

基準8-5-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．授業科目担任者一覧（2017年度） 

 

解釈指針8-5-1-1 

教育上主要と認められる授業科目のうち必修科目、選択必修科目、各会計大学院が特に重要と考える

授業科目については、おおむね７割以上が、専任教員によって担当されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院の授業科目は95科目（導入科目群２科目、基本科目群８科目、発展科目群51科目、応用科

目群34科目）であり、基本科目群以外は全て選択必修科目としている（ただし、PAIBコースのみ基本科目

群の一部について選択必修）。 

解釈指針8-2-2-1のとおり、本会計大学院が特に重要であると考える基本科目群については、８科目の

全てを専任教員が担当している。 

なお、それぞれの科目群のうち専任教員が担当しているのは、導入科目群（２科目）のうち２科目

（100.0％）、発展科目群（51科目）のうち29科目（56.9％）、応用科目群（34科目）のうち10科目（29.4％）

である。また、個別演習科目（３科目）と修士論文科目（３科目）についても、全て専任教員が担当して

いる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針8-5-1-1は満たされている。 
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【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/teacher/index.html（教員・教育顧問紹介） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．授業科目担任者一覧（2017年度） 

 

8-6 教員の教育研究環境 

8-6-1 

会計大学院の教員の授業負担は、年度ごとに、適正な範囲内にとどめられていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院の専任教員の授業負担については、本学の内部規定（「学校法人関西大学職員就業規則」

及び「関西大学特別任用教育職員規程」）において、毎週の責任時間数は教授８時間及び准教授６時間

（大学院の授業担任時間は１時間を１時間30分として取り扱う。）と定められている。よって、教授の場合、

責任時間数は、半年ごとにいえば春学期８時間（４科目）及び秋学期８時間（４科目）となるが、授業科

目の配当年次の関係上、春学期と秋学期の時間数に偏りが生じることはやむを得ず、年間16時間（８科目）

として考えるのが通例である。 

本会計大学院における2017年度の授業負担は、５月１日現在で履修者０名により不開講が決定した科目

（主に論文指導・修士論文（実践））を除けば、少ない専任教員で年間８時間、多い専任教員で年間28時間

となっている(*1)。 

年間８時間の専任教員は、全員が特別任用の専任教員である。その時間数は、本学の内部規定を満たす

とともに(*2)、授業負担としても適正な範囲内である。 

年間28時間の専任教員は、その時間数の中に、任意で開講した個別演習科目（２科目、４時間）と、非

常勤講師の担当科目を今年度に一時的に引き受けたもの（１科目、２時間）が含まれている。当該教員に

ついては、本学の内部規定を満たすとともに、解釈指針8-6-1-1でいう「多くとも年間30単位以下である

こと」を満たしており、また、任意開講の４時間を差し引けば、解釈指針8-6-1-1でいう「年間24単位以

下にとどめられていること」を満たしているので、授業負担として適正な範囲内であるといえる(*3)。 

なお、それ以外の専任教員の授業負担は全員、本学の内部規定を満たすとともに「年間24単位以下」で

あり、授業負担として適正な範囲内である。 

 (*1) 本学の内部規定によれば、大学院の授業時間は１時間を１時間30分として取り扱うこととされているが、そ

の1.5倍の換算措置は、あくまでも本学内での取扱いであるため、ここでの時間数の計算では用いていない。 

 (*2) この年間８時間は全て大学院の授業時間であり、本学の内部規定によれば年間12時間と換算される。年間16

時間を満たしていないが、本会計大学院における特別任用の専任教員の授業時間は、「関西大学特別任用教育

職員規程」第９条のただし書きにより、責任時間数を満たすものとして取り扱われている。 

 (*3) ｢時間」と「単位」の関係について、ここでは２時間（１科目）を２単位としている。なお、「関西大学大学

院会計研究科学則」の別表（第７条関係）によれば、基本科目群は１単位とされているが、これは修了所要単

位数の計算上の取扱いであって、授業の時間数も回数も他の科目と同じであることから、ここでは基本科目群

も２単位とみなしている。 
 

＜学校法人関西大学職員就業規則（抜粋）＞ 

（教育職員の勤務時間） 

第23条 教育職員の勤務時間は、授業担任時間によるものとし、概ねこれを１週３日以上に分けて担任

するものとする。 

２ 授業担任時間の最少限度である毎週の責任時間数は、次の基準によるものとする。ただし、特別の

理由があるものは、この限りでない。 

(1) 大学 

ア 教授 ８時間 

イ 准教授、専任講師及び助教 ６時間 

 （助教については４時間に減免することができるものとする。） 
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（大学院担当者の授業担任時間） 

第24条 大学院の授業を担当する教育職員（法務研究科、会計研究科及び心理学研究科心理臨床学専攻

に所属する者を除く。）は、少なくとも４時間以上を学部において担任しなければならない。 

２ 大学院における授業担任時間は、１時間を１時間30分として取り扱う。 

 
＜関西大学特別任用教育職員規程（抜粋）＞ 

（授業担当） 

第９条 授業担当の責任時間数は、専任教育職員に準じる。ただし、特別の事情があるときは、授業負

担を軽減又は免除することができる。 
 

【点検・自己評価】 

本会計大学院の授業負担は、全ての専任教員について、年度ごとに適正な範囲内にとどめられている。

専任教員１名が年間24単位を超えているが、それは個別演習科目の任意開講によるものであり、それを含

めても年間30単位以下であることから、授業負担として適正な範囲内であるといえる。当該教員が非常勤

講師に代わり今年度に一時的に引き受けた科目も、次年度には軽減される予定である。このことから、基

準8-6-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．専任教員授業科目担任・時間数一覧（2017年度） 

 

解釈指針8-6-1-1 

各専任教員の授業負担は、会計大学院で少なくとも８単位以上、会計大学院も含む他専攻、他研究科

及び学部等（他大学の非常勤を含む。）を通じて、多くとも年間30単位以下であることとし、年間24

単位以下にとどめられていること。 

【現状の説明】 

基準8-6-1において説明したように、本会計大学院における2017年度の授業負担は、全員の専任教員が

本学の内部規定による責任時間数を満たしている。しかし、時間数を単位数に直していえば(*1)、専任教

員３名が「会計大学院で少なくとも８単位以上」を満たしていない。とはいえ、この３名は、在外研究員

（秋学期）１名、学術研究員（春学期）１名、国内研修員（春学期）１名であり、その期間は授業を担当

せず、研究に専念することとされた教員である。研究員または研修員でない学期に講義を集中させて８単

位以上にすることも考えられるが、積み上げ式の教育上、授業科目によっては開講するのに最適な学期も

あり、それに配慮することも必要であるため、結果的に８単位を下回ることとなった。この例外的な事情

を別にすれば、それ以外の全ての専任教員が「会計大学院で少なくとも８単位以上」を満たしている。 

また、学部等を含めて「多くとも年間30単位以下であること」については、全員の専任教員が満たして

いる。学部等を含めて「年間24単位以下にとどめられていること」については、基準8-6-1において説明

したように、専任教員１名が超過しているが、それは個別演習科目の任意開講によるものであり、それを

差し引けば年間24単位以下、それを含めても年間30単位以下であることから、授業負担として適正な範囲

内であるといえる。 

 (*1) ｢時間」と「単位」の関係について、ここでは２時間（１科目）を２単位としている。なお、「関西大学大学

院会計研究科学則」の別表（第７条関係）によれば、基本科目群は１単位とされているが、これは修了所要単

位数の計算上の取扱いであって、授業の時間数も回数も他の科目と同じであることから、ここでは基本科目群

も２単位とみなしている。 

【点検・自己評価】 

専任教員３名について半年間は研究に専念することとされており、この例外的な事情を別にすれば、解

釈指針8-6-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．専任教員授業科目担任・時間数一覧（2017年度） 
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8-6-2 

会計大学院の専任教員には、その教育上、研究上及び管理運営上の業績に応じて、数年ごとに相当

の研究専念期間が与えられるよう努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院における専任教員の研究専念措置としては、学術研究員と研修員が一定の条件を満たす専

任教員に対して制度として認められている。 

なお、過去３年間の実績は次のとおりである。 
 

年度 期間 対象教員 内容等 

2017年度 
半期（春学期） 

半期（秋学期） 

宗岡 徹 

大西 靖 

国内（研修員） 

外国（学術研究員） 

2016年度 
半期（秋学期） 

通年（2016年秋学期～2017年春学期） 

松本祥尚 

清水涼子 

国内（研修員） 

外国（学術研究員） 

2015年度 通年（2014年秋学期～2015年春学期） 中村繁隆 外国（学術研究員） 
 

【点検・自己評価】 

基準8-6-2に示されている措置が講じられており、本基準は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計研究科在外研究員・国内研修員等一覧 

２．関西大学学術研究員規程 

３．関西大学研修員規程 

 

8-6-3 

会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため、必要な資質及び能力を有する職

員が適切に置かれていること。 

【現状の説明】 

本学では学事局内に専門職大学院事務グループが置かれ、本会計大学院専属の事務職員が配置されてい

る。彼らは、本会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するのに必要な資質及び能力を有

しており、専任教員の職務を適切にサポートしている。また、大学院全体の授業支援チームとして、SA

（Student Assistant）が配置されている。 

なお、学生の募集など入学試験に関係することについては、専門職大学院事務グループとは別に、大学

院入試グループが組織されており、その業務を担っている。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院の専任教員の教育・研究を補助するために、専属の大学院事務グループが組織されている。

また、入試関係事項については、大学院入試グループが別に組織されており、適切な業務分担がなされて

いる。このことから、基準8-6-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．学校法人関西大学事務組織規程 

２．専門職大学院事務グループ業務分担表（2017年度） 
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第９章 管理運営等 

9-1 管理運営の独立性 

9-1-1 

会計大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独立の運営の仕組みを有してい

ること｡ 

【現状の説明】 

 解釈指針9-1-1-1及び9-1-1-2に示すように、本会計大学院は、会計大学院における教育活動等を適切に

実施するためにふさわしい独立の運営の仕組みを有している。 

【点検・自己評価】 

 基準9-1-1は満たされている。 

 

解釈指針9-1-1-1 

会計大学院の運営に関する重要事項を審議する会議が置かれていること。会計大学院の運営に関する

会議は、当該会計大学院の専任教授により構成されていること。ただし、当該会計大学院の運営に関

する会議の定めるところにより准教授、職員を加えることができる。 

【現状の説明】 

本会計大学院は、その運営に関する重要事項を審議する会議として、会計研究科教授会を設置している。

会計研究科教授会は、専任の教授、准教授、助教及び特別契約教授並びに特別任用教育職員によって構成

されている。専任の教授のみならず准教授等もその構成メンバーとしているのは、広く専任教員の意見を

取り入れ、より慎重かつ正確な意思決定が行われるよう配慮したためである。2017年度における会計研究

科教授会は、専任教授９人、特別任用教育職員４人による構成である。 

会計研究科教授会によって審議される事項は、本会計大学院における教育課程、教育方法、成績評価、

修了認定、入学者選抜その他の会計専門職大学院運営の重要事項である。 
 

＜関西大学大学院会計研究科教授会規程（抜粋）＞ 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、関西大学大学院会計研究科学則第21条第２項の規定に基づき、会計研究科教授会

（以下「教授会」という｡)の構成、権限及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（構 成） 

第２条 教授会は、専任の教授、准教授、助教及び特別契約教授並びに特別任用教育職員（平成15年文

部科学省告示第53号第２条第２項に規定する教員）をもって構成する。 
 

【点検・自己評価】 

本会計大学院は、その運営に関する重要事項を審議する会議として教授会が置かれ、その構成は専任の

教授、准教授、助教及び特別契約教授並びに特別任用教育職員によるものであり、よって解釈指針9-1-1-

1は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

２．学校法人関西大学事務組織規程 

 

解釈指針9-1-1-2 

会計大学院には、専任の長が置かれていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、会計研究科長を置く。2017年５月１日現在、会計研究科長は三島徹也教授（任期は

2016年10月１日～2018年９月30日）である。会計研究科長が本会計大学院の業務を掌理することが、会計

研究科教授会規程に定められている。 
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＜関西大学大学院会計研究科教授会規程（抜粋）＞ 

（研究科長） 

第３条 教授会は、選挙によって研究科長を選出する。 

２ 研究科長選挙に関する規程は、別にこれを定める。 

３ 研究科長は、副研究科長を教授会に推薦する。研究科長に支障あるときは、副研究科長がその任務

を代行する。 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

２．会計研究科長選挙に関する申し合わせ 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

9-1-2 

会計大学院の教育課程、教育方法、成績評価、修了認定、入学者選抜に関する重要事項について

は、会計大学院の教育に関する重要事項を審議する会議における審議が尊重されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、会計研究科教授会において、教育課程、教育方法、成績評価、修了認定、入学者選

抜その他の会計専門職大学院運営の重要事項について審議することとなっている。 
 

＜関西大学大学院会計研究科教授会規程（抜粋）＞ 

（議決事項） 

第６条 教授会は、会計研究科に関する次の事項を審議し、決定する。 

(1) 研究科長の選出 

(2) 副研究科長の承認 

(3) 学長の承認 

(4) 会計研究科専任教育職員の任用及び昇任その他人事に関する事項 

(5) 会計研究科特別任用教育職員の任用 

(6) 全学的及び研究科内の各種委員会委員等の選出 

(7) 学則に関する事項 

(8) 入学試験に関する事項 

(9) 会計研究科学則に関する事項 

(10) 教育課程に関する事項 

(11) 学生の学籍、修了、賞罰及び補導に関する事項 

(12) 学生の試験に関する事項 

(13) 自己点検・評価及び第三者評価に関する事項 

(14) その他教育・研究に関する事項 
 

【点検・自己評価】 

基準9-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

 

解釈指針9-1-2-1 

解釈指針8-4-1-2に規定するみなし専任教員については、会計大学院の教育課程の編成等に関して責

任を担うことができるよう配慮されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、平成15年文部科学省告示第53号第２条第２項により会計大学院の専任教員とみなさ



第Ⅲ編 会計研究科 

 

908 

れる者については、特別任用教育職員と定めている。解釈指針9-1-1-1で述べたように、特別任用教育職

員は、会計研究科教授会における構成メンバーとして、本会計大学院の教育課程の編成等における審議に

おいて参加することとなっており、その責任を担う立場にある。 
 

＜関西大学大学院会計研究科教授会規程（抜粋）＞ 

（構 成） 

第２条 教授会は、専任の教授、准教授、助教及び特別契約教授並びに特別任用教育職員（平成15年文

部科学省告示第53号第２条第２項に規定する教員）をもって構成する。 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

 

9-1-3 

教員の人事に関する重要事項については、会計大学院の教員の人事に関する会議における審議が尊

重されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、教員の人事に関する重要事項については、会計研究科教授会により審議される。な

お、人事に関する重要事項、すなわち、採用、定年延長、昇進などについては、より慎重な判断が要求さ

れるため、「関西大学大学院会計研究科人事委員会に関する申し合わせ」を制定し、これに基づき、人事

委員会をおいている。人事委員会は、教授会の構成員から３人が選任され、専任教員又は特別任用教員の

任用人事及び昇任人事に関する事項について、研究科長からの諮問に基づき答申をすることとなっている。 
 

＜関西大学大学院会計研究科教授会規程（抜粋）＞ 

（議決事項） 

第６条 教授会は、会計研究科に関する次の事項を審議し、決定する。 

(1) 研究科長の選出 

(2) 副研究科長の承認 

(3) 学長の承認 

(4) 会計研究科専任教育職員の任用及び昇任その他人事に関する事項 

(5) 会計研究科特別任用教育職員の任用 

(6) 全学的及び研究科内の各種委員会委員等の選出 

(7) 学則に関する事項 

(8) 入学試験に関する事項 

(9) 会計研究科学則に関する事項 

(10) 教育課程に関する事項 

(11) 学生の学籍、修了、賞罰及び補導に関する事項 

(12) 学生の試験に関する事項 

(13) 自己点検・評価及び第三者評価に関する事項 

(14) その他教育・研究に関する事項 

（人 事） 

第７条 任用人事及び昇任人事に関する教授会は、教授人事には教授、准教授人事には准教授以上の

者、助教の人事には助教以上の者をもって構成する。 

２ 前条第４号及び第５号の人事に関する教授会についての規定は、別に定める。 

 

＜関西大学大学院会計研究科 人事委員会に関する申し合わせ（抜粋）＞ 

（設 置） 

第１条 本研究科に人事委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
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（目 的） 

第２条 委員会は専任教員又は特別任用教員の任用人事及び昇任人事に関する事項について、研究科長

からの諮問に基づき答申することを目的とする。 

（組 織） 

第３条 委員会は、研究科長が指名する教員３名をもって組織し、教授会の承認を得る。 

２ 研究科長が必要と認める場合は、本研究科の専任教員以外の者を前項の委員に指名することができる｡ 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

２．関西大学大学院会計研究科 人事委員会に関する申し合わせ 

 

9-1-4 

会計大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な財政的基礎を有している

こと｡ 

【現状の説明】 

解釈指針9-1-4-1～9-1-4-3に示すように、本会計大学院は、会計大学院における教育活動を適切に実施

するためにふさわしい十分な財政的基礎を有している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-4-1～9-1-4-3に示すように、基準9-1-4は満たされている。 

【参考資料】 

１．2017年度学校法人関西大学予算の概要 

２．予算配賦書（専門職大学院事務グループ）（2017年度） 

３．学校法人関西大学予算書（2017年度） 

４．学校法人関西大学事業計画書（2017年度） 

５．関西大学財務局ホームページ http://www.kansai-u.ac.jp/zaimu/index.html 

 

解釈指針9-1-4-1 

会計大学院の設置者である大学等が、会計大学院における教育活動等を適切に実施するために十分な

経費を負担していること。 

【現状の説明】 

関西大学においては、毎年度の予算ヒアリング等を通じて、本会計大学院における教育活動等のための

経費として、毎年度十分な予算を計上しており、かつ教育活動等のため必要に応じて執行されている。

2017年度については、本会計大学院において、22,548,000円の予算が教育活動に必要な経費であるとして

設定された。このことは本会計大学院における教育活動を実施するのに十分であるといえる。よって、関

西大学は、本会計大学院における教育活動等を適切に実施するために十分な経費を負担しているといえる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-4-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．2017年度学校法人関西大学予算の概要 

２．予算配賦書（専門職大学院事務グループ）（2017年度） 

３．学校法人関西大学予算書（2017年度） 

４．学校法人関西大学事業計画書（2017年度） 

５．関西大学財務局ホームページ http://www.kansai-u.ac.jp/zaimu/index.html 
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解釈指針9-1-4-2 

会計大学院の設置者である大学等が、会計大学院において生じる収入又は会計大学院の運営のために

提供された資金等について、会計大学院の教育活動等の維持及び向上を図るために使用することがで

きるよう配慮していること。 

【現状の説明】 

本会計大学院における予算は、会計研究科教授会によって設定された事項に従い使用することができる

こととされている。すなわち、教授会が本会計大学院の教育活動等の維持及び向上を図るために必要であ

ると判断した項目に利用することができる制度となっている。 

2017年度の本会計大学院の予算については、次のとおり計上された。 

よって、本会計大学院においては、会計大学院の運営のために提供された資金等については、会計研究

科教授会の下、本会計大学院の教育活動等の維持及び向上を図るために使用することができるような仕組

みとなっている。 

＜会計専門職大学院予算内訳（2017年度）＞ 

主な費目 予算 

各種資格試験受験支援 

授業運営 

研究室運営 

評価活動 

院生研究 

客員教授規程に伴う講演活動 

研究科の運営 

短期外国出張 

在外研究員規程等に基づく研究活動 

教員人事に関する業務 

250,000円 

16,690,000円 

362,000円 

73,000円 

773,000円 

592,000円 

422,000円 

200,000円 

2,598,000円 

66,000円 

予算計 22,548,000円 
 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-4-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．予算配賦書（専門職大学院事務グループ）（2017年度） 

 

解釈指針9-1-4-3 

会計大学院の設置者である大学等が、会計大学院の運営に係る財政上の事項について、会計大学院の

意見を聴取する適切な機会を設けていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院は独立研究科として大学院組織の中に位置付けられていることから、会計研究科長が、教

学の全学組織である学部長・研究科長会議（議長は学長）の構成員となり、全学のあらゆる動きを把握し、

研究科の希望を伝える立場を確保できている。さらに、会計研究科に関わるすべての事項を教授会におい

て決定していることから、学内他組織に影響されない研究科運営ができている。 

また、大学全体の予算案編成に関する事業計画の審議を行うために設けられている大学予算委員会（議

長は学長）において、会計研究科長はその構成員として、予算案編成において、本会計大学院の意見を述

べる機会を設けられている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針9-1-4-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学学部長・研究科長会議規程 

２．大学予算委員会規程 

３．学校法人関西大学事業計画書（2017年度） 
  



第Ⅲ編 会計研究科 

 

911 

9-2 自己点検及び評価 

9-2-1 

会計大学院の教育水準の維持向上を図り、当該会計大学院の目的及び社会的使命を達成するため、

当該会計大学院における教育活動等の状況について、自ら点検及び評価を行い、その結果を公表し

ていること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、その教育水準の維持向上を図り、またその目的及び社会的使命を達成するため、本

会計大学院における教育活動等の状況について、組織的かつ継続的に、自己点検・評価を実施し、その結

果を一般に公表することを行っている。 

まず、本会計大学院では、自己点検・評価委員会を組織し、当該委員会主導の下で、自己点検及び評価

を行っている。自己点検・評価委員会は、教育理念・目的や教育内容等について、長所、問題点及び将来

の改善・改革に向けた方策を踏まえた「現状の説明」及び「点検・自己評価」を行い、『自己点検・評価

報告書』を作成している。これに加えて、個別的な教育に対する取組みとして、春学期及び秋学期にすべ

ての開講科目においてその受講生に対して授業評価アンケートを実施している。このアンケートの結果は

集計され担当教員に対して通知されている。さらに、専任教員は自己の担当科目及びその系列におけるア

ンケート結果につき、その分析及び授業改善の試みについて『FD活動報告書』に記載することを義務づけ

られ、各系責任者による系別の分析と評価、ならびに改善指導がなされている（自己点検・評価の実行）。 

この『自己点検・評価報告書』及び『FD活動報告書』は冊子にして公表しており、さらにこの内容は本

会計大学院ウェブページにおいても公表されている（自己点検・評価の公表）。 

【点検・自己評価】 

 基準9-2-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程 

２．会計専門職大学院自己点検・評価報告書（第５号） 

３．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

４．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/accreditation/index.html（自己点検・評価） 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

 

9-2-2 

自己点検及び評価を行うに当たっては、その趣旨に則し適切な項目を設定するとともに、適当な実

施体制が整えられていること。 

【現状の説明】 

１．自己点検及び評価における項目設定 

 本会計大学院においては、自己点検及び評価の実行に際しては、本会計大学院における教育理念の達成

及び教育水準の維持向上を図るべく、独自の項目を設定して取り組んでいる。すなわち、関西大学全体と

しても自己点検及び評価は実施されているが、これに依存することなく、会計大学院教育という特徴を重

視した項目設定を行っている。 

自己点検及び評価については、その項目として「第１章 教育目的」から「第10章 施設、設備及び図書

館等」に至るまでの10個の項目（さらに細目に区分している）を設け、それぞれの項目ごとに、長所、問

題点、及び将来の改善・改革に向けた方策を踏まえた「現状の説明」及び「点検・自己評価」を行っている。 

さらに、個別的な教育に対する取組みにおいては、①授業評価アンケートに、その項目として「授業の

評価」に11項目、「授業への取組み」に６項目をおいており、いずれも本会計大学院における教育活動等

の状況を調査するための項目設定となっている。次に、②その分析については、「受講生の傾向」、「昨年

度の授業評価アンケートを踏まえて、今回の講義で工夫したこと・留意したこと」、「今後の対応」という

項目を設けている。 
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以上の項目は、本会計大学院における自己点検及び評価という趣旨に照らして、適切であると判断して

設定したものである。 

２．自己点検及び評価の実施体制 

本会計大学院においては、自己点検及び評価の実施は、自己点検・評価委員会及び教務・FD委員会の主

導により、かつその連携によって行われている。自己点検及び評価とFD活動は密接に結びついたものであ

って、両者が有機的に結合して初めてその機能を果たすべきものと考えられるからである。教務・FD委員

会は授業評価アンケートの実施及びその分析、その後の『FD活動報告書』の作成を中心に行っているのに

対して、自己点検・評価委員会は、このFD委員会の活動を踏まえて、さらにより広い視野から自己点検及

び評価を行い、『自己点検・評価報告書』を作成している。よって、本会計大学院においては、自己点検

及び評価を実施するのに適切な体制を構築し運用している。 

【点検・自己評価】 

 基準9-2-2は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程 

２．関西大学大学院会計研究科 教務・FD委員会に関する申し合わせ 

３．会計専門職大学院自己点検・評価報告書（第５号） 

４．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

５．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/accreditation/index.html（自己点検・評価） 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

 

解釈指針9-2-2-1 

会計大学院には、教育活動等に関する自己点検及び評価を行う独自の組織が設置されていることが望

ましい｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院において、教育活動等に関する自己点検及び評価を行うため、関西大学大学院会計研究科

自己点検・評価委員会規程を制定し、自己点検・評価委員会を設けている。自己点検・評価委員会は、会

計研究科教授会によって承認された者２名と専門職大学院事務グループ所属事務職員１名の３名の委員に

よって組織され、本会計大学院の自己点検・評価及び外部評価の実施、本学の全学的自己点検・評価との

調整、並びに第三者評価への対応を行い、自己点検・評価が本会計大学院の運営にフィードバックされる

ことを目的として、継続的に活動している。 
 

＜関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程（抜粋）＞ 

（設置） 

第１条 関西大学大学院会計研究科（以下「本研究科」という。）に、本研究科の教育研究水準の向上

を図るため、関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会を置く。 

（目的） 

第２条 委員会は、本研究科の自己点検・評価及び外部評価の実施、本学の全学的自己点検・評価との

調整、並びに第三者評価への対応を行い、自己点検・評価が大学・大学院の運営にフィードバックさ

れることを目的とする。 

（審議事項） 

第３条 委員会は、次の事項を審議する。 

（1）自己点検・評価及び外部評価に関する年度活動方針の策定に関すること。 

（2）自己点検・評価及び外部評価の企画立案、評価項目の設定及び実施並びにその結果の公表に関す

ること。 

（3）第三者評価への対応及びその結果の公表に関すること。 

（4）自己点検・評価、外部評価及び第三者評価の結果に基づく、研究科長及び学長への改善方策及び 
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 改善計画案の提言に関すること。 

（5）改善の達成度の検証結果に基づく、研究科長及び学長への報告に関すること。 

（6）その他自己点検・評価、外部評価及び第三者評価に関すること。 

（答申） 

第４条 委員会は、自己点検・評価の結果について報告書を作成し、必要な改善方策、改善計画又は報

告を研究科長及び学長へ提言する。 

（公開） 

第５条 委員会は自己点検・評価報告書を作成し研究科長へ提出後、ホームページ、冊子等各種のメデ

ィアを通じて積極的に公開する。 

（組織） 

第６条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

（1）会計研究科教授会によって承認された者 ２名 

（2）専門職大学院事務グループ所属事務職員 １名 
 

【点検・自己評価】 

 解釈指針9-2-2-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科教授会規程 

２．関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程 

３．会計研究科各種委員会委員一覧 

 

9-2-3 

自己点検及び評価の結果を当該会計大学院の教育活動等の改善に活用するために、適当な体制が整

えられていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、自己点検及び評価に関しては、自己点検・評価委員会及び教務・FD委員会の連携に

より実施されている。自己点検及び評価の結果は、自己点検・評価委員会作成による『自己点検・評価報

告書』及び教務・FD委員会作成による『FD活動報告書』により明らかにされる。この結果を踏まえて、両

委員会から教育活動等の状況が明らかにされ、特にその改善がなされるよう提案される仕組みとなってい

る。その実施内容については、解釈指針9-2-3-1【現状の説明】で詳述する。 

【点検・自己評価】 

 以上より、本会計大学院における教育内容・方法の改善につき自己点検及び評価の結果を反映させるた

めの体制となっており、基準9-2-3は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程 

２．関西大学大学院会計研究科 教務・FD委員会に関する申し合わせ 

３．会計専門職大学院自己点検・評価報告書（第５号） 

４．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

５．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/accreditation/index.html（自己点検・評価） 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

 

解釈指針9-2-3-1 

自己点検及び評価においては、当該会計大学院における教育活動等を改善するための目標を設定し、

かかる目標を実現するための方法及び取組の状況等について示されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院においては、教育活動等を改善するための目標を設定し、その目標を実現するための方法

及び取組みの状況等を明らかにするために、自己点検・評価委員会が『自己点検・評価報告書』にこれら



第Ⅲ編 会計研究科 

 

914 

の事項を記載することが要求されている。加えて、個別的な教育に対する取組みにおいては、各専任教員

が『FD活動報告書』においてこれらの事項を記載することが求められる。 

具体的には、『自己点検・評価報告書』において、「現状の説明」の中に、問題点及び将来の改善・改革

に向けた方策につき、記載することが要求されている。また、『FD活動報告書』においては、その項目と

して、「昨年度の授業評価アンケートを踏まえて、今回の講義で工夫したこと・留意したこと」を記載す

ることが求められ、常に昨年度の反省点を踏まえて、新たな工夫をし、教育内容を改善するための方法及

び取組みを示すことを要求している。さらに、当該年度のアンケートの結果を踏まえて、「今後の対応」

を記載することとされている。これには、「昨年度の授業評価アンケートで記載した『今後の対応』」及び

「上記の内容を踏まえた『今後の対応』」の両者が含まれている。前者は昨年度記載した「今後の対応」が

どのようなものであったかを再度確認し、後者は次年度に対する目標を掲げるものである。これによって、

来年度の授業改善に向けての明確な目標が示されることになる。 

以上の状況を踏まえて、教育内容等の改善措置として、現在までに３回の大幅なカリキュラム改正等の

手続きを行うなど、FD活動を基本とし、授業方法の改善に関する意見交換が活発であり、目標の達成のた

めの措置が適切に講じられている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針9-2-3-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学大学院会計研究科自己点検・評価委員会規程 

２．関西大学大学院会計研究科 教務・FD委員会に関する申し合わせ 

３．会計専門職大学院自己点検・評価報告書（第５号） 

４．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

５．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/accreditation/index.html（自己点検・評価） 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/fd/index.html（FD活動） 

 

9-2-4 

自己点検及び評価の結果について、当該会計大学院を置く大学の職員以外の者による検証を行うよ

う努めていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、2014年度に特定非営利活動法人国際会計教育協会に設置された会計大学院評価機構

による認証評価を受け、すべての評価基準に適合していることが認められた。 

【点検・自己評価】 

 国際会計教育協会に設置された会計大学院評価機構による認証評価は、関西大学以外の教員・専門家に

よって行われる分野別評価であり、このため、基準9-2-4は満たされていると判断できる。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ 

  http://www.kansai-u.ac.jp/as/about/accreditation/index.html（認証評価） 

２．国際会計教育協会・会計大学院評価機構ウェブページ http://www.jiiae.jp/aopas/index.html 

 

解釈指針9-2-4-1 

会計大学院の自己点検及び評価に対する検証を行う者については、会計実務に従事し、会計大学院の

教育に関し広くかつ高い識見を有する者を含んでいること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、2018年度に特定非営利活動法人国際会計教育協会に設置された会計大学院評価機構

による分野別認証評価を受けることとなっている、この機関は、会計大学院評価機構評価委員長の山崎彰

三氏（2018年受審時）をはじめとして、会計実務に従事し、会計大学院の教育に関し高い見識を有する者

から構成されており、会計大学院の自己点検及び評価をするのにふさわしい第三者機関である。なお、国
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際会計教育協会は、文部科学大臣から会計専門職大学院の「認証評価機関」としての認証を受けている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針9-2-4-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．文部科学省ウェブページ 

  http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmonshoku/ninshou.htm（専門職大学院の認証評価の概要） 

２．国際会計教育協会・会計大学院評価機構ウェブページ http://www.jiiae.jp/aopas/index.html 

 

9-3 情報の公表 

9-3-1 

会計大学院における教育活動等の状況について、印刷物の刊行及びWEBサイトへの掲載等、広く社会

に周知を図ることができる方法によって、積極的に情報が提供されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、教育活動等の状況を広く社会に周知することを目的に、次のような活動を行っている。 

＜ウェブページでの情報公開＞ 

関西大学ウェブページ及び会計専門職大学院ウェブページにおいて、以下の情報を公開している。 

（1）５分で分かる関大AS（講義紹介） 

（2）研究科紹介 

設置の理念、設置の概要、設置趣意書・履行状況報告書、研究科長挨拶、基本情報（学則、学生数、

学年暦、時間割等）、認証評価、自己点検・評価、FD活動、施設紹介等 

（3）教育内容 

教育上の理念、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、学位授与の方針（ディプロ

マ・ポリシー）、導入科目群の概要、サポート体制、社会人教育への取組等 

（4）教員・教育顧問紹介 

専任教員、兼担教員、客員教授、兼任教員、教育顧問 

（5）入試情報 

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）、入学試験日程、募集人員、試験科目・配点、試

験地・試験場、進学説明会日程、学生募集要項・パンフレット、入試結果概要（志願者数・合格者数・

入学者数）、入学試験過去問題、学費・奨学制度等 

（6）進路・就職情報 

就職支援、就職状況、公認会計士試験合格実績等 

（7）Q&A（カリキュラムについて、入試について、学費・奨学制度について、教育環境について等） 

（8）研究者情報（学術情報システム） 

（9）関西大学シラバスシステム（授業科目、授業担任者、授業概要・到達目標、講義計画等） 

（10)健康管理（保健管理センター等）、学生相談（学生相談室、学生相談・支援センター、心理相談室、

ハラスメント相談室等） 

＜冊子での情報公開＞ 

以下の冊子等を発行し、各種情報を公開している。 

 大学院要覧、講義要項（シラバス）、パンフレット、学生募集要項、科目等履修生要項、授業時間割、

FD活動報告書、自己点検・評価報告書、和文紀要、欧文紀要、学生相談窓口利用案内等 

【点検・自己評価】 

本会計大学院では、開講している授業科目の多くがディスクロージャーに関連していることから、本会

計大学院自体も多様な情報を提供している。 

今後ともタイムリーに各種の情報を積極的に公開し、本会計大学院が設置の趣旨を確実に履行している

ことを社会に対して説明する。 

 基準9-3-1は満たされている。 
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【参考資料】 

１．関西大学ウェブページ https://www.kansai-u.ac.jp/index.html 

２．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/ 

３．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

４．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

５．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

６．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

７．会計専門職大学院科目等履修生要項（2017年度） 

８．会計専門職大学院時間割（2017年度） 

９．会計専門職大学院FD活動報告書 第13号（2017年度） 

10．会計専門職大学院自己点検・評価報告書（第５号） 

11．現代社会と会計（第12号）（2017年度） 

12．Journal of Accountancy, Economics and Law（2017年度） 

13．学生相談窓口利用案内（2017年度） 

 

9-3-2 

会計大学院の教育活動等に関する重要事項を記載した文書を、毎年度、公表していること｡ 

【現状の説明】 

基準9-3-1で述べたとおり、本会計大学院では、教育活動等に関する重要事項を記載した文書をウェブ

ページに記載し、広く公開している。また、ウェブページは年度毎に掲載内容を更新し、最新の情報を公

開するよう努めている。また、『大学院要覧』、『講義要項』、『パンフレット』等の冊子に教育活動に関す

る情報を記載し、配付している。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院で開講している授業科目の多くがディスクロージャーに関連していることから、本会計大

学院自体も多様な情報を提供している。 

 基準9-3-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/ 

２．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

３．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

４．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

 

解釈指針9-3-2-1 

教育活動等に関する重要事項を記載した文書には、次に掲げる事項が記載されていること。 

（1）設置者 

（2）教育上の基本組織 

（3）教員組織 

（4）収容定員及び在籍者数 

（5）入学者選抜 

（6）標準修了年限 

（7）教育課程及び教育方法 

（8）成績評価及び課程の修了 

（9）学費及び奨学金等の学生支援制度 

（10）修了者の進路及び活動状況 

【現状の説明】 

基準9-3-1及び9-3-2で述べたように、本会計大学院のウェブページ及び各種冊子には、上記解釈指針9-

3-2-1の項目が掲載されている。 
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【点検・自己評価】 

解釈指針9-3-2-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．関西大学ウェブページ https://www.kansai-u.ac.jp/index.html 

２．会計専門職大学院ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/as/ 

３．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

４．会計専門職大学院講義要項（2017年度） 

５．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

６．会計専門職大学院学生募集要項（2017年度） 

 

9-4 情報の保管 

9-4-1 

評価の基礎となる情報について、適宜、調査及び収集を行い、適切な方法で保管されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、評価の基礎となる情報（設置認可申請書、履行状況報告書、『大学院要覧』、『講義

要項』（シラバス）、『学生募集要項』、『科目等履修生要項』、授業時間割、教授会議事録、休講・補講の記

録、学生への掲示内容、『パンフレット』、『奨学制度』、『FD活動報告書』、和文紀要、欧文紀要等）につい

て、適宜、調査及び収集を行い、事務局である専門職大学院事務グループにおいて、管理・保管している。

なお、成績評価に関する資料については、出講の手引きに基づき、各教員による試験やレポート等の評価

を踏まえた、最終的に評価した成績表に結び付く成績評価表（集計表）を専門職大学院事務グループ又は

当該授業科目の担当教員が保管している。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院に関する各種冊子、文書等については、学校法人関西大学文書取扱規程に基づき、定めら

れた保存年限により、専門職大学院事務グループが管理・保管を行っている。また、内部監査室による内

部監査も実施されており、関係資料等は適切に保管されている。現時点において特に問題はないが、保管

すべき資料や保存すべき年限は社会情勢に応じて変化しているので、常に検討を加えることを予定している。 

基準9-4-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．学校法人関西大学文書取扱規程 

２．学校法人関西大学内部監査規程 

３．会計専門職大学院出講の手引き（2017年度） 

 

解釈指針9-4-1-1 

「評価の基礎となる情報」には、基準9-2-1に規定する自己点検及び評価に関する文書並びに基準9-3-

2に規定する公表にかかる文書を含む。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、該当する文書については、事務局である専門職大学院事務グループで保管している。

なお、成績評価に関する資料は専門職大学院事務グループ又は当該授業科目の担当教員が保管している。 

【点検・自己評価】 

「関西大学文書取扱規程」により文書保存年限が定められており、また、内部監査も行われているため、

適切に保管されている。 

解釈指針9-4-1-1は満たされている。 

【参考資料】 

１．学校法人関西大学文書取扱規程 

２．学校法人関西大学内部監査規程 
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解釈指針9-4-1-2 

評価の基礎となる情報については、評価を受けた年から５年間保管されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院が設置された2006年４月以降、現時点までの評価に関する情報は、事務局である専門職大

学院事務グループが保管している。 

【点検・自己評価】 

現時点までの情報について、解釈指針9-4-1-2は満たされている。 

【参考資料】 

１．学校法人関西大学文書取扱規程 

 

解釈指針9-4-1-3 

評価の基礎となる情報は、評価機関の求めに応じて、すみやかに提出できる状態で適切に保管すること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、評価受審のための資料は、事務局の専門職大学院事務グループが適切に保管してお

り、すみやかに提出できる状態である。 

【点検・自己評価】 

「関西大学文書取扱規程」により文書保存年限が定められており、また、内部監査も行われているため、

適切に保管されており、すみやかに提出できる状態である。 

 解釈指針9-4-1-3は満たされている。 

【参考資料】 

１．学校法人関西大学文書取扱規程 

２．学校法人関西大学内部監査規程 
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第10章 施設、設備及び図書館等 

10-1 施設の整備 

10-1-1 

会計大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他当該会計大学

院の運営に必要十分な種類、規模、質及び数の教室、演習室、実習室、自習室、図書館、教員室、

事務室その他の施設が備えられていること｡これらの施設は、当面の教育計画に対応するとともに、

その後の発展の可能性にも配慮されていること｡ 

【現状の説明】 

解釈指針10-1-1-1～10-1-1-6に詳しく述べているように、本会計大学院は、教員による教育及び研究並

びに学生の学習その他本会計大学院の運営に必要十分な種類、規模、質及び数の教室、演習室、実習室、

自習室、図書館、教員室、事務室その他の施設が備えられている。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院の教育及び研究並びに学生の学習、研究科の運営に必要な施設は、当初から収容定員を想

定して設計されており、現在の在籍者数、講義科目等から見て、教育目的の達成に十分に必要なものを備

えている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．第２学舎経商研究棟研究室配置図 

３．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

４．関西大学図書館規程 

５．関西大学図書委員会規程 

６．関西大学図書館図書管理規程 

７．図書館利用案内（2017年度） 

８．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

９．会計専門職大学院蔵書検索システム http://www.lib-eye.net/as/ 

 

解釈指針10-1-1-1 

教室、演習室及び実習室は、当該会計大学院において提供されるすべての授業を支障なく、効果的に

実施することができるだけの規模、数及び設備が備えられていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院の講義・演習等は、第２学舎２号館（地上７階、2009年３月竣工）を中心に行われている。

第２学舎２号館には、講義室12室（156名収容３室、147名収容２室、99名収容２室、90名収容３室、63名

収容１室、54名収容１室）、演習室20室（32名収容14室、24名収容２室、20名収容２室）、パソコン教室１

室（24名収容）が設置されている。また、一部授業科目を大学院専用棟の尚文館でも実施している。第２

学舎２号館は、経済学部及び商学部との共通学舎として利用しているが、教室数は十分に余裕がある。空

き教室を学生の研究や自習のために開放していることから、教育目的に照らし十分な効果をあげることが

できる。 

また、第２学舎には、BIGホール100（1,002名収容）、大学院専用棟である尚文館にはマルチメディアAV

大教室（200名収容）があり、本会計大学院の講演会等の行事で利用している。 

本会計大学院の演習及び自習用に第２学舎２号館に本会計大学院専用のパソコン教室を備え、30台のパ

ソコンを設置している。これ以外にも、ITセンターや第２学舎及び尚文館のパソコン教室に設置されてい

るパソコンを利用することができる。 

以上より、すべての授業を支障なく、効果的に実施することができる。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針10-1-1-1は満たされていると判断する。 
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【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．第２学舎２号館教室設備一覧 

 

解釈指針10-1-1-2 

教員室は、少なくとも各常勤専任教員につき１室が備えられていること、非常勤教員については、勤

務時間に応じて、授業等の準備を十分かつ適切に行うことができるだけのスペースが確保されている

こと。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、専任教員が研究及び授業等の準備を行うための教員研究室を第２学舎経商研究棟に

13室（19.80㎡）と総合研究室棟に１室（19.80㎡）設けている。第２学舎経商研究棟においては、各教員

の個人研究室は比較的隣接し、共同で授業準備を行うことができる。 

また、非常勤講師控室として、第２学舎１号館に経済学部、商学部、本会計大学院共有の講師控室を設

置し、教材作成用にパソコン、プリンター、コピー機を備え付けており、非常勤講師は自由にその設備を

利用し、授業等の準備を行うことができる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-1-1-2は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．第２学舎経商研究棟研究室配置図 

 

解釈指針10-1-1-3 

教員が学生と面談することのできる十分なスペースが確保されていること｡ 

【現状の説明】 

オフィスアワーは主として、各教員の個人研究室を利用して行われている。また、必要に応じて、第２

学舎２号館の演習教室や会計研究科会議室を利用することも可能である。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-1-1-3は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．第２学舎経商研究棟研究室配置図 

 

解釈指針10-1-1-4 

事務職員が十分かつ適切に職務を行えるだけのスペースが確保されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院の事務業務は、第２学舎１号館１階の教務センター（684.08㎡）で行われており、事務職

員３名が職務を行うための十分なスペースが確保されている。 

また、授業支援業務については、同じ教務センター内にある授業支援ステーションで担っており、同様

に適切に職務を行うための十分なスペースが確保されている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-1-1-4は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 
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解釈指針10-1-1-5 

学生の自習室については、学生が基準10-3-1で規定する図書館に備えられた図書資料を有効に活用し

て学習することを可能とするよう、その配置及び使用方法等において、図書館との有機的連携が確保

されていること。自習室は、学生総数に対して、十分なスペースと利用時間が確保されるよう努めて

いること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、本会計大学院専用の自習室を設置し、原則365日24時間利用可能である。自習室は、

総合図書館に近接した場所に設置され、自習室に隣接した図書閲覧室（パソコン10台68㎡）では、頻繁に利

用される学習図書の閲覧に供している。総合図書館の利用に際しては、大学院生の貸出冊数（開架・書庫）

計20冊以内で、貸出期間は３カ月以内となっている。このように図書館との有機的連携が確保されている。 

また、自習室については、院生自習室１（28席68㎡）、院生自習室２（ロッカー及び90席、262㎡）に計

118席の座席を設けている。自習室利用に当たっては、原則365日24時間利用可能であり、全員分の個人ロ

ッカー及び学生１人につき１台のキャレルが利用できるよう配置し、本人の学習形態にあった形で自習室

を利用することとしている。 

 以上のように、自習室は、学生総数に対して、十分なスペースと利用時間が確保されている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-1-1-5について、必要な措置を講じている。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

 

解釈指針10-1-1-6 

会計大学院の図書館等を含む各施設は、当該会計大学院の専用であるか、あるいは共用図書館等の施

設の場合には、会計大学院が管理に参画し、その教育及び研究その他の業務に支障なく使用すること

ができる状況にあること。 

【現状の説明】 

本会計大学院の専用の施設として、第２学舎２号館７階に図書資料室及び図書閲覧室を備えている。 

図書閲覧室には、会計関連の雑誌及び主要新聞を配架し、図書資料室には、会計関連の図書資料を配架

している。これらの施設は本会計大学院が内規を制定し、直接管理しているため、教育及び研究その他の

業務に支障なく使用することができる状況にある｡ 

更に、講義・研究のための図書資料等の設備として、本会計大学院の講義・研究に関係する学内施設に

おける蔵書状況は、次のとおりである。 

＜関西大学総合図書館（全学共用施設）＞ 

・全蔵書数 2,143,182冊 

・会計図書 和書44,060冊、洋書49,744冊 

・会計雑誌 和書152種、洋書157種 

・会計データベース 13種 

＜経商研究棟資料室（経済学部、商学部、本会計大学院共用施設）＞ 

・会計図書 和書26,449冊、洋書5,647冊 

・和雑誌 915種、洋雑誌229種 

＜図書閲覧室・図書資料室（本会計大学院専用施設）＞ 

・会計図書 和書1297冊、洋書２冊 

・和雑誌 11種 

※2017年３月31日時点 
 

このうち、総合図書館及び図書資料室の蔵書については、学生及び教員が購入希望図書を申請すること

ができる。更に全学共用施設としての総合図書館の図書の管理運営について、本会計大学院から関西大学

図書委員会に委員を選出し、その管理運営に参画している。 
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【点検・自己評価】 

解釈指針10-1-1-6は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．関西大学図書館規程 

４．関西大学図書委員会規程 

５．関西大学図書館図書管理規程 

 

10-2 設備及び機器の整備 

10-2-1 

会計大学院の各施設には、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他の業務を効果的に実施

するために必要で、かつ技術の発展に対応した設備及び機器が整備されていること｡ 

【現状の説明】 

 本会計大学院では、教員による教育及び研究並びに学生の学習、その他の業務を効果的に実施するため、

以下のとおり、最新の設備及び機器を配置している。 

＜能力開発室（27.94㎡）＞ 

第２学舎経商研究棟４階の各教員個人研究室に隣接して、本会計大学院の専任教員専用の施設として、

研究会・会議・教材開発用のスペースとしてパソコン、スキャナー、コピー機、シュレッダー等の機器を

備えている。 

＜会計専門職大学院生自習室１～２、図書閲覧室、図書資料室＞ 

図書閲覧室に学生の自習等のため、パソコン10台、高速レーザープリンター２台、コピー機２台を設置

し、学生は24時間自由に電子ジャーナルやデータベース（有価証券報告書等）に接続することができる。

院生自習室の自習席すべてに情報コンセントを設置しており、学生自身がノートパソコンを持ち込み、電

子ジャーナルやデータベース（有価証券報告書等）を利用することができる。また、学内各所に無線LAN

（KU Wi-Fi）の接続ポイントを設置し、ノートパソコンやスマートフォンでのインターネット接続が可能

となっている。 

＜教室・演習室（第２学舎２号館）＞ 

本会計大学院が主として授業を行う第２学舎２号館の主要な講義室には、常設のパソコン、プロジェク

ター、スクリーンを設置している。また、小講義室や演習室で授業を行う場合は、授業担任者からの事前

の申し込みにより、授業支援ステーションのSA（Student Assistant）がパソコン、プロジェクター、ス

クリーンの設置等の必要な支援を行う体制が整っている。 

＜その他施設＞ 

上記の他、総合図書館、ITセンター、尚文館（大学院棟）も学生が自由に学習できる施設であり、それ

ぞれの施設が学生の学習支援のため、パソコン、プリンター、コピー機等の設備を有している。 

【点検・自己評価】 

本会計大学院の教育及び研究並びに学生の学習、本会計大学院の運営に必要な設備及び機器は、現在の

在籍者数、講義科目数等から見て、教育目的の達成に十分に必要なものを備えている。 

 基準10-2-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．図書館利用案内（2017年度） 

４．関西大学ITセンタースタートガイドブックIT Navi 2017教員用 

５．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

６．関西大学ITセンターウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/education/it.html 
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10-3 図書館の整備 

10-3-1 

会計大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習を支援し、かつ促進

するために必要な規模及び内容の図書館及び蔵書が整備されていること｡ 

【現状の説明】 

本会計大学院では、解釈指針10-3-1-1～10-3-1-7で詳しく述べているように、教員による教育及び研究

並びに学生の学習を支援し、かつ促進するために必要な規模及び内容の図書館及び蔵書が整備されている。 

【点検・自己評価】 

 基準10-3-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．図書館利用案内（2017年度） 

４．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

５．会計専門職大学院蔵書検索システム http://www.lib-eye.net/as/ 

 

解釈指針10-3-1-1 

会計大学院の図書館は、当該会計大学院の専用であるか、あるいは共用図書館等の施設の場合には、

会計大学院が管理に参画し、その教育及び研究その他の業務に支障なく使用することができる状況に

あること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、解釈指針10-1-1-6及び基準10-3-1で述べたように、本会計大学院から図書委員を選

出し、総合図書館の管理・運営に参画している。このため教育及び研究その他の業務に支障なく使用する

ことができる状況である。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針10-3-1-1は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学図書館規程 

２．関西大学図書委員会規程 

３．関西大学図書館図書管理規程 

 

解釈指針10-3-1-2 

会計大学院専用の図書館あるいは共用図書館等には、その規模に応じ、専門的能力を備えた職員が適

切に配置されていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院専用の図書資料室（第２学舎２号館）には、開室時間中、事務職員が１名常駐し、蔵書の

貸し出し対応等を行っている。総合図書館（全学共用施設）には、専任事務職員が18名配置され、加えて、

契約職員、定時事務職員、業務委託等により、利用者にサービスを提供している。 

また、経商研究棟資料室（経済学部、商学部、本会計大学院共用施設）には、複数名の事務職員が配属

され、サービスを提供している。それぞれ管理運営について本会計大学院の教員がコミットしている。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針10-3-1-2は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学職員現員表 

２．図書館利用案内（2017年度） 

３．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 
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解釈指針10-3-1-3 

会計大学院専用の図書館あるいは共用図書館等の職員は、司書の資格及び情報調査に関する基本的素

養を備えていることが望ましい。 

【現状の説明】 

総合図書館（全学共用施設）には、職員が91名（専任事務職員19名、定時事務職員13名、派遣職員６名、

業務委託53名）配置され、そのうち、58名（専任事務職員11名、定時事務職員５名、派遣職員２名、業務

委託40名）が司書の資格を有しており、専門的知識に基づき、サービスを提供している。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-3-1-3は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．関西大学職員現員表 

２．図書館利用案内（2017年度） 

３．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

 

解釈指針10-3-1-4 

会計大学院専用の図書館あるいは共用図書館等には、教員による教育及び研究並びに学生の学習のた

めに必要な書籍、雑誌及び資料を有すること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、教員による研究や教育及び学生に対する学習支援のために、総合図書館のほかに、

教員の研究室に隣接する能力開発室や、大学院生の自習室に隣接する図書閲覧室及び図書資料室において、

必要と想定される会計・経営・法律関連の図書や雑誌を整備している。 

本会計大学院の教員及び学生が教育・研究及び学習のために利用できる書籍等としては、総合図書館に

約214万冊の蔵書を備え、その内、会計図書に限定した場合、2017年５月現在で以下のとおりとなる。ま

た、総合図書館以外の施設においても、以下のとおり、会計に関する図書を備えている。 

＜関西大学総合図書館（全学共用施設）＞ 

・全蔵書数 2,143,182冊 

・会計図書 和書44,060冊、洋書49,744冊 

・会計雑誌 和書152種、洋書157種 

・会計データベース 13種 

＜経商研究棟資料室（経済学部、商学部、本会計大学院共用施設）＞ 

・会計図書 和書26,449冊、洋書5,647冊 

・和雑誌 915種、洋雑誌229種 

＜図書閲覧室・図書資料室（本会計大学院専用施設）＞ 

・会計図書 和書1297冊、洋書２冊 

・和雑誌 11種 

※2017年３月31日時点 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-3-1-4は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．図書館ホームページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

２．会計専門職大学院蔵書検索システム http://www.lib-eye.net/as/ 

 

解釈指針10-3-1-5 

会計大学院専用の図書館あるいは共用図書館等の所蔵する図書及び資料については、その適切な管理

及び維持に努めていること。 

【現状の説明】 

本会計大学院では、関西大学図書館規程に基づき、その管理・運営の方針を決定している。また、会計
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研究科図書資料室及び図書閲覧室（本会計大学院専用施設）の管理・運営については、会計研究科教授会

が方針を決定しその適切な管理及び維持に努めている。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-3-1-5は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．関西大学図書館規程 

４．関西大学図書委員会規程 

５．関西大学図書館図書管理規程 

６．図書館利用案内（2017年度） 

７．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

８．会計専門職大学院蔵書検索システム http://www.lib-eye.net/as/ 

 

解釈指針10-3-1-6 

会計大学院専用の図書館あるいは共用図書館等には、図書及び資料を活用して、教員による教育及び

研究並びに学生の学習を支援するために必要な体制が整えられていること。 

【現状の説明】 

総合図書館（全学共用施設）においては、『図書館利用案内』を作成し、利用者に配付している。また、

総合図書館内のレファレンスカウンターにおいて、専門知識を有する職員が利用者をサポートしている。

本会計大学院の図書資料室・図書閲覧室（本会計大学院専用施設）においては、本会計大学院の専任教員

が必要な図書・雑誌について選書を行い、配架している。 

【点検・自己評価】 

 解釈指針10-3-1-6は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 

２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．関西大学図書館規程 

４．関西大学図書委員会規程 

５．関西大学図書館図書管理規程 

６．図書館利用案内（2017年度） 

７．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

８．会計専門職大学院蔵書検索システム http://www.lib-eye.net/as/ 

 

解釈指針10-3-1-7 

会計大学院専用の図書館あるいは共用図書館等には、その会計大学院の規模に応じ、教員による教育

及び研究並びに学生の学習が十分な効果をあげるために必要で、かつ、技術の発展に対応した設備及

び機器が整備されていること。 

【現状の説明】 

総合図書館（全学共用施設）には、図書館のホームページからアクセスできる蔵書検索システム

（KOALA）を備え、コンピュータを使っての蔵書を検索することができ、必要な図書や雑誌を探すことがで

きる。また、本会計大学院専用の図書閲覧室には、パソコン５台が設置され、自習室において本会計大学

院のデータベースを検索することができる。 

【点検・自己評価】 

解釈指針10-3-1-7は満たされていると判断する。 

【参考資料】 

１．会計専門職大学院要覧（2017年度） 
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２．会計専門職大学院パンフレット（2017年度） 

３．図書館利用案内（2017年度） 

４．関西大学図書館ウェブページ http://www.kansai-u.ac.jp/global/institution/library.html 

５．会計専門職大学院蔵書検索システム http://www.lib-eye.net/as/ 
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Ⅰ 大学院の現況及び特徴 

１ 現 況 

（1）名称    関西大学大学院 心理学研究科 心理臨床学専攻（専門職学位課程） 

（2）所在地   〒564-8680  大阪府吹田市山手町３丁目３番35号 

（3）開設年月  2009年４月 

（4）教員数（2018年５月１日現在） 

         教授 ９名（うち３名実務家教員）  准教授 ０名 

   専任講師 ０名   助教 ０名   その他 ０名 

（5）学生数（2018年５月１日現在） 

         収容定員 60名 

         在籍者数 56名（１年次30名  ２年次26名） 

 

２ 特 徴 

高齢者の健康維持や自立支援、地域における子育てネットワークの構築、若者の引きこもり、大災害に

伴う心的外傷後ストレス症候群などへの心理支援が喫緊の課題となる中で、企業へのストレスチェックの

義務化や「チーム学校」による教育現場の課題解決など、国民の健康を担う施策が次々と施行されている。

また2015年９月には心理職の国家資格である公認心理師に関する法律が公布され、2017年９月に施行され

た。今後、臨床心理士や公認心理師などの心理職の心理支援に果たす役割はますます大きくなると考えら

れる。心理職養成の現場では、心理職に対する国民的期待に応えられる、より秀逸な人材の育成が求めら

れる。 

関西大学大学院心理学研究科心理臨床学専攻（専門職学位課程）は、さまざまな分野で臨床心理の専門

技能を遺憾なく発揮できる臨床心理専門職業人の養成を目的に、2009年４月に我が国で第５番目の臨床心

理専門大学院として開設した。 

開学の理念は「心理アセスメント、心理療法及び地域援助に関する科学性を重視した技能と、実践から

得られる熟練した技能を習得するために、サイエンスとアートの調和を図りながら学理と実践の両面から

専門教育を行うこと」である。これは近年に医学や臨床心理学の主流になっているエビデンスベイスドの

考え方をいち早く取り入れたものである。開学後、10年が経過する現在でもこの理念を定礎とし、高度な

専門知識と技能の習得、及び高邁な人格の形成を三本柱にした実務教育を展開し、200名を上回る修了生

がさまざまな領域で活躍している。 

なお、公認心理師資格に対応するために2018年度にカリキュラム改正を行った。 

それに伴い、今回の報告書において、評価項目により2017年度の結果を報告する場合には旧授業科目名

を使用している。 
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Ⅱ 専門職大学院の目的 

 

有用な心理支援を行うためには、高度な専門知識・技能を基盤にしつつ、臨床経験から得られる実践知

や技能の熟練が必要となる。前者は心理支援におけるサイエンス的側面であり、後者はアートあるいは名

人芸と称される実務的側面である。臨床心理専門職業人は、この両面をバランスよく修得することで心理

臨床の専門性を遺憾なく発揮できる。本専攻ではこの観点から、学理と実務の調和に配慮し、講義・演習、

心理実習の配置を最適化したカリキュラムを編成している。加えて学生の将来の進路に対応するために、

学校・教育、医療・福祉、産業・キャリアの各領域の専門知識・技能を深めるためのコース制による履修

プログラムを採用している。コース制の導入には、心理職の活動領域の急速な拡大と業務の細分化があり、

求められる知識・技能の一部分が領域ごとに異なってきているという背景がある。例えば、スクールカウ

ンセラーとして採用される心理職は、文部科学省の提唱する「チーム学校」など施策の理解はもとより、

教育技術、学校運営、及び進路指導などに関する知識・技能が必要となる。また産業領域では職場のメン

タルヘルスに関する技能だけでなく、労働３法の理解、ストレスチェックにおける心理職の関わり方や復

職支援に関する取り組みなどについても理解しておく必要がある。さらに医療･福祉の領域では、基礎医

学、薬理学や衛生行政法規、及び地域包括的支援ネットワークの活用に関する知識などは必須である。本

専攻では２年間の修業期間に、領域ごとの知識・技能の強化をはかるために、２年次から、各学生の将来

の進路に応じて三つのコースに分属し、希望する領域の科目履修や実習を受けることができるようにして

いる。コースは「学校・教育」「医療・福祉」「産業・キャリア」の三つで、「学校・教育の領域で専門的

技能を十分に発揮できる心理職」「医療・福祉の領域で専門的技能を十分に発揮できる心理職」「産業・キ

ャリアの領域で専門的技能を十分に発揮できる心理職」の人材育成を行っている。 
 

（1）学校・教育の領域で専門的技能を十分に発揮できる心理職 

学校カウンセリングに関する広範な技能に加えて、教育技術、心理的成長、適応指導、自己実現、学校

の危機管理等の素養を有する、教育や被害者支援領域に強い人材 

（2）医療・福祉の領域で専門的技能を十分に発揮できる心理専門職 

心理アセスメント及び心理療法に関する広範な技能に加えて、医学的知識、医療関連法規などに関する

素養を有する、医療・福祉領域に強い人材 

（3）産業・キャリアの領域で専門的技能を十分に発揮できる心理専門職 

産業心理臨床、若年就労支援、キャリア・カウンセリングなどの素養を有する、産業・キャリア領域に

強い人材 
 

本学のコース制による教育課程は、心理職の職域の急速な拡大や、学生の将来の進路における多様な要

望に配慮したものであり、活動が特定の領域に限定されるような偏った人材の育成を目的にしたものでは

ない。１年次では全学生が心理支援の基本を学ぶ科目を履修し、２年次でコースに分かれてもコース間に

一部共通の科目を配置するなどして垣根を低くしつつ、心理支援業務の汎用性に配慮している。本学のコ

ース制は各領域の技能強化だけでなく、学生自身が修了後の進路を見据えつつ、明確な目的意識のもとで

勉学に励むことを意図する教育システムである。 
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Ⅲ 章ごとの自己点検評価 

第１章 教育目的【項目1-1 教育目的】 

基準1-1-1 

 教育の理念、目的が明確に定められており、その内容が専門職大学院設置基準、学校教育法に適合す

るものであること（レベル１）。 

＜基準1-1-1に係る状況＞ 

 臨床心理専門職業人は実証的な知識・技能を基盤に臨床経験から得られる実践知をバランスよく習得し

てこそ、心理支援に関わる専門性を遺憾なく発揮できる。この観点から、本専攻の理念・目的を関西大学

大学院心理学研究科心理臨床学専攻学則第２条として「本専攻は、学理と実務の両面からの卓越した専門

教育により、心の問題への心理学的支援に必要となる心理アセスメント、心理療法、地域援助等の臨床心

理専門技能を有する高度専門職業人を養成することを目的とする」と定めている（大学院基礎データⅠ-

1）。これらは専門職大学院設置基準第２条（高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓

越した能力を培う）、及び学校教育法第83条（学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門

の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させる）の主旨に合致するものである。また前

述の学則や「入学者選抜の基本方針（アドミッション・ポリシー）」において、高度専門職業人の養成教

育という理念・目的を定め、入学者選抜、教育課程、学生支援等に活かしている。 

なお、入学者の選抜においては「入学者選抜の基本方針（アドミッション・ポリシー）」を定め、学生

募集要項、パンフレット及び関西大学臨床心理専門職大学院ホームページ等に掲出している（大学院基礎

データⅠ-1）。また学位授与の方針、及び教育課程編成・実施の方針に基づく教育を受けることのできる

者として、次に掲げる知識・技能、思考力・判断力・表現力等の能力、及び主体的な態度を備えた入学者

を広く受け入れるとしている。 

１ 学士課程で専攻した心理学関係の広範な専門的な知識を修得している。 

２ 「臨床心理専門職業人」を目指す目的意識を有している。 

３ 心の問題を有する人々への援助を行うことができる適性を有している。 

また教育課程においては、次の「教育課程編成・実施の指針（カリキュラム・ポリシー）」をホームペ

ージ等に掲出し、臨床心理の高度な専門性とともに心の専門家としての倫理観や優れた人格を備えた人材

の育成を行っている（大学院基礎データⅠ-1）。 

本専攻では、学位授与の方針に掲げる知識・技能、思考力・判断力・表現力等の能力及び主体的な態度

を修得できるように、以下の点を踏まえて教育課程を編成するとしている。 

１ 教育内容 

（1）講義、演習、実習等を体系的に組み合わせて、臨床心理学に関する高度な知識・技能を学理と実務

の両面から効率的に修得する。 

（2）臨床心理に関する高度な専門性を修得するための講義、演習、技能・臨床実習科目による知識教育

に加え、心の専門家としての自己成長や職業倫理を育む科目を配置し、高度な知識・技能と高邁な人

格をもった臨床心理専門職業人を養成する。 

（3）２年次からは、学校・教育、医療・福祉、産業・キャリアの各コースに分属し、少人数の演習によ

るきめ細かい臨床指導や学外実習施設における臨床実習科目等により、それぞれの専門領域において

必要となる知識・技能を修得する。 

２ 学習成果の評価 

（1）学習成果の評価については、明確な評価基準を提示し、評価を行う。 

（大学院基礎データⅤ-1-2） 

（2）複数クラス開講する科目では、担当者の合議により客観的な評価を行う。 

（3）臨床実習に関する科目においては、少人数での指導が中心になるため、指導内容の理解度や指導を

受けた事柄の実践度や習熟度により評価を行う。 

さらに学生支援として、授業以外に様々な領域を体験する臨床ボランティア等の機会を提供するように
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している。 

 

第１章 教育目的【項目1-1 教育目的】 

基準1-1-2 

 教育の理念、目的が周知、公表されていること（レベル１）。 

＜基準1-1-2に係る状況＞ 

教育の理念・目的、及びこれに基づく教育課程については、関西大学臨床心理専門職大学院ホームペー

ジ及びパンフレット等を通じて広く公表している。 

 本専攻への入学を志望する者に対しては、入学前に教育の目的や教育課程等を記した学生募集要項、関

西大学臨床心理専門職大学院ホームページ、パンフレット、及び大阪・東京で年６回開催される入試説明

会でも周知している。また入学後は、入学生全員に臨床心理専門職大学院要覧を配布するとともに、新入

生のオリエンテーションを実施して教育の理念・目的、及び教育課程の説明を行っている（添付資料1-

1：臨床心理専門職大学院要覧）（大学院基礎データⅣ-4）。 

 専任教員に対しては、全員参加のもとで月２回開催される心理臨床学専攻会議、及び概ね月１回開催さ

れるFD委員会を通じて、教育の理念・目的、及び教育課程に関する確認を行っている。 

 さらに社会に対しては、関西大学臨床心理専門職大学院ホームページやパンフレットに教育の理念・目

的及び教育課程等の詳細を掲載し広く公表している。また入試説明会に併せて、一般人を対象に専任教員

が専門分野について講述するセミナーを大阪と東京で開催し、本専攻の養成課程についても紹介している

（大学院基礎データⅦ-6）。 

 

第１章 教育目的【項目1-1 教育目的】 

基準1-1-3 

 目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等に照ら

して、教育の成果や効果が上がっていること（レベル１）。 

＜基準1-1-3に係る状況＞ 

 心理支援に関する専門技能を有する高度専門職業人の養成という本専攻の目的に照らして、以下の通り

の十分な成果を上げていると考えられる。 

 第一番目に学生の成績に関しては、2016年度の入学生30名全員が2018年３月にきわめて優秀な成績で修

了している。2017年度の延べ履修者数は975名で、このうちの603名がA評価となり、この割合は61.8％と

なった。また、すべての授業科目において90％以上の単位修得率を示している。 

 第二番目に臨床心理士の合格率に関しては、2016年度が34名（91.9％）で、2017年度が25名（89.3％）

であり、全国平均に比してきわめて高い値を示している。 

 臨床心理士資格認定試験合格率 

 2016年度 2017年度 

本学合格率 91.9％ 89.3％ 

全国平均 62.9％ 65.5％ 
 

 第三番目に授業評価に関しては、2013年度までは１クラスあたりの受講生が10名未満の科目と集中講義

では授業評価アンケートを行わないことにしていたが、認証評価における指導を受け、2014年度より全科

目を対象に実施することとした。ただし、履修者が５名未満で、履修者と担当教員との関係性を損ないか

ねず、教育に支障をきたすと判断される場合には、担当教員の申し出により調査対象科目から除外できる

こととした。また2013年度以前のアンケートでは、臨床実習系の科目を対象とする設問17（「実習では対

象者と接する機会は充分でしたか」）を、教室で行う技能実習系の科目に対しても実施しており、設問内

容に不備が認められた。このために2014年度に同アンケートの調査項目を見直し、この設問を臨床実習系

の科目のみを対象とするように改善した。この結果、2014年度以降は学内臨床実習系の科目全般に高い満

足度を示し、ケース担当の科目である「学内施設臨床実習２」では2014年度4.5点、2015年度4.6点、2016
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年度4.8点、2017年度4.8（いずれも５点満点）と高い値で推移しており、学生の多くは対象者と接する機

会に満足感を得ていることが示されている。 

第四番目に修了延期者をみると、2016年度入学生30名全員が2018年３月に修了している。 

 第五番目に就職状況をみても、2018年３月末の調査では、臨床心理関連の就職が修了者30名中で３名の

未回答者、及び他業種への就職１名を除く26名（86.7％）が心理学関係の職場に就職しており、きわめて

良好な就職状況となっている。学外実習先の指導教員等の評価も概ね良好で、学生の中には実習先で引き

続き雇用された者が複数みられる。 

 以上の点からみて、目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとす

る人材像等に照らして、教育の成果や効果が上がっていると考えられる。なお、これらの成果に甘んずる

ことなく、修了生への意見聴取などを行い教育課程の一層の拡充をはかってきたいと考えている。 

 

 

第１章 教育目的 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

 教育課程の優れた点としては、臨床心理士の合格率、受講生の学業成績、授業評価、修了延期者数、就

労者数など、各種数値の良好な点からみて、教育の成果が顕著で本専攻の理念・目的に照らして養成しよ

うと意図している人材の育成がなされていることである。特に入学定員30名に対する臨床心理士の合格率

と就労率の高さは、2009年の開学以来、継続し、本学修了生の学力、及び職業適性の高さを示している。

本専攻では前述の通り、２年次からコース制を導入し、学生が将来の進路を見据えた勉学を主体的に行え

るように工夫している。学業成績や資格試験の合格率、及び就労率などが良好であるのは、コース制の専

門教育が奏効したものと考えられる。ただし、今後の課題として、2018年度のからの公認心理師養成では

医療領域を必須とする３領域以上の心理実践実習が義務づけられたことから、コース制のカリキュラムに

ついて変更せざるを得ないと考えている。現行のカリキュラムでは、１年次の秋学期に教育・学校、医

療・福祉、産業・キャリアの３領域を巡回する実習を配置し、２年次では各自の希望する領域を３領域か

ら一つだけ選択する方式をとっている。この方式では公認心理師養成で求められている医療を含む３領域

以上における270時間以上の学外実習時間の確保が困難であり、現在、2019年度カリキュラムの編成につ

いて検討している。 

就労後の状況に関する職場や本人への聞き取り調査については、調査用紙を作成し修了生本人にメール

での調査を実施した。就職先への調査に関しては、修了生の個人情報の保護の観点から、就職先に情報開

示を求めるのは困難である。今後、修了生から同意書を取るなどして、就職先への調査協力を得るなどの

方策を検討している。 

さらに2013年度公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会による認証評価を受審した結果、改善が望ま

しい点として指摘を受けた２点については、改善を行い年次報告書にて報告を行った。 

第一点目の指摘事項は、「学内実習施設におけるケース担当数や担当ケースの多様性、担当期間、実践

の質を向上させるためのケースカンファレンス等の授業や実習施設の改善が望まれる」とのことであった。

この指摘に対しては、2014年６月に千里山キャンパスの以文館別館に遊戯療法室１室と面接室１室を増設

した。また2014年10月から大阪市北区に心理臨床センター梅田カウンセリングルームを開設し、2015年４

月からは学内実習施設として本格的に運用している。現在、両カウンセリングルーム合わせて年間169名

の来談者があり、年齢層も４歳から77歳までと幅広く、２年間の学生のケース担当数も106件を達成でき

るように改善された。またケースカンファレンスを行う授業については、選択必修科目の「学内臨床カン

ファレンス実習１」及び選択科目の「学内臨床カンファレンス実習２」を１年次配当の必修科目とし重要

な科目として位置づけた。 

第二点目の指摘事項は、「「事例研究論文」の作成は、臨床心理士としての実践を深める教育に必須のも

のとして、学内実習の担当事例に関する論文を修了時に提出するよう指導されたい」とのことであった。

この対応として事例研究論文の作成に係る授業科目について、選択必修科目の「臨床心理事例研究演習１」

及び選択科目の「臨床心理事例研究演習２」を２年次配当の必修科目とした。また、学内実習の担当事例

について学生全員が事例研究論文を作成し提出することとした。  
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第２章 教育課程【項目2-1 教育内容】 

基準2-1-1 

 教育課程が、理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、臨床心理士としての実務に必要な専門的

な臨床心理学の知識、感受性、分析力、表現力、対人関係スキル等を修得させるとともに、豊かな人間性

並びに臨床心理士としての責任感及び倫理観を涵養するよう適切に編成されていること（レベル１）。 

＜基準2-1-1に係る状況＞ 

本専攻では、臨床心理学の専門的・実践的教育はもとより、職業倫理やコミュニケーション能力の育成、

及び法規や医学など関連領域の知識の習得にも配慮し、学理と実践の架橋に留意しながらカリキュラムを

体系的に編成している。さらに、学生の将来の進路に関して目的意識を持って学習できるように２年次か

らコース別のカリキュラムを導入し、各領域で必要となる知識・技能の強化をはかる教育課程をしいてい

る。基本方針は以下の通りである（添付資料1-1：臨床心理専門職大学院要覧p14～16、大学院基礎データ

Ⅱ-3：2018年度シラバス）。 

（1）専門知識・技能の習得を目的にした体系的な科目配置 

臨床心理専門職業人は心のケアという重要な実務を担う職種であり、サイエンスとアートとの調和とい

う教育理念のもとで、学理に基づいた実践的な技能の習得を目指している。知識教育と実務教育とのバラ

ンスを十分に考慮し、理論系科目（講義・演習科目）と、技能実習科目（「心理アセスメント実習」「心理

療法実習」など、主として専門技能を養う実習科目)、及び臨床実習科目（「学内施設臨床基礎実習」「心

理実践実習Ⅱ（学外施設臨床実習）」）など、学内外の実習施設における実地訓練のための科目）を最適化

しながら体系的に配置している。 

（2）人格形成を目的にした科目の配置 

臨床心理学の高度な専門性を発揮し、さまざまな分野あるいは組織で有益な活動を行うためには、人格

的にも陶冶されていなければならない。受容や共感といった臨床心理専門職業人の基本となる態度はもと

より、高度な職業倫理・道徳観、判断力、情報収集と分析に関する能力、及び異なる職種とのコミュニケ

ーション・スキルなども必要となろう。これらの観点から、「臨床心理学原論１・２」を必修科目として

配置し、また自己を内省し感受性を養いつつ、内面の成長を促す自己研鑽の科目として、「セルフディベ

ロップメント演習１・２」を配置している。 

（3）分析・表現等のコミュニケーション技能の育成を目的にした科目の配置 

 「臨床心理事例研究演習１・２」や「プラクティカル・ソリューション１～４」などの授業では、論文

の講読並びに論文作成を通じて分析・表現力の向上を図っている。また学生のプレゼンテーションを取り

入れた演習科目を多数配置し、特に「プラクティカル・ソリューション１～４」や「学内臨床カンファレ

ンス実習１・２」等では、討議形式の授業が展開され、説明力等のコミュニケーション技能の育成を重視

している。この他にも、臨床実習系の授業は１～５名程度のクラスを編成し、教員並びに受講生同士のコ

ミュニケーションが活発に行われやすいように配慮している。 

（4）臨床心理関連領域の科目の配置 

臨床心理専門職業人として、広範な領域で活動するためには関連領域の法規や医学などに関する知識が

必要不可欠である。この観点から、「臨床心理学原論２」において関連法規について取り扱い、「保健医療

に関する理論と支援の展開（精神医学）」や「心身医学」を配置している。 

（5）キャリア支援を意図したコース制による授業展開 

 将来の進路を考慮しコース制のカリキュラム編成を行うことでキャリアデザインのための支援を行って

いる。１年次秋学期には、教育系、医療系、産業系などの学外施設において各領域の実務の概要について

体験的に学習する「心理実践実習Ⅱ（学外施設臨床実習）」を必修科目として配置している。そのうえで、

各自の志望領域に応じた技能を特に強化することを目的とし、２年次には「学校・教育コース」「医療・

福祉コース」「産業・キャリアコース」の３コースに分かれて、専門知識や技能の強化をはかり、キャリ

ア支援につないでいる。 
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第２章 教育課程【項目2-1 教育内容】 

基準2-1-2 

 次の各号に掲げる授業科目が開設されていること（レベル１）。 

（1）臨床心理学基本科目 

（臨床心理学の基本についての科目、学内実習を含む臨床心理査定の科目、学内実習を含む臨床心理

面接の科目をいう。） 

（2）臨床心理展開科目 

（学外実習を含む臨床心理の諸実践領域についての科目、臨床心理事例研究に関する科目をいう。） 

（3）臨床心理応用・隣接科目 

（臨床心理学の応用領域・技法に関する科目、臨床心理の応用技法に関する科目、臨床心理と隣接す

る領域・分野に関する科目をいう。） 

＜基準2-1-2に係る状況＞ 

 本専攻の授業科目は、(1)基本科目群18単位12科目（臨床心理専門職のための導入かつ必須教育）、(2)

発展科目群43単位22科目（臨床心理専門職の実務適応教育）、(3)応用科目群30単位17科目（領域ごとの技

能の習得及び臨床心理学に関する最新知識の学習）の３群で構成されている。なお基本科目群は臨床心理

学基本科目に該当し、発展科目群は臨床心理展開科目に、応用科目群は臨床心理応用・隣接科目に該当す

る（添付資料1-1：臨床心理専門職大学院要覧p14～16、大学院基礎データⅡ-3：2018年度シラバス）。 

（1）基本科目群（必修科目） 臨床心理専門職のための導入かつ必須教育 

１年次に配当される基本科目群は以下に示す５つの系で構成されている。まず(1)基本共通科目系とし

て「臨床心理学原論１・２」など３科目、(2)心理アセスメント系として「心理的アセスメントに関する

理論と実践（心理アセスメント演習）」を、(3)心理療法系として「心理支援に関する理論と実践（心理療

法演習）」を、(4)地域臨床系として「家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践

（地域臨床心理学演習）」を、(5)体験演習・実習系として「学内施設臨床基礎実習」「心理アセスメント実

習」「心理療法実習」「地域臨床心理学実習」などの６科目を配置している。基本科目群は、臨床心理査定、

臨床心理面接、臨床心理地域援助、臨床心理倫理など、臨床心理専門職業人としての実務に必要とされる

基本を学ぶ内容である。特に臨床心理専門技能を扱う心理アセスメント、心理療法、地域臨床については、

いずれも演習と実習の組み合わせから構成され、演習を主として研究者教員が担当し、実習を実務家教員

及び非常勤講師が担当し、両者の相補的な連携を通じて、学理と実務の両面からの授業が展開されている。 

（2）発展科目群 臨床心理専門職の実務適応教育 

１年次及び２年次に配当される発展科目群は主として臨床心理専門職の実務適応教育を担い、４つの系、

すなわち(1)人格・発達系、(2)領域別基礎科目系、(3)体験演習・実習系、(4)個別演習系から構成されて

いる。発展科目群は、各学生が志望する領域で必要となる技能に配慮した各論的科目が設置され、臨床心

理学の各々の領域をさらに深く学習することを目的にしている。また、事例研究論文の構成や執筆につい

て学ぶ「臨床心理事例研究演習１・２」を配置し、「プラクティカル・ソリューション１～４」では臨床

心理研究法や論文執筆を必要に応じて指導している。 

（3）応用科目群 領域ごとの技能の習得及び臨床心理学に関する最新の知識の学習を目的にした教育 

２年次に配当される応用科目群は、学生の将来の進路に応じて必要となる領域ごとの知識や技能の習得

並びに最新の知識の習得を目的に、コース制によるカリキュラムが展開されている。これらは(1)心理ア

セスメント系、(2)心理療法系、(3)地域臨床系、(4)医療・福祉系、(5)産業・キャリア系、(6)学校・教

育系、(7)各系共通科目の７系17科目で構成され、種々の心理臨床の領域や、多様な応用技法について深

く学ぶ内容となっている。これらの科目を選択履修することで、学生自身のキャリアデザインに応じた技

能の効果的な習得が可能になるとともに、さまざまな職種との連携が良好となり、将来の職域拡大にも対

応できる人材の養成に寄与すると考えられる。 

（4）臨床実習の体系 

医学教育などと同様に臨床心理専門職業人養成においても実習は実務教育の要であり、本専攻では次の

ような臨床実習に関する教育体系を整備している。 
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臨床実習の教育体系は、学内施設である心理臨床センターの梅田及び千里山カウンセリングルームを

使用した学内臨床実習系と、教育、医療、福祉、産業施設などの学外の委託施設で行う学外臨床実習系か

ら構成される。学内臨床実習系では、実践指導を通じて基本的な臨床心理専門技能の習得をはかり、学外

臨床実習系では、領域ごとに必要となる技能の育成をはかる。また学外臨床実習はインターンシップの機

能も果たし、職域ごとの実習は学生の進路決定において重要な機会になろう。 

ａ．学内臨床実習系：学内施設を使用した実習 

学内臨床実習系は「学内施設臨床基礎実習（１年次春学期）」、「心理実践実習Ⅰ（学内施設臨床実習

１）（１年次秋学期）」、「学内臨床カンファレンス実習１（１年次春学期）」「学内臨床カンファレンス実

習２（１年次秋学期）」「心理実践実習Ⅲa（学内施設臨床実習２）（２年次通年）」、「心理実践実習Ⅲb

（学内施設臨床実習２）（２年次通年）」の６科目から構成され、心理臨床センターの梅田及び千里山カ

ウンセリングルームで行われているすべての実習について、担当教員が指導する体制をしいている。な

お、「学内臨床カンファレンス実習１・２」は、１年次配当科目ではあるものの、２年次生も両科目に

原則として全員参加としている。 

ｂ．学外臨床実習系：学外委託実習施設を使用した実習 

学内実習等により習得した基本的技能の熟達及び、教育、医療、福祉、産業の現場ごとで必要とされ

る独自の技能の習熟を目的に、学外委託実習施設の臨床心理士や医師などを非常勤講師に任用し、現地

指導にあたっている。非常勤講師を配置していない施設でも、現地の臨床心理士や精神科医師等が実習

指導にあたり、専任教員が現地へ赴いたり学内において指導を補完する体制をとっている（大学院基礎

データⅢ―10）。 

学外臨床実習系は、１年次秋学期に開講される必修科目の「心理実践実習Ⅱ（学外施設臨床実習）」

と、２年次に開講される「教育施設専門実習１・２」「心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実習１）」

「心理実践実習Ⅴ（医療・福祉施設専門実習２）」「産業施設専門実習１・２」の７科目から構成される。

いずれの授業も少人数のクラス分割により実習指導が行われている。  

１年次秋学期に開講される「心理実践実習Ⅱ（学外施設臨床実習）」では、３グループ編成の学生が、

教育、医療、産業の各々の施設を１ヵ月交替で巡回し、現地での指導者からの指導を受けながら、各職

域の実務の概要を早期体験する。それぞれの領域の実習を終了するたびに学内の討議を行って体験学習

の整理と深化を図っている。 

２年次に開講される「教育施設専門実習１・２」「心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実習１）」

「心理実践実習Ⅴ（医療・福祉施設専門実習２）」「産業施設専門実習１・２」では、委託契約している

学外施設を使用して、学生の将来の進路を考慮し、即戦力として各領域で活躍できるように実践的な指

導を受ける。 

「教育施設専門実習１・２」では、幼稚園、小・中・高等学校や適応指導教室を実習施設として、児

童・生徒と直接ふれあうなかで彼らの心の成長・発達や認知的側面の発達について実践的に学ぶことを

第一としている。特に、学校への適応に困難をもつ児童・生徒に関しては、教員の許可を得て授業に参

加し、机間巡視などの方法で直接かかわる機会を得ている。また、修了後スクールカウンセラーになる

ことを希望する学生も少なからずいることから、教員の児童・生徒への関わり方や学級運営についての

手法も理解し、教育関係者と連携・協働して活動していく方法も習得できる機会を設けている。 

「心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実習１）」「心理実践実習Ⅴ（医療・福祉施設専門実習２）」で

は医療施設・福祉施設を実習施設として、精神疾患患者への各種心理テストの実施と心理学的レポート

の作成、支持的心理療法やグループアプローチ等の実践的な学習を行う。また精神科関連施設として、

デイケア等の社会復帰施設ではソーシャルスキルズトレーニングなど、精神障害者の社会参加を促すプ

ログラムに関与する。さらに各臨床現場での実習を通して、チーム医療や他職種との連携の重要性につ

いて理解し、これらを実践するためのコミュニケーション技能の育成をはかる。また、福祉施設では、

公立保健医療福祉センターや児童心理治療施設、特別養護老人ホーム等において乳幼児健診や子育て支

援に関する実習並びに高齢者への保健・福祉サービスに関する実習を行っている。 

「産業施設専門実習１・２」では、産業・キャリア領域に属する種類の異なる施設を半期ごとに組み

合わせて実習を行っている。若者就労支援機関や就労移行支援事業所においては、就労や復職支援プロ
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グラムに参加すること、EAP企業においては、リワークプログラムに参加すること、産業医関連施設で

は、うつ病などで休職している労働者に対する精神科治療や産業医の役割への理解を深めると共に、産

業領域の視点に立った臨床心理アセスメントなどの実習を行う。企業診療所や健康管理部においては、

産業医の役割や労働者の心身の健康がどのように守られているのかについて理解を深めるなどの実習を

行っている。 

なお、「教育施設専門実習１・２」「心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実習１）」「心理実践実習Ⅴ

（医療・福祉施設専門実習２）」「産業施設専門実習１・２」はいずれも春学期・秋学期に分割して開講

される。学生は、将来の進路に応じて、複数の領域の実習を履修することも可能であり、学生指向の実

習体制に特に配慮している。 

 

第２章 教育課程【項目2-1 教育内容】 

基準2-1-3 

 基準2-1-2の各号のすべてにわたって教育上の目的に応じて適当と認められる単位数以上の授業科目

が開設されているとともに、学生の授業科目の履修が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがないよ

うに配慮されていること。また、評価対象大学院の目的に照らして、必修科目、選択必修科目、選択科

目等の分類が適切に行われ、学生による段階的履修に資するよう各年次にわたって適切に配当されてい

ること（レベル１）。 

＜基準2-1-3に係る状況＞ 

授業科目は教育上の目的に応じて幅広く開設されており、段階的履修に資するよう各年次にわたって配

当している（添付資料1-1：臨床心理専門職大学院要覧p14～16）。授業時間の設定については、大学設置

基準第21条から第23条までの規定に照らして、各学期15回の授業を実施している。このほかにガイダンス、

補講及び試験期間を設定している。各授業科目の時間数及び単位数についても、同設置基準に照らし、講

義及び演習科目は、１週２時間（１コマ90分）の授業を15週にわたり実施することで２単位を付与してい

る。実習科目は、１週３時間（２コマ180分）の授業を15週にわたり実施することで１単位を付与してお

り、実習に関する以下の単位数はこの基準により記載している。なお、ガイドラインでは実習の単位を１

コマ１単位としており、本専攻の単位計算とは異なっている。本専攻の単位をガイドラインの基準に照ら

すと、実習科目は半期２コマで２単位に相当する。 

（1）基本科目群等の単位数 

基本科目群の「臨床心理学原論１・２（講義 各２単位）」の合計４単位を必修としている。 

臨床心理査定としては、「心理的アセスメントに関する理論と実践（心理アセスメント演習）（演習２単

位）」を必修とし、応用科目群の「プロジェクティブ・テクニック演習（演習２単位）」「神経心理学的ア

セスメント演習（演習２単位）」のいずれか１科目を選択必修としている。また技能実習として、「心理ア

セスメント実習（技能実習２コマ 本学では１単位）」を必修科目とし、児童の心理アセスメントを扱う

「児童臨床心理学実習（技能実習２コマ 本学では１単位）」を配置している。したがって臨床心理査定の

単位としては、演習２科目４単位と技能実習１科目１単位（２コマ）が必修となっている（添付資料1-

1：臨床心理専門職大学院要覧p14～16）。 

臨床心理面接としては、「心理支援に関する理論と実践（心理療法演習）（演習２単位）」を必修とし、

応用科目群の「フォーカッシング指向心理療法演習（演習２単位）」「心理援助応用特別演習（演習２単

位）」のいずれか１科目を選択必修とし、「臨床心理治療関係演習（演習２単位）」を選択科目として配置

している。また技能実習としては、「心理療法実習（技能実習２コマ 本学では１単位）」を必修科目とし

ている。したがって臨床心理面接の単位としては、演習２科目４単位と技能実習１科目１単位（２コマ）

が必修となっている（添付資料1-1：臨床心理専門職大学院要覧p14～16）。 

さらに臨床心理地域援助としては、「家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践

（地域臨床心理学演習）（演習２単位）」を必修とし、応用科目群の「地域臨床心理学特別演習（演習２単

位）」「地域支援ファシリテーション特別演習（演習２単位）」のいずれか１科目を選択必修としている。

また技能実習としては「地域臨床心理学実習（技能実習２コマ 本学では１単位）」を必修科目としている。
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また、２年次に配当されるコースごとの必修科目として「教育施設専門実習１（実習２コマ 本学では１

単位）」「教育施設専門実習２（実習２コマ 本学では１単位）」「心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実

習１）（実習４コマ 本学では２単位）」「心理実践実習Ⅴ（医療・福祉施設専門実習２）（実習４コマ 本学

では２単位）」「産業施設専門実習１（実習２コマ 本学では１単位）」「産業施設専門実習２（実習２コマ 

本学では１単位）」が配置され、コースにそっていずれか２科目を履修することとなっている。したがっ

て臨床心理地域援助の単位としては、演習２科目４単位と技能実習１科目１単位（２コマ）、臨床実習２

科目２単位（２コマを通年）または４単位（４コマを通年）が必修となっている（添付資料1-1：臨床心

理専門職大学院要覧p14～16）。臨床心理事例研究については、「学内臨床カンファレンス実習１（実習２

コマ 本学では１単位）」、「学内臨床カンファレンス実習２（実習２コマ 本学では１単位）」を１年次配当

の必修科目として事例検討を行う技術と技能を学習している。また、「臨床心理事例研究演習１（演習２

単位）」「臨床心理事例研究演習２（演習２単位）」を２年次配当の必修科目とし、これら２科目を通じて

学生はそれぞれが自験例に基づいて事例研究論文を執筆する。なお、臨床心理研究法に関しては、「プラ

クティカル・ソリューション１～４」で研究指導を行っており、この成果を研究論文として毎年、数名が

関西大学臨床心理専門職大学院紀要に投稿しており、2017年度は４篇の論文が掲載されている。 

上記の通り、ガイドラインに示された単位数の授業が開設されている。 

（2）領域別の実務に関する科目の開設状況 

 各領域の実務に関する主な開設科目の設置状況は以下の通りである。 

医療・保健領域には「保健医療に関する理論と支援の展開（精神医学）（講義２単位）」「心身医学（講

義２単位）」「心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実習１）（臨床実習２単位）」「心理実践実習Ⅴ（医

療・福祉施設専門実習２）（臨床実習２単位）」の８単位を配当している。 

福祉領域には「福祉分野に関する理論と支援の展開（福祉臨床心理学）（講義２単位）」を開設している。 

教育領域には「教育分野に関する理論と支援の展開（臨床教育学）（講義２単位）」「スクールカウンセ

リング特論（講義２単位）」「教育施設専門実習１（臨床実習１単位）」「教育施設専門実習２（臨床実習１

単位）」の６単位を配当している。 

司法・矯正領域には「司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開（司法臨床心理学）（講義２単位）」を

開設している。 

産業領域には「産業・労働分野に関する理論と支援の展開（産業メンタルヘルス論）（講義２単位）」

「キャリア・カウンセリング特論（講義２単位）」「産業施設専門実習１（臨床実習１単位）」「産業施設専

門実習２（臨床実習１単位）」の６単位を配当している。 

以上の領域に関して、合計24単位を配当している。 

（3）必修科目及び選択必修科目、選択科目の構成 

 基本科目群の全科目18単位12科目に加えて、発展科目群の「心理実践実習Ⅲa（学内施設臨床実習２）

（臨床実習２単位）」、「臨床心理事例研究１・２（各々演習２単位）」、「学内臨床カンファレンス実習１・

２（各々演習１単位）」及び「プラクティカル・ソリューション１（演習２単位）」の10単位６科目を必修

科目として配置しており、合計28単位18科目となっている。 

 発展科目群は、43単位22科目を配置しており、うち必修科目は10単位６科目である。選択必修科目は、

領域ごとの技能をより効率的に習得できるように３コースそれぞれについて14単位ずつ設定し、その他は

選択科目となっている。  

 応用科目群は、30単位17科目を配置しており、選択必修科目は３コースそれぞれについて８単位ずつ設

定し、その他は選択科目となっている。 
 

以上の科目配置及び付与する単位数、授業時間等の状況より、教育上の目的に応じて必要と認められる

単位数以上の授業科目が開設され、学生の授業科目の履修が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがな

いようにしている。また必修科目、選択必修科目等の分類が適切に行われ、学生の段階的履修に資するよ

う各年次にわたって科目や単位数が適切に配当されている。 
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第２章 教育課程【項目2-2 授業を行う学生数】 

基準2-2-1 

 専門職大学院においては、少人数による双方向又は多方向的な密度の高い教育を行うことが基本であ

ることにかんがみ、ひとつの授業科目について同時に授業を行う学生数が、適切な規模に維持されてい

ること（レベル１）。 

＜基準2-2-1に係る状況＞ 

本専攻では、受講者数の上限を講義は30名、演習・実習は20名として双方向教育を原則とし、教育効果

を高めるように適切な規模での授業の実施を心がけている。 

講義科目に関しては、今年度は１科目が31名の履修者となり、30名を超過している。これは、昨年度、

集中講義が開講された時期に個人的事情により受講できなかった１名の学生が今年度履修するためである。

１年次配当の必修の講義科目に関しては、当該年度の入学者の決定が４月初旬になり、この段階で入学定

員30名を超える入学者があった場合に、30名を若干上回る年度がある。４月当初に急遽、クラス分割等の

措置を取ることは難しく、入学査定の段階で定員内の入学者数になるように心がけている。 

必修科目の演習や実習科目は２または３クラスに分割しており、おおむね10名から15名のクラス編成で

ある。特に臨床実習系の科目は１クラス１名から５名程度の少人数での授業を基本にしている（大学院基

礎データⅡ-2）。 

なお2018年度においては、演習科目の４科目（「プロジェクティブ・テクニック演習」「神経心理学的ア

セスメント演習」「心理援助応用特別演習」「地域臨床心理学特別演習」）で、受講生が20名を超えており、

「プロジェクティブ・テクニック演習」「神経心理学的アセスメント演習」はクラス分割をし、１クラス20

名以下になるように配慮している。ただし、これらの演習科目はきわめて専門性の高い授業が展開されて

いるために、特に「心理援助応用特別演習（受講生26名）」「地域臨床心理学特別演習（受講生22名）」の

２科目については非常勤講師の負担増も鑑み、クラス分割が困難であったために、TAを配置してきめ細か

な授業を行えるように措置した。 

さらに本専攻は心理学研究科のもとに設置されているが、他専攻の学生による本専攻の科目履修は一切

認めていない。また、科目等履修生については、臨床心理士の有資格者に限定して履修を認めているが、

これまでに応募者はなかった。 

なお、対象科目については講義科目に限定しており、必修科目や講義以外の演習や実習科目の履修は一

切認めていない（別添資料2-1：科目等履修生出願要項）。 

 

第２章 教育課程【項目2-3 授業の方法】 

基準2-3-1 

 授業は、次に掲げるすべての水準を満たしていること（レベル１）。 

（1）専門的な臨床心理学の知識を確実に修得させるとともに、具体的な問題解決に必要な臨床心理的分

析能力その他の臨床心理士として必要な能力を育成するため、授業科目の性質に応じた適切な方法が

とられていること。 

（2）１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成績評価の基準と方法があらかじ

め学生に周知されていること。 

（3）授業の効果を十分に上げられるよう、授業時間外における学習を充実させるための措置が講じられ

ていること。 

＜基準2-3-1に係る状況＞ 

（1）授業科目の性質に応じた教育方法 

授業は１コマ90分とし、月曜日から土曜日まで開講しており、臨床心理専門職業人として必要な高度な

学識と技能を習得するために、学期制による積上げ式の段階的教育を実施している。このほか、授業期間

外に集中講義を取り入れることにより、学外からの多様な人材による教育を必要に応じて行えるようにし

ている。 



第Ⅲ編 心理学研究科 心理臨床学専攻 

 

940 

授業方法に関する基本原則は少人数制のクラス編成である。特に、臨床実習系の授業は個別的指導を基

本にしているためにクラスを分割し、クラス数に応じた教員を配置している。また講義や演習等の科目で

は、シミュレーション学習、ディベートやケースカンファレンス、ロールプレイングなど各々の科目に適

切な教育方法を随時、採用し、一方向的な講義にとどまることなく、教員と学生間、学生相互間での質疑

応答や討論が行える規模のクラス編成になるように配慮している。このために、全学生が履修することが

想定される１年次配当の基本科目群（必修科目）の演習については、複数クラスを設置している。また、

特に臨床実習系科目では、１クラスを１～５名として個別指導に近い授業形式を実現している。この他に

も、守秘義務に配慮しつつ電子メールやWEBシステムを通じて、授業時間外でも、双方向的な課題の付

与・提出、質疑応答が可能となっている。さらに、自学自習及び予習・復習を支援するために、教員のオ

フィス・アワーを設け（大学院基礎データⅣ-5）、学生指向の教育サービスの提供に努めている。 

 特に演習・実習等の主要科目に関する授業方法は以下の通りである。臨床心理学の専門的知識及び技能

の習得を目的にする臨床心理査定、臨床心理面接、臨床心理地域援助に関しては、理論と実務の架橋に配

慮して、いずれの領域も演習形式の授業と技能実習の組み合わせにより展開されている。臨床心理査定は

「心理的アセスメントに関する理論と実践（心理アセスメント演習）」と「心理アセスメント実習」、臨床

心理面接は「心理支援に関する理論と実践（心理療法演習）」と「心理療法実習」、臨床心理地域援助は

「家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践（地域臨床心理学演習）」と「地域臨床

心理学実習」を必修科目として開講している。このうち、演習科目は、臨床心理学の各領域の理論やさま

ざまな知見を網羅して体系的な理解が深まるよう、学生教員双方向の討議や学生同士のグループ討議など

を交えた授業が展開されている。また技能実習科目は、演習科目で習得されていく心理査定や心理面接の

課題に関してロールプレイなどを通じて実技指導が行われている。臨床実習系の授業に関しては、習熟度

や課題に応じた指導を行う必要があることから、１～５名の少人数クラスとし、陪席や軽度の事例の担当、

記録作成などに関し、臨床現場での個別指導を重視しながら授業を展開している。さらに、「プラクティ

カル・ソリューション１～４」では、ゼミナール形式の授業により、各学生の個別課題や研究に関する指

導、及びキャリア支援が行われている。 

このように主要科目で、少人数制の授業を徹底し、双方向の討議や質疑応答を繰り返すことで、専門知

識の習得をより確実にするとともに、守秘義務、職業倫理、並びに表現力や判断力を養い、課題解決のた

めに自らが積極的に思考する姿勢を培っている。 

また、学外実習については、学外実習関連のガイダンスを１年次の４月～３月の期間に合計８回実施し、

学外実習先での基本的な礼節、関連法令の遵守や守秘義務等の倫理について綿密に指導している（大学院

基礎データⅣ-4：ガイダンス年間スケジュール）。 

なお、学外実習施設は大阪府を中心に、兵庫県や奈良県など多方面に位置している。そのため学生によ

っては移動時間や費用面などで負担が生じることが想定される。学生間の公平性の観点から、居住地や学

生の希望、適正等を考慮して、実習先を適切に配置するよう配慮している。また、学外実習における実務

指導者は、本学の非常勤講師として学生の指導や成績評価に責任をもっているが、専任教員は、現地指導

者と電話やメール等で適宜、連絡・連携をとり、学生の学習状況の把握に努め、学内で指導を補完してい

る。非常勤講師が配置されていない施設には専任教員が現地へ赴いたり、学内で指導を行うことで個々の

学習状況を把握している。成績評価については、同一科目の複数の担当教員で合議し決定している。さら

に、学外指導者連絡会議を年２回（９月、３月）開催し、専任教員と実習先の指導者とが意見交換を継続

的に行うことで、学生の指導方法や指導内容の改善に役立てている。 

（2）授業内容・方法及び成績評価の基準と方法に関する学生への周知 

 関西大学ホームページ上で公開しているシラバスを通じて、授業計画や内容・方法及び成績評価に関し

て学生に周知している（大学院基礎データⅡ-3：2018年度シラバス）。また、履修ガイダンスや実習ガイ

ダンスを開催し、きめ細やかに指導している（大学院基礎データⅣ-4：ガイダンス年間スケジュール）。

「プラクティカル・ソリューション２～４」については、シラバスに加えて１年次の７月頃に説明会を実

施し（別添資料2-2：プラクティカル・ソリューション２のクラス選択オリエンテーション）、学生がクラ

ス選択を自主的にできるよう配慮している。１年次の２月には２年次の履修ガイダンスを実施するととも

に、コースの分属や履修科目の相談など個別に履修指導を行っている。 
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講義系科目では学期ごとに定期試験（論文試験も含む）の成績評価基準及び成績分布を公表し、復習を

促し知識を定着させる取り組みを行っている。 

臨床実習系科目では学期ごとに現地の非常勤講師や専任教員など実習指導に関わった教員全員で評価指

針に基づき合議し、実習関連会議で評価の偏り等を確認したうえで、成績評価を決定している。また、成

績について担当教員と学生が個別に確認する機会を設けており、今後の課題を学生と教員が共有し効率的

な学習が進むよう支援している（別添資料2-3：学生へのフィードバックシステムと担当表）。なお、実習

の評価に関しては、出席回数などの量的な評価のほかに、臨床実務能力などの質的な評価も必要となり、

評価基準のさらなる明確化が今後の課題である。 

（3）授業時間外の学習の充実を図る措置 

 履修ガイダンスや個別の履修相談、オフィス・アワー等を通じて学生に十分な自習時間を確保できるよ

うな時間割を作成するよう支援している。 

集中講義については通常の授業期間と重ならない期間に開講し、事前・事後の学習時間を十分確保でき

るよう実施時期等に配慮している（別添資料2-4：2018年度臨床心理専門職大学院学年暦）。また、学生が

自習しやすいように、尚文館４階に年間を通じて24時間利用可能な自習室を２室設け、辞書、専門書を中

心にした図書を備え（大学院基礎データⅩ-3）、キャレルで仕切られた机や、数名でディスカッションの

できるテーブルを設置している。また、各種心理検査器具や心理検査用紙、映像教材などを貸与し、自己

研鑽を繰り返し行える学習環境を整備している（大学院基礎データⅩ-3）。また、図書館も通常22時まで

利用することができ、データベースの検索は、PCを使用して随時、使用可能である。 

 

第２章 教育課程【項目2-4 履修科目登録単位数の上限】 

基準2-4-1 

 各年次において、学生が履修科目として登録することのできる単位数は、履修科目の学習を着実なも

のとするために、原則として38単位が上限とされていること（レベル１）。 

＜基準2-4-1に係る状況＞ 

履修登録の制限の設定は、単位制の趣旨から、予習、復習など授業時間外の準備期間の確保を主目的と

する。本専攻では学生が履修科目として各年次において登録できる単位数の上限を年間38単位としている

（添付資料1-1:臨床心理専門職大学院要覧p14）。 

 

 

第２章 教育課程 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

本専攻は臨床心理専門職業人養成のための教育機関として、この養成に特化したカリキュラムを開設し

ている。また心理アセスメント、心理療法、地域援助などの臨床心理専門技能に関しては、講義・演習と、

技能実習・臨床実習の組み合わせにより、理論的教育と実務的教育の架橋に考慮し、１年次には基本技能

の習得、２年次にはその実践・応用という段階的な学びを指向し、特にコース制によるカリキュラム編成

により、学生のキャリアデザインを支援している。さらに、１年次から倫理観や自己成長を促す科目を配

置し、臨床心理専門職業人としての豊かな人間性の成長にも配慮したカリキュラムのなかで養成が行われ

ている。 

 発展科目群には、基本科目群において習得した臨床心理基本技能を実践し、実務的に応用するための科

目が配置され、応用科目群の領域別実習（教育施設専門実習１・２、心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専

門実習１）・心理実践実習Ⅴ（医療・福祉施設専門実習２）、産業施設専門実習１・２）との並行履修によ

り、実務能力の強化をはかっている。これらの科目は、臨床心理士または医師の非常勤講師等が現場で実

習指導にあたるとともに、専任教員が現地へ赴いたり学内において指導を補完する体制をしいている。ま

た事例研究論文の指導に関しては、必修科目である「臨床心理事例研究演習１・２」において、全学生が

自験例をテーマとした研究論文を作成し提出している。また、「プラクティカル・ソリューション１～４」

というゼミナール形式の授業を配置し、学生が抱える課題について個別支援を行うとともに、多様な研究
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についての指導も行っている 

 臨床実習科目については、臨床現場での実習をより適切に実施できるよう学生の技能を見きわめ、不足

している場合は十分な時間をかけて補完できるよう検討していく必要があると考えている。そのためには、

実習科目における臨床実務能力などの質的評価基準をさらに明確にし、個々の能力を適切に評価できるよ

う改善に努めたい。 
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第３章 臨床心理実習【項目3-1 学内実習施設】 

基準3-1-1 

 学内実習施設（臨床心理センター等）には、その規模に応じ、臨床心理実習を行うに必要十分な面接

室、遊戯療法室、事務室その他の施設（相談員室、待合室等）が整備されていること（レベル１）。 

＜基準3-1-1に係る状況＞ 

臨床実習を行うための学内実習施設として、心理臨床センターがあり、千里山カウンセリングルームお

よび2014年11月に開設した梅田カウンセリングルームの２施設が整備されている。学内における臨床心理

実習を円滑に行えるよう、以下のような設備を有している（大学院基礎データⅢ-1、2、3、4）。 

（1）千里山カウンセリングルーム（以文館１階、２階、以文館別館） 

面接室４室（16㎡が１室、12㎡が２室、10㎡が１室）、集団療法室２室（24㎡、19㎡）、遊戯療法室２室

（37㎡、30㎡：観察・モニター室含む中規模サイズ）、スタッフルーム１室（22㎡：院生活動コーナーも兼

用）、臨床心理事例研究室（41㎡：院生記録室）１室、器具保管室２室（倉庫）、受付兼事務室１室（７㎡）

が設置されている。 

（2）梅田カウンセリングルーム（大阪市北区梅田 梅田スクエアビル14階）  

遊戯療法室１室（53.2㎡）、面接室４室（9.3㎡×３室・12.8㎡×１室）集団療法室（臨時的に遊戯療法

室として代用することもある）１室（31.7㎡）、ビデオモニター室１室（7.8㎡）、スタッフルーム１室

（54.7㎡）待合スペース（12.4㎡）が設置されている。 
 

心理臨床センターの面接室は、４～６人掛けの応接セットやテーブル・椅子セット、ホワイトボード、

箱庭療法セットなどが置ける広さである。集団面接が行える集団療法室は、７～８名程度の集団療法に適

している。面接室と集団療法室はすべて適度な明るさと落ち着きのある内装を施し、話し声が外に漏れな

いように防音施工がなされている。 

遊戯療法室は、個人療法だけでなく集団遊戯療法にも利用できる広さであり、広範囲の年齢や状態像に

対応できるよう、自己表現に適したもの、感情を発散できるもの、運動用具などさまざまな遊具が揃えら

れている。また、遊具は壊れにくい素材でできたものを選定し、床には滑り防止と衝撃を緩和するために

カーペットを張るなど、安全性にも配慮されている。加えて、遊戯療法室には、DVD録画や観察が可能な

観察・モニター室も設置されており、学生の実習に利用している。 

心理臨床センターには事務職員が常駐しており（大学院基礎データⅢ-5）、実習に必要な設備、備品、

書類などの管理や受け渡しが円滑に行われるように配慮されている。梅田カウンセリングルームでは、事

務室は独立していないが、コーナーとしては独立性が保たれるよう配置されている。 

両カウンセリングルームには、それぞれ、受付、スタッフルーム（相談員と学生兼用）、待合スペース、

守秘義務書類等を保管するための鍵付の書類保管庫が設置されている。なお、2015年度からは電子カルテ

システムを導入しており、USBトークンによる個人認証がないとシステムにアクセスできないように厳重

なセキュリティ対策を施している。 

書類保管庫に保管されている紙ベースの守秘義務書類等は、個人情報および機微情報が外部に漏れない

よう厳重に管理しており、教室等へ持ち出す際には必ず教員が持参するなど明確なルールを定めて周知徹

底している（別添資料3-1）。独立した「記録保管室」はないが、書類保管庫が事務職員や相談員の身近に

置いてあるため、管理は行き届いている。 

両カウンセリングルームでは、インターホン、電子錠、カード式の施錠ドア、案内板等を設置しており、

関係者以外の立ち入りを厳密に制限している。また、両ルームのほとんどの設備はバリアフリーになって

いる。 

心理臨床センターでは、各面接室や遊戯療法室等に守衛室やスタッフルームに通じる非常ベルや非常口、

防犯用具（ブザー）、モニターカメラなど、不測の事態において安全を確保するための設備が備えられ、

非常時の対応については緊急対応マニュアル（別添資料3-2）が作成されていて関係者への周知がはから

れている。また、千里山キャンパス内と梅田スクエアビル内では定期的に避難訓練が行われており、両ル

ームスタッフや学生はこれに積極的に参加し、非常時に備えている。  
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第３章 臨床心理実習【項目3-2 学内臨床心理実習】 

基準3-2-1 

 学内実習施設（臨床心理センター等）における臨床心理実習の内容、時間、倫理遵守、学生のケース

担当、ケースカンファレンス、スーパーヴィジョン体制等について適切な配慮がなされていること（レ

ベル１）。 

＜基準3-2-1に係る状況＞ 

学内臨床実習系授業は「学内施設臨床基礎実習（１年次春学期）」、「学内施設臨床実習１(１年次秋学

期)」、「学内施設臨床実習２(２年次通年)」の基幹３科目から構成される。１年次授業はすべて専任教員

が担当し（１クラス５名程度）、２年次授業は専任教員と非常勤教員が担当している（１クラス２名）。い

ずれも毎週１回（90分×２コマ連続）の授業を春学期・秋学期各15回（半期45時間、２年間で合計180時

間）にわたり実施している(大学院基礎データⅢ-9-1-(1)(2))。 

（1）実習の内容、時間 

２年間を通した学内実習である基幹３科目は、それぞれ授業として各学期２コマ（３時間）×15回＝45

時間と設定しており、実習内容や習得すべき技能についてはシラバスに示されている（大学院基礎データ

Ⅱ-3）。また、授業時間外にも学内実習施設において実践的な実習を行っていくことを、授業時間内や各

種ガイダンスの場で学生には周知している。評価基準と評価方法もシラバスに示されており、実習の成果

は、学生自身による提出レポートと担任者によるチェックによって行われている（別添資料 3-3、3-4、

3-5、3-6）。成績評価時は、各授業を担当する複数の教員が合議の上で、最終的には実習関連会議で成績

の偏りの有無などを確認し、評価の適正化を行っている。 

（2）倫理遵守 

心理臨床の実践を行う上で必要不可欠となる倫理遵守については、１年次の講義科目「臨床心理学原論

２」をはじめ倫理関係のガイダンスなどにおいて、クライエントの権利擁護、インフォームド・コンセン

ト、守秘義務遵守及び守秘義務解除、個人情報、機微情報、面接記録の取り扱い、ハラスメント予防、メ

ディア・リテラシーなどについて指導を行っている。さらに、学内臨床実習各科目の授業内では、実際に

学内施設において倫理遵守がどのように実践されているかを実習マニュアル等（別添資料3-7）に即して

繰り返し周知し、学生に倫理遵守の履行に関する誓約書も提出させて啓発している。本専攻として独自の

「関西大学大学院心理学研究科心理臨床学専攻専門職学位課程 心理臨床実践活動・研究倫理綱領」（別添

資料3-8）も作成して関係者に公表しており、「一般社団法人日本臨床心理士会倫理綱領」と併せて指導を

行っている。 

（3）学生のケース担当 

学生１人あたりのケース担当数には、３～６件という若干の幅がある（大学院基礎データⅢ-6、Ⅲ-7）。

学生１人あたりの担当を３ケース以上という努力目標はクリアできているが、延べ回数としては15～56回

とかなりの幅があった。来室頻度の低いケースを複数担当することになった場合、必然的に延べ回数が少

なくなってしまうことや、習熟度の低い学生が安定した継続面接へつなぐ力が弱い場合、早期で中断にな

ってしまうことなどがあり、このような結果となっている。 

担当ケースの割り当てに関しては、発達段階や問題が偏らず多様になるようできるだけ考慮はしたが、

学生の特徴や志望コースにあわせて多少の偏りがあることは否めない。臨床実習が安全に行えることとク

ライエントの利益を考慮し、習熟度の低い学生がケースを担当する場合や難易度が高いケースを学生が担

当する場合には、相談員や教員が陪席することや共同で担当するなどの配慮がなされている。 

（4）ケースカンファレンス 

学内臨床実習系の授業として他に、「学内臨床カンファレンス実習１（１年次春学期）」、「学内臨床カン

ファレンス実習２（１年次秋学期）」（両科目とも、週１回、90分×２コマを15週）を設置している。本授

業は、インテークカンファレンスとケースカンファレンスの組み合わせから成り立っており、１年次生に

はインテークカンファレンスを、２年次生にはケースカンファレンスを、それぞれ担当させている。本授

業は１年次の履修科目であるが、２年次生も原則全員参加することが推奨されており、ケースカンファレ

ンスに事例を順次提供することによって事例への理解を深化させるように配慮している（大学院基礎デー
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タⅢ-8）。履修上の１クラスの人数は10名程度となっているが、複数の教員（実務家教員２名、研究者教

員１名）が参加していることが望ましいため、毎回１グループ（両学年併せて50～60名程度）で行ってい

る。20名以内でカンファレンスが行われることが望ましいであろうが、本専攻では１学年の定員が30名で

あることからこのような人数となっている。 

（5）スーパーヴィジョン体制 

スーパーヴィジョンについては、基本的に授業担任教員が行うことにしているが、ケースの特殊性によ

り、授業担任外の教員が行うこともあり、柔軟に対応している。臨床心理面接に関しては、事前指導、ケ

ースについて１回のセッションを行ったあとに原則として１回以上のスーパーヴィジョンを行うことにし

ており、中断・終結時には事後指導も行っている。臨床心理査定に関しては、実施までの準備から始まり、

学生が行った心理検査の種類や数に応じて所見や報告書が作成できるまで適切な回数の指導を行っている

（大学院基礎データⅢ-7、Ⅲ-9-1(1)(2)、Ⅲ-9-2）。学休期間である８～９月や２～３月もケースセッショ

ンは継続されるため、授業期間外ではあるが、各担任者はこの間も出講し責任をもってスーパーヴィジョ

ンにあたっている。 

２年次生に関しては、2012年度より現在の授業内スーパーヴィジョン体制（２年次生全員履修：少人数

によるグループスーパーヴィジョン）に切り替え、2013年度からは２年次配当必修科目（通年）とした。

個人スーパーヴィジョンにも利点はあろうが、自分が担当しているケース以外の事例展開にコミットする

ことや、同級生の対応を目の当たりにして自分の応答や態度を見直すきっかけとなることなど、初学者に

とっては少人数のグループスーパーヴィジョンのメリットは大きいと考えられる。なお、個人指導の必要

性が生じた場合は、授業時間外に時間を設け、補完的に個人スーパーヴィジョンも適宜行っている。 

また、学内教員が授業のなかでスーパーヴィジョンを行うことに関しては、評価者としての教員と多重

関係を形成することとなるが、評価者としてよりは「自分を育成・教育してくれている存在である」、「ケ

ース担当をバックアップしてくれている存在である」と学生が認識できるように双方向のコミュニケーシ

ョンを大切にするなどの配慮をしている。可能な限り実習施設内でスーパーヴィジョンを行うことにして

いるため、ケース関連資料を学外へ持ち出すリスクがなく、相談員との連携やクライエントへのきめ細か

な配慮を十分に行うことができる点や心理臨床に関する基本的な事項に関しても学生に対する教育と配慮

が行き届くため、現在のところは専任教員を中心として授業のなかでスーパーヴィジョンを行う体制の方

がメリットは大きいと考えている。 

また、正式なスーパーヴィジョンの他に、両カウンセリングルームに勤務している相談員から、日常的

な臨床の心得や作法、倫理的配慮に関して、現場で適時実践的な助言を受けられるよう配慮している。 

 

第３章 臨床心理実習【項目3-3 学外実習施設】 

基準3-3-1 

 学外実習施設には、心理臨床の三大領域（医療・保健、教育、福祉）すべてが含まれていること（レ

ベル１）。 

＜基準3-3-1に係る状況＞ 

本専攻では、「学校・教育」「医療・福祉」「産業・キャリア」の３コース制をしいており、 

その方針に従って１年次と２年次の学外実習施設を配置している。学外実習施設を利用する授業としては、

１年次秋学期開講の「学外施設臨床基礎実習」、２年次春学期開講の「教育施設専門実習１」、「医療・福

祉施設専門実習１」、「産業施設専門実習１」及び２年次秋学期開講の「教育施設専門実習２」、「医療・福

祉施設専門実習２」、「産業施設専門実習２」が該当科目となっている。 

（1）１年次「学外施設臨床基礎実習」 

 １年次秋学期に開講されている「学外施設臨床基礎実習」は、３グループ編成の学生が学校・教育、医

療・福祉、産業・キャリアの３領域の施設を１ヵ月単位で巡回する実習である。 

この実習では「学校・教育」領域の実習施設として、２市の教育委員会管轄機関を配置している。一方

は、幼稚園、小学校、中学校それぞれの学校教育現場に臨む実習であり、もう一方は適応指導教室に臨む

実習である。「医療・福祉」領域の実習施設として、大学病院精神科１施設、単科精神病院４施設の計５
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施設を配置している。「産業・キャリア」領域の実習施設として、民間企業の健康管理センター１施設、

民間EAP企業２施設、障害者職業センター１施設の計４施設を配置している。本実習では、これら３領域

に関わる実習施設に加え、「司法・矯正」領域の機関である家庭裁判所における実習も行っている。 

ほとんどの実習施設には、10年以上の臨床経験を有する臨床心理士が勤務しており実習指導にあたって

いるが、臨床心理士がいない施設には、必ず臨床心理士資格を持つ専任教員または非常勤講師が引率して

いる（大学院基礎データⅢ-10-1、Ⅲ-10-2、Ⅲ-10-4）。 

（2）２年次における各専門実習 

 ２年次には、各コースに基づき、「教育施設専門実習１・２」、「医療・福祉施設専門実習１・２」、「産

業施設専門実習１・２」が開講されている。 

「教育施設専門実習１・２」の実習施設として、１府３市の教育委員会管轄機関を配置している。この

うち、１市は非常勤講師（臨床心理士）と専任教員が指導にあたり、もう１市は非常勤講師（臨床心理士）

が、残りの１府と１市は専任教員がそれぞれ指導にあたっている。 

「医療・福祉施設専門実習１・２」の実習施設として、大学病院２施設、総合病院３施設、単科精神病

院５施設、個人精神科開業クリニック１施設、特別養護老人ホーム１施設、公立保健医療福祉センター１

施設、児童心理治療施設１施設、の計14施設を配置している。このうち、大学病院２施設、総合病院３施

設、単科精神病院５施設、個人精神科開業クリニック１施設、特別養護老人ホーム１施設では、臨床心理

士や精神科医師を１～２名ずつ本授業の非常勤講師として任用し、現地の複数の臨床心理士とともに指導

にあたっている。単科精神病院のうち１施設の指導担当者は、本学の特別任用教授でもある精神科医師と

なっている。 

「産業施設専門実習１・２」の実習施設として、産業医関連施設２施設、民間EAP企業１施設、就労移行

支援事業所１施設、産業保健総合支援センター１施設、民間企業病院健康管理部１施設等を配置している。

このうち、産業医関連施設２施設では、精神科医師が１名ずつ本授業の非常勤講師として任用され指導に

あたっており、専任教員が学内補完指導を行っている。民間EAP企業１施設では、10年以上の臨床経験を

有する複数の臨床心理士が指導にあたっている。就労移行支援事業所１施設および産業保健総合支援セン

ター１施設では現地臨床心理士と併せて、非常勤講師（臨床心理士）が指導にあたっている。民間企業の

病院健康管理部１施設では、10年以上の臨床経験を有する臨床心理士と専任教員が指導にあたっている

（大学院基礎データⅢ-10-5～7、Ⅲ-11）。 

 

第３章 臨床心理実習【項目3-4 学外臨床心理実習】 

基準3-4-1 

 学外実習施設における臨床心理実習の内容、時間、倫理遵守、指導体制等について適切な配慮がなさ

れていること（レベル１）。 

＜基準3-4-1に係る状況＞ 

学外臨床心理実習では、学内実習等により習得した基本的技能の熟達並びに、教育、医療、産業の現場

ごとに必要とされる独自の実践的知識や技能の習熟を目的（実習内容、時間とも各シラバスに明記：大学院

基礎データⅡ-3）として、主に学外実習施設で授業を行っている（大学院基礎データⅢ-10-1～7、Ⅲ-11）。 

学外臨床心理実習は、１年次秋学期に開講される必修科目の「学外施設臨床基礎実習」と、２年次に開

講される「教育施設専門実習１・２」、「医療・福祉施設専門実習１・２」、「産業施設専門実習１・２」の

７科目から構成される。いずれの授業も、専任教員を中心に、各施設で非常勤講師に任用された教員もし

くは10年以上の臨床経験を有する臨床心理士等が現地で指導にあたっている。 

（1）１年次「学外施設臨床基礎実習」 

１年次秋学期に開講される「学外施設臨床基礎実習」では、３グループ編成の学生が、学校・教育、医

療・福祉、産業・キャリアの各々の施設を１ヵ月交替で巡回し、現地における指導者からの指導を受けな

がら、各領域の実務の概要を早期体験する。事前のガイダンスを学内で３回行い、学外実習に際しての全

般的注意事項（倫理遵守を含む）と諸施設における注意事項を個々に説明し、心構えと予習・復習の重要

性を徹底して指導している。現地での実習は領域ごとに３回実施され（３回×３領域＝合計９回）、それ
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ぞれの領域の実習を終了するたびに学内で事後指導（１回×３領域＝合計３回）を行って体験学習の整理

と深化を図っている。この領域ごとの事後指導時に、実習の成果をチェックするため、学生が記載した実

習日誌を専任教員が確認するとともに、レポート提出を課している。 

学期末には全員で、司法領域である家庭裁判所に実習へ赴き、調査官３名から指導を受け、司法領域に

ついても理解を深めている（大学院基礎データⅢ-10-1～4）。 

（2）２年次における各専門実習 

２年次に開講される「教育施設専門実習１・２」、「医療・福祉施設専門実習１・２」、「産業施設専門実

習１・２」では、委託契約している学外施設を利用して、担任者（専任教員や非常勤講師）や現地臨床心

理士等のスタッフから実践的な指導を受けている。現地での実習は半期ごとに45時間以上実施され、学内

では各実習現場に赴く前の事前ガイダンスを３回行うとともに、実習途中にも専任教員が適宜学内補完指

導等を行って、知識や技能、倫理遵守についての定着を図っている（大学院基礎データⅢ-10-5～7）。 

また、学外実習施設の実習指導者による指導が適切に行われるよう、専任教員は守秘に留意しながら、

適時、電話やメールを利用して、非常勤講師や現地スタッフと連絡を取り合い、学生の実習進行状況につ

いて情報交換を行っている。さらに、半期に１度、学外施設実習指導者連絡会議を行って、実習施設の指

導者と専任教員が実習内容や方法等について相互に情報交換を行い、研鑽を積んでいる。 

なお「医療・福祉施設専門実習１・２」、「産業施設専門実習１・２」、「教育施設専門実習１・２」はい

ずれも春学期・秋学期に分割して開講されている。学生は、１年次秋学期開講の「学外施設臨床基礎実習」

でさまざまな臨床現場を経験した後に、自ら２年次のコースを志望して選択している。 

（3）倫理遵守に関して 

倫理遵守に関しては、１年次の学内臨床実習や授業科目「臨床心理学原論２」で基本事項を指導してお

り、さらに、１年次「学外施設臨床基礎実習」の事前ガイダンスと授業第１回目の学内全体会では、「一

般社団法人日本臨床心理士会倫理綱領」等を用いて倫理遵守についてのガイダンスを行っている。また、

２年次の専門実習の事前ガイダンス（１年次の２・３月）においても、同様に倫理遵守に関する指導を行

っている。実習中は適宜、「関西大学大学院心理学研究科心理臨床学専攻専門職学位課程 心理臨床実践

活動・研究倫理綱領」（別添資料3-8）や実習施設が定める綱領等も利用しながら実践的な倫理遵守のあり

方について指導を行っている。 

（4）評価に関して 

学外臨床心理実習の評価として、１年次「学外施設臨床基礎実習」では出席状況、実習に臨む基本的姿

勢・態度とともに学外実習機関や領域における心理臨床業務への理解と深化の程度をレポートで評価して

いる。複数の施設において実習を行っているため、学外実習施設の指導者と専任教員が複数で合議によっ

て評価採点を行っている（大学院基礎データⅢ-12-1(1)、(2)）。 

２年次それぞれの「専門実習」においては、学生自身が実習開始前に「実習計画書」を作成し、実習中

は毎回「実習日誌」を記入している。「実習計画書」と「実習日誌」に沿って、現地指導者や専任教員が

適宜実習中の指導を行っている。授業としての評価は、各専門実習に即して評価項目を定め、出席状況、

参加態度、心理臨床技能・態度に関する評価、失態事項(減点制)で行っており、現地指導者と専任教員複

数の合議を行った上、最終的には実習関連会議で成績の偏りの有無などを確認し評価を決定している（大

学院基礎データⅢ-12-2(1)、(2)、(3)）。また、学生自身がセルフモニタリングとしての「実習報告書」

を作成・提出し、成績発表後には、成績と「実習報告書」とを併せてフィードバックの時間を設け、専任

教員と学生がともに話し合って今後の課題を明確にするようにしている。 

 

 

第３章 臨床心理実習 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

（1）学内実習施設に関して 

優れた点は、入学定員に対応できるよう、学内に心理臨床センターとして千里山および梅田に２つのカ

ウンセリングルームが整備されていることである。また、クライエントの便宜を図るため、学生の活動時

間の拡充ならびにケース担当時間の可能性を広げるために2012年度から心理臨床カウンセリングルーム
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（現：心理臨床センター）の開室時間を9:00～20:00と延長し、土曜日も開室していることである。 

さらに、学生の実習をサポートすることとセンターの円滑な運営のために、充実したスタッフ体制が整

っていることである（大学院基礎データⅢ-5）。 

2014年11月に心理臨床センターを開設するにあたり、関係諸機関に対して広報活動を積極的に展開して

きた結果、インテーク数が2014年度には92件、2015年度には166件、2016年度には173件、2017年度には

169件と増加している。１年間の述べ総面接件数も、2014年度には1,141件、2015年度には1,395件、2016

年度には1,920件、2017年度には2,048件と着実に増加している。インテーク数を増やすことで来談者数を

増やし、ひいては学生のケース担当数を増やすことにつながってきた（別添資料3-9）。加えて、梅田とい

う利便性の高い地域にカウンセリングルームを開設したことで、大阪の広域から利用者が集まることとな

り、広範囲の社会貢献ができている点や企業とも提携できている点も優れている。 

改善を要する点としては、梅田カウンセリングルームにおいて、遊戯療法室が１室しかないため、来談

者数の多い土曜日に、余裕がないことである。現在、臨時の遊戯療法室として、集団療法室を使用するな

ど最大限の工夫は加えているが、親子並行ケースはできるだけ千里山カウンセリングルームに誘導するな

ど、さらなる検討が必要である。なお、梅田カウンセリングルームはビルテナントであるために、拡充す

ることは難しい。 

また、センター開設時に、地域貢献の一環としての講演会開催や講座開催などを予定していたが、まだ

開催できていないことが大きい課題であり、１～２年のうちには実現させたい。 

（2）学内臨床実習に関して 

 梅田および千里山カウンセリングルームの２箇所の実習施設をもつことにより、３ケース以上の担当を

学生に体験させることができている点が優れている。また、１年次春から２年次秋まで適切な順序性を考

慮した臨床実習を積み上げ式に配置しており、実習施設の相談員やスーパーヴァイザーである非常勤講師

と緊密に連携しつつ専任教員が責任をもって学生全員にきめ細やかな目配りをもって指導にあたれている

点も優れている。 

 ２年次生のスーパーヴィジョンを担っている「学内施設臨床実習２」（通年２単位・必修科目）のクラ

スを、2012年度の10クラスから、2017年度は15クラスまで増設したことにより、１クラスあたりの受講者

数は２名以内となり、密度の濃いスーパーヴィジョンを行えるようになっている。 

 改善を要する点としては、2016年度入学生すべての学生に修了までに臨床心理面接を３ケース以上担当

させることはできたものの、１ケースあたり十分なセッション数がない場合もあり、時間数として十分と

はいえない。さらなる実習充実をはかるための方策として、以下の３点を考えている。 

① 学生が担当しやすいケース（子ども～青年期など）のインテーク件数を増やせるように、関係諸機

関との連携を引き続き深めるとともに、保護者や学校関連等スタッフを対象とした講演会を開き、セ

ンターの存在をさらに広報すること。 

② 初回来談者の継続面接への動機付けを十分にはかってから学生に担当させるなど、インテーク時の

オリエンテーションを充実させること。 

③ 学生がケースを担当し始める時期を、現在の１年次12月頃から徐々に繰り上げていくこと。 

（3）学外実習施設に関して 

優れた点は、本専攻の方針としての３コース制にのっとり、１年次秋学期から３領域に関わる系統的で

順序立った実習施設が充実して配置されている点である。また、２年次の専門実習においても種類の異な

る数多くの施設を配置することで、できるだけ学生の希望に即した実習施設を選択することができている

点も優れている。 

 改善を要する点としては、すべての学生が、三大領域（医療・保健、教育、福祉）の実習施設において

実習をしているわけではなく、福祉施設における実習ができていない者がいる。今後は、公認心理師養成

も同時に行っていくため、コース制そのものを見直し、学生全員に対して５領域における実習を可能にで

きるよう、さらなる実習施設の確保と充実を検討していきたい。 

（4）学外臨床心理実習に関して 

優れた点は、１年次秋学期から４領域に関わる基礎的な学外実習を開始し、２年次には本専攻の方針と

しての３コース制にのっとった専門実習を行うという独自性があり、なおかつそれが系統的で順序立った
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学外臨床心理実習として成立している点である。学外実習施設に非常勤講師を置いていること、専任教員

と非常勤講師および現地指導者が連絡を緊密に行っていることにより実習指導体制が充実していることも

優れた点である。 

改善を要する点としては、実習内容の微修正とさらなる質の向上であろう。そのためにも、学外指導者

連絡会議や日常的な連絡交流のなか、専任教員は常に学外指導者とともに実習内容を検討し、また学外指

導者同士の情報交換を活発化させることによって、実習内容の質の向上に努めていく必要がある。 

また、今後、公認心理師養成への対応も行うため、学外実習の内容や配置や時間数をはじめ、コース制

についての見直しを検討しているところである。 

（5）実習関連会議に関して 

評価基準にはないが、本専攻の優れた点として特筆すべきは、授業期間中ほぼ毎週２～３時間、実習関

連会議を開催していることであろう。学内外実習に関わる主な専任教員（実務家教員２名、研究者教員２

～３名）が定期的に参加し、さまざまな情報を共有し、各実習の進捗状況や各学生の特徴・学習進度など

を把握できるようにしている。また、臨床実習系科目の評価を最終決定する場面としても機能している。

本会議の開催が、学内外実習の円滑な運営に大いに役立っている。 
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第４章 学生の支援体制【項目4-1 学習支援】 

基準4-1-1 

 学生が在学期間中に教育課程の履修に専念できるよう、また、教育課程上の成果を上げるために、評

価対象大学院の目的に照らして、履修指導の体制が十分にとられていること（レベル１）。 

＜基準4-1-1に係る状況＞ 

 本専攻では、専門職課程の履修に専念でき、教育成果をあげるための学習支援の体制を構築している。基

本原則として、本専攻の教育に携わるすべての教職員が、学習相談や履修相談に応じる体制をしいている。 

１年次には、入学時に履修ガイダンス・実習ガイダンスを実施し、履修に関する注意事項や実習に臨む

姿勢などを十分に理解できるよう配慮している。また、各種臨床実習開始前や秋学期開始時など、学生の

学習状況や実習の進度にあわせて、２年間を通じて実習や履修、進路などに関するガイダンスを13回開催

している。特にコース選択、学外臨床実習施設や２年次の履修科目等については、履修・実習ガイダンス

を実施したうえで、さらに個別面談を行い決定している（大学院基礎データⅣ-4：ガイダンス年間スケジ

ュール）。 

履修ガイダンスは、実習の流れや修得すべき授業科目等について臨床心理専門職大学院要覧を参照しな

がら丁寧に説明している。１年次は必修科目が多いため、選択できる科目は限られてはいるが、履修相談

等も随時、受け付けを行っている。また、履修登録の際にはWEB上で学生の履修できる科目等、履修に必

要な情報が提示され、シラバスを閲覧できるようになっている。２年次の履修については、コース選択を

行い、それをふまえて学外実習を行う各施設専門実習の実習先及び履修科目を決定するという手順になっ

ている。まず学生が自分の課題や将来の進路、適性等を検討してコース志望届を提出し、ガイダンスや教

員との面談を通じてコース及び実習先を決定する。さらに講義科目等も含めた２年次の履修科目について、

学外実習等のスケジュールも勘案したうえで、学生と教員が面談を実施し決定している。 

実習ガイダンスについては、まず入学時に、学内実習の主な施設である心理臨床センターについて現場

見学も含めてガイダンスを実施している。その後は、各種臨床実習開始時など、学生の学習状況や実習の

進度にあわせて、年間を通じて実習ガイダンスを実施している。 

また、進路オリエンテーションについては１年次・２年次にそれぞれ１回ずつ開催しており、その際に

は修了生の進路情報に関する資料を提示し、キャリア支援を行っている。 

なお、臨床実習の指導や、実習を通じて生じる学生のストレスや諸問題への対応については、学内臨床

実習及び学外臨床実習ともに指導・相談体制を構築している。すなわち学内臨床実習については、少人数

クラスである「学内施設臨床基礎実習」「心理実践実習Ⅰ（学内施設臨床実習１）」「心理実践実習Ⅲa（学

内施設臨床実習２）」の担当教員がスーパーヴィジョンや指導・助言を行っている。加えて、「プラクティ

カル・ソリューション１～４」の担当教員にも随時、相談することができるよう配慮している。学外臨床

実習については、実習施設に配置されている非常勤講師や臨床心理士等が現地で指導・助言を行っており、

各コース担当の専任教員が学内で指導を補完し、さまざまな相談に応じている。 

 

第４章 学生の支援体制【項目4-1 学習支援】 

基準4-1-2 

 目的及び教育課程上の成果を実現する上で、教員と学生とのコミュニケーションを十分に図ることが

できるよう、学習相談、指導・助言体制の整備がなされていること（レベル１）。 

＜基準4-1-2に係る状況＞ 

 専任教員のオフィス・アワーの曜日と時間帯を学期の始めに決定し、学生へ周知している（大学院基礎

データⅣ-4）。 

また「プラクティカル・ソリューション１～４」の授業において、各自の課題や学生生活上の問題、並

びにキャリア・ガイダンスを適宜、行っている（別添資料4-1：プラクティカル・ソリューション１ ２ ３ 

４における相談活動記録簿）。特に１年次春学期に開講される「プラクティカル・ソリューション１」は

必修科目としており、すべての新入生が臨床心理専門職大学院での学習や実習に早期に適応できるよう３
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～４名程度の少人数で、個別指導に近い形でのきめ細かな指導を行っている。 

さらに学期ごとに授業への取り組みや自学を含めた学習状況を学生が個々に振り返る機会を設け、「プ

ラクティカル・ソリューション１～４」の担当教員と学生が個別に課題を確認し、目標を明確にもって学

習に臨めるよう支援している（別添資料3-3：2017年度「学内施設臨床基礎実習」ふり返りシート）。 

学内の臨床実習においては、２～５名程度の少人数クラスであることから、授業時間内に担当教員との

実務に関する密なコミュニケーションがはかられており、加えて学期ごとに実習における学習状況を個別

に確認し、不足があれば補完するなど課題を明確にするよう配慮している（別添資料3-4：「学内施設臨床

基礎実習」成績評価シート、別添資料3-5「学内施設臨床実習１」成績評価シート、別添資料3-6「学内施

設臨床実習２」成績評価シート）。 

また、本専攻において相談担当教員を男女１名ずつ配置している。 

このように、さまざまな教員が学生の個別相談に柔軟に応じることができる体制をしいており、学生は

個々の目標を明確に意識しながら課題に取り組んでいる。 

なお本専攻の９名の専任教員には16.7㎡～20㎡の個人研究室が１人に１室配備されており、学生との面

談等ができるように応接セット等が備えられており、施設面でも配慮されている。 

 

第４章 学生の支援体制【項目4-1 学習支援】 

基準4-1-3 

 各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること（レベル２）。 

＜基準4-1-3に係る状況＞ 

臨床心理専門職大学院の性質を鑑みて、教育補助者（TA）は臨床心理士の有資格者あるいは、同等の専

門知識・技能を有する者が望ましいと考えており、心理臨床学専攻会議において担当資格について審議し

たうえで採用を決定している。2018年度には２科目（「心理援助応用特別演習」「地域臨床心理学特別演

習」）に教育補助者（TA）の配置を予定しており、いずれも臨床心理士の有資格者である。また専門職大

学院事務職員や授業支援ステューデントアシスタント（SA）による機材や教材の準備、及び器具の貸与と

管理などは常時行われている。 

 

第４章 学生の支援体制【項目4-1 学習支援】 

基準4-1-4 

 多様な経験を有する社会人等を受入れた場合、その基礎学力を補うための対策が講じられていること

（レベル１）。 

＜基準4-1-4に係る状況＞ 

 本専攻では開学以来32名の社会人経験者を受け入れている。なお、社会人入試は実施しておらず、いず

れも一般入試で入学していることから、基礎学力はその他の入学生と同等に有するものとして社会人経験

者への特別な対策は行っていない。ただし入学後、基礎学力に不足がある場合は、それを補うために「プ

ラクティカル・ソリューション１～４」の担当教員がオフィス・アワー等を通じて個別指導を行うことが

できる。また本学社会学部及び文学部には、心理学系の科目が多数開設されており、必要に応じて履修す

ることが可能である。 

 また、実習科目については、積み上げ式のカリキュラムを設定しており、学期中や学期末に、社会人経

験者を含めて全ての学生の技能の習熟度を担当教員全員で討議し評価している。評価内容については、学

生個別にフィードバックを行い、現在の課題を明確にして学習内容や学習方法などの指導を行っている。 
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第４章 学生の支援体制【項目4-2 生活支援等】 

基準4-2-1 

 学生が在学期間中に教育課程の履修に専念できるよう、学生の経済的支援及び修学や学生生活に関す

る相談・助言・支援体制の整備に努めていること（レベル２）。 

＜基準4-2-1に係る状況＞ 

 専門課程における学習に専念できるように、経済的支援及び生活面での支援はきわめて重要である。特

に専門職大学院は授業数が多く、アルバイトをしながら修学することが困難である。そこで本専攻では、

奨学制度として心理学研究科心理臨床学専攻（臨床心理専門職大学院）給付奨学金を設けて支援している。

2018年度は10名が給付奨学金の対象となり、学費の全額相当２名、半額相当８名が給付を受けている（大

学院基礎データⅣ-2）。また、公益財団法人小野奨学会の給付奨学金や、日本学生支援機構の貸与奨学金

を利用することができる（大学院基礎データⅣ-1）。この他にも、緊急・応急奨学金制度や教育ローン制

度を設けて、経済的な支援を行っている（大学院基礎データⅣ-1）。 

 さらに生活面の支援に関しては、すべての教職員が窓口となり、相談・助言を行うように心がけている。

大学内には、各種の専門相談機関が設置されており、保健管理センターは健康相談を、心理相談室が心理

相談を、ハラスメント相談室が各種のハラスメントの相談を受け付け、各種の相談に対応している。また、

専門職大学院事務グループには専任事務職員及び定時事務職員などが配属され、各種手続きや日常生活の

相談などに応じている。なお、心理相談室への本専攻生の来談があった場合には、守秘はもちろん多重関

係が発生しないように配慮している。 

 

第４章 学生の支援体制【項目4-3 障害のある学生に対する支援】 

基準4-3-1 

 身体に障害のある者に対して、受験の機会を確保するとともに、施設及び設備の充実を含めて、学習

や生活上の支援体制の整備に努めること（レベル２）。 

＜基準4-3-1に係る状況＞ 

 障がいのある学生に対する支援に関しては、本専攻だけでなく、大学全体として取り組んできたが、

2013年４月に学生相談・支援センターが開設され、身体障がい並びに発達障がい等への支援が強化され、

障がいに応じた修学支援や生活上の支援体制が一層拡充された（大学院基礎データⅣ-8）。また、建物の

バリアフリー化や点字ブロックの設置に関しては、ほぼ全館で進められている。身体障がいのある受験生

に対しては、それぞれの障がいに応じた支援を行い、受験の機会を確保している。なお、2017年度には、

身体障がい等を有した受験生からの出願があり、事前に面談を行い、学生の状況、希望等を確認するとと

もに設備、授業内容等の説明を行ったが、結果として入学はなかった。今後、このような学生の受験ある

いは入学がある場合には、設備面だけでなく、教育支援に関する人的支援等の配慮にも努めたい。 

 

第４章 学生の支援体制【項目4-4 職業支援（キャリア支援）】 

基準4-4-1 

 学生支援の一環として、学生がその能力及び適性、志望に応じて、主体的に進路を選択できるよう

に、必要な情報の収集・管理・提供、ガイダンス、指導、助言に努めていること（レベル２）。 

＜基準4-4-1に係る状況＞ 

 本専攻の特色の１つは、学生の将来の進路に応じた専門教育である。１年次は、全員がほぼ同じ授業を

履修し、臨床心理専門職業人としての基礎的な専門技能を習得していくが、２年次からは各自の進路に応

じて、学校・教育、医療・福祉、産業・キャリアの各コースに分かれて、各領域で即戦力となれるように

教育が進められる。このような将来の進路を見据えた教育を行うためには、キャリア・ガイダンスを適切

に行う必要がある。またインターンシップ制度と同様に、さまざまな臨床現場を早期に体験させることも

重要であろう。本専攻では、１年次の秋学期に、教育系・医療系・産業系の臨床現場を巡回しながら早期
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体験を行う「心理実践実習Ⅱ（学外施設臨床実習）」を必修科目としている（大学院基礎データⅢ-10-1、

Ⅲ-10-2）。また、進路オリエンテーションを１年次及び２年次に開催し、さまざまな進路について時期に

応じた情報提供を行っている（大学院基礎データⅣ-9）。学生が利用している自習室には求人情報を綴じ

たファイルを備え付け、自由に閲覧できるようにしている。さらに、公務員心理職の採用試験を目指す学

生に対しては、本学エクステンション・リードセンターの心理職対策講座の受講を促している。また、大

学全体としてはキャリアセンターが設置されており、キャリア相談の専門相談員が対応している。修了時

には、進路及び連絡先を専門職大学院事務室で把握し、臨床心理士試験の結果や進路等の情報収集等にお

いて連絡・連携を密にするよう努めている。また、修了生を対象とした臨床心理士試験対策講座（全12回）

を開講しており、修了後も継続的な支援を行っている。 

 また、関西大学の卒業生及び修了生で構成されている校友会組織の関西大学臨床心理士会（2018年５月

現在、会員数415名）に、在学生は準会員として参加し、さまざまな臨床現場で活躍している諸先輩と研

修会を通じて交流し、知識や技能の向上に加えてより実際的な臨床心理業務を知る機会を得ている。修了

後には同会に正会員として参加し、継続して研修を受ける機会が得られる。 

 

 

第４章 学生の支援体制 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

 教員が学生とのコミュニケーションを重視しながら、学生個々の課題や進路など、学生生活で生じるあ

らゆる困難について対応できる相談体制を構築している。本専攻内には相談担当教員を２名配置し、全て

の専任教員がオフィス・アワーを確保し、さらに「プラクティカル・ソリューション１～４」の授業内で

も相談活動が行われるなど、全ての学生に複数の相談窓口が確保されている。ただし、学生の相談に応じ

るための専用の部屋は設置されておらず、教員が個人研究室等で対応をしている。今後は学生の相談に応

じる部屋の設置について検討していきたい。 

教育成果をあげるための学習支援体制については、臨床心理士の有資格者をTAとして一層活用すること

で授業の充実を図りたい。 

また、経済的支援の強化を図るために、今後は学内だけでなく各種団体の奨学制度などの適用も考慮し、

受給率の向上に努めたい。 

キャリア支援に関しては、本学の心理相談室にて、修了生を毎年３～７名程度ピア・カウンセラー（非

常勤）として採用しており、雇用の創出にも努めている。今後は、さらに就職先の開拓を行っていきたい。 
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第５章 成績評価及び修了認定【項目5-1 成績評価】 

基準5-1-1 

 学修の成果に係る評価（以下、「成績評価」という）が学生の能力及び資質を正確に反映する客観的

かつ厳正なものとして行われており、次に掲げるすべての基準を満たしていること（レベル１）。 

（1）成績評価の基準が設定され、かつ、学生に周知されていること。 

（2）当該成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていることを確保するための措置がとられてい

ること。 

（3）成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されていること。 

（4）期末試験を実施する場合には、実施方法についても適切な配慮がなされていること。 

＜基準5-1-1に係る状況＞ 

（1）成績評価の基準が設定され、かつ、学生に周知されていること 

関西大学大学院心理学研究科心理臨床学専攻学則第16条に基づいて、成績評価のランクはいずれの科目

も「100～90点（秀）、89～80（優）、79～70（良）、69～60点（可）」とし、60点未満を不合格としている

（大学院基礎データⅤ-1：成績評価方法、成績評価結果（2018年度臨床心理専門職大学院要覧））。成績評

価の方法やその基準については、科目ごとにシラバスに明示し、学習ガイダンス（オリエンテーション）

や授業内での告知を行って学生に周知するが、成績ランクの分布については、科目ごとに到達目標を設定

し、その達成度を評価する絶対評価を行っており、科目の到達目標の達成度合いによって分布のあり方は

一定でない。 

また、本専攻では、講義系科目、演習系科目、技能実習系科目、臨床実習系科目それぞれの授業形態に

応じて成績評価の要素をガイドラインで提示している（大学院基礎データⅤ-1：シラバス「成績評価の方

法・基準」の表記について（ガイドライン））。この指針に沿ってシラバスを作成しており、授業科目の性

質を鑑みながら、学生周知のもとで、試験、出席状況、レポートなど複数回に渡る多様なデータを用いて

成績評価を行っている。 

（2）当該成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていることを確保するための措置がとられている

こと 

評価基準に則って正確に評価がなされるように細心の注意を払っており、全ての授業科目で成績評価シ

ートを作成している（別添資料5-1：成績評価シート見本１）。演習、実習系科目などの複数の教員が担当

する科目では、成績に関わる複数のデータを共有しながら合議して成績評価を行っている。特に臨床実習

系科目については、実務家、研究者に関わらず多数の教員が担当することから、評価基準などを記した成

績評価シート（別添資料5-2：成績評価シート見本２）を用いて学生の能力及び資質が確実に評価される

ようにするとともに、実習関連会議において査定の機会を設けている。実習関連会議は実務家教員２名、

研究者教員２名から３名が参加しており、臨床実習におけるケース配置といった授業運用上の日々の課題

に対処することに加え、学生の学習状況を相互に確認したり、臨床実習の内容の充実やそれを担保したり

するための他の授業科目との連携など授業カリキュラムのあり方についても議論を行っている。この会議

において、臨床実習系科目の各担任者の評価について偏りや不整合の有無に関してチェックをし、最終的

には合議により成績評価を確定している。 

成績評価について説明を希望する学生に対しては、担当教員が説明にあたることはもちろんのこと、定

期試験を行う場合にはその時間割に疑義を申し出る機会があることを明示し、成績評価の結果について、

個別にその評価の根拠を示す制度を設けている（別添資料5-3：平成29年度秋学期臨床心理専門職大学院

試験時間割表）。また定期試験の採点の際に客観性や公平性を損なわないために、解答用紙は当該学生の

学籍番号や氏名などを伏せて採点できるように配慮している。さらに後述するFD委員会において、科目ご

とあるいは複数クラスに分割する科目の担当者ごとの採点分布に関するデータを明らかにしており、関係

教員間で共通の理解のもと評価の基準に沿って成績評価がなされているかを確認している（大学院基礎デ

ータⅥ-1：ファカルティ・ディベロップメントに関する委員会や講演会に関する資料）。 

（3）成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されていること 

 定期試験及びそれに代わる論文（レポート）を行った時には、成績評価の基準並びに成績分布などを学
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生に開示している。また成績発表後、臨床実習系科目については成績評価シート（前出別添資料5-2：成

績評価シート見本２）に基づいて関連情報のフィードバックを個別に行うとともに、その他の授業科目全

般についても、「プラクティカル・ソリューション１～４」の担任者が、評価上の数値では表れにくい学

習成果や今後の課題について学生との共通認識を持つべく授業全般の振り返りシート（別添資料4-2：授

業全般の振り返りシート見本）を使用して個別面談を行っており、成績評価に関する双方向性のフィード

バックシステムを構築している（別添資料2-3：学生へのフィードバックシステムと担当表）。 

（4）期末試験を実施する場合には、実施方法についても適切な配慮がなされていること 

 病気、その他の事情により単位認定に関わる試験を受験できなかった者で、その事由が正当であると認

められた者に対しては追試験を行うこととし、その旨をあらかじめ明示している。追試験受験希望者は、

証明書（医師の診断書等）及び「定期試験欠席届」を提出する。追試験受験者の成績評価基準は、通常の

定期試験受験者と同様の成績評価基準により採点し、受験者が不当に利益または不利益を受けることのな

いように配慮している。なお本学では成績評価の厳密性を保つ観点から、定期試験において合格点に達し

なかった者に対する再試験は行っていない（別添資料5-3：平成29年度秋学期臨床心理専門職大学院試験

時間割表）。 

 

第５章 成績評価及び修了認定【項目5-1 成績評価】 

基準5-1-2 

 学生が在籍する評価対象大学院以外の機関における履修結果をもとに、評価対象大学院における単位

を認定する場合には、教育課程の一体性が損なわれていないこと、かつ、厳正で客観的な成績評価が確

保されていること（レベル１）。 

＜基準5-1-2に係る状況＞ 

関西大学大学院心理学研究科臨床心理学専攻学則第11条に基づき、本専攻が教育上有益と認めるときは、

学生が他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を、本専攻において修得した単位とし

て認定する制度を設けている（大学院基礎データⅤ-2：修了に必要な修得単位数など、修了要件、修了認

定に関して定めた規則（2018年度臨床心理専門職大学院要覧））。 

これを適用する場合は、公益法人日本臨床心理士資格認定協会の第一種、第二種指定大学院、あるいは

他の臨床心理専門職大学院で修得された単位に限定している。可否の手続きと認定方法は、単位の認定を

申し出た学生に、単位修得証明書及び単位修得先の大学院が公表している当該科目の詳細なシラバスなど

の提出を求め、この資料に基づいて本専攻の独立運営にあたる最高の意思決定機関である心理臨床学専攻

会議において、教育課程の一体性の観点から、対象科目は基幹科目となっていないか等を鑑みて慎重に審

議し、認定の可否を決定する。 

 

第５章 成績評価及び修了認定【項目5-2 修了認定】 

基準5-2-1 

 専門職大学院の修了要件が、次に掲げるすべての基準を満たしていること（レベル１）。 

（1）２年（２年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該

標準修業年限）以上在籍し、44単位以上を修得していること。 

 この場合、次に掲げる取扱いをすることができる。 

ア 教育上有益であるとの観点から、他の大学院（他専攻等を含む。）において履修した授業科目

について修得した単位を、20単位を超えない範囲で、評価対象大学院における授業科目の履修に

より修得したものとみなすこと。 

イ 教育上有益であるとの観点から、評価対象大学院に入学する前に大学院において履修した授業

科目について修得した単位を、アによる単位と合わせて20単位を超えない範囲で、評価対象大学

院における授業科目の履修により修得したものとみなすこと。なお、当該単位数、その修得に要

した期間その他を勘案し、１年を超えない範囲で評価対象大学院が定める期間在学したものとみ 
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 なすことができる。 

（2）次のアからウまでに定める授業科目につき、それぞれアからウまでに定める単位数以上を修得して

いること。 

ア 臨床心理学基本科目     16単位 

イ 臨床心理展開科目      18単位 

ウ 臨床心理応用・隣接科目   10単位 

（3）(1)及び(2)を踏まえて、総合的に判定が行われること。 

＜基準5-2-1に係る状況＞ 

（1）標準修業年限と修了に要する単位数など 

本専攻の修了要件は、関西大学大学院心理学研究科心理臨床学専攻学則第７条及び18条に２年以上在学

し、所定の単位（48単位）を修得した者をもって、課程を修了したものとし、専門職学位を授与すると規

定されている（前出大学院基礎データⅤ-2：修了に必要な修得単位数など、修了要件、修了認定に関して

定めた規則（2018年度臨床心理専門職大学院要覧））。 

また第10条に入学前の既修得単位等の認定、第11条に他の大学院における授業科目の履修及び単位認定

があり、第12条に前２条の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、合わせて20単位を超

えないものとするとの規定がある。これらはいずれも教育上有益であるとの観点から行われる措置であり、

公益法人日本臨床心理士資格認定協会の第一種、第二種指定大学院、あるいはその他の臨床心理専門職大

学院で修得した単位に限定している。可否の手続きと認定方法は先に述べたとおりである。 

（2）授業科目の修了要件等 

授業科目の修了要件については、関西大学大学院心理学研究科心理臨床学専攻学則別表（第７条関係）

等に規定されており（前出大学院基礎データⅤ-2：修了に必要な修得単位数など、修了要件、修了認定に

関して定めた規則（2018年度臨床心理専門職大学院要覧））、該当個所を抜粋すると下記のとおりである。 

以下の科目を含め48単位以上を修得しなければならないものとする。 

・ 基本科目群18単位 

・ 発展科目群の心理実践実習Ⅲa（学内施設臨床実習２）、臨床心理事例研究演習１・２、学内臨床カ

ンファレンス実習１・２及びプラクティカル・ソリューション１ 計10単位 

・ 応用科目群の心理アセスメント系、心理療法系、地域臨床系からそれぞれ１科目２単位 

・ コース別の選択必修科目から、発展科目群６単位以上、応用科目群４単位以上を含む10単位以上。

なおこの単位には(3)により修得した単位を含むことができる。 

また、応用科目群からは、心理実践実習Ⅳ（医療・福祉施設専門実習１）・心理実践実習Ⅴ（医

療・福祉施設専門実習２）、産業施設専門実習１・２、又は教育施設専門実習１・２のいずれかを

修得しなければならない。 
 

基本科目群の「臨床心理学原論１・２（講義 各２単位）」の合計４単位を必修としている。 

臨床心理査定の授業科目としては、「心理的アセスメントに関する理論と実践（心理アセスメント演習）

（演習２単位）」を必修とし、応用科目群の「プロジェクティブ・テクニック演習（演習２単位）」「神経心

理学的アセスメント演習（演習２単位）」のいずれか１科目を選択の上、必修としている。また技能実習

系として、「心理アセスメント実習（技能実習２コマ 本学では１単位）」を必修科目としている。したが

って臨床心理査定の単位としては、演習系２科目４単位と技能実習系１科目１単位（２コマ）が必修とな

っている。 

臨床心理面接としては、「心理支援に関する理論と実践（心理療法演習）（演習２単位）」を必修とし、

応用科目群の「フォーカッシング指向心理療法演習（演習２単位）」「心理援助応用特別演習（演習２単

位）」のいずれか１科目を選択の上、必修としている。また技能実習としては、「心理療法実習（技能実習

２コマ 本学では１単位）」を必修科目としている。したがって臨床心理面接の単位としては、演習系２

科目４単位と技能実習系１科目１単位（２コマ）が必修となっている。 

さらに臨床心理地域援助としては、「家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践

（地域臨床心理学演習）（演習２単位）」を必修とし、応用科目群の「地域臨床心理学特別演習（演習２単
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位）」「地域支援ファシリテーション特別演習（演習２単位）」のいずれか１科目を選択の上、必修として

いる。また技能実習としては「地域臨床心理学実習（技能実習２コマ 本学では１単位）」を必修科目と

している。また、２年次に配当されるコースごとの必修科目として「教育施設専門実習１（実習２コマ 

本学では１単位）」「教育施設専門実習２（実習２コマ 本学では１単位）」、「心理実践実習Ⅳ（医療・福

祉施設専門実習１）（実習４コマ 本学では２単位）」「心理実践実習Ⅴ（医療・福祉施設専門実習２）（実

習４コマ 本学では２単位）」、「産業施設専門実習１（実習２コマ 本学では１単位）」「産業施設専門実

習２（実習２コマ 本学では１単位）」が配置され、コースにそった２科目を選択の上、必修としている。

したがって臨床心理地域援助の単位としては、演習系２科目４単位と技能実習系１科目１単位（２コマ）、

臨床実習系２科目２単位（２コマを通年）または４単位（４コマを通年）が必修となっている。 

臨床心理事例研究については、「学内臨床カンファレンス実習１（実習２コマ 本学では１単位）」「学

内臨床カンファレンス実習２（実習２コマ 本学では１単位）」を１年次配当の必修科目とし、事例検討

を行う技術と技能を学習する。また「臨床心理事例研究演習１（演習２単位）」「臨床心理事例研究演習２

（演習２単位）」を必修科目とし、これら２科目を通じて学生はそれぞれが自験例に基づいて事例研究論文

を執筆し修了する。なお、臨床心理研究法に関して、「プラクティカル・ソリューション１～４（演習 

各２単位）」で研究指導を行い、「プラクティカル・ソリューション１」は必修科目としている。したがっ

て、臨床心理事例研究の単位としては、演習系２科目４単位、臨床実習系２科目２単位（２コマを通年）

が必修となっている。加えて、事例研究に限定されない臨床心理研究法の単位として、演習系１科目２単

位も必修となっている。 

上記のことから、基準の臨床心理学基本科目、臨床心理展開科目において必修とされるべき科目とそれ

らに関わる単位数は全て修了要件に具備している。また、学生はコース別選択必修科目を中心に、それぞ

れの関心に応じて科目を選択し、10単位以上を修得する必要があることから、本専攻の修了要件は適切で

ある。 

（3）修了認定 

修了学期の学期末において、心理臨床学専攻会議においてこれらの修了要件に各学生が総合的に該当す

るか否かを確認し、修了認定を行っている。なお、2016年度入学生30名全員が2017年度末に修了した。 

 

 

第５章 成績評価及び修了認定 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

成績評価については、可能な限り客観的で、かつ科目の性質に応じた合理的な方法を用いている。また

評価基準に則って正確に評価がなされるように細心の注意を払い、特に臨床実習系科目については、実務

家、研究者教員に関わらず多くの教員が担当することから、評価基準などを記した詳細な成績評価シート

を用いて確実に評価がなされるよう実習関連会議において査定を行っている。実習関連会議は実務家教員

２名、研究者教員２名から３名が参加しており、各担任者の評価に偏りなどがないか等をチェックし、最

終的には合議して成績評価を行っている。このように成績評価の行い方は優れていると考えられる。 

成績評価のフィードバックについては、学生に対して説明する制度を設けていると同時に、成績評価の

基準やこれらに関する情報を学生に積極的に提供するように努めている。定期試験を行う時には成績評価

の基準や成績分布などの情報開示を行うことはもとより、臨床実習系科目では成績評価シートを用いて情

報のフィードバックを行ったり、その他の授業科目全般についても、「プラクティカル・ソリューション

１～４」の担任者が、授業全般の振り返りシートを用いて学習成果や今後の課題について学生との共通認

識を持つべく個別面談を行っている。成績評価に関する双方向性のフィードバックシステムを構築し、開

示された情報が学習効果の促進をもたらすように工夫している。 
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第６章 教育内容及び方法の改善措置【項目6-1 教育内容及び方法の改善措置】 

基準6-1-1 

 教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が、組織的かつ継続的に行われていること（レ

ベル１）。 

＜基準6-1-1に係る状況＞ 

（1）教育内容及び方法の改善をはかるための組織 

 本学ではFD活動を支援する機関として、2008年に教育支援開発センターが発足し、授業評価アンケート

を行ったり、学生・院生参加型のFDフォーラムなどを実施したりして、教員の資質の維持と向上などに努

めている。本専攻でも、大学全体のFD活動などを利用し、新任教員オリエンテーションや教育メディアの

活用等、大学院の授業で効果があると判断されるFDプログラムに参加し研修を行なっている。 

また本専攻独自の取り組みとして、９名の専任教員全員と教務センター所属事務職員（１名）から構成

されるFD委員会を組織している（大学院基礎データⅥ-1：ファカルティ・ディべロップメントに関する委

員会や講演会等に関する資料）。このFD委員会は、本委員会に関する本専攻独自の内規に基づいて、組織

的かつ継続的に教育の内容や方法の改善を図るために、概ね月１回開催している（大学院基礎データⅥ-

1：ファカルティ・ディべロップメントに関する委員会や講演会等に関する資料：2018年度FD委員会関連

年間スケジュール予定表）。 

（2）教育内容及び方法の改善のための研修会等 

教育指導に関する研修については、他大学や臨床心理業務関連施設の専門家を招聘し、研修会を定期的

かつ継続的に実施し、教員の資質の維持・向上に努めている。昨年度は７月と12月に学外の著名な講師を

招聘し、障害のある学生に対する合理的配慮や実習のあり方、専門職大学院のカリキュラムについてなど

をテーマに研修会を行った。７月実施の際には国内研修のため１名が不参加となった以外は専任教員全員

が参加しており（大学院基礎データⅥ-1：ファカルティ・ディべロップメントに関する委員会や講演会等

に関する資料、添付資料5-4：2017年度FD活動報告書）、研修等に積極的な参加体制をとるべく努めている。 

（3）ピアレビュー 

昨年度、学期ごとに講義系、演習系、実習系の科目について実施した。実施した科目は各学期３科目ず

つであり、通年でみると、専任教員９名全員が授業担当者、授業参観者の両方の役割で参加している。ピ

アレビューの結果を参加教員同士で共有し、教育内容や教授方法について検討し、活用している（大学院

基礎データⅥ-1：ファカルティ・ディべロップメントに関する委員会や講演会等に関する資料、添付資料

5-4：2017年度FD活動報告書）。 

（4）ディベロップメント調査 

2012年度からの取り組みとして、学生に対する自己評価式のディベロップメント調査（大学院基礎デー

タⅥ-1：ディベロップメントに関するアンケート）を開発し、入学時から半期に一度、修了時期まで追跡

調査を行うこととした。ディベロップメント調査は、コミュニケーション技能、心理アセスメントに関す

る知識と技能、心理面接に関する知識と技能、地域援助に関する知識と技能、事例検討と事件研究に関す

る知識と技能、キャリアデザインの作成度といった専門職業人に必要な知識や技能などの学習がどの程度

進んでいるのかについて尋ねるものである。課程修了時の目標値を10として、現状を０～10のポイントスケ

ールで表わすと同時に、学習できている課題や今後取り組むべき課題を記入する自由記述欄も設けている。 

この調査には授業並びに指導の成果が学生の自己発展に確実につながっているのかを確認し、そうでな

い場合は教育内容や方法などの改善の手立てを探る資料とするねらいがある。昨年度末に定期的な調査を

行った結果、2016年度入学生が入学時から修了時まで、2017年度入学生は入学時から１年間までのデータ

の推移が明らかになった（別添資料5-4：2017年度ディベロップメント調査結果-1・2）。2016年度入学生

の結果をみると、コミュニケーション技能、心理アセスメントに関する知識と技能、心理面接に関する知

識と技能、地域援助に関する知識と技能、事例検討と事件研究に関する知識と技能、キャリアデザインの

作成度のいずれの領域でも、概ね自己評価のポイントが右肩上がりに推移しており、2017年度入学生も途

中経過ではあるが、同様の推移が認められる。この結果を本年度４月のFD委員会で取り上げ（大学院基礎

データⅥ-1：ファカルティ・ディべロップメントに関する委員会や講演会等に関する資料：2017年度FD委
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員会議事録）、教育課程での成果が学生の技能等の自己発展に順調に寄与していることを確認した。 

（5）FD活動報告書 

FD委員会は活動結果、改善結果、改善目標及びその取り組み状況に関し、FD活動報告書を作成し、冊子

等のメディアを通じて積極的に公開するように努めている。昨年度はディベロップメント調査の現状報告、

授業評価アンケートの結果、ピアレビューの実施報告、FD研修会に関する成果等を報告書として公開した

（添付資料5-4：2017年度FD活動報告書）。 

 

第６章 教育内容及び方法の改善措置【項目6-1 教育内容及び方法の改善措置】 

基準6-1-2 

 実務家教員における教育上の経験の確保、及び研究者教員における実務上の知見の確保に努めている

こと（レベル２）。 

＜基準6-1-2に係る状況＞ 

 本専攻においては、実務家教員では教育上の経験の確保、研究者教員では実務上の知見の確保を鑑みつ

つ、必修科目などの多くの基幹科目において授業を共同で担当している。例えば、臨床実習系科目の「学

内施設臨床基礎実習」では実務家教員２名と研究者教員４名が、演習系科目の「家族関係・集団・地域社

会における心理支援に関する理論と実践（地域臨床心理学演習）」では、実務家教員１名と研究者教員１

名が共同で担当している。また実務家教員３名のすべての者が講義あるいは演習系科目を受け持ち、研究

者教員６名のすべての者が実習系科目を担当している。このようにカリキュラムの編成や授業担当者を決

定する段階から、実務家教員の教育上の経験や研究者教員における実務上の知見を継続的に確保できるよ

うに配慮している。また論文研究指導についても、実務家教員と研究者教員が協働できるように、すべて

の専任教員が「関西大学臨床心理専門職大学院紀要」の編集委員となって、論文作成指導にあたっている。

さらに実務家教員と研究者教員の共同参加型のほぼ毎週開催される実習関連会議において、互いにそれぞ

れの立場から、教育上、実務上の経験や知見の維持・向上を図れるよう議論しながら情報共有に努めてい

る。またFD委員会において各教員の専門領域に関する実務や研究・教育の成果を公表する機会を適宜設け、

知見の補完を図ることに加えて、教員の資質の維持・向上のために、実務・研究の属性に関わらず専任教

員は国内外の研修及び研究の制度を利用することができるようになっている。本専攻の３名の実務家教員

に関しては、臨床実務経験が豊富であると同時に、大学等での十分な教育歴を有している。また研究者教

員に関しては、全員が病院等の常勤あるいは非常勤の前歴を有するものである。今後とも教員の資質の向

上を鑑みて、実務家教員に関しては教育研修への参加を促すとともに、研究者教員に関しては実務上の知

見を補完するために、臨床実践に携わるように促したい。なお研究者教員の全員が学内外の施設で、兼任

の心理相談員や非常勤の臨床心理士として活動している（別添資料6-1：専任教員の心理臨床活動）。 

 

第６章 教育内容及び方法の改善措置【項目6-1 教育内容及び方法の改善措置】 

基準6-1-3 

 教育の内容及び方法の改善を図るために学生による授業評価を行い、それを有効に活用すること（レ

ベル１）。 

＜基準6-1-3に係る状況＞ 

本専攻開設時から学生による授業評価アンケートを春学期末、秋学期末の年２回行っているが、2014年

度に設問の不備などを改めるとともに、以後は原則、全教員並びに全教科を対象にアンケートを行うこと

とした。ただし履修者が５名未満で、履修者と担当教員との関係性を損ないかねず、教育に支障をきたす

と判断される場合には、担当教員の申し出により調査対象科目から除外できることとしている。内容につ

いては、大学院基礎データⅥ-2（授業評価アンケート）に示すとおりであり、学生に対する発問や応答、

資料配布、板書、発声の仕方等の教育方法を含めた包括的なものとなっている。回答は５段階のポイント

スケールで答える方式をとっている。なお①～⑫までの設問は全科目で実施するが、これらの設問に加え

臨床実習系科目では⑬～⑰の項目を、技能実習系科目では⑮と⑯の項目を実施している。同時に自由記述
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が行える用紙を学生個々人がダウンロードできるようにし、回答の自由度を上げる工夫を行っている。い

ずれの方式でも回答者の匿名性を確保し、特に自由記述ではワープロによる回答を求めている。 

授業評価アンケートの結果は統計的分析を施して対象教員に即座に結果がフィードバックされるように

なっている（大学院基礎データⅥ-2：2015年度、2016年度、2017年度授業評価アンケート結果）。またア

ンケートの結果はFD委員会で報告され問題点が吟味されると同時に、共通する課題に関しては心理臨床学

専攻会議や実習関連会議などでも取り上げ、FD上の改善策やその実践方法について検討し、学習環境の整

備や実習施設の充実にもつないでいる。さらにこれらはホームページで公開された後、FD活動報告書とし

て公表し、経年の結果を追って検討できるようになっている（添付資料5-4：2017年度FD活動報告書）。 

2017年度は配当科目50科目のうち、49科目に授業評価アンケートを実施した。その結果を項目ごとに集

計すると以下のとおりである。 

 2017年度授業評価アンケート結果 49科目を対象とした項目ごとの平均値 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

平 均 点 4.48 4.48 4.55 4.62 4.42 4.49 4.70 4.57 4.49 

標準偏差 0.28 0.32 0.36 0.27 0.32 0.28 0.20 0.31 0.29 

項目番号 ⑩ ⑪ ⑫ ⑬＊ ⑭＊ ⑮** ⑯** ⑰＊ － 

平 均 点 4.82 4.29 4.46 4.70 4.23 4.55 4.55 4.48 － 

標準偏差 0.15 0.36 0.34 0.18 0.31 0.25 0.26 0.36 － 

＊は臨床実習系科目の追加項目（対象科目数 12科目） 

**は臨床実習系及び技能実習系科目の追加項目（対象科目数 16科目） 
 

項目ごとの平均値の結果をみるとすべて４点を上回っており、授業の満足度を示す⑧の項目の平均値は

4.57と高い値になっている。各教員が授業評価アンケートの結果などを活用し、専攻全体で問題点を共有

しながら、FD活動に努めた成果と言える。 

なお、前回の認証評価（2013年度、公益財団法人日本臨床心理士認定協会）で改善が望ましい点として

設問⑰の平均値の低さについて指摘を受けたが、今回の結果をみると、4.48と高い値となっている。この

項目は臨床実習系科目における対象者との接触機会の満足度をみる項目であるが、ケース担当の科目であ

る「学内施設臨床実習２」に限ってみると、2015年度4.62点、2016年度4.80点、2017年度4.80点と高い値

で推移しており（添付資料5-4：2017年度FD活動報告書）、学生の多くはケース担当数に満足感を得ている

と考えられる。前述のとおり、心理臨床センターでは、来談件数が順調に増加しているが、今後も引き続

き来談件数の増加に努めていきたい。 

 

 

第６章 教育内容及び方法の改善措置 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

大学全体のFD活動などを利用し、新任教員オリエンテーションや教育メディアの活用等、大学院の授業

で効果があると判断されるFDプログラムに参加を促している。加えて本専攻独自の体制として、FD委員会

を組織し、組織的・継続的に教育内容の改善を目的に多面的な取り組みを行い、その結果などをFD活動報

告書の冊子を作成して公表している。本専攻が９名の専任教員から構成される少人数の組織であることか

ら、専任教員全員がFD委員会委員となり、各委員が日々の教育業務において教育内容並びにその方法の改

善に注力している。特に概ね月１回実施される定例のFD委員会だけでは扱いきれない教務上の問題などを

ほぼ毎週行われる実習関連会議で検討を加え、心理臨床学専攻会議やFD委員会に報告している。この実習

関連会議は常に実務家教員が２名、研究者教員２名以上が参加し、専攻長などが加わることもある。ここ

では実習に関する事柄はもちろんのこと、複数教員担当科目における授業内容の均質化、技能評価の行い

方、オリエンテーションのあり方、あるいは突発的に生じた授業展開における問題（気象警報発令時の臨

時的措置や感染症対策等）などについて、実務、研究それぞれの角度から議論し、即座に対応策を検討し

ている。また同時に実習関連会議は、それぞれの立場の教員が、実務、教育、研究の点でバランスのとれ

た資質を維持、向上する機会として機能していると評価できる。 

 一方で、本専攻の専任教員が少人数であるために、授業や専攻内外の会議のスケジュールが過密で、ピ
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アレビューやFD研修会などへの参加ができにくい点があるが、昨今の大学教育における課題を的確にとら

え、効果的な研修等を行えるよう心掛けたい。先述したように昨年度は大学教育分野における修学支援の

専門家を講師に招き、障害のある学生の修学支援や合理的配慮等について非常に有意義な知見を得ること

ができた。 

 またディベロップメント調査は同一学生における入学時から修了時までの追跡調査のデータが明らかに

なるので、学習の成果を確認し、不足がある場合の方策を考える上で有効と考えている。引き続き統計的

分析等を行って調査で捉えた臨床技能などの発展とその技能に関連する科目などとの関係性を明らかにし、

カリキュラムの改善などに役立てたいと考えている。一方、授業評価アンケートの結果は各教員やFD委員

会などでフィードバックされ、FD上の改善策やその実践方法について検討し、学習環境の整備や実習施設

の充実に寄与していると評価できる。今後はディベロップメント調査と授業評価アンケートなどをより効

果的に用いながら、学生の知識や技能の向上と授業展開の有り方などを考察し、カリキュラム編成の改善

などを図りたいと考えている。 
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第７章 入学者選抜等【項目7-1 入学者受入】 

基準7-1-1 

 公平性、開放性、多様性の確保を前提としつつ、教育の理念及び目的に照らして、アドミッション・

ポリシー（入学者受入方針）を設定し、公表していること（レベル１）。 

＜基準7-1-1に係る状況＞ 

 本専攻では、心理臨床学専攻学則第２条に専攻の目的を定めるとともに、アドミッション・ポリシー

（入学者受入方針）を設定し、大学及び臨床心理専門職大学院のホームページ、パンフレット、入学試験

要項、入試説明会等にて公表し、入学者選抜や入学後の教育等に活かしている。 

ホームページ、パンフレット等には、上記の他に教育理念及び教育方法、設置の趣旨、入学者選抜の方

法等が掲載されている。 

アドミッション・ポリシーでは、次の内容で臨床心理専門職業人をめざすために必要な素養・理念を示

している。 
 

臨床心理専門職大学院では、学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針に基づく教育を受けるこ

とのできる者として、次に掲げる知識・技能、思考力・判断力・表現力等の能力及び主体的な態度を備

えた入学者を広く受け入れます。 

１ 学士課程で専攻した心理学関係の広範な専門的な知識を修得している。 

２ ｢臨床心理専門職業人」を目指す目的意識を有している。 

３ 心の問題を有する人々への援助を行うことができる適性を有している。 
 
 入学者受け入れに関わる業務については、事務部門としては大学院入試グループが中心となり、学生募

集、入試実施等を行っている。臨床心理専門職大学院の専任教員は、入学試験問題の作成、面接試験等を

担当し、入学者の適性及び能力等の評価についての責任を担っている。 

 なお、入学者選抜に関しては、本専攻の専任教員により構成する心理臨床学専攻会議において、評価基

準に基づき審議を行い決定している。 

本専攻と大学院入試グループは、入試に関する年間計画、実施案、広報関連案の策定等について連携し

て協議・決定している。また、心理臨床学専攻会議において入学試験に関する議題の審議等を行う場合に

は、大学院入試グループ職員がオブザーバーとして出席している。 

 

第７章 入学者選抜等【項目7-1 入学者受入】 

基準7-1-2 

 入学者選抜がアドミッション・ポリシーに基づいて行われていること（レベル１）。 

＜基準7-1-2に係る状況＞ 

 本専攻では、公表しているアドミッション・ポリシーに基づき、筆記試験において 

学士課程で専攻した心理学関係の広範な専門的な知識を修得しているかを測り、面接試験において心理

学に関する知識及び「臨床心理専門職業人」を目指す目的意識や心の問題を有する人々への援助の適性等

を判断して総合したうえで評価している。 

なお、心理系学部のきわめて成績優秀の学生に適用される学内進学（早期卒業）及び指定校推薦入試に

ついては、在学中の学習状況により心理学の知識の状況については把握できるために、面接試験のみを実

施している。 

 

第７章 入学者選抜等【項目7-1 入学者受入】 

基準7-1-3 

 入学資格を有するすべての志願者に対して、アドミッション・ポリシーに照らして、入学者選抜を受

ける公正な機会が等しく確保されていること（レベル１）。 
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＜基準7-1-3に係る状況＞ 

 本専攻では、アドミッション・ポリシーを広く学外に公表し、これに基づき入学者選抜を行っている。 

 本専攻では、学内進学入試と一般入試でそれぞれ15人の入学定員を設けているが、その理由としては、

高度専門職業人を養成することを目的とした専門職大学院として大学院での２年間の教育だけでは不十分

であり、学部と大学院の一貫教育が必要であると考えている。このことは文部科学省に提出した臨床心理

専門職大学院設置認可申請書にも記載しており、学部・大学院の一貫した教育による優秀な人材の確保の

観点から学内入試を実施している。また、一般入試に際してもアドミッション・ポリシーにおいて心理学

の知識を要求し、優秀な人材の確保を目指している。 

なお、学内入試として約50％にあたる入学定員を設けているが、これは卒業見込者のみを対象としてお

り、卒業生及び学内試験の不合格者は一般入試を受験することになる。 

毎年、複数の学内進学入試の不合格者が一般入試等で入学しているが、本年度は学内入試の入学者は14

人であったが、10月に実施した学内進学（早期卒業）の志願者が例年に比べて極めて多く４人が入学する

こととなり、一般入試での入学者３人を加えて本学出身者が21人（70％）に達した。これは、これまでで

最も多かった2010年度の67.7％を上回ることとなった。 

本学出身者の入学者の割合は、2009年度の設置以来、33.3％～67.7％の間で推移してきたが、本年度に

ついては、例年になく学内進学（早期卒業）が極めて多かったことから、過去最高となったが、今後は入

学者に占める本学出身者の割合に注視していきたい。 

 

第７章 入学者選抜等【項目7-1 入学者受入】 

基準7-1-4 

 入学者選抜に当たっては、評価対象大学院において教育を受けるために必要な入学者の適性及び能力

等が適確かつ客観的に評価されていること（レベル１）。 

＜基準7-1-4に係る状況＞ 

 本専攻では、アドミッション・ポリシーに示している知識、目的意識、適性について、次のような方法

で評価している。 

 提出書類としては、入学志願者の適性、能力等を評価できるものとして、志望理由書、成績証明書及び

卒業（見込）証明書を提出させている。 

学内進学試験及び一般入学試験においては一次審査として筆記試験（40点）を実施し、心理学関係の学

部卒業程度の心理学の知識を求めている。なお筆記試験の一部に英語と精神医学の問題を組み入れており、

英語の読解力並びに精神医学の知識についても評価している。心理臨床学専攻会議において一次審査の合

格者を決定し、そのうえで二次審査として面接試験（60点）により心理学に関する知識及び「臨床心理専

門職業人」を目指す目的意識や心の問題を有する人々への援助の適性を判断・評価を行い、一次審査と二

次審査の合計100点満点により総合的に判断し、合格者を決定している。なお二次試験は、集団面接を採

用し、３名の試験官による評価を行っている。 

本学文学部及び社会学部で早期卒業の要件を満たす成績優秀学生を対象とする学内進学試験（早期入学）

及び一定の成績要件等を求めている指定校推薦入学試験においては、学力についてはその制度の趣旨から

出願資格を充たしていると判断し、面接試験（100点）により心理学に関する知識及び「臨床心理専門職

業人」を目指す目的意識や心の問題を有する人々への援助の適性を判断・評価している。 

なお、いずれの入学試験においても面接の評価方法は「臨床心理専門職大学院入学試験概要」（大学院

基礎データⅦ-3）のとおり、複数の教員による集団面接を行い、判断力、思考力、分析力、表現力等につ

いて、評価基準に基づきA～Eの評語による評価を行ったうえで点数換算をしている。 

なお、それぞれの入試の試験科目及び内容は（大学院基礎データⅦ-1）のとおりである。 
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第７章 入学者選抜等【項目7-1 入学者受入】 

基準7-1-5 

 入学者選抜に当たって、多様な経験を有する者を入学させるように努めていること（レベル２）。 

＜基準7-1-5に係る状況＞ 

 本専攻では、入学試験の種別としては学内進学及び一般入試のみを実施しており、社会人、留学生等を

対象とした入学試験は実施していない。 

これは、高度専門職業人を養成することを目的とした専門職大学院としては、学生に多くのケースを担

当させる必要があることから、できるだけ早い時期にクライエントを対象とした臨床実習を行う必要があ

り、そのためにアドミッション・ポリシーとして心理学関係の学部卒業程度の知識を要求し、そのうえに

専門職大学院の講義、演習、実習科目によるカリキュラムを構築している。従って、社会人等の多様な受

験希望者についても特別な選抜制度はとらずに一般入試の受験を課し、入学時の心理学、臨床心理学、英

語、精神医学に関する一定水準の知識の確保に努めている。 

 しかしながら、一般入試において一次試験の筆記試験（40点）の評価として、上記の一定以上の知識を

有していると評価された場合、第二次審査（60点）の面接試験において社会人の持つ実務経験や社会経験

等は、判断力、思考力、分析力、表現力等として評価されることが考えられる。 

 なお、社会人であるかどうかについては、入学時に実施する「文部科学省 学校基本調査・大学院活動

状況調査票」により把握している。社会人経験者は毎年入学しており、これまでに32名が入学している。 

また、多様な経験を有する者として、心理学関係の学部以外の出身者についても下表のような入学状況

であり、外国大学の出身者についても入学実績がある。 
 

 種別 人数：学科・専攻名等 

2018年度 

心理学以外の学部 ２人：法、生活科学 

その他の学部 ３人：教育、人間科学、発達教育 

外国大学 ０人 

2017年度 

心理学以外の学部 １人：法 

その他の学部 １人：総合社会 

外国大学 ０人 

2016年度 

心理学以外の学部 １人：経済 

その他の学部 ３人：教育、人間科学、社会、 

外国大学 ０人 

2015年度 

心理学以外の学部 ３人：生活科学、産業社会、商 

その他の学部 １人：人間科学、 

外国大学 ０人 

2014年度 

心理学以外の学部 １人：環境情報１ 

その他の学部 １人：発達教育１ 

外国大学 ０人 

2013年度 

心理学以外の学部 ２人：Arts１、国際文化１ 

その他の学部 ４人：教育２、文芸１、社会福祉１ 

外国大学 １人：Univ.of British Columbia（加） 

2012年度 

心理学以外の学部 ０人 

その他の学部 １人：社会１ 

外国大学 ０人 

2011年度 

心理学以外の学部 ２人：政策１、Arts１ 

その他の学部 ３人：教育１、人間社会１、社会１ 

外国大学 １人：LANGARA Co.（加） 

2010年度 

心理学以外の学部 ０人 

その他の学部 ４人：健康福祉科学１、人間福祉１、教育２ 

外国大学 ０人 

2009年度 

心理学以外の学部 ２人：英文１、フランス文１ 

その他の学部 ３人：社会福祉・教育・社会 

外国大学 １人：Thiel Co.(米) 
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第７章 入学者選抜等【項目7-2 収容定員と在籍者数】 

基準7-2-1 

 在籍者数については、収容定員を上回る状態が恒常的なものとならないようにすること（レベル１）。 

＜基準7-2-1に係る状況＞ 

 本専攻においては、在籍者数が収容定員を大きく上回ることのないように努めている。入学者の決定に

あたっては、入学希望者数を把握し調整しやすくするために、入学試験を複数回実施するとともに心理臨

床学専攻会議において慎重に入試査定を行うことにより、入学定員と入学者数に大きな乖離のないように

努めている。 

この結果、最近５年間では収容定員に対する在籍率では93.3～106.7％となっている。（大学院基礎デー

タⅦ-4） 

 

第７章 入学者選抜等【項目7-2 収容定員と在籍者数】 

基準7-2-2 

 入学者受入において、所定の入学定員と乖離しないように努めていること（レベル２）。 

＜基準7-2-2に係る状況＞ 

 入学者受け入れにおいて、所定の入学定員（30人）と乖離しないように努めている。 

 入学者募集にあたっては、大学院入試グループと連携・協力して、ホームページやパンフレットを作成

するとともに、大阪及び東京で入試説明会を実施することにより志願者の確保に努めている。 

また、入学者の決定にあたっては、入学希望者数を把握し調整しやすくするために、指定校推薦入試を

含め、入学試験を複数回実施するとともに心理臨床学専攻会議において慎重に入試査定を行うことにより、

入学定員と入学者数に大きな乖離のないように努めている。その結果、最近５年間では2017年度のみ90％

を割りこみ86.7％（26人）となったのを除き、93.3（28人）～100％（30人）の間で推移している。（大学

院基礎データⅦ-4） 

 

 

第７章 入学者選抜等 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

 優秀な人材の確保の観点から、学部と大学院の一貫教育を目指して学内入試を実施している。これにつ

いては、専門職大学院の目的とする高度専門職業人の養成のために必要であると考えており、文部科学省

に提出した臨床心理専門職大学院設置認可申請書にも記載している。学部・大学院の一貫した教育による

優秀な人材の確保が重要であるとの観点から学内入試を実施している。また、一般入試に際してもアドミ

ッション・ポリシーにおいて心理学の知識を要求し、優秀な人材の確保を目指している。 

なお、入試の種別として社会人や留学生等を対象とした入試は、前述の理由により実施していないが、

毎年、社会人や心理学関連以外の学部出身者、外国大学出身者等の多様な経験を有する者が入学している。 
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第８章 教員組織【項目8-1 教員の資格と評価】 

基準8-1-1 

 研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員が置かれていること（レベル１）。 

＜基準8-1-1に係る状況＞ 

本専攻の専任教員は９名（実務家のみなし専任教員である特別任用教授１名を含む）で、うち６名は臨

床心理学に関する研究業績を十分に有する研究者教員で、残りの３名は医療、教育、産業等の現場で長年

にわたる実務経験を有する実務家教員である。なお研究者教員も長年の実務経験を有している。教員の構

成は教授９名で、臨床心理士の有資格者は８名で残りの１名は精神科医である。男女の内訳は男性５名、

女性４名であり、年齢構成は60代４名、50代４名、40代１名となっている。これは2009年度の設置認可に

あたり、研究業績・実務経験豊富な教員を採用したためであり、今後、年齢分布の偏りを是正するように

人事を行う予定である。 

なお、専門職大学院設置基準で定める必要教員数は６名、うち実務家教員数２名であり、必要教員数を

充たしている。 

 臨床心理分野の授業科目の担任者については、2017年度に開講した全50科目のうち臨床心理士または医

師以外の教員が単独で担当する授業科目は２科目（「地域支援ファシリテーション特別演習」（発展科目）

及び「キャリア・カウンセリング特論」（応用科目））である。 

 必修科目である基本科目においては、12科目39クラスのうち11科目35クラスの担任者が臨床心理士の有

資格者で、２科目４クラスが医師である。臨床心理士及び医師のいずれの資格も有していない担任者は１

科目１クラス（「臨床心理学原論２」（臨床心理士との複数担任による授業科目））だけで、このうち法律

関連の専門性の高い部分を担当している。 

医師が担当する授業科目は、「精神医学」及び「学外施設臨床基礎実習」の２科目４クラスである。精

神医学の担任者は本専門職大学院の特別任用教授である。 

なお、「学外施設臨床基礎実習」においては、各施設において臨床心理士と一緒に指導にあたるととも

に本学の専任教員と連携して指導にあたっている。 

 発展科目においては、21科目68クラスの全ての担任者が臨床心理士の有資格者である。 

 応用科目においては、17科目49クラスのうち15科目46クラスの担任者が臨床心理士または医師の有資格

者である。残りのクラスについては、「地域支援ファシリテーション特別演習」の担任者はコミュニケー

ションの専門家であり、「キャリア・カウンセリング特論」については、心理学研究科の臨床系の専任教

員が担任している。また、「医療・福祉施設専門実習１」の１クラスの担任者は、社会福祉主事の資格を

有する特別養護老人ホームや介護支援施設等を有する社会福祉法人の実務家（施設長）であり、当該施設

において臨床心理士とともに指導にあたっている。 

本専攻の専任教員は、専攻分野について、教育上・研究上の優れた業績を有しており、また、医療、教

育、産業等の現場での実務経験を有している。 

３名の実務家教員については、27～35年の臨床経験を有しており、現在も実際の臨床現場での活動を行

うとともに、いずれの教員も本学着任以前に大学での教育歴を有している。このように必要に応じた臨床

心理の授業科目担任者を配置している。 

 

第８章 教員組織【項目8-1 教員の資格と評価】 

基準8-1-2 

 基準8-1-1に規定する教員のうち、次の各号のいずれかに該当し、かつ、その担当する専門分野に関

し高度の教育上の指導能力及び社会的・職業的倫理意識があると認められる者が、専任教員として置か

れていること（レベル１）。 

（1）専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

（2）専攻分野について、高度の技術・技能を有する者 

（3）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 
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＜基準8-1-2に係る状況＞ 

本専攻の教員は、専攻分野について、教育上・研究上の優れた業績を有している。また、医療、教育、

産業等の現場での実務経験を有している。 

３名の実務家教員については、26～34年の臨床経験を有しており、現在も実際の臨床現場での活動を行

うとともに、いずれの教員も本学着任以前に大学での教育歴を有している。 

また、３名の教員が心理学研究科博士課程後期課程の演習を担当している。 

本専攻の教員は、博士課程後期課程への算入を除き、他の学部や大学院の専任教員数に算入していない。 

社会活動等としては、臨床心理学関連学会の常任理事及び理事、並びに国際学会大会会長をはじめ、奈

良県の臨床心理士会会長、内閣府や地方自治体、裁判所の各種委員会委員や研修会講師、発達相談員等に

就任してきた。（大学院基礎データⅧ―10） 

実務家教員及び研究者教員に対するFD講演会の予算を計上しており、毎年実施している。 

なお、専任教員の研究業績、研究活動、社会活動等については、大学ホームページの学術情報システム

（http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/scholars_result.jsp） において、公表している。 

 

第８章 教員組織【項目8-2 専任教員の担当授業科目の比率】 

基準8-2-1 

 教育上主要と認められる授業科目（必修科目、選択必修科目）については、原則として、専任教授又

は准教授が配置されていること（レベル１）。 

＜基準8-2-1に係る状況＞ 

2017年度においては、必修科目18科目のうち、非常勤講師のみで担当している科目は１科目もなく、す

べて専任教員（教授）、または専任教員と非常勤講師の組み合わせで担当している。 

 

第８章 教員組織【項目8-3 教員の教育研究環境】 

基準8-3-1 

 教員の授業負担は、年度ごとに、適正な範囲内にとどめられるように努めていること（レベル２）。 

＜基準8-3-1に係る状況＞ 

 専任教員の授業単位数は、下表のとおりである（2017年度）。 

本専攻のみの単位数では、概ね20単位前後となっているが、学部担当及び博士課程後期課程を担当して

いる教員が概ね26単位を超えている状況にある。 

 これは、本専攻が学部及び博士課程後期課程との連携を重視していることから、専任教員がそれぞれの

授業科目を担当していることに起因している。 

なお、教員の負担軽減のため、本専攻は独立した専門職大学院の組織であるが、大学執行部と相談して、

全学的な委員会委員のうち本専攻の運営と関連の薄い委員会等について、委員を出さないことの了承を得

て、負担軽減を図っている。 

 臨床心理専門職大学院専任教員担当単位数 

氏 名 職名  
単位数 

学部 専門職M 後期課程 合計 

阿津川 令子 教 授 実務家 0 19 - 19 

池見  陽 教 授 研 究 4 19 - 23 

石田 陽彦 教 授 実務家 2 19 - 21 

岡田 弘司 教 授 研 究 14 20 - 34 

香川  香 教 授 研 究 2 22 - 24 

※ 北村 由美 教 授 研 究 6 9 - 15 

寺嶋 繁典 教 授 研 究 2 17 8 27 

中田 行重 教 授 研 究 8 25 8 41 

堺  景子 特別任用教授 実務家 4 4 - 8 

※ 2017年度前期研修員のため後期の担当授業のみ  
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第８章 教員組織【項目8-3 教員の教育研究環境】 

基準8-3-2 

 専任教員には、教育上及び研究上の職務を遂行するのに欠かせない心理臨床活動の時間が確保され、

それが業績として評価されていること（レベル１）。 

＜基準8-3-2に係る状況＞ 

 本専攻の専任教員は、全員が附属臨床施設である心理臨床センターのセンター長、副センター長または

運営委員であり、また、学生相談・支援センターが所管する心理相談室の室長や相談員の教員もいる。 

心理臨床センターでは、相談員及び本専攻の学生が来談者の相談に応じており、教員はそのスーパーヴ

ァイズ等にあたっている。また、センターでは心理臨床活動をもとに、紀要等に業績としてまとめあげる

こともある。また、学外での心理臨床活動についても、学外出講として認められている。 

 

第８章 教員組織【項目8-3 教員の教育研究環境】 

基準8-3-3 

 専任教員には、その教育上、研究上及び管理上の業績に応じて、数年ごとに相当の研究専念期間が与

えられるように努めていること（レベル２）。 

＜基準8-3-3に係る状況＞ 

 本学では教育職員の研究専念制度として、研修員制度、学術研究員制度を設けている。 

本専攻では、本制度を利用して2017年度春学期に１名国内大学等において研究に専念している。 

 

第８章 教員組織【項目8-3 教員の教育研究環境】 

基準8-3-4 

 専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため、必要な資質及び能力を有する職員が適切に置か

れていること（レベル１）。 

＜基準8-3-4に係る状況＞ 

 本専攻の附属施設である心理臨床センターには、梅田カウンセリングルーム及び千里山カウンセリング

ルームの２つの施設に２名の常勤嘱託及び10名の非常勤相談員（10名は臨床心理士の有資格者で、２名は

臨床心理学系博士課程修了及び単位取得者）が配属されており、１日あたり２～３名が来談者の面接、学

生が行う面談や報告書作成等の支援を行っている。 

教育上の支援としては、専門職大学院事務グループ及び尚文館授業支援ステーションが担っている。授

業支援ステーションでは、資料の印刷をはじめ授業等で使用するAV機器やパソコン等の設置・準備、利用

補助等の業務を行っている。 

また、入学試験の関連では、大学院入試グループが入学試験実施について専門的に携わっている。 

 なお、演習科目について、20名を超える授業科目については、クラス分割が難しい場合には担任者と相

談のうえTA等を配置する用意がある。また、臨床実習では１クラスの人数が１～５名程度であり、技能実

習についても10～15名程度であるので、実習関連の授業ではTA等の配備はしていない。 

 

 

第８章 教員組織 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

本専攻の専任教員は、研究者教員及び実務家教員のいずれも臨床心理学に関する研究業績を十分に有す

るとともに医療、教育、産業、福祉等の臨床現場における長年にわたる実務経験を有しているため、教育、

研究、臨床実務のいずれにおいても知識と経験を有している。また、兼担・兼任教員についても、臨床心

理士、医師や領域の専門家を必要性に応じて授業担当者として配置していることが優れた点といえる。 

ただし、学部や博士課程後期課程との連携を重視することから、授業負担が大きくなる教員があり、こ
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れについては改善していきたい。また、学生のスーパーヴィジョン等の臨床指導の負担が別途あることは

否めないが、心理臨床センターが梅田カウンセリングルーム及び千里山カウンセリングルームの２施設に

なり、それぞれの施設を管理するための常勤嘱託を２名としたことにより、スーパーヴァイズの負担を若

干なりとも軽減できると考える。 
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第９章 管理運営等【項目9-1 管理運営の独自性】 

基準9-1-1 

 教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独自の運営体制を有していること（レベル１）。 

＜基準9-1-1に係る状況＞ 

 本専攻は、大学院心理学研究科の一専攻として設置されているが、同研究科の他の専攻から独立した組

織として、「心理学研究科心理臨床学専攻学則」に規定され、同学則により運営されている。また本専攻

の重要事項並びに全学的な審議事項は教授会にあたる心理学研究科心理臨床学専攻会議を設置し、この会

議において審議されている。なお本会議の議決事項については、「心理学研究科心理臨床学専攻会議規程

第６条」に定められており、本専攻の人事に関すること、入学試験、学則、教育課程、学生の学籍、試験、

教育・研究に関する事項等の専攻に関する重要事項について審議、決定している。 

 また、本専攻は専門職大学院であることから、実践教育に重点を置いており、実務家教員２名、研究者

教員２～３名からなる実習関連会議を設置している。実習関連会議では、実習に関する事項を中心に、臨

床実習におけるケース配置といった授業運営に関する事項、カリキュラムのあり方や成績評価、授業評価

といった内容について検討を行っている。 

 

第９章 管理運営等【項目9-1 管理運営の独自性】 

基準9-1-2 

 管理運営を行うために適切な事務体制が整備され、配置された職員の研修に努めていること（レベル１）。 

＜基準9-1-2に係る状況＞ 

本専攻の管理運営を行う事務組織としては、法科大学院の管理運営とあわせて専門職大学院事務グルー

プ（法務・心理チーム）が執り行っている。 

専門職大学院事務グループには、専任・非専任あわせて39名の職員を配置している。うち心理臨床カウ

ンセリングルームについては、梅田及び千里山をあわせて相談員12名を含めて20名が携わっている。 

なお、専門職大学院事務グループの事務分掌については学校法人関西大学事務組織規程第48

条に規定されており、教育課程の編成や授業時間割の編成、学科試験に関すること、学籍に関

すること、履修・成績に関すること、入学、修了に関すること、教授会その他専門職大学院の

諸会議に関すること、その他専門職大学院の事務に関すること等を執り行っている。 

 また、職員に対する研修として①全職員共通基礎研修：「総合研修」「階層別研修」、②自己啓

発促進・支援研修：「啓発研修」「業務領域別研修」「共通能力向上研修」等の多様な研修を実施

しており、事務職員に求められる能力の継続的な啓発・向上に努めている。（別添資料9-1） 

 

第９章 管理運営等【項目9-1 管理運営の独自性】 

基準9-1-3 

 教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な財政的基礎を有していること（レベル１）。 

＜基準9-1-3に係る状況＞ 

 臨床心理専門職大学院の予算配分については、大学全体の基準に従って行われている。 

予算に含まれていない事業を実施する必要が生じた場合は、学長を通じて法人に要望を行い、折衝のうえ

必要な予算を確保するように努めている。 

本専攻への予算配分としては、2018年度1,644万円が計上されている。 

 このうち心理臨床センターに関するものは419万円である。ただし、これには相談員、定時事務職員の

人件費は含まれていない。 

なお、2017年度における心理臨床センターの相談料収入は、6,647,000円であった。 

学生が納入する学費のうち実験実習費（１人あたり90,000円）については、実習で使用するパソコンや

検査器具、検査用紙等の消耗品等の補充、実習受け入れ先への謝礼等の実験実習に必要な項目に支出され
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ている。 

また、教員が海外の学会発表等に出席する場合の予算として、専攻に10万円の予算措置がされており、

院生が学会参加等をする際の交通費や学会参加費等として１人あたり年間２万円を上限に補助がある。 

なお、上記の専攻の予算以外に専任教員の個人研究費として、１人あたり年額51万円が支給され、学会

出張旅費や図書・消耗品購入等の使途にあてられている。 

 

第９章 管理運営等【項目9-2 自己点検評価】 

基準9-2-1 

 教育水準の維持向上を図り、専門職大学院の目的及び社会的使命を達成するため、教育活動等の状況

について、自ら自己点検評価を行い、その結果を公表していること（レベル１）。 

＜基準9-2-1に係る状況＞ 

 本学では、３年に１度、全学の自己点検・評価を実施しており、本専攻も心理学研究科の１専攻として

直近では2017年度に実施した。 

2015年３月に『学の実化』自己点検・評価報告書Vol.10No.4を作成し、ホームページ（http://www.kansai- 

u.ac.jp/Jikotenken/pdf/houkoku2011-2013.pdf）に掲載している。また、大学基準協会の機関別認証評

価を６年に１度受審しており、直近では2012年度に適合評価の認定を受け、結果についてホームページで

公表した。次回は2018年度に受審する。 

本専攻の自己点検・評価の実施主体としては、心理学研究科心理臨床学専攻自己点検・評価委員会を設

置しており、委員長には副専攻長があたっている。 

大学全体の組織としては、学校法人関西大学自己点検・評価委員会を設置しており、この委員会のもと

に法人及び大学の自己点検・評価に関する事項を統括する大学部門委員会が設置されている。心理臨床学

専攻自己点検・評価委員会委員長にあたる副専攻長は、この委員会の構成員となっている。 

また、本専門職大学院においても公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会による認証評価を受審する

にあたり、自己点検・評価報告書を独自に作成している。 

 

第９章 管理運営等【項目9-2 自己点検評価】 

基準9-2-2 

 自己点検評価を行うに当たっては、その趣旨に即し適切な項目を設定するとともに、責任ある実施体

制が整えられていること（レベル１）。 

＜基準9-2-2に係る状況＞ 

 自己点検・評価にあたっては、大学全体の認証評価に応じた項目による自己点検・評価を実施しており、

本専攻も心理学研究科の１専攻として受審している。 

 本学では、３年に１度、全学の自己点検・評価を実施しており、直近では2017年度に実施した。なお、

2015年３月に『学の実化』自己点検・評価報告書Vol.10No.４を作成し、HP（http://www.kansai-

u.ac.jp/Jikotenken/pdf/houkoku2011-2013.pdf）に掲載している。また、大学基準協会の機関別認証評

価を６年に１度受審しており、直近では2012年度に適合評価の認定を受け、結果をHPで公表している。 

本専攻の自己点検・評価の実施主体としては、心理学研究科心理臨床学専攻自己点検・評価委員会を設

置しており、委員長には副専攻長があたっている。 

大学全体の組織としては、学校法人関西大学自己点検・評価委員会を設置しており、このもとに法人及

び大学の自己点検・評価に関する事項を統括する大学部門委員会が設置されている。心理臨床学専攻自己

点検・評価委員会委員長にあたる副専攻長は、この委員会の構成員となっている。 

また、専門職大学院としては、５年に１度、公益法人日本臨床心理士資格認定協会による認証評価を受

審するために、その趣旨に即した点検項目による自己点検・評価報告書を独自に作成している。 
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第９章 管理運営等【項目9-2 自己点検評価】 

基準9-2-3 

 自己点検評価の結果を教育活動等の改善に活用するために、適切な体制が整えられていること（レベ

ル１）。 

＜基準9-2-3に係る状況＞ 

 自己点検・評価結果については、心理臨床学専攻会議において報告されている。 

本専攻において改善が必要な検討課題については、毎年、心理臨床学専攻会議において確認され、それ

ぞれの担当教員が分担して改善にあたっている。また、FDに関することはFD委員会において、実習に関す

ることは実習関連会議において検討がなされる。 

なお、改善状況については翌年度の心理臨床学専攻会議にて確認・報告され、次年度以降の改善につな

いだり、重要な事項については全学の中期行動計画に反映させている。 

 

第９章 管理運営等【項目9-2 自己点検評価】 

基準9-2-4 

 自己点検評価の結果について、第三者による検証を行うよう努めていること（レベル２）。 

＜基準9-2-4に係る状況＞ 

 本学では、３年に１度、全学の自己点検・評価を実施しており、６年に１度、機関別認証評価を受審し

ている。直近では2012年度に大学基準協会の機関別認証評価を受審しており、適合評価の認定を受けてい

る。次回は、2018年度に受審する。 

 また、本専攻単独では、５年に１度認証評価を受けることとしており、2013年度に公益財団法人日本臨

床心理士資格認定協会の認証評価を受け、適合認定証を受けた。 

第三者による検証については、今後、実施に向けた検討を行いたい。 

 

第９章 管理運営等【項目9-3 情報の公示】 

基準9-3-1 

 教育活動等の状況について、印刷物の刊行及びウェブサイトへの掲載等、広く社会に周知を図ること

ができる方法によって、積極的に情報が提供されていること（レベル１）。 

＜基準9-3-1に係る状況＞ 

 本専攻の教育活動等の状況については、臨床心理専門職大学院要覧、臨床心理専門職大学院ホームペー

ジ、関西大学ホームページ、シラバス等により積極的に情報を提供している。 
 
 主な掲載ウェブサイト 

http://www.kansai-u.ac.jp/cp/index.html（臨床心理専門職大学院） 

http://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/regulations.html（心理臨床学専攻学則） 

http://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/youran.html（臨床心理専門職大学院要覧） 

http://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/organization_chart.html（教育・研究組織） 

http://www.kansai-u.ac.jp/data/index.html（大学院学則） 

http://www.kansai-u.ac.jp/data/admission/specialty.html（入学試験） 

http://www.kansai-u.ac.jp/data/students/index.html（定員） 

http://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/numberstd.html（学生数） 

http://www.kansai-u.ac.jp/global/guide/numberstd.html#teach01（教職員数） 

http://syllabus3.jm.kansai-u.ac.jp/syllabus/search/curri/CurriSearchTop.html（シラバス） 

http://gakujo.kansai-u.ac.jp/search/index.jsp（学術情報システム） 
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第９章 管理運営等【項目9-3 情報の公示】 

基準9-3-2 

 教育活動等に関する重要事項を記載した文書を、毎年度、公表していること（レベル１）。 

＜基準9-3-2に係る状況＞ 

 本専攻における教育活動等に関する重要事項については、臨床心理専門職大学院要覧、ホームページ、

パンフレット等において公表している。 
 
【教育活動等に関する重要事項】 

事 項 掲載場所 

教育目的 ホームページ、パンフレット 

教育上の基本組織及び教員組織  ホームページ、パンフレット 

入学者選抜、収容定員及び在籍者数 ホームページ、 

教育内容及び教育方法 ホームページ、要覧、シラバス 

学内及び学外実習施設における実習 ホームページ、パンフレット 

学生の支援体制 ホームページ、パンフレット、要覧 

成績評価及び修了認定 ホームページ、要覧、シラバス 

教育内容及び教育方法の改善措置 ホームページ、シラバス 

修了者の臨床心理士資格試験の合格状況 ホームページ、パンフレット 

修了者の進路及び活動状況 ホームページ、パンフレット 

 

第９章 管理運営等【項目9-4 情報の保管】 

基準9-4-1 

 認証評価の基礎となる情報について、適宜、調査及び収集を行い、適切な方法で保管されていること

（レベル１）。 

＜基準9-4-1に係る状況＞ 

 認証評価に必要な自己点検・評価報告書及び根拠資料等については、心理臨床学専攻自己点検・評価委

員会において情報の収集・管理が適宜行われるとともに、「学校法人関西大学文書取扱規程」に基づき所

管部署において保管されている。 

 

 

第９章 管理運営等 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

 本専攻への予算配分について、実験実習費により学生の実験実習に必要な項目への支出が行われている。

また、専任教員に個人研究費が配分され、教育経費となっている。 

 また、大学で受審した認証評価結果や本専門職大学院の教育活動等の状況については、臨床心理専門職

大学院ホームページや関西大学ホームページにより積極的に情報を提供している。 

本章において、上記の自己点検評価に基づき、2013年度公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会によ

る認証評価を受審した結果、改善が望ましい点としての指摘事項はなかった。 
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第10章 施設、設備及び図書館等【項目10-1 施設の整備】 

基準10-1-1 

 評価対象大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他専門職大学

院の運営に必要十分な種類、規模、質及び数の教室、演習室、実習室、自習室、図書館、教員室、事務

室その他の施設が備えられていること。これらの施設は、当面の教育計画に対応するとともに、その後

の発展の可能性にも配慮されていること（レベル１）。 

＜基準10-1-1に係る状況＞ 

本専攻では、主に大学院専用施設である尚文館及び関連施設を利用して講義、演習及び学内実習を行っ

ている。尚文館には、講義室13室、演習室35室、実験実習室１室、パソコン教室３室を備えており、講義

室のうち３室（203講義室・301講義室・302講義室）については臨床心理専門職大学院が優先的に使用し

ている。 

学内実習施設としては、千里山カウンセリングルーム（239.10㎡）、及び以文館別館（124.05㎡）並び

に梅田カウンセリングルーム（229.1㎡）を使用して学内臨床実習を行っている。 

教員の個人研究室については、16.7㎡～20㎡の個人研究室が１人に１室配備されており、学生との面談

等ができるように応接セット等が備えられている。また、尚文館には非常勤講師のための講師控室

（103.68㎡）を設置している。 

また、以文館には専用施設として心理臨床調査研究室（109.00㎡）と心理臨床事例研究室（41.00㎡）

の２室があり、心理臨床調査研究室は教員の合同研究室として会議等に使用され、心理臨床事例研究室は

院生が心理臨床センターでの臨床事例の記録・報告書等の作成を行っている。 

学生の自習室については２室あり、年間を通じて24時間使用可能である。２室あわせて62席の座席があ

り、60人の定員に対して１人１席の自習スペースを確保している。１室は83.1㎡（39席）で主として静か

な環境での自学自習に応じた利用をしており、もう１室は86.4㎡（23席）でキャレルのほかにテーブル

（12席）及び書架・DVDプレイヤー等を設置しており、討論等も可能である。各座席には情報コンセントが

設置されており、各部屋に１台ネットワークプリンターが設置されている。また、別途ロッカー室を倉庫

41（34.56㎡）に設けており、合計204.06㎡となり、収容定員（60人）１人当たりの面積は約3.4㎡となる。 

図書館については、千里山キャンパスにある総合図書館（地上３階地下２階21,750㎡）が中央図書館と

しての機能を果たしている。この総合図書館には216万冊を超える蔵書及び２万３千種類を超える定期刊

行物を備えており、年間開館日数は300日を超えている。 

総合図書館の開館時間は、授業期間中の月～土曜日は９時～22時、日・祝日は10時～18時、休業期間中

の月～金曜日は平日10時～20時、土曜日10時～18時となっている。また、図書の利用についても、オンラ

インでの検索・予約等が可能であり、電子ジャーナル等の各種電子資料も利用でき、院生にとっての利便

性が高い。 

図書館は全学共用の施設であり、臨床心理関係の蔵書は47,572冊（うち外国書24,531冊）の図書、563

種類（うち外国書468種類）の定期刊行物、視聴覚教材95点（うち外国書12点）があり、本専攻の学生も

支障なく使用している。 

なお、本専攻においても臨床心理に関連した図書やDVDを購入しており、図書は自習室に配架しており、

DVDも自習室内で視聴することができる。 

また、心理臨床カウンセリングルームで購入した図書やDVD等についても学生に対して貸出をしている。 

本専攻の事務については、専門職大学院事務グループ（法科・心理チーム）（138.24㎡）で執り行って

いる。 

また、梅田及び千里山の心理臨床カウンセリングルームにもそれぞれ常勤嘱託及び非常勤相談員並びに

定時事務職員を置き、心理相談及び受付・管理等を行っている。 
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第10章 施設、設備及び図書館等【項目10-2 設備及び機器の整備】 

基準10-2-1 

 各施設には、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他の業務を効果的に実施するために必要

で、かつ、技術の発展に対応した設備及び機器が整備されていること（レベル１）。 

＜基準10-2-1に係る状況＞ 

 本専攻では、設備・機器等について、臨床心理専門職大学院専用及び大学院又は全学共用のものを利用

して、教育・研究、学習その他を効果的に実施している。 

 情報機器等については、本専攻では、学内臨床実習施設である心理臨床センター梅田カウンセリングル

ーム及び千里山カウンセリングルームにおける臨床実習等の記録・報告書等の作成についてはクライエン

トのプライバシーの保護のためにカルテ等の持ち出しを制限し、施設内でのUSBトークンにより個人が認

証されるシステムを採ったパソコンを使用した電子カルテによる作成を義務づけている。学生が電子カル

テを使用できるのは、梅田カウンセリングルームに設置した７台、千里山カウンセリングルームに設置し

た４台及び臨床心理事例研究室に設置した17台に限定されている。また、両カウンセリングルームには、

実習施設として必要なシュレッダーや資料保管庫等も配備している。その他に専門職大学院自習室２室に

ある62席の座席には、それぞれLANに接続できる情報コンセントがあり、各自が持参するパソコンのほか、

尚文館には学生貸出用のノートパソコンが30台あり、これを利用している。また、各部屋にネットワーク

プリンターを１台設置している。 

さらに、大学院専用施設の尚文館に大学院専用のパソコン教室２室（23台、20台）、ワークステーショ

ン教室１室（18台）を設置しており、それぞれの教室にはプリンターが各１台設置されている。ITセンタ

ーにもオープン利用の施設があり、ITセンター内に124台、サテライトステーションに139台の全学共用の

パソコンを利用することができる。 

 本専攻では、学生が実習等で使用するとともに、自習等を行う際にも貸出を行えるよう、各種心理検査

器具をはじめICレコーダー、ビデオ、デジタルカメラ、DVD等の様々な機器を備えている。 

その他に尚文館３階資料室にはパソコン、プリンター、スキャナー、複写機、製本機、裁断機、シュレ

ッダー、紙折機が設置されている。 

 

第10章 施設、設備及び図書館等【項目10-3 図書館の整備】 

基準10-3-1 

 専門職大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習を支援し、かつ促進

するために必要な規模及び内容の図書館が整備されていること（レベル１）。 

＜基準10-3-1に係る状況＞ 

本学では、本専攻の教員、学生が主に利用する図書館として、千里山キャンパスには総合図書館（地上

３階地下２階21,750㎡）があり、中央図書館としての機能を果たしている。総合図書館には216万冊を超

える蔵書及び２万３千種類を超える定期刊行物を備えており、年間開館日数は300日を超えている。その

他のキャンパスにも高槻キャンパス図書館、ミューズ大学図書館、堺キャンパス図書館があり、いずれも

利用可能である。 

総合図書館の開館時間は、授業期間中は９時～22時、日・祝日は10時～18時、休業期間中は平日10時～

20時、土曜日10時～18時となっている。また、図書の利用についても、オンラインでの検索・予約等が可

能であり、電子ジャーナル等のデータベースも利用できるため、大学院生にとっての利便性が高い。 

図書館には専任職員・契約職員・業務委託・定時職員・派遣職員を合わせて110人が配置され、うち専

任職員が17人である。カウンター業務等は業務委託を行っている。なお、司書資格をもった職員は専任・

非専任含めて69人である。 

図書館ウェブサイトのコンテンツであるデータベースポータルや電子リソースポータルからは国内外の

学術情報データベースや電子ジャーナルにリンクし、利用者に最新の文献や文献情報を紹介・提供してい

る。また、蔵書検索システム「KOALA」と「オンラインサービス」により、資料の予約・相互利用・購入
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希望申し込み、利用状況照会といったWEB上の各種サービスを利用することができる。 

さらに、2014年４月に関西大学学術リポジトリが図書館の所管となったことを契機に、KOALA(関西大学

蔵書検索システム)の横断機能検索により、図書・逐次刊行物・電子ブック・電子ジャーナルに加えて、

学術リポジトリも検索できるシステムを構築している。 

図書館については、全学共用の施設であり、臨床心理関係の蔵書等についても47,572冊の図書、563種

類の雑誌、95点の視聴覚資料があり、教員の教育、研究並びに学生の学習に支障なく利用可能である。 

2014年度より、図書館の管理運営を行う全学組織である図書委員会に本専攻からも委員を選出し、その

活動に直接参画している。 

また、本専攻でも必要な臨床心理関係の図書等について、1,496冊の図書、124種類の雑誌、529点の視

聴覚資料を所有しており、特に日本心理臨床学会の学術誌事例研究が掲載された学術雑誌等は図書館では

なく本専攻において購入し、自習室に備え付けている。DVD等についても自習室で視聴できるようにして

いる。 

 

 

第10章 施設、設備及び図書館等 ＜優れた点及び改善を要する点等＞ 

 

設備・機器等については、本専攻の専用または共用のものを利用して、教育・研究、学習その他を効果

的に実施している。 

年間を通じて24時間使用可能な自習室以外に、大学院棟のパソコン教室等を使用することができ、学生

の予習や実習の訓練等に利用されている。また、大学共用施設の図書館やITセンター等の開室時間も長く、

オンラインの検索等も可能であり院生の利便性も高い。 

学生が実習等において使用した検査器具をはじめさまざまな機器や書籍等についても授業時間外に貸与

を行い、学生の予習・復習に役立っている。 

 また、本専攻の学内臨床実習施設として、梅田及び千里山に２つのカウンセリングルームを設けている

こと、その施設においてはクライエントのプライバシー保護のために電子カルテを使用すること等の秀で

た実習施設を有するところが優れた点である。 

本章において、上記の自己点検評価に基づき、2013年度公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会によ

る認証評価を受審した結果、改善が望ましい点として、「関西大学心理臨床センターの設置計画があると

のことだが、その計画の進行にともなって、心理臨床に関する実習設備の充実が望まれる」との指摘があ

った。これについては、大阪市内に設置を決定した心理臨床センター梅田カウンセリングルームの開設に

より、面接室、遊戯療法室を含む学内施設実習設備の大幅な充実が見込まれる。 
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１ 理念・目的 

【1】現状説明 

① 大学の理念・目的を踏まえ、留学生別科の目的を適切に設定しているか。 

本学では、研究・教育の国際化推進を目指し、1983年に策定された3-3-3構想、1995年のAP構想及び

2004のGK構想などにより国際交流を積極的に推進し、2010年グローバル社会で貢献できる真の国際人を育

成することを目標として「Kansai University Global Initiatives: GI構想1) &3」が策定された。そのGI

構想の基本理念の一つに「優秀な学生のグローバル・リクルーティングとキャンパスの活性化」が掲げら

れており、新たな国際化構想の一環として、2012年に留学生別科が設置された。 

上記の本学の国際化構想を踏まえ、本別科は、「関西大学留学生別科規程2)」第３条に「別科は、本学

の学部又は研究科を中心に、国内の大学又は大学院に進学を希望する外国人に対し、日本語、日本事情、

日本文化等を教授し、学術活動の基礎となる能力を養うことで、国際的視野に立つ有為な人材を育成する

ことを目的とする」と定め、本学の学部・研究科の入学者受入れの方針に沿った留学生を養成し、本学学

部・研究科へ優秀な人材を輩出するとともに、キャンパスの更なる国際化を目指しており（新たな国際化

構想及び留学生別科設置計画の策定について（答申）2010年３月3)）、本学の国際化構想の一翼を担って

いる。また、外国人留学生の本別科から大学・大学院へのスムーズな移行を実現するため、他の日本語予

備教育機関で行っている単なる日本語・日本文化教育ではなく、大学・大学院での学術活動の基礎となる

能力及び大学・大学院生活において重要な位置を占める情報リテラシーを養成すること、更に、本学の理

念である「学の実化」を具現化するため、そして、「KU Vision 2008-2017」4)にある「『考動力』あふれる

人材育成」を実現するために、前述の目的では、実践的な問題対応によって国際社会で活躍する人材、国

際的な視野をもった有為な人材を育成することも設定している。 

 

② 留学生別科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切に明示し、教職員及び学生

に周知し、社会に対して公表しているか。 

本別科の目的は、「学則」及び学則に準ずる「関西大学留学生別科規程」に、教育課程の内容、規則に

関する事項などとともに明示され、本学HPにて公表されている。そして、前述「関西大学留学生別科規程」

及び『留学生別科HANDBOOK（学生への周知のために留学生別科規程を基に作成したもの）5)』を本別科の

教職員及び学生に配付することによって周知している。また、国際部、本別科のHPにおいても、前述規程

に加え、概要と特徴、授業内容、各種イベント情報などが一般に公開されている。 

 

③ 留学生別科における目的等を実現していくため、大学として将来を見据えた計画そ

の他諸施策を設定しているか。 

2016年、本学では「Kandai Vision 1506)」が策定され、「国際化」の部門においては「インターカルチ

ュラル・イマージョンキャンパスの構築」が政策目標として掲げられている。そして、その中では、本学

で修学する学生の６人に１人が留学生となるよう多様な留学生を受け入れ、留学生にとっても魅力あるキ

ャンパスとなるために、異文化交流によるイマージョン空間を実現し、日本人学生との共修を促進するこ

とが謳われている。また、文学部、商学部、外国語学部など、各学部・研究科においても受入れ留学生の

拡大が目標として掲げられており、日本語予備教育を担う本別科への期待は今後更に大きくなっていくも

のと思われる。 

 

【2】長所・特色 

本別科の理念・目的の長所・特色としては、本学の理念、長期ビジョンにおける国際化構想の指針の下

で、本学における留学生受入れ推進の牽引役を担っていることである。本別科において本学の学部・研究

科の入学者受入れの方針に沿った留学生を養成し、本学学部・研究科へ優秀な人材を輩出することが本別
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科の主たる目的であり、その目的を達成するため、後述するが、本別科の教育内容、教員体制、留学生支

援体制を確立している。また、各学部・研究科と連携することによって、本別科から学部・研究科へのア

ーティキュレーション（連関・連携）をも整備しており、本学長期ビジョンに掲げる「躍動的な『知の循

環』システムの構築（KU Vision 2008-2017～学校法人関西大学の長期ビジョン（将来像）～）」にある

「『考動力』あふれる人材育成」の実現に寄与している。 

 

【3】問題点 

日本国政府の「留学生30万人計画（2008年）7)」では、英語のみによるコースの拡大や、ダブルディグ

リー、短期留学、渡日前入学許可などの推進などによって外国人留学生の受入れの拡大を目指すことが基

本方針として示されており、また、本学の「Kandai Vision 150」においても英語による学位取得ができ

る国際コースを大学院研究科に設置することが指針として出されている。今後、以上のように、国または

大学において外国人留学生の受入れ拡大を進めていく場合、受け入れる留学生の目的、背景は更に多様化

し、それぞれの目的、ニーズに合った日本語教育が必要になると思われる。本別科においても日本語予備

教育機関として、例えば、渡日前入学許可を得た外国人留学生の海外学事暦とのギャップタームを活用し

た入学までの日本語準備教育、英語コース在籍留学生の日本語予備教育などを担うことも想定され、今後

どのように留学生別科として多様化する外国人留学生の受入れを進め、日本語教育を行っていくかが課題

である。 

 

【4】全体のまとめ 

本別科は、本学の新たな国際化構想（GI構想）の一環として、日本の大学・大学院への進学を目的とす

る外国人留学生を募集し、本別科が提供する日本語予備教育を通じて、本学学部・研究科へ優秀な人材を

輩出することを目的に開設された。その目的に関しては、「学則」及び学則に準ずる「関西大学留学生別

科規程」に明記されており、更に教育目標・内容、特徴などに関しては『留学生別科HANDBOOK』、国際部、

本別科のWebサイトにおいても明記され、一般に公表されている。そして、2016年に策定された「Kandai 

Vision 150」においては、留学生の受入れの拡大が目標として掲げられており、留学目的が多様化する留

学生をどのように受け入れていくかが今後の課題となる。その中で、本別科については、質・量両側面で

の拡充について検討を行っていく。 

 

【5】根拠資料 

 1) Kansai University Global Initiatives: GI構想 

 2) 留学生別科規程 

 3) 新たな国際化構想及び留学生別科設置計画の策定について（答申） 

 4) KU Vision 2008-2017～学校法人関西大学の長期ビジョン（将来像）～： 

http://www.kansai-u.ac.jp/kikaku/ku-keieirinen/pdf/ku_vision.pdf 

 5) 留学生別科HANDBOOK 

 6) Kandai Vision 150：http://www.kansai-u.ac.jp/kikaku/ku-keieirinen/ 

 7) 留学生30万人計画骨子 
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２ 教育課程・学習成果 

【1】現状説明 

① 留学生別科にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系的に編成しているか。 

本別科では、大学・大学院進学を目指す外国人留学生が、本別科修了後の進学先で学術生活を送る上で

必要となる、日本語運用能力及びアカデミック・リテラシー、その他の基礎的知識（英語、日本事情、理

系知識など）を習得するため、それぞれの目的に合った科目を自由に選択し、学習できるよう、また、学

生の日本語能力に応じた科目を提供できるよう、合計38科目の多彩な授業を展開している。（単位の設定

に関しては「関西大学留学生別科規程1)」第10条において、「(1)日本語科目は、原則として35時間以上の

授業をもって１単位とする。／(2)講義、演習及び外国語科目（日本語を除く）は、原則として15時間又

は30時間の授業をもって１単位とする」と定めている。） 

まず第１群は「日本語科目」である。日本語科目は言語能力レベル（日本語習熟度レベル）に合わせた

４技能（読む・聞く・書く・話す）の習得を目指すクラスであり、１日３コマ、週15コマを開講している。

具体的には、文法、語彙、漢字の日本語の基礎となる知識を習得する「日本語（総合）」、文章読解、聴解

などのインプットを中心とし、日本語理解力を養成する「日本語（読解）」、そして、作文、コミュニケー

ションなどのアウトプットを中心とし、日本語運用能力を伸ばす「日本語（文章・口頭表現）」の三つの

科目で構成されている。このように日本語科目に関しては、学生が前述の三つの日本語科目を通して、知

識、理解、運用と、言語能力に関わる種々の要素を総合的に学習し、習得できるよう設計されている。そ

して、日本語科目に関してはクォーター制を導入しており、細分化されたレベル設定を基に、各学生の日

本語能力の向上度合に応じた柔軟な履修を可能とする体系的なカリキュラムが組まれている。 

次に第２群は「特別演習科目」である。特別演習科目は、「日本語科目」レベル４以上の履修者を対象

に、大学・大学院で必要とされる基礎的かつ実践的アカデミック・リテラシーの養成を目的とした「アカ

デミック日本語クラス」で、論文・レポートの書き方、論理的な展開方法などを学ぶ「アカデミック・ラ

イティング」、パワーポイントを用いたプレゼンテーション技術を学び、高度な口頭表現能力の養成を行

う「アカデミック・プレゼンテーション」、ノートテイキング、講義理解能力養成を中心とした「アカデ

ミック・リスニング」の三つのクラスが設置されている。また、８月及び２月には、２週間の「日本語集

中演習」をそれぞれ開講しており、大学・大学院の入試に必要な日本語能力試験、日本留学試験対策、及

び大学・大学院入試準備として、入学願書、面接練習を行っている。 

そして、第３群から第５群は、「日本事情科目」「総合科目」「基礎科目」である。「日本事情科目」は、

日本で生活する上で必要となる基礎的知識を学び、さまざまな体験を通して日本文化や日本社会について

の知見を深める科目であり、「日本語科目」レベル２、３の履修者を対象に、本学大学・大学院生及び近

隣住民・児童との交流学習も取り入れた本別科ならではの教育を実施している。そして、「総合科目」は、

日本留学試験の「総合科目」の対策も兼ねた日本及び世界の政治・経済・社会・地理・歴史を学ぶ科目で

あり、「日本語科目」レベル４以上の履修者を対象に、「日本事情科目」に引き続き、日本文化、日本社会

を体系的に学ぶ科目となっている。最後に、「基礎科目」は、「英語」、「数学」、「化学」、「物理」、「生物」

からなり、「日本語科目」のレベルに関わらず全学生を対象に、日本の大学・大学院で学習するにあたり

必要とされる基礎的知識を学ぶ科目となっている。 

以上のように、本別科では、各学部・研究科で定めている「入学者受入れの方針」に沿うべく、日本語

の知識及び運用力の養成、大学・大学院へのアーティキュレーションを実現するアカデミック・リテラシ

ーの養成、日本語以外の英語、数学、社会（歴史、地理、公民）、理科（化学、生物、物理）などの基礎

知識の養成と、大学・大学院への進学を目指す外国人留学生にとって必要となる授業科目が設置され、各

留学生がそれぞれの目的に応じて、必要な能力を伸ばせるよう、体系的に編成されている。 

 

② 学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

 まず、本別科生に本別科の授業の目的、目標、内容、評価方法を明示するため、本別科のシラバス2)を
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入学時オリエンテーションの際に配付し、更に、授業開始時においても授業担当教員からシラバスの内容

を説明している。本別科シラバスは、授業概要、到達目標、授業計画、成績評価方法、教科書・参考書で

構成されており、本別科生への紙資料での配付及び「関西大学シラバスシステム」においても掲載されて

おり、シラバスに記載されている授業概要・計画や評価方法などについては、学期終了後の授業アンケー

トなどを活用して、授業内容とシラバスの整合性を検証している。 

そして、本別科では、１年間で日本語能力を養成するプログラムであるため、その効率性、効果性を考

慮し、LMS（Learning Management System）を用いて、従来の教室などで行う対面学習（オフライン学習）

とオンライン学習を融合したブレンディッド・ラーニング（Blended Learning）を導入しており、具体的

には、eラーニング、反転授業（Flipped Learning）、eポートフォリオを活用した授業実践を行っている。

まず、eラーニングに関しては、本学のLMSである「CEAS」を活用し、日々の授業の学習項目に関する相当

数の問題をCEASにアップロードしており、それらを授業後の課題として課すことによって知識の定着を図

っている。次に、反転授業に関しては、関西大学講義収録・配信システムを活用し、事前に収録された講

義動画を視聴して授業に参加することを予習課題として課し、授業では教員による知識の伝達を中心とす

るのではなく、より多くの学習者によるアウトプットの機会を設け、日本語運用能力の向上に努めている。

最後に、eポートフォリオに関しては、本別科が独自で導入しているLMSを活用し、学習者が普段の学習に

おける学習成果や教員からのフィードバックをポートフォリオの中に蓄積・アーカイブ化し、それらを再

度見直すことで自身の学びを振り返り、それらを次の学習に生かす仕組みを構築している。 

更に、本別科では、アカデミック・アドバイザー制（担任制）3) が導入されており、入学した直後から

全ての本別科生に、本別科特任常勤講師がアカデミック・アドバイザーとして付く。学生は入学後も、プ

レースメントテストを受け、日本語クラスレベルが確定した段階で、その後の履修計画をアカデミック・

アドバイザーと相談し、志望校合格に向けての今後の学習計画を入学直後から作成する。その後も継続的

に週に２回設定されている上記アドバイザーのオフィスアワーを利用し、常に学習の進捗、進路の相談な

どができる体制を整えている。 

また、本別科の授業は一部の英語科目を除き全て日本語で行われ、本別科生が居住する「関西大学国際

プラザ留学生寮」ではユニット制を用い、各ユニットに１名のRA（Resident Assistant）を配置しており、

授業の内外で日本語を用いる環境を提供している。 

以上のように、本別科では、外国人留学生が授業内外で日本語能力を伸ばし、自身の進学の希望を実現

させるために必要な環境を整えており、また、ブレンディッド・ラーニングを導入することによって効率

的かつ効果的に学べる教育的措置を講じている。 

 

③ 成績評価、単位認定及び修了認定は適切に行われているか。 

成績評価の方法・基準はシラバス4)に記載され、学生にはオリエンテーション時と授業開始時に説明が

なされており、成績はシラバスの記載に従い、各担当教員が厳正に成績評価、単位認定を行っている。ま

た、『留学生別科HANDBOOK』には本別科の修了要件を明示しており、「１年以上在学し、合計32単位以上を

修得すること」を修了要件として定めている（『留学生別科HANDBOOK』p.10参照）。 

成績の評価方法は、本別科特任常勤講師による打合せ会において審議され、評価の統一基準を定め、

「留学生別科シラバス」に明記している。各科目によって割合は異なるが、評価項目は、主に授業への参

加度、宿題、課題及び小テスト、最終試験の四つに分かれ、授業への積極性や努力及び学習項目の理解度

を総合的に評価できる基準を設けている。そして、評価基準に関しては、各外国人留学生が受講した全科

目の習熟度、学習成果を総合的に測り、効果的な学習指導に役立てるためにGPA（Grade Point Average）

制度を採用している。 

また、学生の成績評価は、教員のみが閲覧できるシステム上に全て保存されており、国際教育センター

長、同副センター長、同センター委員、本別科特任常勤講師、事務職員から構成される日本語・日本文化

教育プログラム運営部会においても全学生の成績が開示され、成績評価の齟齬や誤りがないか常に確認が

行われている。これら厳正な成績評価を基に、国際教育センター委員会において、適切に単位認定及び修

了認定を行っている。 



第Ⅳ編 留学生別科 

983 

更に、十分な日本語運用能力を有する本別科生は、在籍２学期目以降より本学及び本学大学院の一部の

授業科目を履修することが可能であり、単位を修得できた科目については、本学・本学大学院に進学した

際、一定の手続きを経て入学前既修得単位として認定される場合がある5)。 

なお、成績評価に対する疑問・不服への対応に関しては、成績発表後、一定期間「成績に関する不服申

し立て期間」が設けられており、学生は自身の成績に関して疑問、質問などがあれば自由に質問ができる

体制が整っている。 

 

④ 学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

成績の評価項目における出席及び授業への参加度に関しては、学生の授業への積極性を測る基準を本別

科特任常勤講師による打合せ会で定めており、その基準を基に評価を行っている。次に、宿題に関しては、

「日本語科目」は全てオンライン化しており、学生の宿題（eラーニング）の進捗状況、点数がシステム上

で学生、教員ともに確認できるようになっている。そして、課題及び小テストに関しては、本別科LMS上

にeポートフォリオとして学習成果が蓄積され、アーカイブ化されており、各学生の学習状況、学習成果

が一目で把握でき、それらを基に評価を行っており、最終試験に関しては、到達度テストの点数による客

観的基準によって評価している。最後に、各学生の本別科における学習全体の成果を客観的に把握・評価

するため、GPA制度を活用し、各学生の学習が全体として成果を上げているのかを把握し、それをも基に

学習指導を行っている。 

また、本別科における日本語教育が効果的に行われているか、更に学習者自身の日本語能力が着実に伸

びているのかなどを適切に把握するため、日本語の外部試験である「日本語能力試験」及び「日本留学試

験」の受験を推奨しており（『留学生別科HANDBOOK』p.12）、それらの試験の結果を基に、客観的な学生の

学習成果の把握と評価に努めている。 

以上のように、学生の学習成果に関しては、教員及び学生双方が確認できるシステムが構築されており、

システム上に蓄積された学習成果物、紙媒体による試験結果、及び外部試験の利用を通して教員は学生の

評価を客観的かつ正確に行っている。 

 

⑤ 教育課程及びその内容・方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

教育課程及びその内容・方法の適切性に関しては、日常的に本別科の科目を担当する本別科特任常勤講

師、非常勤講師の全教員がコミュニケーションを密に取り、意見を吸い上げるとともに、年に数回開催さ

れる本別科特任常勤講師による打合せ会、原則として月２回開催される日本語・日本文化教育プログラム

運営部会において、定期的に点検されている。点検・評価の過程としては、日本語・日本文化教育プログラ

ム運営部会において検討の後、その後、国際教育センター委員会、国際委員会で審議を行うことにしている。 

2012年の開設から現在までの主な改善としては、二つある。 

まず一つ目は、開設当初、所定の単位を修得した本別科生は１年を超えて在学することができず、秋学

期入学の学生は大学・大学院入試前に修了することになっていた。しかし、それでは優秀な外国人留学生

を本学に輩出するという本別科の目的を達成することはできないため、「関西大学留学生別科規程」の修了

要件（１年以上の在籍、合計32単位以上の修得）を満たし、かつGPA2.5以上の優秀な学生であって、学部・

大学院への進学を希望する学生が受験などのために在学期間を延長できるよう、修了延期制度を導入した。 

次に、二つ目は、学生増及び学生の日本語能力向上によるクラスの増設である。2012年度開設当初は日

本語クラスを５レベルに分けて教育を行っていたが、学生増及びそれに伴う学生の日本語能力向上により、

５レベルでは学生を適切なレベルにおいて教育できない状況になったため、上級レベルのクラスを７レベ

ルまで増設し、より学生が自身の日本語能力に合ったクラスレベルで学習できるようにした。その他にも、

より学生のニーズや教育的効果を鑑み、カリキュラムの変更を３回、クラスレベルの増設を２回行ってお

り、また、教科書の選定、シラバス・スケジュールの変更など、小規模な変更は学期終了後の本別科特任

常勤講師による打合せ会で常に点検・評価がなされ、必要に応じて改善されている。 
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【2】長所・特色 

 教育課程における本別科の特筆すべき長所・特色は、主に二つ挙げられる。 

一つ目は、入学前から本別科修了後も想定したアーティキュレーションの実現である。本別科では入試

に合格した学生に対し、入学前と入学後の学習環境のアーティキュレーションを目指し、本別科のLMSのe

ポートフォリオを用いて入学約３カ月前から渡日前教育を実施している。１年間という短い期間で大学・

大学院レベルの授業に耐えうる日本語能力を養成するためには、渡日前にいかに日本語能力を向上させて

おくかが重要である。そのため、日本語基礎レベルの課題を３カ月に渡って提供し、入学前に日本語能力

の基礎を固めている。また、留学への不安を入学前にできるだけ解消するため、LMS上に学生間、学生教師

間でやりとりできるコミュニティも設置しており、既に本別科に在籍している外国人留学生、または教職員

に相談できる環境を提供している。この取組の結果、留学生の日本語学習面、留学への心理的な面の両面に

おいて、外国から日本への移動に伴う大きな障壁を取り除き、スムーズな移行ができるようになっている。 

そして、本別科入学後は、日本語科目においては日本語会話ボランティア制度により本学日本人学生と

の交流の機会が設けられており、本学の学部・研究科での勉学がどのようなものか直接学生目線で質問で

きる場を設けている。また、それに加えて「アカデミック日本語科目」が開講されており、大学・大学院

で必要となるアカデミック・リテラシーを養成でき、更に、学部・大学院科目の科目等履修制度や高大連

携プログラムを利用して履修して専門的知識を学べるため、本別科から大学・大学院へのスムーズな移行

もできる体制が整えられている。 

 次に、二つ目は積極的なICT（Information and Communication Technology）の活用である。現代日本

社会における日常生活や大学・大学院生活においてICTは重要な位置を占めており、それらを活用するコ

ンピュータ・リテラシーや情報リテラシー（ICTを応用した情報収集や分析能力）は、本別科修了後の進

学先においても必須能力となる。そのため、本別科では入学前からオンラインによる渡日前教育を行い、

また入学後の本別科の教育ではブレンディッド・ラーニングを導入しており、授業内では１人１台のコン

ピュータの使用（One-to-One）を義務化し、課題作成・提出、情報検索・収集を行い、更に、学習コンテ

ンツ（授業での学習資料、eラーニング課題）もLMS経由で提供し、常に授業内外でICTを活用しながら学

習を進めるとともに、上記リテラシーの養成も行っている。 

以上のように、本別科では本別科入学前と入学後、修了後と大学・大学院入学の二つの大きな移行を意

識したアーティキュレーションを実現しており、それらの取組の結果、留学生は移行後に新しい環境に大

きく戸惑うことなく、学習を継続することができている。 

 

【3】問題点 

 本別科での教育課程についての現在の問題点は主に二つ挙げられる。 

 まず一つ目は、非漢字圏への対応である。近年の発展途上国における経済成長及び円安傾向により、特

に東南アジアからの入学者が増加傾向にあり（表１）、これまでの中国、台湾などの漢字圏の学生を中心

とする出身地域の構成が変化しつつある。それに伴い、授業における漢字の扱いについてもより多くの時

間を割く必要が出てきており、今後より多くの非漢字圏の学生が増加した場合、より適切な対応が必要に

なると思われる。現在、その対処のため、本別科特任常勤講師が中心となり、漢字補習などを充実させて

おり、今後の非漢字圏の学生の増加に合わせてクラスの増設などを日本語・日本文化教育プログラム運営

部会にて検討し、適切に対処していく予定である。 

表１ 留学生別科における漢字圏・非漢字圏の学生の割合 

 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

漢字圏学生 

（中国・台湾） 

87.9％ 

（29名） 

86.5％ 

（64名） 

80.2％ 

（69名） 

83.5％ 

（76名） 

77.6％ 

（83名） 

73.6％ 

（89名） 

非漢字圏学生 

（上記以外） 

12.1％ 

（ 4名） 

13.5％ 

（10名） 

19.8％ 

（17名） 

16.5％ 

（15名） 

22.4％ 

（24名） 

26.4％ 

（32名） 

（各年度５月１日時点での数値を示している） 
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 次に二つ目は、日本語能力が極めて高く、既存の提供クラスレベルよりも高次な日本語能力を持つ「超

級」以上の学生への対応である。近年の入学志願者の増加により、入学選抜の合格基準が大幅に押し上げ

られ、より日本語力の高い学生が多く入学してくるようになっている。現在、本別科では日本語初級後半

から上級まで合計７レベルを設置しているが、上級クラスに履修者が偏る慢性的な不均衡が生じているた

め、現在、日本語科目群における各授業科目のレベル内容を見直すなどして、超級レベルの学生に対応で

きるようカリキュラム改編に着手している。 

 

【4】全体のまとめ 

本別科では、大学・大学院進学を目指す外国人留学生が、それぞれの目的に合った科目を自由に選択し、

学習できるよう、日本語科目を中心に、合計38科目の多彩な授業を展開している。その教育課程の特徴と

しては、本別科入学前から本別科修了後までのアーティキュレーションを想定した教育、ICTを積極的に

活用した教育を行っていることが挙げられる。特に本別科のLMSの活用に関しては、授業内外での教育利

用だけでなく、学生の学習成果の把握、成績評価、更には教育内容・方法の適切性の点検・評価にも利用

されている。また、その教育内容・方法の適切性の点検・評価に関しては、本別科特任常勤講師による打

合せ会、日本語・日本文化教育プログラム運営部会及び国際教育センター委員会が定期的に開催されてお

り、その会の中で課題についての審議、検討がなされ、その審議結果を基に常に改善が行われている。教

育課程に関する現在の課題としては、今後、更に増えていくであろう非漢字圏への漢字教育の対応と、よ

り日本語力の高い超級レベルの学生の対応が挙げられる。 

 

【5】根拠資料 

 1) 留学生別科規程 

 2) 留学生別科シラバス： 

http://syllabus3.jm.kansai-u.ac.jp/syllabus/search/kamoku/KamokuSearchTop.html 

 3) 留学生別科HANDBOOK2017春学期（授業編）：13頁 

 4) 留学生別科シラバス： 

http://syllabus3.jm.kansai-u.ac.jp/syllabus/search/kamoku/KamokuSearchTop.html 

 5) 留学生別科HANDBOOK2017春学期（授業編）：10頁 

 

 

 

３ 学生の受け入れ・修了後の進路 

【1】現状説明  

① 学生募集及び入学者選抜の制度や体制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実施し

ているか。 

本別科では、一般入学試験と指定校制推薦入学の二つの入試制度がある。 

まず、学生募集に関しては、2012年度の開設以来、独立行政法人日本学生支援機構が主催する日本留学

フェアのほか、企業や大阪府が主催するフェアなどに参加し、入試広報活動を積極的に展開している。特

に中国、台湾、韓国、インドネシア、タイ、ベトナムなど、日本語教育が盛んな国・地域に関しては、継

続的に上記フェアへ参加するとともに、その地域の日本語学校、高等学校、大学などの教育機関への直接

訪問、教育機関における独自説明会などを行い、本学及び本別科の認知度向上、海外の教育機関との関係

構築に努めている。その結果、2012年度秋学期に２校で始めた指定制推薦入学の指定校を2016年度には12

校まで増加させ、安定的に入学志願者を確保している。その他にも、本別科Webサイト、リーフレット、

パンフレット、募集要項を多言語で作成し、海外における広報活動及び学生募集の展開も積極的に行って

いる。そして、上記の積極的な学生募集活動の結果、開設当初６カ国・地域38名であった入学志願者は
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年々順調に増加し、2016年度秋学期には15カ国・地域133名もの入学志願者が集まった。また、入学者数

においては、2015年度から現在に至るまで100名の入学定員を満たしている（表２参照）。 

表２ 留学生別科の志願者・合格者・入学者・在籍者数の推移 

年度 

区分 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 

春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 

志願者数 38 56 35 78 41 71 59 81 66 133 77 123 

合格者数 38 53 33 74 34 66 51 72 59 80 62 75 

入学者数 33 49 25 66 24 59 44 65 52 69 51 65 

在籍者数 33 79 74 125 86 128 91 143 107 158 121 158 

（在籍者数に関して、春学期は各年度４月１日、秋学期は９月21日時点の人数を示す） 
 

次に、本別科の一般入試の入学者選考に関しては、国際教育センター委員会において策定された入学者

選抜基準、方法によって進められている。具体的には、決められた書類選考評価基準に基づいて、書類選

考を行う。そして、書類選考に合格した者のみ、面接審査を行う。面接審査は、本別科の教員が面接審査

評価基準に基づき評価を付け、その後複数の教員によって面接の内容確認を行い、適切な審査が行われた

か相互点検を行う。 

指定校制推薦入学については、一般入学試験での合格・入学実績と入学後の学業状況を精査した13校

（中国５校、台湾４校、ベトナム４校）に対し推薦依頼を行っており、推薦依頼数は毎年度見直しをして

いる。学校長からの責任のある推薦と日本語能力試験の取得（大学院進学希望者はN2、学部進学希望者は

N3以上）を信頼し、書類選考のみで合否を判定している。 

以上の審査をもとに日本語・日本文化教育プログラム運営部会、国際教育センター委員会において書類

選考、面接審査が適切に行われたのか報告、確認を行うとともに、最終的な合格者の審議、決定を行って

いる。書類選考、面接審査の検証は、同運営部会において、年２回の毎回の入学者選抜の前にされており、

継続的な確認・検討体制が整えられている。 

 

② 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基

づき、適正に管理しているか。 

 2012年度から2017年度までの本別科の入学定員及び収容定員、在籍学生数との割合などについて以下の

表３に示す。 

表３ 留学生別科の入学定員及び収容定員、在籍学生数 

留学生別科 学期 入学定員 
収容定員 在籍学生数 

B/A 
総数(A) 総数(B) 

2012年度 
春学期 30 100  33 0.33 

秋学期 70 100  79 0.79 

2013年度 
春学期 30 100  74 0.74 

秋学期 70 100 125 1.25 

2014年度 
春学期 30 100  86 0.86 

秋学期 70 100 128 1.28 

2015年度 
春学期 30 100  91 0.91 

秋学期 70 100 143 1.43 

2016年度 
春学期 30 100 107 1.07 

秋学期 70 100 158 1.58 

2017年度 
春学期 30 100 121 1.21 

秋学期 70 100 158 1.58 

（在籍者数に関して、春学期は各年度４月１日、秋学期は９月21日時点の人数を示す） 
 

入学定員に対する在籍学生数の割合は、2012年度は春学期0.33、秋学期0.79、2013年度は春学期0.74、

秋学期1.25、2014年度は春学期0.86、秋学期1.28、2015年度は春学期0.91、秋学期1.43、2016年度は春学

期1.07、秋学期1.58、2017年度は春学期1.21、秋学期1.58であり、６年間の平均は1.09となっており、概

ね収容定員内に収まっている。ただ、本別科修了後の進学先である大学・大学院の入学試験、入学時期の

関係上、秋学期に在籍者数が偏る傾向がある。  
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③ 修了後の進路について、適切な支援体制を整備し、適切に実施しているか。 

本別科では、前述のように、アカデミック・アドバイザー制（担任制）が導入されており、入学した直

後から全ての本別科生に、本別科特任常勤講師がアカデミック・アドバイザーとして付く。学生は入学後

も、継続的に１学期に複数回、アカデミック・アドバイザーと相談の機会を設け、更に入試の面接に向け

た練習を含め、きめ細かな進路指導を行っている。また、本別科LMSのeポートフォリオにおいて、システ

ム上に学生カルテを作成し、上記進路指導の情報を記入することによって、本別科の教職員全員が１人１

人の学生の生活・進路状況を把握し、適切な支援が行える体制を構築している。 

そして、関西大学への進学に関しては、本別科からの推薦に基づく本学学部・研究科の入試が、2013年

度に１学部・３研究科で導入されて以降、その数を拡大し、2017年度の入試では、５学部・11研究科で実

施されている。また、関西大学への進学志向を高めるため、入試センター及び学部または研究科と連携し、

本別科において入試説明会、大学の教員による研究科の紹介および模擬授業、本別科修了生を交えた進学

に関する懇談会なども実施しており、それらの取組の結果、2016年度の進路状況では、学部または研究科

へ進学した者のうち、54.0％が関西大学に進学している（表４参照）。 

表４ 関西大学・大学院への進学状況 

年度 
進路先 2012 2013 2014 2015 2016 

学

部 

関

西

大

学 

法学部 0 4 3 1 0 

文学部 0 0 2 1 2 

経済学部 0 1 1 2 4 

商学部 1 1 3 3 3 

社会学部 1 1 1 0 0 

政策創造学部 3 1 2 2 2 

外国語学部 0 0 1 0 0 

人間健康学部 0 0 0 0 1 

総合情報学部 1 0 4 0 2 

社会安全学部 0 0 0 0 1 

システム理工学部 0 1 1 2 0 

環境都市工学部 0 1 0 0 0 

化学生命工学部 0 1 0 1 0 

計 6 11 18 12 15 

国公立大学 学部 1 3 0 3 2 

他私立大学 学部 3 19 36 28 19 

計 10 33 54 43 36 

大

学

院 

関

西

大

学 

法学研究科 0 1 0 0 0 

文学研究科 0 0 1 2 2 

経済学研究科 0 0 0 0 3 

商学研究科 0 0 0 3 2 

社会学研究科 0 0 0 2 0 

総合情報学研究科 0 0 0 2 0 

理工学研究科 0 1 0 1 1 

外国語教育学研究科 1 2 1 1 3 

心理学研究科 0 0 0 0 1 

社会安全研究科 0 2 2 2 0 

東アジア文化研究科 2 2 2 3 3 

ガバナンス研究科 1 2 2 0 0 

人間健康研究科 0 0 0 0 0 

法務研究科(法科大学院) 0 0 0 0 0 

会計研究科(専門職大学院) 0 1 2 2 4 

心理学研究科 心理臨床学専攻 
(専門職大学院) 

0 0 0 0 0 

計 4 11 10 18 19 

国公立大学 研究科 2 3 7 5 6 

他私立大学 研究科 2 8 1 3 2 

計 8 22 18 25 27 

専門・各種学校等 6 5 2 11 9 

帰国等 9 18 24 21 34 

計 33 78 98 101 106   
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④ 学生の受け入れ・修了後の進路の適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

 学生の受入れ・修了後の進路の適切性については、学生の受入れ及び修了後の進路の結果を日本語・日

本文化教育プログラム運営部会及び国際教育センター委員会において、報告を行い、常に点検・評価を行

っている。具体的には、受入れ時においては入学志願者の志望理由、日本語学習歴及び本別科修了後の希

望進路を書類・面接審査時に確認し、本別科が求める人材が入学しているかの適切性を確認している。ま

た、修了後の進路の適切性に関しては、本別科生の進路結果を調査し、本別科が適切に人材を送り出せて

いるかを点検・評価している。そして、その結果を基に、今後の本別科の留学生受入れ方針を決定してお

り、現在、志願者増に対応するため、入学者選抜方法の見直し、改善に着手している。 

 その他にも関西大学への進学志向醸成及び専門知識獲得のための学部・研究科科目の科目等履修制度の

導入、本学学部・研究科への推薦に基づく制度（学部：外国人留学生推薦入学、商学部留学生別科特別推

薦入試、大学院：留学生別科特別入試）の拡充など、常時学生の受入れ、修了後の進路を想定した取組の

点検・評価及び改善を行っている。 

 

【2】長所・特色 

 本別科の受入れ・修了後の進路の特筆すべき長所・特色としては、海外日本語教育機関から本別科への

「留学生別科指定校制推薦入学」、アカデミック・アドバイザー制（担任制）によるきめ細かい学習・進路

指導、本別科からの推薦に基づく本学学部・研究科の「留学生別科特別入学試験」の三つである。 

 まず、海外日本語教育機関から本別科への「留学生別科指定校制推薦入学」に関しては、前述のように

2017年５月１日時点で13校あり、本制度により安定的な入学志願者の確保をしている。昨今の不安定な世

界情勢、経済状況、そして、それに伴う円安・円高の影響を直接受ける留学生の受入れ機関にとって、安

定的な留学生の確保は大きな課題となっており、上記指定校制推薦制度はそのような影響によるリスクを

管理する重要な制度となっている。また、海外指定校との緊密な関係を維持及び連携することによって、

入学志願者の数だけではなく、質の保証も確保することができ、本別科修了後の外国人留学生の安定的な

輩出にもつながっている。 

 次に、アカデミック・アドバイザー制（担任制）によるきめ細かい学習・進路指導に関しては、前述の

ように、本別科では入学した直後から全ての本別科生に、本別科特任常勤講師がアカデミック・アドバイ

ザーとして付いており、学生は本別科入学直後から将来の進路に向けた学習プランを作成する。１年ない

し１年半という短い期間でいかに有効かつ効率的に学習を進めるか、本別科在籍中は絶えず学習・進路指

導を継続して行っており、その結果、進学を希望する本別科生は毎年ほぼ100％進学先を確保している。

最後に、「留学生別科特別入試」に関しては、前述のとおり、本別科からの推薦に基づく本学学部・研究

科の入試である。本別科において優秀な人材を育成し、本学大学・大学院へ輩出することは、本別科開設

の根本的な目的であり、本試験はその目的を達成する一助となる重要な試験となっている。大学・大学院

及び専門学校などへの進学者全体に占める本学の学部・大学院への進学率は、2013年の36.7％から2016年

には47.2％と、10.5ポイント伸びており、今後よりきめの細かい指導、留学生の学習管理を促進すること

によって、その進学率を向上させていく予定である。 

 

【3】問題点 

日本国政府による「留学生受入れ30万人計画（2008年）」の策定、近年の日本留学ブームの高まり、本

別科の積極的な広報活動の成果によって、本別科への志願者は増加傾向にある。今後、本学の「Kandai 

Vision 150」にもあるように、本学で修学する学生の６人に１人が留学生（通年で5,000人、５月１日時

点で3,500人：正規生、非正規生計）となるよう、受入れを進める場合、本別科として、どのように受入

れの拡大を図っていくのか（特に教室数、教職員数、学生寮の確保の問題）が今後の課題である。 

また、修了後の進路に関しては、現在、日本語会話ボランティア制度、入試説明会などを利用し、関西
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大学への進学志向を高めるための取組が多くなされているものの、進学者全体に占める本学学部・研究科

への進学者の割合は約45％（2015年度）にとどまっており、いかに多くの人材をより本学に進学させるか

が今後の課題である。 

以上の問題に関しては、日本語・日本文化教育プログラム運営部会、国際教育センター委員会などで引

き続き審議、検討していく予定である。 

 

【4】全体のまとめ 

本別科では積極的な広報・募集活動を行っており、「留学生別科指定校制推薦制度」をはじめ、海外教

育機関との連携も強化しており、現在のところ収容定員を満たし、入学志願者も増加傾向にある。そして、

受入れ時に行う入学者選抜に関しては、明確な書類選考及び面接評価基準を基に行っており、その過程及

び結果については日本語・日本文化教育プログラム運営部会、国際教育センター委員会において審議、決

定されるという体制が整えられている。また、本別科修了後に対する支援に関しては、アカデミック・ア

ドバイザー制（担任制）によってきめ細かい学習・進路指導を行っており、更に、本別科からの推薦に基

づく本学学部・研究科の入学試験（留学生別科特別入試）を設け、本別科で学んだ留学生が引き続き本学

の大学・大学院で学べるよう支援体制が整えられている。現在の課題としては、受入れの増加を進める場

合の対応（教室数、教職員数、学生寮の確保などの問題）及び本学への進学率の向上が挙げられる。 

 

 

 

４ 教員・教員組織 

【1】現状説明 

① 教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制しているか。 

本別科の教員の構成は、「関西大学留学生別科特任常勤講師規程」第２条第１号に定める特任常勤講師

（以下第１号特任常勤講師）３名、同規程第２条第２号に定める特任常勤講師（以下第２号特任常勤講師）

４名、日本語科目非常勤講師７名、基礎科目非常勤講師６名である。2017年５月１日現在、常勤講師一人

当たりの本別科生数は17.3人であり、また、常勤講師、非常勤講師を含めた教員の男女比は男性教員30％、

女性教員70％となっている。 

特任常勤講師は専任に準じる教育職員として位置づけ、職務・処遇などに関しては「留学生別科特任常

勤講師規程」に定められている。主な職務としては、まず、第１号特任常勤講師は、本別科の授業（担当

責任コマ数は週７コマ）、授業運営、カリキュラム編成、教員編成などのコーディネートを主たる業務と

して行い、その他学生の履修・進路指導、教材開発、FD（Faculty Development）などを担当し、本別科

全体を管理・運営する。それらのうち、３名それぞれの主な業務は、カリキュラム構築・編成、授業運営

などを担当する者、カリキュラム構築・編成を補助しながら主にICTを活用した教材開発を担当する者、

学生指導を含む学生支援全般を担当する者の三つに分けられている。次に、第２号特任常勤講師は、本別

科の日本語科目の授業（担当責任コマ数は週15コマ）、授業運営を主たる職務とする。各講師が一つない

し二つのクラスをクラスコーディネータとして担当し、クラススケジュールの作成、学生の学習管理、成

績評価を行う。そして、日本語科目非常勤講師は１名につき週３から９コマの授業を担当し、基礎科目非

常勤講師は１名につき週１から６コマの専門授業を担当している。 

本別科の中心となる「日本語科目」において、常勤講師の担当比率は65.7％、アカデミック日本語クラ

ス、日本語集中演習の「特別演習科目」に関しては、常勤講師の担当比率は100％であり、本別科の根幹

をなす、学生の日本語能力養成、進学に直接関わる科目に関しては、適切な教員配置が行われている。 

 



第Ⅳ編 留学生別科 

990 

② 教員の募集、採用等を適切に行っているか。 

「関西大学国際教育センター規程」により、本別科特任常勤講師を置くことが定められている。第１号

特任常勤講師は博士の学位を有し、日本語教育機関における教育に関する豊かな実務経験と優れた学識経

験を有する者、第２号特任常勤講師は修士の学位を有し、主として日本語教育に関する優れた教育上の能

力を有する者と規定されている。 

その教員の任用の手続きに関しては、国際教育センター長を委員長とする人事委員会を設置し、「関西

大学留学生別科特任常勤講師規程」に基づき、原則として公募し、履歴書、研究業績書及び面接・実技に

基づいて選考を行う。その後は、国際教育センター委員会において、審査委員から審査報告書に基づいた

詳細な報告を受け、議論の後、任用の可否を決定する。そして、国際教育センター長が、選考された者を

特任常勤講師候補者として国際部長及び学長に推薦し、学長の推薦に基づき、理事会が任命している。 

また、特任常勤講師の任用期間は１年以内と規定されており、任用更新（４回を限度）については、国

際教育センター長を中心とする審査委員会を構成し、以降上記と同様の任用の手続きを行っており、教員

の質の確保に努めている。 

 

③ 教員の資質の向上を図るための方策を組織的かつ多面的に実施し、教員及び教員組

織の改善につなげているか。 

 教員の資質向上に関しては、学生による授業評価アンケートが全学的なスケジュールに合わせて実施さ

れており、学生からの直接的なフィードバックを各教員が受け、それを基に各教員が授業改善に取り組ん

でいる。また、毎学期末には、全講師が集まってFD活動を行っており1)、各クラスの現状報告の他、課題、

教育方法の共有、意見交換がなされている。その他にも、チームティーチングを行っている日本語科目で

は担当講師らによるクラス会議、打ち合わせ、教育方法検討会が恒常的に開かれている。 

 また、日本語科目に関しては、全教員が利用できる共通教材を作成している。毎学期開始時に共通教材

をコピーガード付USBにて配付し、授業期間中はそれらの教材を用いて教育を行い、適宜教材の追加、修

正も行っている。そうすることによって、教育の質保証を図るとともに、他の教員の作成した教材を参考

にし、自身の教育の振り返りを行うなど、教員の資質の向上にも役立てている。 

 

④ 教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

教員組織の適切性については、国際教育センター委員会、日本語・日本文化教育プログラム運営部会に

おいて、常時点検・評価がなされている。 

本別科における教育の質を確保し、安定的に授業運営を行うために行ったこれまでの点検・評価の結果

としては、主に２点ある。まず、１点目は、安定的な授業運営を行うために、日本語科目の授業・授業運

営を主たる職務とする第２号特任常勤講師４名を新たに任用、配置したことである。そして、２点目は本

別科特任常勤講師の任用更新の際に国際教育センター委員による授業見学及び面談を実施し、各教員の教

育内容・方法を点検・評価していることである。 

これらの意志決定のプロセスに関しては、まず、国際教育センター委員会で審査委員会を立ち上げて審

査し、その後国際教育センター委員会及び国際委員会で審議・了承された後、国際部長から学長に進達し、

常任理事会で審議・了承を得るというプロセスを経ており、教員及び教員組織の適切性について組織的な

点検・評価がなされている。 

 

【2】長所・特色 

本別科の教員及び教員組織において、特筆すべき長所・特色は、理論に基づく「専門家」が教育に携わ

り、プログラムを提供していること、教員組織体制の連携の二つである。 

まず本別科の教員に関して、本別科では、第１号特任常勤講師は日本語教育学、応用言語学、第二言語

習得研究、日本語学などの分野における博士の学位、第２号特任常勤講師も日本語教育学、応用言語学、
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第二言語習得研究、日本語学などの分野における修士の学位、そして、非常勤講師においても修士の学位

を有し、かつ教育経験が３年以上という任用基準を基に任用しており、それらの教育専門家がプログラム

を構築・提供し、教育を行っている。カリキュラム（コースの全体像）、シラバス（各コースの教育内容）、

教授法（教室運営、講師陣のFDなど）において最新の研究を反映し、教育学、応用言語学（第２言語習得

理論・外国語教育学など）の研究成果に裏付けされた質の高いプログラムを提供できる教育専門家組織を

構成していることが特徴の一つである。 

次に教員組織体制の連携に関しては、本別科に在籍する非常勤講師及び常勤講師によって構成され、主

に授業内容、カリキュラム、学生指導について報告・検討を行う本別科特任常勤講師による打合せ会、そ

して、本別科常勤講師、国際教育センター委員によって構成され、主にプログラム運営、学生募集・進

学･進路、教員の任用などの施策を検討、審議する日本語・日本文化教育プログラム運営部会、本別科の

運営全体に関わる事案を扱う国際教育センター委員会と機関運営に関わるそれぞれの段階において検討及

び審議を行う組織体制が整えられている。また改善についても本別科特任常勤講師による打合せ会から運

営部会、あるいは運営部会から国際教育センター委員会、更には国際教育センター委員会から国際委員会

において検討及び審議を行う組織体制が整えられている。 

 

【3】問題点 

「３学生の受け入れ・修了後の進路」の「【3】問題点」で前述したことでもあるが、今後、本学の

「Kandai Vision 150」にもあるように、本学で修学する学生の６人に１人が留学生（通年で5,000人、５

月１日時点で3,500人）となるよう、受入れ（進学者）を拡大していく場合、現在の講師陣の陣容では、

教育の質を保証できず、学生の学習・進路指導においても支障が生じるため、教職員の追加、教員体制の

再組織化を検討していく予定である。 

 

【4】全体のまとめ 

 本別科の教員構成としては、第１号特任常勤講師、第２号特任常勤講師、非常勤講師からなり、その募

集及び採用に関しては、国際教育センター長を委員長とする人事委員会を設置し、「関西大学留学生別科

特任常勤講師規程」に基づき、適正に行われている。また、学生による授業評価アンケート、FD活動など、

教員の資質向上を図る方策も整備されており、教員組織の適切性に関する点検・評価に関しても、国際教

育センター委員会、日本語・日本文化教育プログラム運営部会などの会において、常時点検・評価がなさ

れている。現在の課題としては、今後の受入れ拡大における教職員体制の整備であり、教育の質を維持す

るための体制をいかに確保するかが、今後の課題である。 

 

【5】根拠資料 

 1) 2017年春学期教員FD議事録 
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おわりに 

 

 本学では、1994年に「関西大学自己点検・評価委員会」を設置し、教育研究活動等の改善・改革に努め

てきた。そして2009年度からは法人・教学が一体となった活動をめざし「学校法人関西大学自己点検・評

価委員会」に改編するとともに、外部からの意見を取り入れるために「外部評価委員会」を設置する等、

体制の整備を図ってきた。また、「自己点検・評価活動」と「中長期行動計画」を連動させることにより、

行動計画として策定された「計画」を各部局において「実行」し、「自己点検・評価活動」・「行動計画に

おける見直し作業」において「点検・評価」を行い、これに基づき新たな活動を「行動計画」において改

めて策定する、いわゆる「PDCAサイクル」の構築を実現してきた。 

 さらに、2016年11月には学長の下に内部質保証推進プロジェクトを設置し、喫緊の課題から長期的な視

野をもって取り組むべき諸問題までを検討した。その結果、三つの方針の見直し、ナンバリング、カリキ

ュラムマップの全学的な策定など、実現可能な取組から順次実施主体へ推進を示唆・実現を図っているこ

とから、より一層内部質保証及び質の向上のための体制が有効に機能しつつある。 

「自己点検・評価活動」及び「認証評価」は、学校教育法に定められた大学の義務であり、大学が持つ

公共性を考えれば、社会への説明責任を果たす機能としても非常に重要なシステムであり、今後とも責任

をもって進めていかなければならない。 

併せて、内部質保証の更なる実質化を念頭に、今後、本委員会において自己点検・評価体制のあり方や

より効果的かつ効率的な点検・評価活動の改善・改革に努めていきたいと考えている。 

 

 最後になったが、本書の編集にあたり、自己点検・評価委員をはじめ関係教職員に多大なるご尽力をい

ただいた。ここに改めて深甚なる謝意を表したい。 

以 上 

 

2018年３月 

   学校法人関西大学自己点検・評価委員会 

     大学部門委員会委員長 良永 康平 
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１ 2018（平成30年度）大学基礎データ（公益財団法人 大学基準協会 様式） 

基本情報 

（表１）組織・設備等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

教
育
研
究
組
織

事 項 記 入 欄 備 考

大 学 の 名 称 　関西大学

備 考

法学部法学政治学科 2008年4月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス
1948年法学部開設
2008年２学科を法学政治学科に改組

文学部総合人文学科 2004年4月1日 同上
1948年文学部開設
2004年８学科を総合人文学科に改組

学 校 本 部 の 所 在 地 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス

学
士
課
程

学部・学科等の名称 開設年月日 所　　在　　地

経済学部経済学科 1948年4月1日 同上

外国語学部外国語学科 2009年4月1日 同上

人間健康学部人間健康学科 2010年4月1日 大阪府堺市堺区香ヶ丘町1-11-1　堺キャンパス

政策創造学部政策学科 2007年4月1日 同上

政策創造学部国際アジア法政策学科 2013年4月1日 同上

商学部商学科 1948年4月1日 同上

社会学部社会学科 1967年4月1日 同上

システム理工学部数学科 2007年4月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35 千里山キャンパス

1958年工学部開設
2007年システム理工学部に改組

システム理工学部物理・応用物理学科 2007年4月1日 同上

システム理工学部機械工学科 2007年4月1日 同上

総合情報学部総合情報学科 1994年4月1日 大阪府高槻市霊仙寺町2-1-1　高槻キャンパス

社会安全学部安全マネジメント学科 2010年4月1日 大阪府高槻市白梅町7-1　高槻ミューズキャンパス

化学生命工学部化学・物質工学科 2007年4月1日 同上 1958年工学部開設
2007年化学生命工学部に改組化学生命工学部生命・生物工学科 2007年4月1日 同上

1958年工学部開設
2007年環境都市工学部に改組

環境都市工学部都市システム工学科 2007年4月1日 同上

環境都市工学部エネルギー・環境工学科 2007年4月1日 同上

システム理工学部電気電子情報工学科 2007年4月1日 同上

環境都市工学部建築学科 2007年4月1日 同上

2005年4月1日 同上
1953年法学研究科博士過程開設
2005年法学・政治学専攻に改組

文学研究科総合人文学専攻（Ｍ） 2005年4月1日 同上
1950年文学研究科修士課程開設
2005年総合人文学専攻に改組

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

法学研究科法学・政治学専攻（Ｍ） 2005年4月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス
1950年法学研究科修士課程開設
2005年法学・政治学専攻に改組

法学研究科法学・政治学専攻（Ｄ）

商学研究科商学専攻（Ｄ） 1962年4月1日 同上

社会学研究科社会学専攻（Ｍ） 1971年4月1日 同上

経済学研究科経済学専攻（Ｄ） 1963年4月1日 同上
1953年経済学研究科博士課程開設
1963年経済学専攻に改組

商学研究科商学専攻（Ｍ） 1962年4月1日 同上

文学研究科総合人文学専攻（Ｄ） 2007年4月1日 同上
1953年文学研究科博士課程開設
2007年総合人文学専攻に改組

経済学研究科経済学専攻（Ｍ） 1950年4月1日 同上

社会学研究科マス・コミュニケーション学専攻（Ｄ） 1996年4月1日 同上

総合情報学研究科社会情報学専攻（Ｍ） 1998年4月1日 大阪府高槻市霊仙寺町2-1-1　高槻キャンパス

社会学研究科社会システムデザイン専攻（Ｄ） 2008年4月1日 同上
1973年産業社会学専攻博士課程開設
2008年社会システムデザイン専攻に名
称変更

社会学研究科マス・コミュニケーション学専攻（Ｍ） 1994年4月1日 同上

社会学研究科社会学専攻（Ｄ） 1973年4月1日 同上

社会学研究科社会システムデザイン専攻（Ｍ） 2008年4月1日 同上
1971年産業社会学専攻修士課程開設
2008年社会システムデザイン専攻に名
称変更

理工学研究科化学生命工学専攻（Ｍ） 2006年4月1日 同上

1962年工学研究科修士課程開設
2006年ライフ・マテリアルデザイン専
攻に改組
2009年理工学研究科に名称変更
2014年化学生命工学専攻に名称変更

理工学研究科総合理工学専攻（Ｄ） 2006年4月1日 同上

1964年工学研究科博士課程開設
2006年総合工学専攻に改組
2009年理工学研究科総合理工学専攻に
名称変更

理工学研究科システム理工学専攻（Ｍ） 2006年4月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス

1962年工学研究科修士課程開設
2006年システムデザイン専攻に改組
2009年理工学研究科に名称変更
2014年システム理工学専攻に名称変更

理工学研究科環境都市工学専攻（Ｍ） 2006年4月1日 同上

1962年工学研究科修士課程開設
2006年ソーシャルデザイン専攻に改組
2009年理工学研究科に名称変更
2014年環境都市工学専攻に名称変更

総合情報学研究科知識情報学専攻（Ｍ） 1998年4月1日 同上

総合情報学研究科総合情報学専攻（Ｄ） 2000年4月1日 同上

社会安全研究科防災・減災専攻（Ｍ） 2010年4月1日 大阪府高槻市白梅町7-1　高槻ミューズキャンパス

社会安全研究科防災・減災専攻（Ｄ） 2012年4月1日 同上

心理学研究科心理学専攻（Ｍ） 2016年4月1日 同上
2008年心理学研究科博士課程前期課程
開設
2016年心理学専攻に改組

心理学研究科心理学専攻（Ｄ） 2008年4月1日 同上

外国語教育学研究科外国語教育学専攻（Ｍ） 2002年4月1日 同上

外国語教育学研究科外国語教育学専攻（Ｄ） 2002年4月1日 同上

人間健康研究科人間健康専攻（Ｍ） 2014年4月1日 大阪府堺市堺区香ヶ丘町1-11-1　堺キャンパス

人間健康研究科人間健康専攻（Ｄ） 2016年4月1日 同上

ガバナンス研究科ガバナンス専攻（Ｍ） 2011年4月1日 同上

ガバナンス研究科ガバナンス専攻（Ｄ） 2015年4月1日 同上

東アジア文化研究科文化交渉学専攻（Ｍ） 2011年4月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス

東アジア文化研究科文化交渉学専攻（Ｄ） 2011年4月1日 同上
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人 人 人 人 人 人 人 人 人 59.4人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 32.9人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 62.8人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 61.0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 60.4人

人 人 人 人 人 人 人 人 67.3人

人 人 人 人 人 人 人 人 50.6人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 15.4人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 53.9人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 40.5人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 45.7人

人 人 人 人 人 人 人 人 12.7人

人 人 人 人 人 人 人 人 23.7人

人 人 人 人 人 人 人 人 28.5人

人 人 人 人 人 人 人 人 29.9人

人 人 人 人 人 人 人 人 29.1人

人 人 人 人 人 人 人 人 27.3人

人 人 人 人 人 人 人 人 29.1人

人 人 人 人 人 人 人 人 26.5人

人 人 人 人 人 人 人 人 28.9人

人 人 人 人 人 人 人 ―

人 人 人 人 人 人 人 ―

人 人 ―

人 人 人 人 人 人 人 人 人 41.7人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 10人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 70人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 15人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 5人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 28人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 15人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 1人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 3人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 1人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 11人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 7人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 2人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 230人

教
育
研
究
組
織

教
員
組
織

同上

2006年4月1日 同上

心理学研究科心理臨床学専攻 2009年4月1日 同上

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

法務研究科法曹養成専攻 2004年4月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス

会計研究科会計人養成専攻

社会連携部 2008年10月1日 同上

国際部 2008年10月1日 同上

助手

2008年10月1日 大阪府吹田市山手町3-3-35　千里山キャンパス

研究推進部 2008年10月1日 同上別
科
・
専
攻
科
等

別科・専攻科等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

留学生別科 2012年4月1日 大阪府吹田市佐竹台1-2-20　南千里国際プラザ

教育推進部

先端科学技術推進機構 2002年4月1日 同上
旧・工業技術研究所（1964年開設）を
発展して設置

法学研究所 1987年4月1日 同上

経済・政治研究所 1958年4月1日 同上

東西学術研究所 1951年4月1日

学生募集停止中の学部・研究科等

商学研究科　博士課程後期課程　会計学専攻（2017年度学生募集停止、在学生数５人）
社会学研究科　博士課程後期課程　社会心理学（2008年度学生募集停止、在学生数１人）
心理学研究科　博士課程前期課程　認知・発達心理学専攻（2016年度学生募集停止、在学生数０人）
心理学研究科　博士課程前期課程　社会心理学専攻（2016年度学生募集停止、在学生数３人）

2017年５月１日時点において在学生
がいる学部・研究科及び直近３カ年
以内に募集停止した学部・研究科を
記入している。

学
士
課
程

学部・学科等の名称
専　　任　　教　　員　　等 非常勤

教員

専任教員一人
あたりの在籍
学生数

備 考

ソシオネットワーク戦略研究機構 2008年7月24日 同上

人権問題研究室 1974年4月1日 同上

0 70

15文学部総合人文学科 90 0 237

経済学部経済学科 41 7 0 4 52

10 0 3 103 29

うち教授数

法学部法学政治学科 46 9 0 0 55 30 15

教授 准教授 講師 助教 計 基準数

0 46

16 0 109

政策創造学部政策学科 12 6 0 0 18 14

15 0 68

社会学部社会学科 43 13 0 2 58 32

商学部商学科 34 17 0 0 51 30

30 15

8 4 0

外国語学部外国語学科 39 7 0 1 47 11

7 0
74 人

政策創造学部国際アジア法政策学科 4 3 0 1 8

10 0 75

総合情報学部総合情報学科 48 7 0 0 55 35

6 0 79

人間健康学部人間健康学科 17 8 0 1 26 19

9 0 52

システム理工学部数学科 8 2 0 1 11 7

18 0 64

社会安全学部安全マネジメント学科 18 9 0 0 27 17

8 4 0

システム理工学部機械工学科 16 14 1 4 35 13

4 0

57 人
システム理工学部物理・応用物理学科 10 1 0 1 12

2 22 10 5

0

環境都市工学部建築学科 12 3 1 1 17 9 5 0

7 0

システム理工学部電気電子情報工学科 16 8 0 4 28 12 6

13 7 0
54 人

化学生命工学部生命・生物工学科 10 4 1 1

化学生命工学部化学・物質工学科 27 10 0 3 40

0

環境都市工学部エネルギー・環境工学科 6 6 0 2 14 9 5 0

78 人環境都市工学部都市システム工学科 12 8 0

― ― 0 813

その他の組織等（国際部） 4 1 0 0 5

16 9 5 0

その他の組織等（教育推進部） 3 1 0 0 4

203 101 ― ―

計 516 154 3 31 704

― ― 0 11

（大学全体の収容定員に応じた教員数） ― ― ― ― ―

非常勤
教員

備 考研究指導
教員

研究指導
補助教員 計

研究指導
教員基準

研究指導補
助教員基準

基準数計うち
教授数

うち
教授数

548 279 0 1887

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称

研究指導教員及び研究指導補助教員

助手

法学研究科法学・政治学専攻（Ｍ） 50

10 0

文学研究科総合人文学専攻（Ｍ） 79 72 7 86 10 7 2

10 0

法学研究科法学・政治学専攻（Ｄ） 40 40 0 40 5 4 5

46 0 50 5 4 5

7 0

経済学研究科経済学専攻（Ｍ） 40 40 2 42 5 4 4

12 0

文学研究科総合人文学専攻（Ｄ） 51 51 6 57 5 4 2

9 0

商学研究科商学専攻（Ｍ） 32 32 2 34 5 4 4

9 0

経済学研究科経済学専攻（Ｄ） 34 34 2 36 5 4 4

9 0

社会学研究科社会学専攻（Ｍ） 10 10 3 13 3 2 2

9 0

商学研究科商学専攻（Ｄ） 25 25 0 25 5 4 4

2 5 0

社会学研究科マス・コミュニケーション学専攻（Ｍ） 8 7 1 9 3 2

5 0

1人社会学研究科社会システムデザイン専攻（Ｍ） 10 10 1 11 3 2

2 5 0

0人社会学研究科社会システムデザイン専攻（Ｄ） 7 7 0 7 3

2 5 0

社会学研究科社会学専攻（Ｄ） 6 6 0 6 3 2

2 2 5 0

総合情報学研究科社会情報学専攻（Ｍ） 23 23 3 26 7

2 2 5 0

社会学研究科マス・コミュニケーション学専攻（Ｄ） 6 6 0 6 3

7 5 4 11 0

総合情報学研究科総合情報学専攻（Ｄ） 28 28 13 41

5 4 11 0
9人

総合情報学研究科知識情報学専攻（Ｍ） 27 25 2 29

理工学研究科環境都市工学専攻（Ｍ） 46 30 1 47 10

18 12 3 21 0

52人7 3 13 0

5 4 5 10 0

理工学研究科システム理工学専攻（Ｍ） 72 49 3 75

13 3 22 0

外国語教育学研究科外国語教育学専攻（Ｍ） 26 25 12 38 3

8 3 15 0

理工学研究科総合理工学専攻（Ｄ） 116 116 54 170 19

理工学研究科化学生命工学専攻（Ｍ） 51 37 0 51 12

2 3 6 0

心理学研究科心理学専攻（Ｍ） 18 15 2 20 3

2 3 6 0

外国語教育学研究科外国語教育学専攻（Ｄ） 10 10 0 10 3

2 3 6 0

社会安全研究科防災・減災専攻（Ｍ） 27 18 0 27 4

2 3 6 0

心理学研究科心理学専攻（Ｄ） 18 17 0 18 3

3 4 8 0

東アジア文化研究科文化交渉学専攻（Ｍ） 9 8 0 9 3

3 4 8 0

社会安全研究科防災・減災専攻（Ｄ） 15 15 7 22 4

2 2 5 0

ガバナンス研究科ガバナンス専攻（Ｍ） 13 13 8 21 3

2 2 5 0

東アジア文化研究科文化交渉学専攻（Ｄ） 8 8 1 9 3

2 3 6 0

人間健康研究科人間健康専攻（Ｍ） 9 8 2 11 4

2 3 6 0

ガバナンス研究科ガバナンス専攻（Ｄ） 6 6 4 10 3

3 4 8 0

計 928 845 137 1065 181

3 4 8 0

人間健康研究科人間健康専攻（Ｄ） 8 8 1 9 4

129 105 286 0
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人 人 人 人 人 人 人 人 人 44人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 52人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 38人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 134人

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室

室 室 室 室 室

室 室 室 室 室

室 室 室 室 室

室 室 室 室 室

室 室 室 室 室

室 室 室 室 室

㎡ 席

㎡ 席

㎡ 席

㎡ 席

冊 種 種

冊 種 種

冊 種 種

冊 種 種

冊 種 種

体育館その他の施設

㎡

㎡

㎡

教
員
組
織

校舎面積（その他） ― 2,026.6 0 14,293.2 16,319.8

校舎面積計 149878.3 301,043.0 0 55,123.4 356,166.4

校舎面積（堺キャンパス） ― 15,967.4 0 0 15,967.4

校舎面積（国際プラザ） ― 1,962.2 0 0 1,962.2

校舎面積（梅田キャンパス） ― 2,567.7 0 0 2,567.7

校舎面積（千里山キャンパス） ― 232,562.5 0 17,877.4 250,439.9

校舎面積（高槻キャンパス） ― 26,428.1 0 0 26,428.1

校舎面積（高槻ミューズキャンパス） ― 19,528.5 0 22,952.8 42,481.3

その他 ― 569,189.2 0 0 569,189.2

校地面積計 261780.0 971,086.7 0 69,093.1 1,040,179.8

区　　　分 基準面積 専用 共用 共用する他の学校等の専用 計

運 動 場 用 地（国際プラザ） ― 0 0 0 0

校舎敷地面積（梅田キャンパス） ― 806.6 0 0 806.6

運 動 場 用 地（梅田キャンパス） ― 0 0 0 0

校舎敷地面積（堺キャンパス） ― 27,470.7 0 0 27,470.7

運 動 場 用 地（堺キャンパス） ― 2,835.0 0 0 2,835.0

校舎敷地面積（国際プラザ） ― 1,379.8 0 0 1,379.8

70,615.0

運 動 場 用 地（高槻キャンパス） ― 43,219.8 0 0 43,219.8

校舎敷地面積（高槻ミューズキャンパス） ― 3,993.1 0 3,855.5 7,848.6

運動場用地（高槻ミューズキャンパス） ― 0 0 22,349.0 22,349.0

備 考専任
教員

教員
基準

うち
教授数

うち実務家
専任教員数

うち
教授数

うち実務家
教員数

うちみなし
専任教員数

うちみなし
教員数

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称

専　　任　　教　　員

助手

法務研究科法曹養成専攻 21 2 0

会計研究科会計人養成専攻 13 12 6 4 12 6 4

20 9 2 12 6 3

非常勤
教員

1 0

計 43 41 18 7 30 15 9

3 0

心理学研究科心理臨床学専攻 9 9 3 1 6 3 2

　
施
設
・
設
備
等

校
地
等

区　　　分 基準面積 専用 共用 共用する他の学校等の専用 計

法学部 55

文学部 103

経済学部 55

教
員
研
究
室

学部・研究科等の名称 室　　　数

社会安全学部 28

システム理工学部 79

環境都市工学部 51

外国語学部 50

人間健康学部 29

校舎敷地面積（千里山キャンパス） ― 187,086.9

60

政策創造学部 26

心理学研究科 （心理臨床学専攻） 9

教育推進部 5

国際部 5

化学生命工学部 56

法務研究科 21

会計研究科 13

備考

6 0

0 26,423.1 213,510.0

運 動 場 用 地（千里山キャンパス） ― 64,490.6 0 16,465.5 80,956.1

校舎敷地面積（高槻キャンパス） ― 70,615.0 0 0

教
室
等
施
設

区　　　分 講義室 演習室

高槻ミューズキャンパス教室等施設 14 29 14 3 1

173 91 36 7

高槻キャンパス教室等施設 20 18 7 10 1

実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

千里山キャンパス教室等施設 166

総合情報学部 58

商学部 55

社会学部

南千里国際プラザ教室等施設 1 0 0 1 10

梅田キャンパス教室等施設 1 13 0 0 0

堺キャンパス教室等施設 18 18 8 2 0

堺キャンパス図書館 876.12 272

図書館等の名称 図書〔うち外国書〕 学術雑誌〔うち外国書〕

1,013.24 235

ミューズ大学図書館 623.22 134
図
書
館
・
図
書
資
料
等

図書館等の名称 面積 閲覧座席数

総合図書館 21,749.93 2,260

高槻キャンパス図書館

〔　―　〕

ミューズ大学図書館 43,377 〔  6,207〕 481 〔   72〕 ― 〔　―　〕

高槻キャンパス図書館 53,476 〔 15,289〕 513 〔  243〕 ―

電子ジャーナル〔うち外国書〕

総合図書館 2,021,680 〔789,650〕 23,852 〔8,780〕 13,981 〔13,925〕

体育館面積

千里山キャンパス 14199.5

高槻キャンパス 1322

堺キャンパス 3774.2

〔　―　〕

計 2,163,896 〔815,066〕 25,064 〔9,139〕 21,206 〔14,553〕

堺キャンパス図書館 45,363 〔  3,920〕 218 〔　　 44〕 ―
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［注］ 

１ 学部・学科、大学院研究科・専攻、別科・専攻科、研究所等ごとに記載してください（通信教育課程を含む）。 

２ 教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、教職科目等を担当する独立の組織や、附置研究所、附属病院等がある場合には、

「別科・専攻科等」の欄に記載してください。 

３ 所在地について、２以上の校地において行う場合で当該校地にキャンパス名称があれば、当該所在地の後に「○○キャンパス」

と記載してください。 

４ 教員組織の欄には、教育研究組織の欄で記載した組織単位で専任教員数を記入してください。また、上記２に記載した、学部

教育を担当する独立の組織がある場合には、組織名は、「学部・学科等の名称」の欄に「その他の組織等（○○）」と記載し、

専任教員数を記載してください。なお、その場合は、「基準数（及び「教授数」）」の欄は「－」としてください。 

５ 専任教員数の記入に際しては、休職、サバティカル制度等により一時的に大学を離れている場合も専任教員に算入してくださ

い。ただし、大学設置基準第11条における「授業を担当しない教員」については含めないでください。 

６ ｢非常勤教員」の欄には、客員教員や特任教員等で専任の教員は含みません。 

７ 他の学部・学科等に所属する専任の教員であって、当該学部・学科等の授業科目を担当する教員（兼担）は、「非常勤教員」の

欄には含めないでください。また、「専任教員等」の各欄にも含めないでください。 

８ 専任教員、研究指導教員及び研究指導補助教員の基準数については、それぞれ以下に定める教員数を記載してください。 

・大学設置基準第13条別表第一及び別表第二(備考に規定する事項を含む。) 

  ・大学院設置基準第９条の規定に基づく「大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件」（平成11年文部省告

示第175号）別表第一、別表第二及び別表第三(備考に規定する事項を含む。) 

  ・「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平成15年文部科学省告示第53号）第１条及び第２条 

９ ｢うち実務家専任教員数」「うちみなし専任教員数」の欄については、「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平

成15年文部科学省告示第53号）第２条に定める実務の経験及び高度の実務の能力を有する専任教員（実務家専任教員）、及び１

年につき６単位以上の授業科目を担当し教育課程の編成その他専門職学位課程を置く組織の運営に責任を担う専任教員以外の

者（みなし専任教員）の教員数を記入してください。 

10 ｢専任教員１人あたりの在籍学生数」の欄には、様式２の在籍学生数／本表の専任教員数計により、算出してください。 

11 ｢校舎敷地面積」、「運動場用地」の欄は、大学設置基準上算入できるものを含めてください。 

12 寄宿舎その他大学の附属病院以外の附属施設（大学設置基準第39条第１項を参照）用地、附置研究所用地、駐車場、大学生協

用地など大学設置基準上「校地」に算入できない面積は「校地等」の「その他」の欄に記入してください。 

13 ｢校舎面積計」の欄は、学校基本調査の学校施設調査票（様式第20号）における学校建物の用途別面積の「校舎」の面積の合計

としてください。 

14 校地面積、校舎面積の「専用」の欄には、当該大学が専用で使用する面積を記入してください。「共用」の欄には、当該大学が

他の学校等と共用する面積を記入してください。「共用する他の学校等の専用」の欄には、当該大学の敷地を共用する他の学校

等が専用で使用する敷地面積を記入してください。 

15 ｢基準面積」の欄は、大学設置基準第37条における「大学における校地」の面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面

積を除く。）または大学通信教育設置基準第10条の校舎等の施設の面積としてください。 

16 ｢教員研究室」の欄は、専任教員数に算入していない教員の研究室は記入する必要はありません。なお、複数の助教等が共同し

て１室で執務する場合は、教員数を室数に換算してください。 

 

［関西大学 注］ 

１ 備考には、改組等の情報を記入している。 

２ ｢大学の教員等の任期に関する法律」に基づく任期制専任教員を含めている。特任教授、客員教授など任用期間のある教員につ

いては、専任者（研究条件等において専任教員と同等の者）のみを「専任教員数」欄の「教授」「准教授」「講師」「助教」の該

当する欄（左側）に含めて記入している。また、専任者以外の特任者等については「非常勤教員」欄に含めて記入している。 

３ 本表内では１人の専任教員を複数の学部間、大学院研究科の同一の課程（例えば修士課程間）に重複記入していない。ただし、

大学院研究科では、１人の専任教員を博士課程前期課程と博士課程後期課程、専門職学位課程と博士課程後期課程の両課程に

おいてそれぞれ１専攻に限り重複記入している。 

４ ｢非常勤教員」欄では、同一の兼任教員が複数の学科、専攻を担当する場合は、それぞれ記入している。 

５ 国際部については、留学生別科特任常勤講師７名及び留学生別科非常勤講師13名は記入していない。 

６ 外国語学部の兼任教員数の中には、専任に準ずる特任外国語講師を含む。また、人間健康学部の兼任教員数の中には、専任に

準ずる特任体育講師を含む。 

７ ｢研究指導教員」とは、大学院設置基準第９条第１項各号に掲げる資格を有する教員を指し、「研究指導補助教員」とは、研究

指導の補助を行い得る教員を指している。 

８ 専門職大学院については、既存の研究科の１専攻として置かれている場合であっても、「専門職学位課程」欄に別に作表している。 

９ 図書の冊数には製本した雑誌等逐次刊行物を含む。 

10 電子ジャーナルの種類数は延べ数で、総合図書館で集中管理をしているが、他の３キャンパスからも同様に閲覧可能である。 
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（表２）学生（2017年５月１日現在） 
2018/6/13更新 総合情報学部（秋入学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜学士課程＞

学
部
名

学
科
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.05
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.05
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.07
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.04
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

3,424 3,442 3,483 3,432 3,502
1.13 1.11 1.10 1.08 1.11

1.02 1.08 1.06 1.04 1.11
3,024 3,096 3,168 3,168 3,168

826 880
792 792 792 792 792

10,606

入学定員について、
2011年度までは720名

2,302 2,290 2,433 2,361 2,285
811 854 840

1.13 1.15 1.15 1.10 1.12

学　部　合　計

10,724 10,256 10,001 10,450

756 774 792 792 792
856 890 908 868 883

198 198
1.08 1.14 1.09 0.98 1.12

入学定員について、
2011年度までは180名

502 545 568 561 565
213 225 216 193

社
会
学
科
・

社
会
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
専
攻

984 1,323 1,340 1,485 1,735

221
198 198 198

854 857 863 865 883
1.13 1.11 1.09 1.09 1.12

1.01 1.07 1.00 1.11 1.12
756 774 792 792 792

220 221
198 198 198 198 198

2,586

入学定員について、
2011年度までは180名
マス・コミュニケーション
学専攻を含む（2013年
度から名称変更）

531 493 546 522 483
199 212 198

1.17 1.12 1.10 1.07 1.08

社
会
学
科
・

メ
デ
ィ
ア
専
攻

3,362 2,952 2,904 2,841

756 774 792 792 792
882 864 871 848 854

198 198
1.04 1.01 1.06 1.03 1.08

入学定員について、
2011年度までは180名

567 579 616 572 586
206 200 209 204

社
会
学
科
・

心
理
学
専
攻

3,371 3,006 2,845 3,124 3,371

214
198 198 198

832 831 841 851 882
1.10 1.07 1.06 1.07 1.11

0.98 1.10 1.10 1.06 1.13
756 774 792 792 792

217 209 224
198 198 198 198 198

3,000 2,914

入学定員について、
2011年度までは180名

702 673 703 706 651
193 217

1.11 1.10 1.07 1.07 1.07

社

会

学

部

社
会
学
科
・

社
会
学
専
攻

3,007 2,975 2,912

2,772 2,838 2,904 2,904 2,904
3,084 3,120 3,116 3,105 3,110

726 726
1.11 1.02 1.00 1.01 1.10

1,906 1,756 1,813 1,872 1,727
809 743 728 731

学　部　合　計

9,948 9,957 8,525 8,346 9,747

799
726 726 726

3,084 3,120 3,116 3,105 3,110
1.11 1.10 1.07 1.07 1.07

1.11 1.02 1.00 1.01 1.10
2,772 2,838 2,904 2,904 2,904

728 731 799
726 726 726 726 726

8,346 9,747

入学定員について、
2011年度までは660名

1,906 1,756 1,813 1,872 1,727
809 743

1.11 1.08 1.08 1.09 1.13

商

学

部

商

学

科

9,948 9,957 8,525

2,772 2,838 2,904 2,904 2,904
3,062 3,058 3,122 3,159 3,266

726 726
1.00 1.02 1.07 1.06 1.16

1,982 2,161 2,202 2,362 2,265
723 741 774 767

学　部　合　計

8,639 8,762 8,741 9,792 10,191

840
726 726 726

3,062 3,058 3,122 3,159 3,266
1.11 1.08 1.08 1.09 1.13

1.00 1.02 1.07 1.06 1.16
2,772 2,838 2,904 2,904 2,904

774 767 840
726 726 726 726 726

9,792 10,191

入学定員について、
2011年度までは660名

1,982 2,161 2,202 2,362 2,265
723 741

1.15 1.11 1.07 1.08 1.10

経

済

学

部

経
済
学
科

8,639 8,762 8,741

2,940 3,010 3,080 3,080 3,080
3,381 3,348 3,288 3,331 3,384

770 770
1.00 1.07 1.03 1.08 1.10

2,478 2,571 2,594 2,597 2,421
767 826 792 828

学　部　合　計

10,910 10,429 10,797 9,406 10,194

850
770 770 770

3,381 3,348 3,288 3,331 3,384
1.15 1.11 1.07 1.08 1.10

1.08 1.10
2,940 3,010 3,080 3,080 3,080

850
770 770 770 770 770

10,194

入学定員について、
2011年度までは700名

2,478 2,571 2,594 2,597 2,421
767 826 792

文

学

部

総
合
人
文
学
科

10,910 10,429 10,797 9,406

828

1.00 1.07 1.03

3,064 3,072 3,148 3,158 3,269
1.12 1.10 1.10 1.10 1.14

1.06 1.02 1.09 1.07 1.18
2,730 2,795 2,860 2,860 2,860

764 841
715 715 715 715 715

7,297
1,897 2,050 2,245 2,235 2,257

756 727 779

1.12 1.10 1.10 1.10 1.14

学　部　合　計

7,568 6,270 6,443 8,148

2,730 2,795 2,860 2,860 2,860
3,064 3,072 3,148 3,158 3,269

715 715 715 715 715
1.06 1.02 1.09 1.07 1.18

2,050 2,245 2,235 2,257
756 727 779 764 841

備　考

法

学

部

法
学
政
治
学
科

7,568 6,270 6,443 8,148 7,297

入学定員について、
2011年度までは650名

1,897

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
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学
部
名

学
科
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.07
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.18
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.10
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.09
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.09
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.07
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.07
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.01
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.05
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

シ
ス
テ
ム
理
工
学
部

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

1.23 1.24 1.20 1.16 1.08

252 258 264 264 264
311 319 316 306 284

66 66
1.11 1.17 1.12 1.03 0.83

入学定員について、
2011年度までは60名

379 389 366 407 384
73 77 74 68

物
理
・
応
用
物
理

学
科

1,053 1,058 851 855 937

55
66 66 66

141 152 146 134 140
1.12 1.18 1.11 1.02 1.06

0.79 1.39 0.88 0.97 1.00
126 129 132 132 132

29 32 33
33 33 33 33 33

570 680

入学定員について、
2011年度までは30名

171 187 190 210 193
26 46

1.08 1.12 1.12 1.13 1.12

数
学
科

710 727 686

1,000 1,025 1,050 1,075 1,100
1,079 1,145 1,172 1,214 1,234

275 275
1.07 1.12 1.06 1.10 1.07

624 782 723 842 910
268 307 290 303

学　部　合　計

2,632 2,770 4,100 3,222 5,148

295
250 275 275

1,079 1,145 1,172 1,214 1,234
1.08 1.12 1.12 1.13 1.12

1.07 1.12 1.06 1.10 1.07
1,000 1,025 1,050 1,075 1,100

290 303 295
250 275 275 275 275

3,222 5,148

入学定員について、
2013年度までは250名

624 782 723 842 910
268 307

1.11 1.10 1.07 1.06 1.07

社
会
安
全
学
部

安
全
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
学
科

2,632 2,770 4,100

1,980 2,020 2,090 2,090 2,090
2,203 2,220 2,228 2,221 2,226

500 500 500 500 500
1.06 1.08 1.03 1.08 1.05

1,059
531 539 515 540 523

学　部　合　計

6,121 6,532 5,808 5,883 5,618
1,211 1,257 1,267 1,153

2,203 2,220 2,228 2,221 2,226
1.11 1.10 1.07 1.06 1.07

1.06 1.08 1.03 1.08 1.05
1,980 2,020 2,090 2,090 2,090

515 540 523
500 500 500 500 500

5,883 5,618

入学定員について、2011
年度までは430名

収容定員には編入学定員
を含む。2011年度までは
編入学定員は60名

1,211 1,257 1,267 1,153 1,059
531 539

1.18 1.16 1.16 1.09 1.06

総
合
情
報
学
部

総
合
情
報
学
科

6,121 6,532 5,808

1,200 1,230 1,260 1,290 1,320
1,417 1,426 1,460 1,411 1,402

330 330
1.14 1.02 1.10 1.02 1.06

680 699 717 725 741
343 337 364 337

学　部　合　計

4,218 4,309 3,808 4,299 3,572

349
300 330 330

1,417 1,426 1,460 1,411 1,402
1.18 1.16 1.16 1.09 1.06

1.14 1.02 1.10 1.02 1.06
1,200 1,230 1,260 1,290 1,320

364 337 349
300 330 330 330 330

4,299 3,572

入学定員について、
2013年度までは300名

680 699 717 725 741
343 337

1.26 1.17 1.15 1.10 1.10

人
間
健
康
学
部

人
間
健
康
学
科

4,218 4,309 3,808

600 615 630 645 660
755 722 725 708 724

165 165
1.17 1.05 1.17 0.98 1.10

598 653 647 596 602
175 173 193 162

学　部　合　計

4,047 4,260 4,061 3,941 3,511

182
150 165 165

755 722 725 708 724
1.26 1.17 1.15 1.10 1.10

0.98 1.10
600 615 630 645 660

182
150 165 165 165 165

3,511

入学定員について、
2013年度までは150名

598 653 647 596 602
175 173 193

外
国
語
学
部

外
国
語
学
科

4,047 4,260 4,061 3,941

162

1.17 1.05 1.17

1,541 1,572 1,611 1,600 1,617
1.10 1.12 1.15 1.14 1.16

1.12 1.09 1.09 1.06 1.13
1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

370 397
350 350 350 350 350

4,469
1,034 1,034 1,125 1,069 1,006

391 382 380

1.11 1.10 1.17 1.16 1.27

学　部　合　計

5,553 3,748 4,481 4,089

80 160 240 320 320
89 176 281 370 405

80 80
1.11 1.09 1.33 1.14 1.25

2013年度設置

275 233 275 256 205
89 87 106 91

国
際
ア
ジ
ア

法
政
策
学
科

939 775 623 934 683

100
80 80 80

1,452 1,396 1,330 1,230 1,212
1.10 1.13 1.15 1.14 1.12

1.03 1.10
1,320 1,240 1,160 1,080 1,080

297
270 270 270 270 270

3,786

入学定員について、
2012年度までは350名

759 801 850 813 801
302 295 274政

策

創

造

学

部

政
策
学
科

4,614 2,973 3,858 3,155

279

1.12 1.09 1.02
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学
部
名

学
科
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.11
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.09
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.09
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.07
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.06
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.07
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

学
部
名

学
科
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

シ
ス
テ
ム
理
工
学
部

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

1.14 1.12 1.10 1.09 1.11
28,282 28,451 28,640 28,568 29,014

1.06 1.06 1.05 1.11
24,894 25,451 26,038 26,108 26,178

7,238

1.07
6,452 6,522 6,522 6,522 6,522
1.05

20,558 21,928 22,146 21,992 21,190

学　部　総　計

90,341 87,682 86,390 86,155 88,293

6,773 6,932 6,922 6,856

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

1,538 1,513 1,502 1,505 1,521
1.16 1.12 1.08 1.08 1.10

1.04 1.03 1.07 1.06 1.13
1,324 1,356 1,388 1,388 1,388

366 391
347 347 347 347 347

4,501
1,802 2,069 1,972 2,067 1,964

361 358 372

1.08 1.10 1.06 1.08 1.10

学　部　合　計

5,964 6,121 5,224 5,057

400 410 420 420 420
431 451 446 455 462

105 105
1.03 1.12 1.00 1.09 1.06

入学定員について、
2011年度までは95名

559 739 673 761 721
108 118 105 114

生
命
・
生
物
工
学
科

2,611 2,743 2,417 2,283 2,127

111
105 105 105

1,107 1,062 1,056 1,050 1,059
1.20 1.12 1.09 1.09 1.09

1.05 0.99 1.10 1.04 1.16
924 946 968 968 968

267 252 280
242 242 242 242 242

2,774 2,374

入学定員について、
2011年度までは220名

1,243 1,330 1,299 1,306 1,243
253 240

1.17 1.18 1.15 1.14 1.16

化
学
生
命
工
学
部

化
学
・
物
質
工
学
科

3,353 3,378 2,807

1,240 1,270 1,300 1,300 1,300
1,455 1,503 1,496 1,481 1,503

325 325
0.98 1.23 1.12 1.01 1.09

1,424 1,766 1,661 1,416 1,387
319 398 364 329

学　部　合　計

4,885 5,333 5,790 5,448 4,968

354
325 325 325

395 439 424 409 408
1.18 1.28 1.21 1.16 1.16

0.97 1.50 1.11 0.93 0.94
336 344 352 352 352

82 83
88 88 88 88 88

916

入学定員について、
2011年度までは80名

425 582 489 411 399
85 132 98

1.14 1.14 1.11 1.10 1.14

エ
ネ
ル
ギ
ー

・

環
境
工
学
科

1,347 1,259 1,307 1,138

504 516 528 528 528
576 590 588 578 601

132 132
0.92 1.19 1.04 0.99 1.18

入学定員について、
2011年度までは120名

513 612 556 530 563
121 157 137 131

都
市
シ
ス
テ
ム

工
学
科

1,360 1,599 1,798 1,495 1,449

156
132 132 132

484 474 484 494 494
1.21 1.16 1.15 1.18 1.18

1.11 1.10
400 410 420 420 420

115
105 105 105 105 105

2,603

入学定員について、
2011年度までは95名

486 572 616 475 425
113 109 129

環
境
都
市
工
学
部

建
築
学
科

2,178 2,475 2,685 2,815

116

1.08 1.04 1.23

2,279 2,310 2,289 2,243 2,256
1.19 1.18 1.14 1.12 1.13

1.04 1.09 1.06 1.06 1.07
1,912 1,958 2,004 2,004 2,004

533 537
501 501 501 501 501

8,471
2,620 2,840 2,747 2,697 2,566

519 547 531

1.23 1.22 1.19 1.14 1.15

学　部　合　計

9,132 8,935 8,611 8,074

694 711 728 728 728
851 867 867 829 836

182 182
1.01 1.10 1.17 1.08 1.04

入学定員について、
2011年度までは165名

920 1,028 969 917 843
184 200 212 197

電
気
電
子
情
報

工
学
科

3,395 3,183 3,254 2,861 3,026

190
182 182 182

976 972 960 974 996
1.16 1.13 1.09 1.11 1.13

1.07 1.02 0.98 1.07 1.18
840 860 880 880 880

236 259
220 220 220 220 220

3,828

入学定員について、
2011年度までは200名

1,150 1,236 1,222 1,163 1,146
236 224 216

機
械
工
学
科

3,974 3,967 3,820 3,788
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＜大学院課程（博士課程前期課程）＞
研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.38
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.38
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.57
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.57
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.33
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.33
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.51
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.51
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.24
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.38
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.90
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.51
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率 0.77 0.65 0.47 0.43 0.55

60 60 60 60 60
46 39 28 26 33

30 30
0.73 0.47 0.30 0.53 0.50

23 16 10 18 16
22 14 9 16

研　究　科　合　計

50 29 32 40 43

15
30 30 30

22 18 16 18 21
1.10 0.90 0.80 0.90 1.05

0.90 0.80 0.80 1.00 1.00
20 20 20 20 20

10 10
10 10 10 10 10

30
10 8 9 10 10
9 8 8

0.80 0.85 0.45 0.20 0.25

マ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
学

専
攻

23 19 25 22

20 20 20 20 20
16 17 9 4 5

10 10
0.90 0.60 0.00 0.30 0.10

9 7 0 4 1
9 6 0 3

社
会
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
専
攻

14 8 2 8 1

1
10 10 10

8 4 3 4 7
0.40 0.20 0.15 0.20 0.35

0.40 0.00 0.10 0.30 0.40
20 20 20 20 20

1 3 4
10 10 10 10 10

10 12
4 1 1 4 5
4 0

0.67 0.50 0.39 0.57 0.60

社
会
学
研
究
科

社
会
学
専
攻

13 2 5

70 70 70 70 70
47 35 27 40 42

35 35
0.63 0.34 0.43 0.63 0.51

26 16 15 23 20
22 12 15 22

研　究　科　合　計

81 67 70 56 82

18
35 35 35

47 35 27 40 42
0.67 0.50 0.39 0.57 0.60

0.63 0.34 0.43 0.63 0.51
70 70 70 70 70

15 22 18
35 35 35 35 35

56 82
26 16 15 23 20
22 12

0.41 0.30 0.28 0.36 0.42

商
学
研
究
科

商
学
専
攻

81 67 70

90 90 90 90 90
37 27 25 32 38

45 45
0.42 0.16 0.29 0.38 0.40

19 9 16 18 20
19 7 13 17

研　究　科　合　計

31 23 30 27 50

18
45 45 45

37 27 25 32 38
0.41 0.30 0.28 0.36 0.42

0.42 0.16 0.29 0.38 0.40
90 90 90 90 90

13 17 18
45 45 45 45 45

27 50
19 9 16 18 20
19 7

0.81 0.80 0.62 0.59 0.62

経
済
学
研
究
科

経
済
学
専
攻

31 23 30

192 192 192 192 192
156 154 118 113 119

96 96
0.59 0.68 0.42 0.54 0.62

62 73 44 62 64
57 65 40 52

研　究　科　合　計

77 96 77 85 89

59
96 96 96

156 154 118 113 119
0.81 0.80 0.62 0.59 0.62

0.54 0.62
192 192 192 192 192

59
96 96 96 96 96

89
62 73 44 62 64
57 65 40

文
学
研
究
科

総
合
人
文
学
専
攻

77 96 77 85

52

0.59 0.68 0.42

45 45 42 38 45
0.45 0.45 0.42 0.38 0.45

0.34 0.50 0.24 0.30 0.52
100 100 100 100 100

15 26
50 50 50 50 50

49
22 30 17 17 28
17 25 12

0.45 0.45 0.42 0.38 0.45

研　究　科　合　計

37 44 27 23

100 100 100 100 100
45 45 42 38 45

50 50 50 50 50
0.34 0.50 0.24 0.30 0.52

30 17 17 28
17 25 12 15 26

備　考

法
学
研
究
科

法
学
・
政
治
学
専
攻

37 44 27 23 49
22

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度



 

1005 

 

 

 

 

 

 

  

研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.21
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.61
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.41
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.21
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.99
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.64
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.28
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.02
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.02
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.83
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.22
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.79
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.93
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

2017年度 備　考2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

1.17 1.25 1.08 1.13 0.92

24 24 24 24 24
28 30 26 27 22

12 12
1.17 0.92 1.00 0.75 0.83

17 13 13 10 10
14 11 12 9

研　究　科　合　計

23 23 27 19 16

10
12 12 12

9 19
0.75 0.79

0.75 0.83
12 24

9 10
12 12

16

2016年度設置

10 10

0.92 1.33 1.50 2.00

心
理
学
専
攻

19

12 12 12 6
11 16 18 12 3

1.00 1.50 1.17
2016年度募集停止

8 10 8
6 9 7

社
会
心
理
学
専
攻

11 18 19

6 6 6

17 14 8 6
1.42 1.17 0.67 1.00

1.33 0.33 0.83
12 12 12 6

5
6 6 6

2016年度募集停止

9 3 5
8 2

1.52 1.38 1.34 1.28 1.22

心
理
学
研
究
科

認
知
・
発
達

心
理
学
専
攻

12 5 8

50 50 50 50 50
76 69 67 64 61

25 25
1.12 1.04 1.00 0.84 1.12

34 29 29 23 31
28 26 25 21

研　究　科　合　計

67 47 58 50 73

28
25 25 25

76 69 67 64 61
1.52 1.38 1.34 1.28 1.22

1.12 1.04 1.00 0.84 1.12
50 50 50 50 50

25 21 28
25 25 25 25 25

50 73
34 29 29 23 31
28 26

1.30 1.26 1.36 1.33 1.25

外
国
語
教
育
学

研
究
科

外
国
語
教
育
学
専
攻

67 47 58

550 550 550 550 550
717 694 749 732 689

275 275
1.20 1.30 1.42 1.23 1.26

365 391 421 380 381
331 357 390 338

研　究　科　合　計

412 430 462 418 407

346
275 275 275

267 275 292 268 234
1.67 1.72 1.83 1.68 1.46

1.66 1.78 1.84 1.48 1.45
160 160 160 160 160

118 116
80 80 80 80 80

135

ライフ・マテリアルデザ
イン専攻を含む（2014
年度から名称変更）

144 156 157 136 127
133 142 147

1.14 1.15 1.04 0.91 0.89
化
学
生
命
工
学
専
攻

154 167 168 144

140 140 140 140 140
159 161 146 128 125

70 70
1.10 1.17 0.91 0.91 0.87

ソーシャルデザイン専
攻を含む（2014年度か
ら名称変更）

90 95 74 75 64
77 82 64 64

環
境
都
市
工
学
専
攻

102 109 79 86 71

61
70 70 70

291 258 311 336 330
1.16 1.03 1.24 1.34 1.32

1.25 1.35
250 250 250 250 250

169
125 125 125 125 125

201

システムデザイン専攻
を含む（2014年度から
名称変更）

131 140 190 169 190
121 133 179

理
工
学
研
究
科

シ
ス
テ
ム
理
工
学

専
攻

156 154 215 188

156

0.97 1.06 1.43

87 72 78 75 57
0.54 0.45 0.49 0.47 0.36

0.45 0.39 0.56 0.34 0.30
160 160 160 160 160

27 24
80 80 80 80 80

30
39 34 49 32 28
36 31 45

0.86 0.66 0.78 0.71 0.50

研　究　科　合　計

43 39 53 34

80 80 80 80 80
69 53 62 57 40

40 40
0.68 0.58 0.93 0.45 0.40

28 24 40 22 17
27 23 37 18

知
識
情
報
学
専
攻

29 27 41 24 17

16
40 40 40

18 19 16 18 17
0.23 0.24 0.20 0.23 0.21

0.23 0.20 0.20 0.23 0.20
80 80 80 80 80

8 9 8
40 40 40 40 40

10 13
11 10 9 10 11
9 8

総
合
情
報
学
研
究
科

社
会
情
報
学
専
攻

14 12 12
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研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.85
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.85
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 2.12
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 2.12
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.37
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.37
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.18
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.18
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

＜大学院課程（博士課程後期課程）＞

研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.18
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.18
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.60
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.60
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

1.33 1.26 1.32 1.35 1.23

57 57 57 57 57
76 72 75 77 70

19 19
0.58 0.79 0.53 0.68 0.42

11 15 11 13 8
11 15 10 13

研　究　科　合　計

13 17 17 17 13

8
19 19 19

76 72 75 77 70
1.33 1.26 1.32 1.35 1.23

0.58 0.79 0.53 0.68 0.42
57 57 57 57 57

10 13 8
19 19 19 19 19

17 13
11 15 11 13 8
11 15

0.50 0.47 0.47 0.47 0.37

文
学
研
究
科

総
合
人
文
学
専
攻

13 17 17

30 30 30 30 30
15 14 14 14 11

10 10
0.20 0.30 0.10 0.20 0.10

2 4 1 2 1
2 3 1 2

研　究　科　合　計

3 6 1 3 4

1
10 10 10

15 14 14 14 11
0.50 0.47 0.47 0.47 0.37

0.20 0.10
30 30 30 30 30

1
10 10 10 10 10

4
2 4 1 2 1
2 3 1

法
学
研
究
科

法
学
・
政
治
学
専
攻

3 6 1 3

2

0.20 0.30 0.10

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

1.30 1.35 1.25 1.05

10 20 20 20
13 27 25 21

10 10
1.30 1.40 1.30 0.70

13 15 13 7
13 14 13

研　究　科　合　計

15 17 20 9

7
10 10

13 27 25 21
1.30 1.35 1.25 1.05

1.30 1.40 1.30 0.70
10 20 20 20

14 13 7
10 10 10 10

20 9

2014年度設置

13 15 13 7
13

0.53 0.40 0.43 0.37 0.43

人
間
健
康
研
究
科

人
間
健
康
専
攻

15 17

30 30 30 30 30
16 12 13 11 13

15 15
0.33 0.33 0.40 0.20 0.60

7 6 7 4 10
5 5 6 3

研　究　科　合　計

11 8 10 5 12

9
15 15 15

16 12 13 11 13
0.53 0.40 0.43 0.37 0.43

0.33 0.33 0.40 0.20 0.60
30 30 30 30 30

6 3 9
15 15 15 15 15

5 12
7 6 7 4 10
5 5

1.58 1.75 2.17 2.38 2.38
ガ
バ
ナ
ン
ス
研
究
科

ガ
バ
ナ
ン
ス
専
攻

11 8 10

24 24 24 24 24
38 42 52 57 57

12 12
1.58 2.25 2.42 1.83 2.50

22 29 29 24 31
19 27 29 22

研　究　科　合　計

32 37 36 27 45

30
12 12 12

38 42 52 57 57
1.58 1.75 2.17 2.38 2.38

1.58 2.25 2.42 1.83 2.50
24 24 24 24 24

29 22 30
12 12 12 12 12

27 45
22 29 29 24 31
19 27

0.60 0.90 1.07 1.07 0.90

東
ア
ジ
ア
文
化

研
究
科

文
化
交
渉
学
専
攻

32 37 36

30 30 30 30 30
18 27 32 32 27

15 15
0.47 1.20 0.93 1.13 0.53

9 21 16 18 10
7 18 14 17

研　究　科　合　計

15 23 17 22 18

8
15 15 15

18 27 32 32 27
0.60 0.90 1.07 1.07 0.90

0.47 1.20 0.93 1.13 0.53
30 30 30 30 30

14 17 8
15 15 15 15 15

22 18
9 21 16 18 10
7 18

社
会
安
全
研
究
科

防
災
・
減
災
専
攻

15 23 17
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研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.12
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.12
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.08
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.10
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.12
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.13
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.33
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.33
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.27
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.65
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.65
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.22
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.22
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

0.22 0.23 0.21 0.24 0.28

171 171 171 171 171
37 39 35 41 47

57 57
0.16 0.26 0.21 0.23 0.26

9 15 13 14 15
9 15 12 13

研　究　科　合　計

9 15 13 14 15

15
57 57 57

37 39 35 41 47
0.22 0.23 0.21 0.24 0.28

0.16 0.26 0.21 0.23 0.26
171 171 171 171 171

12 13 15
57 57 57 57 57

14 15
9 15 13 14 15
9 15

0.79 0.88 0.88 0.79 0.96

理
工
学
研
究
科

総
合
理
工
学
専
攻

9 15 13

24 24 24 24 24
19 21 21 19 23

8 8
0.13 0.88 0.50 0.50 1.25

2 7 4 4 10
1 7 4 4

研　究　科　合　計

2 7 6 4 10

10
8 8 8

19 21 21 19 23
0.79 0.88 0.88 0.79 0.96

0.13 0.88 0.50 0.50 1.25
24 24 24 24 24

4 4 10
8 8 8 8 8

4 10
2 7 4 4 10
1 7

0.59 0.63 0.74 0.74 0.70
総
合
情
報
学
研
究
科

総
合
情
報
学
専
攻

2 7 6

27 27 27 27 27
16 17 20 20 19

9 9
0.33 0.56 0.44 0.00 0.00

4 5 4 0 0
3 5 4 0

研　究　科　合　計

5 5 4 1 0

0
9 9 9

6 7 9 9 9
0.67 0.78 1.00 1.00 1.00

0.67 0.33 0.67 0.00 0.00
9 9 9 9 9

0 0
3 3 3 3 3

0
2 1 2 0 0
2 1 2

0.56 0.67 0.89 0.89 0.78

マ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
学

専
攻

3 1 2 0

9 9 9 9 9
5 6 8 8 7

3 3
0.33 0.67 0.67 0.00 0.00

1 2 2 0 0
1 2 2 0

社
会
シ
ス
テ
ム
デ

ザ
イ
ン
専
攻

1 2 2 0 0

0
3 3 3

5 4 3 3 3
0.56 0.44 0.33 0.33 0.33

0.00 0.00
9 9 9 9 9

0
3 3 3 3 3

0
1 2 0 0 0
0 2 0

社
会
学
研
究
科

社
会
学
専
攻

1 2 0 1

0

0.00 0.67 0.00

7 8 5 5 7
0.23 0.27 0.17 0.17 0.28

0.00 0.10 0.00 0.10 0.40
30 30 30 30 25

1 2
10 10 10 10 5

2
0 1 0 1 2
0 1 0

0.40 0.47 0.27 0.33 0.50

研　究　科　合　計

2 3 2 2

15 15 15 15 10
6 7 4 5 5

5
0.00 0.20 0.00 0.20

2017年度募集停止

0 1 0 1
0 1 0 1

会
計
学
専
攻

2 3 2 2

5 5 5

1 1 1 0 2
0.07 0.07 0.07 0.00 0.13

0.00 0.00 0.00 0.00 0.40
15 15 15 15 15

0 0 2
5 5 5 5 5

0 2
0 0 0 0 2
0 0

0.47 0.33 0.27 0.20 0.20

商
学
研
究
科

商
学
専
攻

0 0 0

15 15 15 15 15
7 5 4 3 3

5 5
0.20 0.40 0.00 0.00 0.00

1 2 0 0 0
1 2 0 0

研　究　科　合　計

1 2 2 0 0

0
5 5 5

7 5 4 3 3
0.47 0.33 0.27 0.20 0.20

0.20 0.40 0.00 0.00 0.00
15 15 15 15 15

0 0 0
5 5 5 5 5

0 0
1 2 0 0 0
1 2

経
済
学
研
究
科

経
済
学
専
攻

1 2 2
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研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.87
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.87
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.13
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.13
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.64
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.64
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.87
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 1.87
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.44
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.44
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 2.00
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 2.00
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

1.33 2.00

3 6
4 12

3 3
1.33 2.67

5 8
4

研　究　科　合　計

6 8

8

4 12
1.33 2.00

1.33 2.67
3 6

4 8
3 3

6 8

2016年度設置

5 8

0.33 0.17 0.44

人
間
健
康
研
究
科

人
間
健
康
専
攻

3 6 9
1 1 4

3 3
0.33 0.00 1.00

1 0 3
1 0

研　究　科　合　計

1 0 3

3
3

1 1 4
0.33 0.17 0.44

0.33 0.00 1.00
3 6 9

1 0 3
3 3 3

0 3

2015年度設置

1 0 3

1.22 1.33 1.28 1.72 1.83
ガ
バ
ナ
ン
ス
研
究
科

ガ
バ
ナ
ン
ス
専
攻

1

18 18 18 18 18
22 24 23 31 33

6 6
1.17 1.67 1.00 3.00 2.50

7 10 7 18 16
7 10 6 18

研　究　科　合　計

11 10 7 18 16

15
6 6 6

22 24 23 31 33
1.22 1.33 1.28 1.72 1.83

1.17 1.67 1.00 3.00 2.50
18 18 18 18 18

6 18 15
6 6 6 6 6

18 16
7 10 7 18 16
7 10

0.70 0.93 0.80 0.93 0.93

東
ア
ジ
ア
文
化

研
究
科

文
化
交
渉
学
専
攻

11 10 7

10 15 15 15 15
7 14 12 14 14

5 5
0.20 1.40 0.20 0.80 0.60

1 7 1 4 3
1 7 1 4

研　究　科　合　計

1 7 1 4 3

3
5 5 5

7 14 12 14 14
0.70 0.93 0.80 0.93 0.93

0.20 1.40 0.20 0.80 0.60
10 15 15 15 15

1 4 3
5 5 5 5 5

4 3

2012年度設置

1 7 1 4 3
1 7

1.61 1.72 1.94 1.89 1.89

社
会
安
全
研
究
科

防
災
・
減
災
専
攻

1 7 1

18 18 18 18 18
29 31 35 34 34

6 6
0.67 1.67 1.17 1.17 1.00

4 10 7 7 6
4 10 7 7

研　究　科　合　計

4 10 8 8 6

6
6 6 6

29 31 35 34 34
1.61 1.72 1.94 1.89 1.89

0.67 1.67 1.17 1.17 1.00
18 18 18 18 18

7 7 6
6 6 6 6 6

8 6
4 10 7 7 6
4 10

3.44 2.89 2.67 2.56 2.78

心
理
学
研
究
科

心
理
学
専
攻

4 10 8

9 9 9 9 9
31 26 24 23 25

3 3
1.67 2.00 2.67 1.00 2.00

5 7 8 4 6
5 6 8 3

研　究　科　合　計

5 9 12 5 8

6
3 3 3

31 26 24 23 25
3.44 2.89 2.67 2.56 2.78

1.67 2.00 2.67 1.00 2.00
9 9 9 9 9

8 3 6
3 3 3 3 3

5 8
5 7 8 4 6
5 6

外
国
語
教
育
学

研
究
科

外
国
語
教
育
学
専
攻

5 9 12
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＜専門職学位課程＞
研
究
科
名

専
攻
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数

合格者数

入学者数

入学定員

入学定員充足率 0.99
収容定員

在籍学生数

収容定員充足率

志願者数

合格者数

入学者数

入学定員

入学定員充足率 0.99
収容定員

在籍学生数

収容定員充足率

志願者数

合格者数

入学者数

入学定員

入学定員充足率 0.61
収容定員

在籍学生数

収容定員充足率

志願者数

合格者数

入学者数

入学定員

入学定員充足率 0.61
収容定員

在籍学生数

収容定員充足率

志願者数

合格者数

入学者数

入学定員

入学定員充足率 0.54
収容定員

在籍学生数

収容定員充足率

志願者数

合格者数

入学者数

入学定員

入学定員充足率 0.54
収容定員

在籍学生数

収容定員充足率

＜別科・専攻科等＞

別
科
名

コ
ー

ス
名

項目
入学定員に対
する平均比率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.91
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率

志願者数
合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 0.91
収容定員

在籍学生数
収容定員充足率 0.74 0.86 0.91 1.07 1.20

100 100 100 100 100
74 86 91 107 120

100 100
0.91 0.83 1.09 1.21 0.51

※2017年度は秋学期
入学試験結果を含めず

107 100 123 139 62
91 83 109 121

別　科　合　計

114 112 140 199 77

51
100 100 100

74 86 91 107 120
0.74 0.86 0.91 1.07 1.20

1.21 0.51
100 100 100 100 100

51
100 100 100 100 100

77

※2017年度は秋学期
入学試験結果を含めず

107 100 123 139 62
91 83 109

留
学
生
別
科

日
本
語
・
日
本
文

化
教
育
プ
ロ
グ
ラ

ム
進
学
コ
ー

ス

114 112 140 199

121

0.91 0.83 1.09

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

0.47 0.43 0.47 0.66 0.76

140 140 140 140 140
66 60 66 92 106

70 70
0.39 0.41 0.51 0.73 0.64

35 42 43 78 60
27 29 36 51

研　究　科　合　計

42 45 55 83 72

45
70 70 70

66 60 66 92 106
0.47 0.43 0.47 0.66 0.76

0.39 0.41 0.51 0.73 0.64
140 140 140 140 140

36 51 45
70 70 70 70 70

83 72
35 42 43 78 60
27 29

0.42 0.36 0.45 0.58 0.50

会
計
研
究
科

会
計
人
養
成
専
攻

42 45 55

300 240 180 120 120
127 87 81 70 60

40 40
0.26 0.68 0.78 0.70 0.63

71 72 80 66 57
26 27 31 28

研　究　科　合　計

166 177 215 166 129

25
100 40 40

127 87 81 70 60
0.42 0.36 0.45 0.58 0.50

0.26 0.68 0.78 0.70 0.63
300 240 180 120 120

31 28 25
100 40 40 40 40

166 129
71 72 80 66 57
26 27

1.10 1.10 0.97 0.95 0.93

法
務
研
究
科

法
曹
養
成
専
攻

166 177 215

60 60 60 60 60
66 66 58 57 56

30 30
1.13 1.00 0.93 1.00 0.87

37 33 33 35 32
34 30 28 30

研　究　科　合　計

118 120 96 102 109

26
30 30 30

66 66 58 57 56
1.10 1.10 0.97 0.95 0.93

1.00 0.87
60 60 60 60 60

26
30 30 30 30 30

109
37 33 33 35 32
34 30 28

心
理
学
研
究
科

心
理
臨
床
学
専
攻

118 120 96 102

30

1.13 1.00 0.93

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考
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＜編入学＞

学
部
名

学
科
名

項目

入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）

2 0
0 0 0 0 0

・学内者のみを対象
0 1 1学　部　合　計

0 0
2013年度設置

0 1

国
際
ア
ジ
ア

法
政
策
学
科

0
0

0
0 0 0 0 0
0 1 1

政
策
創
造
学
部

政
策
学
科

1

0 2
0 0 0 0 0

2
0 0 0 0 0
2 3 3学　部　合　計

0 2 3 2

0 0

0 0 0 0 0
0 1 0 0

社
会
学
科
・

社
会
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
専
攻

0 0 0 0 0

0
0 0 0

0 1
0 0 0 0 0

1

マス・コミュニケーション学専攻を含む
（2013年度から名称変更）

0 0 0 0 0
1 1 3

社
会
学
科
・

メ
デ
ィ

ア
専
攻

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

社
会
学
科
・

心
理
学
専
攻

0 2 3 2 1

0
0 0 0

0 0 1
0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0
1 1

社
会
学
部

社
会
学
科
・

社
会
学
専
攻

0 0 0

0 0
1 3 1 2

学　部　合　計
1

0 0 0

1 2 1
0 0 0 0 0
1 3

商
学
部

商
学
科

0 0
・2017年度は学内者のみを対象

1 6 3 1
学　部　合　計

0
0 0 0

3 1 0
0 0 0 0 0
1 6

経
済
学
部

経
済
学
科

0 0

・社会人編入学を含む
・2016年度から外国人留学生編・転入学を
含む

0 0 0
7 9 9 4

学　部　合　計

1 1 0

9
0 0 0

9 4 9
0 0 0 0 0

1 0
0 0 0

7 9
文
学
部

総
合
人
文
学
科

1

0 0
・社会人編入学を含む

2 2 4 4学　部　合　計 6
0 0 0

6
0 0 0 0 0
2 2 4

法
学
部

法
学
政
治
学
科

4

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考
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学
部
名

学
科
名

項目

入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次）
入学定員（３年次）
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備　考

0 0

0 0 0 0 0
2 1 0 0学　部　合　計

1 1 2 3 0

0
0 0 0

0 0
0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0
0 0 0

エ
ネ
ル

ギ
ー

・
環
境

工
学
科

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

都
市
シ
ス

テ
ム
工
学
科

0 0 0 0 0

0
0 0 0

0
0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0
2 1 0

環
境
都
市
工
学
部

建
築
学
科

1 1 2 3

0

1 4
0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0
0 2 0学　部　合　計

2 1 1 1

0 0

0 0 0 0 0
0 1 0 1

電
気
電
子

情
報
工
学
科

2 0 1 0 0

3
0 0 0

0 1
0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0
0 0 0

機
械
工
学
科

0 1 0 0

0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

物
理
・
応
用

物
理
学
科

0 0 0 1 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0
0 1

シ
ス
テ
ム
理
工
学
部

数
学
科

0 0 0

学　部　合　計

社
会
安
全
学
部

安
全
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
学
科

30 30 30 30 30

学　部　合　計

16 14 14 14 15

14 15
30 30 30 30 30

総
合
情
報
学
部

総
合
情
報
学
科

16 14 14

学　部　合　計

人
間
健
康
学
部

人
間
健
康
学
科

学　部　合　計

外
国
語
学
部

外
国
語
学
科
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［注］ 

１ 学生を募集している学部・学科（課程）、研究科・専攻、専攻科・別科等ごとに行を追加して作成してください。 

２ 昼夜開講制をとっている学部については、昼間主コースと夜間主コースにそれぞれ分けて記入してください。 

３ 学部、学科の改組等により、新旧の学部、学科が併存している場合には、新旧両方を併記し、「備考」に記載してください。 

４ 学部・学科、研究科・専攻等が完成年度に達していない場合、その旨を備考に記載してください。 

５ 募集定員が若干名の場合は、「0」と記載し、入学者数については実入学者数を記載してください。 

６ 入学定員充足率は、入学定員に対する入学者の割合、収容定員充足率は、収容定員に対する在籍学生数の割合としてください。 

７ 入学定員に対する平均比率は、過去５年分の入学定員に対する入学者の比率を平均したものが自動計算されます。 

８ 最新年度の秋入学については別途確認します。 
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学生の受け入れ 

（表３）学部・学科、研究科における志願者・合格者・入学者数の推移 

 

 

 

 

 

 

  

＜学士課程＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 7,215 1,570 439 400 1.10 5,905 1,721 409 400 1.02 6,023 1,884 426 400 1.07 7,715 1,865 407 400 1.02 6,842 1,877 476 400 1.19 56.60 56.60

AO入試 40 17 16 20 0.80 45 17 15 20 0.75 46 22 21 25 0.84 42 19 18 25 0.72 80 30 27 25 1.08 3.21 3.21

一高卒見者入試 42 42 38 42 0.91 43 43 40 42 0.95 46 46 43 47 0.91 47 47 47 47 1.00 47 47 44 47 0.94 5.23 5.23

北陽高卒見者入試 25 25 25 27 0.93 27 27 27 27 1.00 16 16 15 30 0.50 27 27 26 29 0.90 20 20 19 29 0.66 2.26 2.26

高等部卒見者入試 8 8 6 9 0.67 8 8 7 9 0.78 11 11 11 11 1.00 12 12 12 12 1.00 12 12 12 12 1.00 1.43 1.43

指定校推薦　 214 214 214 197 1.09 205 205 205 197 1.04 244 244 244 182 1.34 239 239 238 182 1.31 245 245 245 182 1.35 29.13 29.13

ＳＦ入試 17 16 16 10 1.60 14 11 11 10 1.10 16 12 12 10 1.20 15 11 11 10 1.10 12 12 12 10 1.20 1.43 1.43

留学生入試 7 5 2 0 - 20 18 13 0 - 41 10 7 0 - 48 15 5 0 - 37 14 6 0 - 0.71 0.71

社会人入試 0 0 0 10 0.00 3 0 0 10 0.00 0 0 0 10 0.00 3 0 0 10 0.00 2 0 0 10 0.00 0.00 0.00

7,568 1,897 756 715 1.06 6,270 2,050 727 715 1.02 6,443 2,245 779 715 1.09 8,148 2,235 764 715 1.07 7,297 2,257 841 715 1.18 100.00

7,568 1,897 756 715 1.06 6,270 2,050 727 715 1.02 6,443 2,245 779 715 1.09 8,148 2,235 764 715 1.07 7,297 2,257 841 715 1.18 100.00

一般入試 10,515 2,163 459 450 1.02 10,073 2,262 524 450 1.16 10,408 2,263 475 450 1.06 9,033 2,259 504 450 1.12 9,792 2,068 512 450 1.14 60.24 60.24

AO入試 80 11 10 10 1.00 54 12 9 10 0.90 56 14 11 10 1.10 45 12 11 10 1.10 51 12 9 10 0.90 1.06 1.06

一高卒見者入試 46 45 43 45 0.96 45 45 43 45 0.96 53 53 50 54 0.93 54 54 52 54 0.96 54 54 53 54 0.98 6.24 6.24

北陽高卒見者入試 29 29 28 29 0.97 29 29 29 29 1.00 28 28 27 34 0.79 32 32 29 32 0.91 29 29 28 32 0.88 3.29 3.29

高等部卒見者入試 9 9 7 10 0.70 10 10 9 10 0.90 12 12 8 12 0.67 14 14 10 14 0.71 14 14 10 14 0.71 1.18 1.18

指定校推薦　 205 205 205 216 0.95 196 196 196 216 0.91 202 202 202 200 1.01 206 206 206 190 1.08 218 218 217 190 1.14 25.53 25.53

ＳＦ入試 14 14 14 10 1.40 13 13 13 10 1.30 15 13 13 10 1.30 13 13 13 10 1.30 13 13 13 10 1.30 1.53 1.53

留学生入試 8 1 1 0 - 5 2 1 0 - 21 8 5 0 - 7 5 2 10 0.20 22 13 8 10 0.80 0.94 0.94

社会人入試 4 1 0 0 - 4 2 2 0 - 2 1 1 0 - 2 2 1 0 - 1 0 0 0 - 0.00 0.00

10,910 2,478 767 770 1.00 10,429 2,571 826 770 1.07 10,797 2,594 792 770 1.03 9,406 2,597 828 770 1.08 10,194 2,421 850 770 1.10 100.00

10,910 2,478 767 770 1.00 10,429 2,571 826 770 1.07 10,797 2,594 792 770 1.03 9,406 2,597 828 770 1.08 10,194 2,421 850 770 1.10 100.00

一般入試 8,232 1,628 370 400 0.93 8,397 1,840 423 400 1.06 8,386 1,870 446 400 1.12 9,386 2,002 418 400 1.05 9,831 1,921 511 400 1.28 60.83 60.83

AO入試 31 9 9 10 0.90 36 2 2 10 0.20 21 6 5 5 1.00 28 5 5 5 1.00 2 1 1 5 0.20 0.12 0.12

一高卒見者入試 45 43 43 43 1.00 43 43 41 43 0.95 42 42 42 49 0.86 49 49 49 49 1.00 38 38 38 49 0.78 4.52 4.52

北陽高卒見者入試 27 27 27 27 1.00 26 26 26 26 1.00 26 26 26 29 0.90 30 30 30 30 1.00 22 22 22 30 0.73 2.62 2.62

高等部卒見者入試 10 10 10 10 1.00 11 11 11 11 1.00 12 12 11 12 0.92 6 6 5 14 0.36 14 14 13 14 0.93 1.55 1.55

指定校推薦　 240 240 240 206 1.17 224 224 224 206 1.09 231 231 231 201 1.15 238 238 238 198 1.20 234 234 234 208 1.13 27.86 27.86

ＳＦ入試 18 13 13 10 1.30 13 9 9 10 0.90 13 11 11 10 1.10 12 12 12 10 1.20 12 12 12 10 1.20 1.43 1.43

留学生入試 36 12 11 10 1.10 11 6 5 10 0.50 8 4 2 10 0.20 41 20 10 10 1.00 38 23 9 10 0.90 1.07 1.07

社会人入試 0 0 0 10 0.00 1 0 0 10 0.00 2 0 0 10 0.00 2 0 0 10 0.00 0 0 0 0 - 0.00 0.00

8,639 1,982 723 726 1.00 8,762 2,161 741 726 1.02 8,741 2,202 774 726 1.07 9,792 2,362 767 726 1.06 10,191 2,265 840 726 1.16 100.00

8,639 1,982 723 726 1.00 8,762 2,161 741 726 1.02 8,741 2,202 774 726 1.07 9,792 2,362 767 726 1.06 10,191 2,265 840 726 1.16 100.00

一般入試 9,514 1,546 459 364 1.26 9,496 1,381 379 364 1.04 8,125 1,440 364 365 1.00 7,976 1,522 391 365 1.07 9,302 1,343 425 365 1.16 53.19 53.19

AO入試 13 5 3 5 0.60 21 7 7 5 1.40 10 4 3 5 0.60 10 2 1 5 0.20 8 3 3 5 0.60 0.38 0.38

一高卒見者入試 43 43 42 44 0.96 43 43 41 44 0.93 49 49 47 49 0.96 41 41 41 49 0.84 49 49 49 49 1.00 6.13 6.13

北陽高卒見者入試 27 27 26 27 0.96 27 27 27 27 1.00 27 27 27 27 1.00 30 30 29 30 0.97 25 25 25 30 0.83 3.13 3.13

高等部卒見者入試 9 9 9 9 1.00 9 9 7 9 0.78 8 8 7 9 0.78 13 13 13 13 1.00 12 12 11 13 0.85 1.38 1.38

指定校推薦　 204 204 203 222 0.91 227 226 226 222 1.02 232 232 232 226 1.03 217 217 217 219 0.99 225 225 225 219 1.03 28.16 28.16

公募制推薦 43 32 31 25 1.24 50 25 25 25 1.00 24 14 14 15 0.93 14 13 12 15 0.80 42 27 27 15 1.80 3.38 3.38

ＳＦ入試 18 13 13 10 1.30 13 13 13 10 1.30 12 12 12 10 1.20 12 12 12 10 1.20 12 12 12 10 1.20 1.50 1.50

留学生入試 77 27 23 20 1.15 71 25 18 20 0.90 38 27 22 20 1.10 33 22 15 20 0.75 72 31 22 20 1.10 2.75 2.75

9,948 1,906 809 726 1.11 9,957 1,756 743 726 1.02 8,525 1,813 728 726 1.00 8,346 1,872 731 726 1.01 9,747 1,727 799 726 1.10 100.00

9,948 1,906 809 726 1.11 9,957 1,756 743 726 1.02 8,525 1,813 728 726 1.00 8,346 1,872 731 726 1.01 9,747 1,727 799 726 1.10 100.00

一般入試 2,923 626 118 0 - 2,888 590 135 0 - 2,823 619 133 0 - 2,911 620 125 0 - 2,821 565 139 0 - 62.05 15.80

AO入試 1 0 0 0 - 4 1 1 0 - 8 3 3 0 - 4 2 2 0 - 6 1 1 0 - 0.45 0.11

一高卒見者入試 12 12 12 0 - 13 13 13 0 - 10 10 10 0 - 12 12 11 0 - 10 10 10 0 - 4.46 1.14

北陽高卒見者入試 5 5 5 0 - 7 7 7 0 - 5 5 5 0 - 4 4 3 0 - 6 6 6 0 - 2.68 0.68

高等部卒見者入試 3 3 3 0 - 3 3 3 0 - 2 2 2 0 - 2 2 2 0 - 2 2 2 0 - 0.89 0.23

指定校推薦　 52 52 52 0 - 54 54 54 0 - 59 59 59 0 - 63 63 63 0 - 63 62 62 0 - 27.68 7.05

ＳＦ入試 7 3 3 0 - 5 4 3 0 - 5 5 5 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 1.34 0.34

留学生入試 4 1 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 2 1 1 0 - 3 2 1 0 - 0.45 0.11

3,007 702 193 198 0.98 2,975 673 217 198 1.10 2,912 703 217 198 1.10 3,000 706 209 198 1.06 2,914 651 224 198 1.13 100.00

一般入試 3,256 480 121 0 - 2,908 495 117 0 - 2,754 538 134 0 - 3,017 477 112 0 - 3,262 489 120 0 - 56.07 13.64

AO入試 21 2 2 0 - 13 1 1 0 - 13 2 2 0 - 15 4 4 0 - 10 2 2 0 - 0.93 0.23

一高卒見者入試 13 13 12 0 - 12 12 11 0 - 10 10 8 0 - 11 11 10 0 - 12 12 11 0 - 5.14 1.25

北陽高卒見者入試 6 6 6 0 - 6 6 6 0 - 5 5 5 0 - 8 8 8 0 - 11 11 11 0 - 5.14 1.25

高等部卒見者入試 3 3 3 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 6 6 6 0 - 7 7 5 0 - 2.34 0.57

指定校推薦　 56 56 56 0 - 61 61 61 0 - 54 54 54 0 - 61 61 61 0 - 58 58 58 0 - 27.10 6.59

ＳＦ入試 6 4 4 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 0 0 0 0 - 5 4 4 0 - 1.87 0.45

留学生入試 10 3 2 0 - 2 0 0 0 - 5 3 2 0 - 6 5 3 0 - 6 3 3 0 - 1.40 0.34

3,371 567 206 198 1.04 3,006 579 200 198 1.01 2,845 616 209 198 1.06 3,124 572 204 198 1.03 3,371 586 214 198 1.08 100.00

一般入試 3,238 440 109 0 - 2,834 402 122 0 - 2,804 465 119 0 - 2,722 425 125 0 - 2,463 384 127 0 - 57.47 14.43

AO入試 24 5 5 0 - 31 4 4 0 - 20 2 2 0 - 26 6 6 0 - 22 2 1 0 - 0.45 0.11

一高卒見者入試 13 13 13 0 - 13 13 13 0 - 10 10 8 0 - 13 13 13 0 - 11 11 11 0 - 4.98 1.25

北陽高卒見者入試 5 5 5 0 - 7 7 7 0 - 6 6 6 0 - 5 5 4 0 - 6 6 5 0 - 2.26 0.57

高等部卒見者入試 3 3 3 0 - 4 4 4 0 - 5 5 5 0 - 6 6 6 0 - 9 9 9 0 - 4.07 1.02

指定校推薦　 59 59 59 0 - 55 55 55 0 - 57 57 57 0 - 62 62 62 0 - 65 65 65 0 - 29.41 7.39

ＳＦ入試 5 3 3 0 - 3 3 3 0 - 1 0 0 0 - 4 3 3 0 - 4 3 3 0 - 1.36 0.34

留学生入試 15 3 2 0 - 5 5 4 0 - 1 1 1 0 - 3 2 1 0 - 6 3 0 0 - 0.00 0.00

3,362 531 199 198 1.01 2,952 493 212 198 1.07 2,904 546 198 198 1.00 2,841 522 220 198 1.11 2,586 483 221 198 1.12 100.00

一般入試 897 420 132 0 - 1,234 459 140 0 - 1,258 489 137 0 - 1,392 477 111 0 - 1,644 481 138 0 - 62.44 15.68

AO入試 8 1 0 0 - 6 3 2 0 - 6 3 3 0 - 11 3 3 0 - 10 3 3 0 - 1.36 0.34

一高卒見者入試 12 12 12 0 - 12 12 12 0 - 9 9 9 0 - 11 11 11 0 - 14 14 13 0 - 5.88 1.48

北陽高卒見者入試 4 4 4 0 - 6 6 6 0 - 4 4 4 0 - 3 3 2 0 - 4 4 4 0 - 1.81 0.45

高等部卒見者入試 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

指定校推薦　 60 60 60 0 - 61 61 61 0 - 57 57 57 0 - 59 59 59 0 - 60 60 60 0 - 27.15 6.82

ＳＦ入試 1 3 3 0 - 2 3 3 0 - 3 3 3 0 - 7 6 6 0 - 2 2 2 0 - 0.90 0.23

留学生入試 1 1 1 0 - 1 0 0 0 - 1 1 1 0 - 2 2 1 0 - 1 1 1 0 - 0.45 0.11

984 502 213 198 1.08 1,323 545 225 198 1.14 1,340 568 216 198 1.09 1,485 561 193 198 0.98 1,735 565 221 198 1.12 100.00

一般入試 10,314 1,966 480 460 1.04 9,864 1,946 514 460 1.12 9,639 2,111 523 460 1.14 10,042 1,999 473 460 1.03 10,190 1,919 524 460 1.14 59.55 59.55

AO入試 54 8 7 10 0.70 54 9 8 10 0.80 47 10 10 10 1.00 56 15 15 10 1.50 48 8 7 10 0.70 0.80 0.80

一高卒見者入試 50 50 49 47 1.04 50 50 49 47 1.04 39 39 35 47 0.74 47 47 45 47 0.96 47 47 45 52 0.87 5.11 5.11

北陽高卒見者入試 20 20 20 30 0.67 26 26 26 30 0.87 20 20 20 30 0.67 20 20 17 33 0.52 27 27 26 30 0.87 2.95 2.95

高等部卒見者入試 10 10 10 10 1.00 10 10 10 10 1.00 10 10 10 10 1.00 14 14 14 14 1.00 18 18 16 18 0.89 1.82 1.82

指定校推薦　 227 227 227 220 1.03 231 231 231 220 1.05 227 227 227 220 1.03 245 245 245 213 1.15 246 245 245 207 1.18 27.84 27.84

ＳＦ入試 19 13 13 10 1.30 12 12 11 10 1.10 12 11 11 10 1.10 13 11 11 10 1.10 14 12 12 10 1.20 1.36 1.36

留学生入試 30 8 5 5 1.00 9 6 5 5 1.00 7 5 4 5 0.80 13 10 6 5 1.20 16 9 5 5 1.00 0.57

10,724 2,302 811 792 1.02 10,256 2,290 854 792 1.08 10,001 2,433 840 792 1.06 10,450 2,361 826 792 1.04 10,606 2,285 880 792 1.11 100.00

学
部

学
科

入試の種類

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2017年度入
学者の学科
計に対する
割合(%)

文学部　合計

経
済
学
部

経
済
学
科

経済学科合計

経済学部　合計

商
学
部

商
学
科

商学科合計

2017年度入
学者の学部
計に対する
割合(%)

法
学
部

法
学
政
治
学
科

法学政治学科合計

法学部　合計

文
学
部

総
合
人
文
学
科

総合人文学科合計

社
会
学
科
　
メ
デ
ィ
ア
専
攻

社会学科メディア専攻合計

社
会
学
科
　
社
会
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
専
攻

社会学科社会ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻合計

学
部
計

商学部　合計

社
会
学
科
　
社
会
学
専
攻

社会学科社会専攻合計

社
会
学
科
　
心
理
学
専
攻

社会学科心理専攻合計

社
会
学
部

社会学部合計
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志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 4,394 585 132 0 - 2,779 654 153 0 - 3,676 707 136 0 - 2,986 674 153 0 - 3,591 643 145 0 - 48.82 36.52

AO入試 41 6 5 0 - 22 4 4 0 - 26 6 5 0 - 16 4 2 0 - 29 7 4 0 - 1.35 1.01

一高卒見者入試 16 16 16 0 - 16 16 16 0 - 12 12 12 0 - 7 7 7 0 - 13 13 13 0 - 4.38 3.27

北陽高卒見者入試 14 14 14 0 - 12 12 12 0 - 12 12 12 0 - 11 11 11 0 - 17 17 17 0 - 5.72 4.28

高等部卒見者入試 5 5 5 0 - 5 5 5 0 - 4 4 4 0 - 7 7 6 0 - 8 8 8 0 - 2.69 2.02

指定校推薦　 117 117 117 0 - 96 96 96 0 - 99 99 99 0 - 98 98 98 0 - 103 103 103 0 - 34.68 25.94

ＳＦ入試 7 7 7 0 - 8 5 5 0 - - - - - - - - - - - - - - 0 - - -

留学生入試 20 9 6 0 - 35 9 4 0 - 29 10 6 0 - 30 12 2 0 - 25 10 7 0 - 2.36 1.76

4,614 759 302 270 1.12 2,973 801 295 270 1.09 3,858 850 274 270 1.02 3,155 813 279 270 1.03 3,786 801 297 270 1.10 100.00

一般入試 920 257 72 0 - 735 199 55 0 - 586 245 77 0 - 885 218 57 0 - 635 165 62 0 - 62.00 15.62

AO入試 - - - - - 6 2 2 0 - 6 1 1 0 - 4 2 1 0 - 7 2 1 0 - 1.00 0.25

一高卒見者入試 3 3 3 0 - 3 3 3 0 - 3 3 3 0 - 1 1 1 0 - 3 3 3 0 - 3.00 0.76

北陽高卒見者入試 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 4 4 4 0 - 8 8 7 0 - 6 6 6 0 - 6.00 1.51

高等部卒見者入試 2 2 2 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

指定校推薦　 9 9 9 0 - 20 20 20 0 - 17 17 17 0 - 25 25 25 0 - 26 26 26 0 - 26.00 6.55

ＳＦ入試 - - - - - 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - 0 - - -

留学生入試 4 3 2 0 - 5 3 1 0 - 4 2 1 0 - 11 2 0 0 - 6 3 2 0 - 2.00 0.50

939 275 89 80 1.11 775 233 87 80 1.09 623 275 106 80 1.33 934 256 91 80 1.14 683 205 100 80 1.25 100.00

一般入試 5,314 842 204 230 0.89 3,514 853 208 230 0.90 4,262 952 213 235 0.91 3,871 892 210 235 0.89 4,226 808 207 235 0.88 52.14 52.14

AO入試 41 6 5 5 1.00 28 6 6 5 1.20 32 7 6 5 1.20 20 6 3 5 0.60 36 9 5 5 1.00 1.26 1.26

一高卒見者入試 19 19 19 19 1.00 19 19 19 19 1.00 15 15 15 19 0.79 8 8 8 19 0.42 16 16 16 16 1.00 4.03 4.03

北陽高卒見者入試 15 15 15 16 0.94 16 16 16 16 1.00 16 16 16 16 1.00 19 19 18 17 1.06 23 23 23 19 1.21 5.79 5.79

高等部卒見者入試 7 7 7 7 1.00 7 7 7 7 1.00 7 7 7 7 1.00 7 7 6 9 0.67 8 8 8 10 0.80 2.02 2.02

指定校推薦　 126 126 126 68 1.85 116 116 116 68 1.71 116 116 116 68 1.71 123 123 123 65 1.89 129 129 129 65 1.99 32.49 32.49

ＳＦ入試 7 7 7 5 1.40 8 5 5 5 1.00 - - - - - - - - - - - - - - - - -

留学生入試 24 12 8 0 - 40 12 5 0 - 33 12 7 0 - 41 14 2 0 - 31 13 9 0 - 2.27 2.27

5,553 1,034 391 350 1.12 3,748 1,034 382 350 1.09 4,481 1,125 380 350 1.09 4,089 1,069 370 350 1.06 4,469 1,006 397 350 1.13 100.00

一般入試 3,993 557 138 115 1.20 4,190 602 127 120 1.06 3,990 596 150 120 1.25 3,863 546 121 120 1.01 3,442 549 135 120 1.13 74.18 74.18

AO入試 17 9 6 5 1.20 32 13 11 15 0.73 38 18 14 15 0.93 44 16 11 15 0.73 28 12 10 15 0.67 5.49 5.49

一高卒見者入試 9 7 7 10 0.70 9 9 7 10 0.70 6 6 4 11 0.36 3 3 2 11 0.18 6 6 4 11 0.36 2.20 2.20

北陽高卒見者入試 3 2 2 6 0.33 1 1 1 6 0.17 0 0 0 6 0.00 3 3 3 7 0.43 5 5 5 7 0.71 2.75 2.75

高等部卒見者入試 2 2 2 2 1.00 3 3 2 2 1.00 3 3 1 3 0.33 4 4 1 3 0.33 3 3 1 3 0.33 0.55 0.55

指定校推薦　 21 21 20 9 2.22 25 25 25 9 2.78 23 23 23 7 3.29 24 24 24 6 4.00 26 26 26 6 4.33 14.29 14.29

ＳＦ入試 2 0 0 3 0.00 0 0 0 3 0.00 1 1 1 3 0.33 0 0 0 3 0.00 1 1 1 3 0.33 0.55 0.55

4,047 598 175 150 1.17 4,260 653 173 165 1.05 4,061 647 193 165 1.17 3,941 596 162 165 0.98 3,511 602 182 165 1.10 100.00

4,047 598 175 150 1.17 4,260 653 173 165 1.05 4,061 647 193 165 1.17 3,941 596 162 165 0.98 3,511 602 182 165 1.10 100.00

一般入試 3,877 467 131 147 0.89 4,020 491 130 162 0.80 3,516 506 153 162 0.94 4,028 524 138 162 0.85 3,325 548 157 162 0.97 44.99 44.99

AO入試 99 10 10 10 1.00 75 10 9 10 0.90 71 10 10 10 1.00 66 11 10 10 1.00 47 10 9 10 0.90 2.58 2.58

一高卒見者入試 20 20 20 20 1.00 20 20 20 20 1.00 16 16 16 20 0.80 12 12 12 20 0.60 4 4 4 20 0.20 1.15 1.15

北陽高卒見者入試 12 12 12 12 1.00 12 12 12 12 1.00 12 12 12 12 1.00 15 15 14 13 1.08 10 10 10 15 0.67 2.87 2.87

高等部卒見者入試 3 3 3 4 0.75 4 4 4 4 1.00 3 3 3 4 0.75 4 4 4 6 0.67 1 1 1 6 0.17 0.29 0.29

指定校推薦　 128 128 128 77 1.66 122 122 122 92 1.33 127 127 127 92 1.38 117 117 117 89 1.31 125 125 125 87 1.44 35.82 35.82

ＳＦ入試 77 39 39 30 1.30 54 39 39 30 1.30 59 41 41 30 1.37 52 41 41 30 1.37 55 40 40 30 1.33 11.46 11.46

留学生入試 2 1 0 0 - 2 1 1 0 - 4 2 2 0 - 5 1 1 0 - 5 3 3 0 - 0.86 0.86

4,218 680 343 300 1.14 4,309 699 337 330 1.02 3,808 717 364 330 1.10 4,299 725 337 330 1.02 3,572 741 349 330 1.06 100.00

4,218 680 343 300 1.14 4,309 699 337 330 1.02 3,808 717 364 330 1.10 4,299 725 337 330 1.02 3,572 741 349 330 1.06 100.00

一般入試 5,799 951 274 280 0.98 6,232 994 282 280 1.01 5,526 1,013 266 280 0.95 5,563 873 273 280 0.98 5,273 772 242 280 0.86 - 46.36

AO入試 51 20 19 20 0.95 36 16 15 20 0.75 36 20 18 20 0.90 44 22 18 20 0.90 56 19 16 20 0.80 - 3.07

一高卒見者入試 33 33 33 28 1.18 33 33 32 28 1.14 30 30 30 28 1.07 26 26 24 28 0.86 32 30 30 28 1.07 - 5.75

北陽高卒見者入試 20 20 20 18 1.11 19 19 19 18 1.06 17 17 17 18 0.94 24 24 24 20 1.20 24 24 24 20 1.20 - 4.60

高等部卒見者入試 6 6 6 6 1.00 6 6 6 6 1.00 6 6 6 6 1.00 9 9 7 8 0.88 7 7 7 8 0.88 - 1.34

指定校推薦　 159 159 159 113 1.41 165 165 165 113 1.46 149 149 149 113 1.32 175 175 175 109 1.61 179 179 179 109 1.64 - 34.29

ＳＦ入試 20 10 10 10 1.00 13 10 10 10 1.00 12 12 12 10 1.20 10 10 10 10 1.00 12 12 12 10 1.20 - 2.30

留学生入試 13 3 2 5 0.40 6 4 3 5 0.60 11 8 6 5 1.20 12 5 2 5 0.40 13 7 7 5 1.40 - 1.34

帰国生徒入試 9 5 4 5 0.80 15 6 3 5 0.60 16 9 8 5 1.60 12 3 1 5 0.20 15 8 5 5 1.00 - 0.96

社会人入試 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 3 2 2 5 0.40 1 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 - 0.00

留学生入試 7 2 2 5 0.40 4 1 1 5 0.20 1 0 0 5 0.00 6 5 5 5 1.00 5 0.00 - 0.00

帰国生徒入試 4 2 2 5 0.40 3 3 3 5 0.60 1 1 1 5 0.20 1 1 1 5 0.20 5 0.00 - 0.00

一般入試 5,799 951 274 280 0.98 6,232 994 282 280 1.01 5,526 1,013 266 280 0.95 5,563 873 273 280 0.98 5,273 772 242 280 0.86 46.36 46.36

AO入試 51 20 19 20 0.95 36 16 15 20 0.75 36 20 18 20 0.90 44 22 18 20 0.90 56 19 16 20 0.80 3.07 3.07

一高卒見者入試 33 33 33 28 1.18 33 33 32 28 1.14 30 30 30 28 1.07 26 26 24 28 0.86 32 30 30 28 1.07 5.75 5.75

北陽高卒見者入試 20 20 20 18 1.11 19 19 19 18 1.06 17 17 17 18 0.94 24 24 24 20 1.20 24 24 24 20 1.20 4.60 4.60

高等部卒見者入試 6 6 6 6 1.00 6 6 6 6 1.00 6 6 6 6 1.00 9 9 7 8 0.88 7 7 7 8 0.88 1.34 1.34

指定校推薦　 159 159 159 113 1.41 165 165 165 113 1.46 149 149 149 113 1.32 175 175 175 109 1.61 179 179 179 109 1.64 34.29 34.29

ＳＦ入試 20 10 10 10 1.00 13 10 10 10 1.00 12 12 12 10 1.20 10 10 10 10 1.00 12 12 12 10 1.20 2.30 2.30

留学生入試 20 5 4 10 0.40 10 5 4 10 0.40 12 8 6 10 0.60 18 10 7 10 0.70 13 7 7 10 0.70 1.34 1.34

帰国生徒入試 13 7 6 10 0.60 18 9 6 10 0.60 17 10 9 10 0.90 13 4 2 10 0.20 15 8 5 10 0.50 0.96 0.96

社会人入試 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 3 2 2 5 0.40 1 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 0.00 0.00

6,121 1,211 531 500 1.06 6,532 1,257 539 500 1.08 5,808 1,267 515 500 1.03 5,883 1,153 540 500 1.08 5,611 1,058 522 500 1.04 100.00

6,121 1,211 531 500 1.06 6,532 1,257 539 500 1.08 5,808 1,267 515 500 1.03 5,883 1,153 540 500 1.08 5,611 1,058 522 500 1.04 100.00

一般入試 2,479 485 132 148 0.89 2,657 674 200 148 1.35 3,966 603 170 148 1.15 3,113 736 200 150 1.33 5,010 781 168 150 1.12 56.95 56.95

AO入試 18 7 7 10 0.70 4 2 2 10 0.20 8 3 3 10 0.30 5 4 4 5 0.80 18 9 8 5 1.60 2.71 2.71

一高卒見者入試 5 5 4 6 0.67 2 2 2 6 0.33 2 2 2 6 0.33 0 0 0 6 0.00 2 2 2 6 0.33 0.68 0.68

北陽高卒見者入試 4 4 4 4 1.00 4 4 4 4 1.00 4 4 4 4 1.00 8 8 8 5 1.60 7 7 7 5 1.40 2.37 2.37

高等部卒見者入試 22 22 22 20 1.10 11 11 11 20 0.55 11 11 11 20 0.55 3 3 1 21 0.05 2 2 1 21 0.05 0.34 0.34

指定校推薦　 94 94 94 57 1.65 84 84 84 82 1.02 98 98 98 82 1.20 87 87 87 83 1.05 103 103 103 83 1.24 34.92 34.92

ＳＦ入試 7 5 5 5 1.00 6 4 4 5 0.80 9 1 1 5 0.20 3 3 3 5 0.60 3 3 3 5 0.60 1.02 1.02

留学生入試 3 2 0 0 - 2 1 0 0 - 2 1 1 0 - 3 1 0 0 - 3 3 3 0 - 1.02 1.02

2,632 624 268 250 1.07 2,770 782 307 275 1.12 4,100 723 290 275 1.06 3,222 842 303 275 1.10 5,148 910 295 275 1.07 100.00

2,632 624 268 250 1.07 2,770 782 307 275 1.12 4,100 723 290 275 1.06 3,222 842 303 275 1.10 5,148 910 295 275 1.07 100.00

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2017年度入
学者の学科
計に対する
割合(%)

2017年度入
学者の学部
計に対する
割合(%)

学
部
計

政策創造学部　合計

外
国
語
学
部

外
国
語
学
科

外国語学科合計

外国語学部　合計

政
策
創
造
学
部

政
策
学
科

政策学科合計

国
際
ア
ジ
ア
法
政
策
学
科

国際アジア法政策学科合計

学
部

学
科

入試の種類

人
間
健
康
学
部

人
間
健
康
学
科

人間健康学科合計

人間健康学部　合計

総
合
情
報
学
部

総
合
情
報
学
科

(

春
学
期
入
学

）

総
合
情
報
学
科

(

秋
学
期
入
学

）

総
合
情
報
学
科

(
春
学
期
・
秋
学
期

）

総合情報学科合計

総合情報学部　合計

社
会
安
全
学
部

安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
科

安全マネジメント学科合計

社会安全学部　合計
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志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 695 159 15 0 - 705 173 32 0 - 677 183 22 0 - 561 203 26 0 - 666 184 25 0 - 75.76 4.66

AO入試 1 0 0 0 - 2 0 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

一高卒見者入試 1 1 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 2 2 1 0 - 2 2 2 0 - 6.06 0.37

北陽高卒見者入試 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 1 1 0 0 - 0.00 0.00

高等部卒見者入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

指定校推薦　 2 2 2 0 - 4 4 4 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 3.03 0.19

公募制推薦 7 6 6 0 - 13 9 9 0 - 5 3 3 0 - 5 3 3 0 - 10 5 5 0 - 15.15 0.93

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

留学生入試 1 0 0 0 - 2 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

710 171 26 33 0.79 727 187 46 33 1.39 686 190 29 33 0.88 570 210 32 33 0.97 680 193 33 33 1.00 100.00

一般入試 1,021 348 42 0 - 1,031 364 52 0 - 818 338 48 0 - 833 388 50 0 - 911 366 40 0 - 72.73 7.45

AO入試 1 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 0 0 0 - 0.00 0.00

一高卒見者入試 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 5 5 4 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1.82 0.19

北陽高卒見者入試 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 1 1 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

高等部卒見者入試 2 2 2 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 0 0 - 0.00 0.00

指定校推薦　 15 15 15 0 - 17 17 17 0 - 19 19 19 0 - 13 13 13 0 - 9 9 9 0 - 16.36 1.68

公募制推薦 11 11 11 0 - 3 1 1 0 - 7 2 2 0 - 3 1 1 0 - 11 4 4 0 - 7.27 0.74

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1.82 0.19

留学生入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 3 3 2 0 - 2 2 0 0 - 0.00 0.00

1,053 379 73 66 1.11 1,058 389 77 66 1.17 851 366 74 66 1.12 855 407 68 66 1.03 937 384 55 66 0.83 100.00

一般入試 3,898 1,084 176 0 - 3,881 1,160 153 0 - 3,734 1,150 151 0 - 3,682 1,074 151 0 - 3,734 1,065 182 0 - 70.27 33.89

AO入試 3 1 0 0 - 3 1 1 0 - 7 0 0 0 - 4 1 1 0 - 2 2 2 0 - 0.77 0.37

一高卒見者入試 12 12 12 0 - 4 4 4 0 - 12 12 10 0 - 14 12 12 0 - 8 8 6 0 - 2.32 1.12

北陽高卒見者入試 3 3 3 0 - 5 5 5 0 - 2 2 2 0 - 9 9 9 0 - 4 4 3 0 - 1.16 0.56

高等部卒見者入試 3 3 3 0 - 4 4 4 0 - 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 1.16 0.56

指定校推薦　 35 35 34 0 - 46 46 46 0 - 45 45 45 0 - 49 49 49 0 - 48 48 48 0 - 18.53 8.94

公募制推薦 7 4 4 0 - 9 6 6 0 - 4 2 2 0 - 7 4 4 0 - 9 7 7 0 - 2.70 1.30

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

留学生入試 13 8 4 0 - 15 10 5 0 - 15 10 5 0 - 19 10 6 0 - 20 9 8 0 - 3.09 1.49

3,974 1,150 236 220 1.07 3,967 1,236 224 220 1.02 3,820 1,222 216 220 0.98 3,788 1,163 236 220 1.07 3,828 1,146 259 220 1.18 100.00

一般入試 3,320 857 124 0 - 3,118 968 147 0 - 3,166 893 143 0 - 2,782 847 130 0 - 2,935 764 119 0 - 62.63 22.16

AO入試 5 2 2 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 3 2 1 0 - 3 2 1 0 - 0.53 0.19

一高卒見者入試 9 9 9 0 - 11 11 9 0 - 9 9 9 0 - 8 8 8 0 - 6 6 6 0 - 3.16 1.12

北陽高卒見者入試 5 5 4 0 - 4 3 3 0 - 3 3 3 0 - 7 7 6 0 - 6 6 6 0 - 3.16 1.12

高等部卒見者入試 2 2 2 0 - 3 3 2 0 - 4 4 4 0 - 1 1 1 0 - 3 3 2 0 - 1.05 0.37

指定校推薦　 37 37 37 0 - 37 37 37 0 - 51 51 50 0 - 43 43 43 0 - 51 51 51 0 - 26.84 9.50

公募制推薦 8 5 5 0 - 3 1 1 0 - 5 1 1 0 - 4 2 2 0 - 5 3 3 0 - 1.58 0.56

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

留学生入試 9 3 1 0 - 7 5 1 0 - 15 8 2 0 - 13 7 6 0 - 17 8 2 0 - 1.05 0.37

3,395 920 184 182 1.01 3,183 1,028 200 182 1.10 3,254 969 212 182 1.17 2,861 917 197 182 1.08 3,026 843 190 182 1.04 100.00

一般入試 8,934 2,448 357 329 1.09 8,735 2,665 384 329 1.17 8,395 2,564 364 329 1.11 7,858 2,512 357 329 1.09 8,246 2,379 366 329 1.11 68.16 68.16

AO入試 10 3 2 10 0.20 6 2 2 10 0.20 10 2 2 10 0.20 9 5 4 10 0.40 6 4 3 10 0.30 0.56 0.56

一高卒見者入試 23 23 22 35 0.63 20 20 18 35 0.51 26 26 23 35 0.66 24 22 21 35 0.60 17 17 15 35 0.43 2.79 2.79

北陽高卒見者入試 12 12 11 22 0.50 9 8 8 22 0.36 8 8 7 22 0.32 17 17 16 24 0.67 11 11 9 24 0.38 1.68 1.68

高等部卒見者入試 8 8 8 8 1.00 9 9 8 8 1.00 5 5 5 8 0.63 5 5 5 10 0.50 7 7 5 10 0.50 0.93 0.93

指定校推薦　 89 89 88 77 1.14 104 104 104 77 1.35 115 115 114 77 1.48 106 106 106 73 1.45 109 109 109 73 1.49 20.30 20.30

公募制推薦 33 26 26 15 1.73 28 17 17 15 1.13 21 8 8 15 0.53 19 10 10 15 0.67 35 19 19 15 1.27 3.54 3.54

ＳＦ入試 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 1 0 0 5 0.00 1 1 1 5 0.20 0.19 0.19

留学生入試 23 11 5 0 - 24 15 6 0 - 31 19 8 0 - 35 20 14 0 - 39 19 10 0 - 1.86 1.86

9,132 2,620 519 501 1.04 8,935 2,840 547 501 1.09 8,611 2,747 531 501 1.06 8,074 2,697 533 501 1.06 8,471 2,566 537 501 1.07 100.00

一般入試 2,142 455 83 0 - 2,436 544 87 0 - 2,638 580 95 0 - 2,751 430 75 0 - 2,538 377 70 0 - 60.87 19.77

AO入試 3 1 1 0 - 11 2 1 0 - 6 1 1 0 - 11 2 2 0 - 5 1 1 0 - 0.87 0.28

一高卒見者入試 9 9 9 0 - 9 9 7 0 - 8 8 8 0 - 8 8 7 0 - 8 8 8 0 - 6.96 2.26

北陽高卒見者入試 4 4 4 0 - 4 4 4 0 - 2 2 2 0 - 5 5 4 0 - 6 6 6 0 - 5.22 1.69

高等部卒見者入試 3 3 3 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 4 4 3 0 - 2.61 0.85

指定校推薦　 12 12 12 0 - 6 6 6 0 - 15 15 15 0 - 20 20 20 0 - 24 24 24 0 - 20.87 6.78

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0.87 0.28

留学生入試 5 2 1 0 - 9 7 4 0 - 13 7 5 0 - 16 6 4 0 - 17 4 2 0 - 1.74 0.56

2,178 486 113 105 1.08 2,475 572 109 105 1.04 2,685 616 129 105 1.23 2,815 475 116 105 1.11 2,603 425 115 105 1.10 100.00

一般入試 1,306 460 69 0 - 1,538 556 102 0 - 1,736 496 78 0 - 1,414 459 61 0 - 1,391 507 103 0 - 66.03 29.10

AO入試 2 2 2 0 - 5 3 3 0 - 2 1 1 0 - 3 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0.64 0.28

一高卒見者入試 7 7 7 0 - 6 6 6 0 - 6 6 6 0 - 7 7 7 0 - 5 5 5 0 - 3.21 1.41

北陽高卒見者入試 4 4 4 0 - 3 2 2 0 - 5 5 5 0 - 4 4 4 0 - 5 5 5 0 - 3.21 1.41

高等部卒見者入試 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 2 2 0 0 - 0.00 0.00

指定校推薦　 26 26 26 0 - 32 32 32 0 - 35 35 35 0 - 47 47 47 0 - 34 34 34 0 - 21.79 9.60

公募制推薦 10 10 10 0 - 9 9 9 0 - 8 8 8 0 - 16 10 10 0 - 6 5 5 0 - 3.21 1.41

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0.64 0.28

留学生入試 3 2 1 0 - 6 4 3 0 - 3 2 1 0 - 3 1 0 0 - 4 3 2 0 - 1.28 0.56

1,360 513 121 132 0.92 1,599 612 157 132 1.19 1,798 556 137 132 1.04 1,495 530 131 132 0.99 1,449 563 156 132 1.18 100.00

一般入試 1,312 393 54 0 - 1,217 543 93 0 - 1,263 451 61 0 - 1,093 373 46 0 - 874 359 44 0 - 53.01 12.43

AO入試 2 1 1 0 - 3 1 1 0 - 1 0 0 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

一高卒見者入試 4 4 4 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 4 4 3 0 - 1 1 1 0 - 1.20 0.28

北陽高卒見者入試 4 3 3 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 1.20 0.28

高等部卒見者入試 0 0 0 0 - 4 4 4 0 - 2 2 2 0 - 1 1 0 0 - 1 1 1 0 - 1.20 0.28

指定校推薦　 23 23 23 0 - 25 25 25 0 - 22 22 22 0 - 27 27 27 0 - 27 27 27 0 - 32.53 7.63

公募制推薦 0 0 0 0 - 5 5 5 0 - 12 9 9 0 - 7 4 4 0 - 10 8 8 0 - 9.64 2.26

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

留学生入試 2 1 0 0 - 2 1 1 0 - 4 2 1 0 - 4 1 1 0 - 2 2 1 0 - 1.20 0.28

1,347 425 85 88 0.97 1,259 582 132 88 1.50 1,307 489 98 88 1.11 1,138 411 82 88 0.93 916 399 83 88 0.94 100.00

一般入試 4,760 1,308 206 197 1.05 5,191 1,643 282 197 1.43 5,637 1,527 234 197 1.19 5,258 1,262 182 197 0.92 4,803 1,243 217 197 1.10 61.30 61.30

AO入試 7 4 4 8 0.50 19 6 5 8 0.63 9 2 2 8 0.25 15 3 3 8 0.38 6 2 2 8 0.25 0.56 0.56

一高卒見者入試 20 20 20 23 0.87 17 17 15 23 0.65 17 17 17 23 0.74 19 19 17 23 0.74 14 14 14 23 0.61 3.95 3.95

北陽高卒見者入試 12 11 11 14 0.79 8 7 7 14 0.50 7 7 7 14 0.50 10 10 9 15 0.60 12 12 12 15 0.80 3.39 3.39

高等部卒見者入試 5 5 5 5 1.00 4 4 4 5 0.80 6 6 6 5 1.20 5 5 4 7 0.57 7 7 4 7 0.57 1.13 1.13

指定校推薦　 61 61 61 64 0.95 63 63 63 64 0.98 72 72 72 64 1.13 94 94 94 61 1.54 85 85 85 61 1.39 24.01 24.01

公募制推薦 10 10 10 11 0.91 14 14 14 11 1.27 20 17 17 11 1.55 23 14 14 11 1.27 16 13 13 11 1.18 3.67 3.67

ＳＦ入試 0 0 0 3 0.00 0 0 0 3 0.00 2 2 2 3 0.67 1 1 1 3 0.33 2 2 2 3 0.67 0.56 0.56

留学生入試 10 5 2 0 - 17 12 8 0 - 20 11 7 0 - 23 8 5 0 - 23 9 5 0 - 1.41 1.41

4,885 1,424 319 325 0.98 5,333 1,766 398 325 1.23 5,790 1,661 364 325 1.12 5,448 1,416 329 325 1.01 4,968 1,387 354 325 1.09 100.00

学
部

学
科

入試の種類

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2017年度入
学者の学科
計に対する
割合(%)

2017年度入
学者の学部
計に対する
割合(%)

機
械
工
学
科

機械工学科合計

電
気
電
子
情
報
工
学
科

電気電子情報学科合計

学
部
計

システム理工学部　合計

シ
ス
テ
ム
理
工
学
部

数
学
科

数学科合計

物
理
･
応
用
物
理
学
科

物理・応用物理学科合計

環境都市工学部　合計

環
境
都
市
工
学
部

建
築
学
科

建築学科合計

都
市
シ
ス
テ
ム
工
学
科

都市システム工学科合計

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
工
学
科

エネルギー･環境工学科合計

学
部
計
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[大学基礎データ 注] 

１ 原則として学部は学科、研究科は専攻単位で記入してください。 

２ 灰色の網掛けの欄には計算式が入っていますので、何も記入しないでください。 

３ ｢入試の種類」は、大学の実態に合わせて作成してください（本表では、該当しない欄を削除して構いません。また、必要に応

じて欄を追加してください）。ただし、「入試の種類」が多くなりすぎないよう留意してください。 

４ 秋学期入学など、年に複数回の入学時期を設定している場合は、「秋学期入試」欄を利用してください。当該欄を使用する場合

は、本協会が定める作成基準日（大学評価実施前年度５月１日）時点で実施済みの入学試験の情報のみを記入してください。 

５ 入学定員が若干名の場合は「0」として記入してください。 

６ ｢一般入試」欄には大学入試センター試験を含めてください。また、編入学試験については、記載は不要です。 

７ 留学生入試を実施している場合、交換留学生は含めないでください。 

８ ｢A/B」「Ｎ年度入学者の学科計に対する割合（％）」「Ｎ年度入学者の学部計に対する割合（％）」は小数点以下第３位を四捨五

入し、小数点第２位まで表示してください。 

９ 法科大学院において未修・既修を分けて入試を実施していない場合は、両者をひとつにまとめて記入してください。 

 

[関西大学 注] 

１ ｢一般入試」欄には大学入試センター試験利用入試の人数を含めている。 

２ 入学定員が若干名の場合は「0」を記入している。 

３ 入試種別ごとの「入学定員(B)」欄は、「募集人員」を示す。ただし、入試種別ごとに募集人員を設けていない「社会学部社会

学科専攻」欄、「政策創造学部学科」欄「理工系学部学科」欄については「0」を記入している。 

４ ｢一高卒見者入試」欄、「北陽高卒見者入試」欄、「高等部卒見者入試」欄には特別推薦入試、チャレンジ入試も含む。 

５ ｢指定校推薦」欄には、高大接続パイロット校入学、全国商業高等学校長協会特別推薦入学、大阪府立工科高等学校特別推薦入

学も含む。 

６ 商学部では、2011年度の関西大学第一高等学校卒業見込者入学試験、関西大学第一高等学校卒業見込者チャレンジ入学試験、

関西大学北陽高等学校卒業見込者入学試験、関西大学北陽高等学校卒業見込者チャレンジ入学試験の募集人員を一括して66名

と設定しているため、「一高卒見者入試」欄の募集人員には「66」を、また、「北陽高卒見者入試」欄には「0」を記入している。 

７ 2013年４月より、マス・コミュニケーション学専攻をメディア専攻に名称変更。 

８ 2013年度SF入試の社会学部社会学科社会システムデザイン専攻の合格者・入学者数には、第２志望以下の専攻に合格した者(合

格者１名・入学者１名)を含み、合格者３名・入学者３名としている。 

９ 2014年度SF入試の社会学部社会学科社会システムデザイン専攻の合格者・入学者数には、第２志望以下の専攻に合格した者(合

格者１名・入学者１名)を含み、合格者３名・入学者３名としている。 

  ＊：「第２志望以下合格」とは、第１志望の学科・専攻で不合格であった者のうち、第２志望以下の学科・専攻に合格した者の

ことを示す。 

10 総合情報学部帰国生徒入試、留学生入試については、最終年度の秋学期入試の「志願者」「合格者」「入学者」は、含んでいない。 
  

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 3,261 1,157 171 0 - 3,278 1,237 151 0 - 2,714 1,212 182 0 - 2,663 1,203 157 0 - 2,264 1,136 175 0 - 62.50 44.76

AO入試 2 2 2 0 - 3 2 2 0 - 1 1 1 0 - 2 1 1 0 - 2 2 1 0 - 0.36 0.26

一高卒見者入試 4 4 3 0 - 11 10 8 0 - 6 6 5 0 - 13 13 11 0 - 8 8 7 0 - 2.50 1.79

北陽高卒見者入試 5 4 4 0 - 6 5 5 0 - 8 8 7 0 - 13 13 11 0 - 10 10 10 0 - 3.57 2.56

高等部卒見者入試 3 3 2 0 - 1 1 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0.36 0.26

指定校推薦　 54 54 54 0 - 65 65 65 0 - 49 49 49 0 - 47 47 47 0 - 53 53 53 0 - 18.93 13.55

公募制推薦 18 16 16 0 - 11 8 8 0 - 21 19 19 0 - 25 23 22 0 - 31 28 28 0 - 10.00 7.16

ＳＦ入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0.00 0.00

留学生入試 5 2 0 0 - 3 2 1 0 - 6 2 2 0 - 10 5 2 0 - 5 5 5 0 - 1.79 1.28

3,353 1,243 253 242 1.05 3,378 1,330 240 242 0.99 2,807 1,299 267 242 1.10 2,774 1,306 252 242 1.04 2,374 1,243 280 242 1.16 100.00

一般入試 2,546 505 57 0 - 2,696 697 80 0 - 2,354 619 58 0 - 2,223 713 69 0 - 2,040 662 62 0 - 55.86 15.86

AO入試 10 2 2 0 - 4 0 0 0 - 3 1 1 0 - 2 2 2 0 - 7 2 1 0 - 0.90 0.26

一高卒見者入試 13 13 12 0 - 8 8 6 0 - 13 13 12 0 - 8 8 8 0 - 7 7 4 0 - 3.60 1.02

北陽高卒見者入試 5 5 5 0 - 6 6 6 0 - 5 5 4 0 - 7 7 6 0 - 4 4 4 0 - 3.60 1.02

高等部卒見者入試 2 2 2 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 2 2 2 0 - 5 5 3 0 - 2.70 0.77

指定校推薦　 30 30 30 0 - 19 19 19 0 - 25 25 25 0 - 22 22 22 0 - 24 24 24 0 - 21.62 6.14

公募制推薦 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 14 6 6 0 - 5.41 1.53

ＳＦ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0.90 0.26

留学生入試 5 2 0 0 - 6 5 3 0 - 13 6 1 0 - 19 7 5 0 - 25 10 6 0 - 5.41 1.53

2,611 559 108 105 1.03 2,743 739 118 105 1.12 2,417 673 105 105 1.00 2,283 761 114 105 1.09 2,127 721 111 105 1.06 100.00

一般入試 5,807 1,662 228 204 1.12 5,974 1,934 231 204 1.13 5,068 1,831 240 204 1.18 4,886 1,916 226 204 1.11 4,304 1,798 237 204 1.16 60.61 60.61

AO入試 12 4 4 5 0.80 7 2 2 5 0.40 4 2 2 5 0.40 4 3 3 5 0.60 9 4 2 5 0.40 0.51 0.51

一高卒見者入試 17 17 15 25 0.60 19 18 14 25 0.56 19 19 17 25 0.68 21 21 19 25 0.76 15 15 11 25 0.44 2.81 2.81

北陽高卒見者入試 10 9 9 16 0.56 12 11 11 16 0.69 13 13 11 16 0.69 20 20 17 17 1.00 14 14 14 17 0.82 3.58 3.58

高等部卒見者入試 5 5 4 5 0.80 5 5 4 5 0.80 5 5 5 5 1.00 3 3 3 7 0.43 6 6 4 7 0.57 1.02 1.02

指定校推薦　 84 84 84 64 1.31 84 84 84 64 1.31 74 74 74 64 1.16 69 69 69 61 1.13 77 77 77 56 1.38 19.69 19.69

公募制推薦 18 16 16 25 0.64 11 8 8 25 0.32 21 19 19 25 0.76 25 23 22 25 0.88 45 34 34 30 1.13 8.70 8.70

ＳＦ入試 1 1 1 3 0.33 0 0 0 3 0.00 1 1 1 3 0.33 0 0 0 3 0.00 1 1 1 3 0.33 0.26 0.26

留学生入試 10 4 0 0 - 9 7 4 0 - 19 8 3 0 - 29 12 7 0 - 30 15 11 0 - 2.81 2.81

5,964 1,802 361 347 1.04 6,121 2,069 358 347 1.03 5,224 1,972 372 347 1.07 5,057 2,067 366 347 1.06 4,501 1,964 391 347 1.13 100.00

90,341 20,558 6,773 6,452 1.05 87,682 21,928 6,932 6,522 1.06 86,390 22,146 6,922 6,522 1.06 86,155 21,992 6,856 6,522 1.05 88,286 21,189 7,237 6,522 1.11

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 86,753 17,593 3,877 3,724 1.04 84,248 19,006 4,093 3,744 1.09 82,941 19,160 4,024 3,750 1.07 82,592 18,908 3,900 3,752 1.04 84,586 18,006 4,177 3,752 1.11 57.72 57.72

AO入試 473 113 102 128 0.80 417 104 93 138 0.67 388 120 107 138 0.78 388 123 106 133 0.80 395 123 102 133 0.77 1.41 1.41

一高卒見者入試 372 367 355 387 0.92 363 362 341 387 0.88 360 360 341 413 0.83 351 349 337 413 0.82 341 339 325 415 0.78 4.49 4.49

北陽高卒見者入試 216 213 210 248 0.85 216 213 213 247 0.86 194 194 189 258 0.73 255 255 240 272 0.88 229 229 224 273 0.82 3.10 3.10

高等部卒見者入試 104 104 99 105 0.94 97 97 90 106 0.85 99 99 91 112 0.81 99 99 85 138 0.62 111 111 93 143 0.65 1.29 1.29

指定校推薦　 1,852 1,852 1,849 1,590 1.16 1,846 1,845 1,845 1,630 1.13 1,910 1,910 1,909 1,596 1.20 1,940 1,940 1,939 1,549 1.25 2,001 2,000 1,999 1,546 1.29 27.62 27.62

公募制推薦 104 84 83 76 1.09 103 64 64 76 0.84 86 58 58 66 0.88 81 60 58 66 0.88 138 93 93 71 1.31 1.29 1.29

ＳＦ入試 200 131 131 114 1.15 146 116 115 114 1.01 152 117 117 109 1.07 132 114 114 109 1.05 138 121 121 109 1.11 1.67 1.67

留学生入試 250 93 61 45 1.36 220 110 70 45 1.56 236 115 74 45 1.64 296 138 74 55 1.35 329 159 98 55 1.78 1.35 1.35

帰国生徒入試 13 7 6 10 0.60 18 9 6 10 0.60 17 10 9 10 0.90 13 4 2 10 0.20 15 8 5 10 0.50 0.07 0.07

社会人入試 4 1 0 25 0.00 8 2 2 25 0.08 7 3 3 25 0.12 8 2 1 25 0.04 3 0 0 15 0.00 0.00 0.00

90,341 20,558 6,773 6,452 1.05 87,682 21,928 6,932 6,522 1.06 86,390 22,146 6,922 6,522 1.06 86,155 21,992 6,856 6,522 1.05 88,286 21,189 7,237 6,522 1.11 100.00

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2017年度入
学者の学科
計に対する
割合(%)

2017年度入
学者の学部
計に対する
割合(%)

化
学
生
命
工
学
部

化
学
･
物
質
工
学
科

化学・物質工学科合計

生
命
・
生
物
工
学
科

生命・生物工学科　合計

学
部
計

学
部

学
科

入試の種類

2017年度 Ｎ-１年度入
学者の学科
計に対する
割合(%)

Ｎ-１年度入
学者の学部
計に対する
割合(%)

化学生命工学部　合計

学士課程合計

学
部

学
科

入試の種類

2013年度

全
学
部

大
学
合
計

大学合計

2014年度 2015年度 2016年度
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＜修士課程（博士課程前期課程）＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 9 3 3 0 - 12 3 3 0 - 10 4 3 0 - 5 2 1 0 - 3 1 0 0 -

留学生入試 5 1 0 0 - 8 4 4 0 - 2 0 0 0 - 2 1 1 0 - 10 4 4 0 -

社会人入試 18 14 10 0 - 14 13 11 0 - 11 9 7 0 - 14 12 11 0 - 27 14 14 0 -

学内進学試験 5 4 4 0 - 10 10 7 0 - 4 4 2 0 - 2 2 2 0 - 7 7 7 0 -

学内進学試験(学部早期卒業者対象） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2 2 1 0 -

37 22 17 50 0.34 44 30 25 50 0.50 27 17 12 50 0.24 23 17 15 50 0.30 49 28 26 50 0.52

37 22 17 50 0.34 44 30 25 50 0.50 27 17 12 50 0.24 23 17 15 50 0.30 49 28 26 50 0.52

一般入試 17 12 11 0 - 21 12 11 0 - 19 5 3 0 - 17 12 9 0 - 15 11 10 0 -

留学生入試 19 14 13 0 - 21 13 12 0 - 14 7 7 0 - 21 11 10 0 - 25 12 11 0 -

社会人入試 5 2 2 0 - 8 7 6 0 - 5 5 5 0 - 5 3 2 0 - 4 3 3 0 -

学内進学試験 31 31 28 0 - 39 37 32 0 - 29 22 20 0 - 28 26 21 0 - 29 27 24 0 -

飛び級入学 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

現職教員1年制入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

72 59 54 96 0.56 89 69 61 96 0.64 67 39 35 96 0.36 72 53 43 96 0.45 73 53 48 96 0.50

72 59 54 96 0.56 89 69 61 96 0.64 67 39 35 96 0.36 72 53 43 96 0.45 73 53 48 96 0.50

一般入試 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 2 1 1 0 - 1 1 1 0 - -

留学生入試 5 3 3 0 - 5 3 3 0 - 8 4 4 0 - 11 7 7 0 - -

社会人入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - -

5 3 3 0 - 7 4 4 0 - 10 5 5 0 - 13 9 9 0 - 0 0 0 0 -

5 3 3 0 - 7 4 4 0 - 10 5 5 0 - 13 9 9 0 - 0 0 0 0 -

77 62 57 96 0.59 96 73 65 96 0.68 77 44 40 96 0.42 85 62 52 96 0.54 73 53 48 96 0.50

一般入試 3 2 2 0 - 3 2 1 0 - 4 3 3 0 - 4 3 3 0 - 6 2 2 0 -

留学生入試 25 15 15 0 - 18 6 5 0 - 21 8 5 0 - 17 9 8 0 - 42 17 16 0 -

社会人入試 2 1 1 0 - 2 1 1 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 1 1 0 0 -

学内進学試験 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 3 3 3 0 - 1 0 0 0 -

5年一貫教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

31 19 19 45 0.42 23 9 7 45 0.16 30 16 13 45 0.29 27 18 17 45 0.38 50 20 18 45 0.40

31 19 19 45 0.42 23 9 7 45 0.16 30 16 13 45 0.29 27 18 17 45 0.38 50 20 18 45 0.40

一般入試 9 6 6 0 - 10 2 2 0 - 13 1 1 0 - 4 2 2 0 - 10 1 1 0 -

留学生入試 71 19 15 0 - 52 10 7 0 - 54 11 11 0 - 51 20 19 0 - 70 17 15 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 3 2 2 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 2 2 2 0 -

学内進学試験 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

5年一貫教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ入試 0 0 0 0 - 2 2 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

81 26 22 35 0.63 67 16 12 35 0.34 70 15 15 35 0.43 56 23 22 35 0.63 82 20 18 35 0.51

81 26 22 35 0.63 67 16 12 35 0.34 70 15 15 35 0.43 56 23 22 35 0.63 82 20 18 35 0.51

一般入試 5 1 1 0 - 0 0 0 0 - 2 0 0 0 - 1 0 0 0 - 1 1 0 0 -

留学生入試 8 3 3 0 - 1 0 0 0 - 3 1 1 0 - 7 3 2 0 - 10 3 3 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 0 0 0 0 - 1 1 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 -

13 4 4 10 0.40 2 1 0 10 0.00 5 1 1 10 0.10 10 4 3 10 0.30 12 5 4 10 0.40

一般入試 5 3 3 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 7 4 4 0 - 7 6 5 0 - 2 0 0 0 - 8 4 3 0 - 1 1 1 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

14 9 9 10 0.90 8 7 6 10 0.60 2 0 0 10 0.00 8 4 3 10 0.30 1 1 1 10 0.10

一般入試 2 1 1 0 - 1 0 0 0 - 1 0 0 0 - 1 0 0 0 - 2 0 0 0 -

留学生入試 20 9 8 0 - 17 8 8 0 - 22 9 8 0 - 19 8 8 0 - 26 9 9 0 -

社会人入試 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 -

学内進学試験 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 2 0 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 -

23 10 9 10 0.90 19 8 8 10 0.80 25 9 8 10 0.80 22 10 10 10 1.00 30 10 10 10 1.00

50 23 22 30 0.73 29 16 14 30 0.47 32 10 9 30 0.30 40 18 16 30 0.53 43 16 15 30 0.50

一般入試 9 7 5 0 - 5 4 2 0 - 5 3 3 0 - 3 3 3 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 1 0 0 0 - 1 1 1 0 - 3 2 2 0 - 5 5 4 0 - 6 4 3 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 4 4 4 0 - 5 5 5 0 - 4 4 3 0 - 2 2 2 0 - 7 7 5 0 -

14 11 9 40 0.23 12 10 8 40 0.20 12 9 8 40 0.20 10 10 9 40 0.23 13 11 8 40 0.20

一般入試 6 5 5 0 - 7 4 4 0 - 13 13 12 0 - 2 1 1 0 - 1 1 1 0 -

留学生入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 3 3 3 0 - 0 0 0 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 21 21 20 0 - 20 20 19 0 - 26 26 24 0 - 18 17 13 0 - 16 16 15 0 -

29 28 27 40 0.68 27 24 23 40 0.58 41 40 37 40 0.93 24 22 18 40 0.45 17 17 16 40 0.40

43 39 36 80 0.45 39 34 31 80 0.39 53 49 45 80 0.56 34 32 27 80 0.34 30 28 24 80 0.30

一般入試 74 52 42 0 - 64 53 46 0 - 99 81 75 0 - 79 63 52 0 - 91 84 66 0 -

留学生入試 6 4 4 0 - 4 3 3 0 - 10 6 6 0 - 5 4 4 0 - 8 5 5 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 72 72 72 0 - 81 81 81 0 - 99 97 92 0 - 101 99 97 0 - 101 100 97 0 -

特別選抜入試 4 3 3 0 - 5 3 3 0 - 4 3 3 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 -

156 131 121 125 0.97 154 140 133 125 1.06 213 188 177 125 1.42 185 166 153 125 1.22 201 190 169 125 1.35

一般入試 50 41 30 0 - 60 48 37 0 - 45 40 30 0 - 43 35 25 0 - 31 26 23 0 -

留学生入試 4 3 2 0 - 7 6 6 0 - 3 3 3 0 - 3 2 2 0 - 6 5 5 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 2 2 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 45 44 43 0 - 36 36 35 0 - 31 31 31 0 - 38 36 35 0 - 34 33 33 0 -

特別選抜入試 3 2 2 0 - 4 3 3 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

102 90 77 70 1.10 109 95 82 70 1.17 79 74 64 70 0.91 85 74 63 70 0.90 71 64 61 70 0.87

一般入試 74 65 55 0 - 76 66 53 0 - 85 74 65 0 - 57 50 33 0 - 54 47 38 0 -

留学生入試 3 3 3 0 - 3 2 2 0 - 0 0 0 0 - 3 2 2 0 - 1 1 1 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 76 75 74 0 - 88 88 87 0 - 83 83 82 0 - 84 84 83 0 - 78 77 75 0 -

特別選抜試験 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 -

154 144 133 80 1.66 167 156 142 80 1.78 168 157 147 80 1.84 144 136 118 80 1.48 134 126 115 80 1.44

412 365 331 275 1.20 430 391 357 275 1.30 460 419 388 275 1.41 414 376 334 275 1.21 406 380 345 275 1.25

2016年度 2017年度

法
学
研
究
科

法
学
・
政
治
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科合計

研
究
科

専
攻

入試の種類

2013年度 2014年度 2015年度

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春・秋学期入学）合計

経
済
学
研
究
科

経
済
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科合計

文
学
研
究
科

（
春
学
期
入
学

）

総
合
人
文
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科(春学期入学）合計

文
学
研
究
科

(

秋
学
期
入
学

）

総
合
人
文
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

商
学
研
究
科

商
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科合計

社
会
学
研
究
科

社
会
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

社
会
シ
ス
テ
ム
デ

ザ
イ
ン
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

マ
ス
・
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

研究科合計

理
工
学
研
究
科

(

春
学
期
入
学

）

シ
ス
テ
ム
理
工
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

環
境
都
市
工
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

化
学
生
命
工
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科合計

総
合
情
報
学
研
究
科

社
会
情
報
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

知
識
情
報
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

専攻合計

研究科(春学期入学）合計



1018 

 

 

 

 

 

 

  

＜修士課程（博士課程前期課程）＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

学内進学試験(学部早期卒業者対象） 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - -

留学生入試 - - - - - - - - - - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - -

0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験(学部早期卒業者対象） 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - -

留学生入試 - - - - - - - - - - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

化
学
生
命
工
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

留学生入試 - - - - - - - - - - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 4 4 4 0 - 0 0 0 0 -

412 365 331 275 1.20 430 391 357 275 1.30 462 421 390 275 1.42 418 380 338 275 1.23 406 380 345 275 1.25

一般入試 14 6 6 0 - 13 10 8 0 - 9 5 5 0 - 6 5 4 0 - 13 7 7 0 -

留学生入試 33 13 11 0 - 23 11 10 0 - 35 12 9 0 - 35 10 9 0 - 49 15 13 0 -

社会人入試 16 13 9 0 - 8 6 6 0 - 4 4 4 0 - 4 3 3 0 - 7 5 5 0 -

学内進学試験 3 1 1 0 - 3 2 2 0 - 7 5 5 0 - 4 4 4 0 - 4 4 3 0 -

飛び級入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

現職教員1年制入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

67 34 28 25 1.12 47 29 26 25 1.04 58 29 25 25 1.00 50 23 21 25 0.84 73 31 28 25 1.12

67 34 28 25 1.12 47 29 26 25 1.04 58 29 25 25 1.00 50 23 21 25 0.84 73 31 28 25 1.12

一般入試 3 0 0 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 4 4 4 0 - 3 2 2 0 - 7 4 4 0 -

社会人入試 1 1 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 4 4 4 0 - 1 1 0 0 - 1 1 1 0 -

12 9 8 6 1.33 5 3 2 6 0.33 8 5 5 6 0.83

一般入試 4 2 1 0 - 8 4 3 0 - 7 2 2 0 -

留学生入試 1 0 0 0 - 6 2 2 0 - 8 3 3 0 -

社会人入試 3 3 2 0 - 3 3 3 0 - 2 2 2 0 -

学内進学試験 3 3 3 0 - 1 1 1 0 - 2 1 0 0 -

11 8 6 6 1.00 18 10 9 6 1.50 19 8 7 6 1.17

一般入試 5 1 1 0 - 2 1 1 0 -

留学生入試 8 4 3 0 - 11 7 7 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 3 2 2 0 -

学内進学試験 5 4 4 0 - 0 0 0 0 -

19 10 9 12 0.75 16 10 10 12 0.83

23 17 14 12 1.17 23 13 11 12 0.92 27 13 12 12 1.00 19 10 9 12 0.75 16 10 10 12 0.83

一般入試 3 0 0 0 - 2 2 1 0 - 1 0 0 0 - 2 1 0 0 - 3 2 1 0 -

留学生入試 7 5 4 0 - 5 5 4 0 - 5 5 4 0 - 7 7 7 0 - 9 3 2 0 -

社会人入試 4 3 3 0 - 5 4 4 0 - 3 3 3 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 -

学内進学試験 1 1 0 0 - 11 10 9 0 - 8 8 7 0 - 13 10 10 0 - 5 5 5 0 -

15 9 7 15 0.47 23 21 18 15 1.20 17 16 14 15 0.93 22 18 17 15 1.13 18 10 8 15 0.53

15 9 7 15 0.47 23 21 18 15 1.20 17 16 14 15 0.93 22 18 17 15 1.13 18 10 8 15 0.53

一般入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 3 3 3 0 - 2 2 1 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 20 14 12 0 - 23 16 16 0 - 16 12 12 0 - 16 16 15 0 - 24 17 17 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 3 3 2 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 3 2 2 0 -

学内進学試験 4 4 3 0 - 3 2 1 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 2 2 2 0 -

飛び級入学 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

24 18 15 12 1.25 29 21 19 12 1.58 22 18 18 12 1.50 19 19 17 12 1.42 29 21 21 12 1.75

24 18 15 12 1.25 29 21 19 12 1.58 22 18 18 12 1.50 19 19 17 12 1.42 29 21 21 12 1.75

一般入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - -

留学生入試 7 3 3 0 - 8 8 8 0 - 13 10 10 0 - 8 5 5 0 - -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

8 4 4 0 - 8 8 8 0 - 14 11 11 0 - 8 5 5 0 - 0 0 0 0 -

8 4 4 0 - 8 8 8 0 - 14 11 11 0 - 8 5 5 0 - 0 0 0 0 -

32 22 19 12 1.58 37 29 27 12 2.25 36 29 29 12 2.42 27 24 22 12 1.83 29 21 21 12 1.75

一般入試 4 1 0 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 2 2 1 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 3 3 3 0 - 7 5 4 0 - 5 3 3 0 - 3 2 2 0 - 5 3 3 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 4 4 4 0 -

学内進学試験 3 2 1 0 - 0 0 0 0 - 2 2 1 0 - 0 0 0 0 - 3 3 2 0 -

11 7 5 15 0.33 8 6 5 15 0.33 10 7 6 15 0.40 5 4 3 15 0.20 12 10 9 15 0.60

11 7 5 15 0.33 8 6 5 15 0.33 10 7 6 15 0.40 5 4 3 15 0.20 12 10 9 15 0.60

一般入試 - - - - - 0 0 0 0 - 2 1 1 0 - 6 3 3 0 - 3 2 2 0 -

社会人入試 - - - - - 1 1 1 0 - 3 2 2 0 - 4 2 2 0 - 0 0 0 0 -

学内進学試験 - - - - - 14 12 12 0 - 12 12 11 0 - 10 8 8 0 - 6 5 5 0 -

0 0 0 0 - 15 13 13 10 1.30 17 15 14 10 1.40 20 13 13 10 1.30 9 7 7 10 0.70

0 0 0 0 - 15 13 13 10 1.30 17 15 14 10 1.40 20 13 13 10 1.30 9 7 7 10 0.70

879 645 577 690 0.84 881 680 611 700 0.87 916 681 624 700 0.89 826 642 572 700 0.82 890 634 577 700 0.82

2017年度

理
工
学
研
究
科

(

秋
学
期
入
学

）

シ
ス
テ
ム
理
工
学
専
攻

（
博
士
前
期

）

専攻合計

環
境
都
市
工
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

専攻合計

研
究
科

専
攻

入試の種類

2013年度

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春･秋学期入学）合計

外
国
語
教
育
学
研
究
科

外
国
語
教
育
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科(春学期入学）合計

2014年度 2015年度 2016年度

研究科合計

社
会
安
全
研
究
科

防
災
･
減
災
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科合計

東
ア
ジ
ア
文
化
研
究
科

（
春
学
期
入
学

）

文
化
交
渉
学
専
攻

(
博
士
前
期

）

専攻合計

心
理
学
研
究
科

認
知
･
発
達
心
理
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

社
会
心
理
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

心
理
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

ガ
バ
ナ
ン
ス
研
究
科

ガ
バ
ナ
ン
ス
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科合計

人
間
健
康
研
究
科

人
間
健
康
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科(春学期入学）合計

東
ア
ジ
ア
文
化
研
究
科

（
秋
学
期
入
学

）

文
化
交
渉
学
専
攻

(

博
士
前
期

）

専攻合計

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春･秋学期入学）合計

研究科合計

修士課程合計
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＜博士課程（博士課程後期課程）＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 3 2 2 0 - 6 4 3 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - 4 1 1 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - - - - - -

3 2 2 10 0.20 6 4 3 10 0.30 1 1 1 10 0.10 3 2 2 10 0.20 4 1 1 10 0.10

3 2 2 10 0.20 6 4 3 10 0.30 1 1 1 10 0.10 3 2 2 10 0.20 4 1 1 10 0.10

一般入試 9 8 8 0 - 5 5 5 0 - 10 6 5 0 - 7 5 5 0 - 6 4 4 0 -

留学生入試 2 1 1 0 - 2 2 2 0 - 4 2 2 0 - 3 2 2 0 - 4 2 2 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 3 2 2 0 - 2 2 2 0 - 3 3 3 0 - 2 1 1 0 -

12 10 10 19 0.53 10 9 9 19 0.47 16 10 9 19 0.47 13 10 10 19 0.53 12 7 7 19 0.37

12 10 10 19 0.53 10 9 9 19 0.47 16 10 9 19 0.47 13 10 10 19 0.53 12 7 7 19 0.37

一般入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 2 1 1 0 - -

留学生入試 0 0 0 0 - 6 5 5 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - -

社会人入試 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 2 2 2 0 - -

1 1 1 0 - 7 6 6 0 - 1 1 1 0 - 4 3 3 0 - 0 0 0 0 -

1 1 1 0 - 7 6 6 0 - 1 1 1 0 - 4 3 3 0 - 0 0 0 0 -

13 11 11 19 0.58 17 15 15 19 0.79 17 11 10 19 0.53 17 13 13 19 0.68 12 7 7 19 0.37

一般入試 1 1 1 0 - 2 2 2 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

1 1 1 5 0.20 2 2 2 5 0.40 2 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00

1 1 1 5 0.20 2 2 2 5 0.40 2 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00

一般入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 -

0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00 2 2 2 5 0.40

一般入試 1 0 0 0 - 2 0 0 0 - 1 0 0 0 - 2 1 1 0 - - - - - -

留学生入試 1 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - - - - - -

2 0 0 5 0.00 3 1 1 5 0.20 2 0 0 5 0.00 2 1 1 5 0.20 - - - - -

2 0 0 10 0.00 3 1 1 10 0.10 2 0 0 10 0.00 2 1 1 10 0.10 2 2 2 5 0.40

一般入試 1 1 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 -

1 1 0 3 0.00 2 2 2 3 0.67 0 0 0 3 0.00 1 0 0 3 0.00 0 0 0 3 0.00

一般入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

1 1 1 3 0.33 2 2 2 3 0.67 2 2 2 3 0.67 0 0 0 3 0.00 0 0 0 3 0.00

一般入試 2 1 1 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

3 2 2 3 0.67 1 1 1 3 0.33 2 2 2 3 0.67 0 0 0 3 0.00 0 0 0 3 0.00

5 4 3 9 0.33 5 5 5 9 0.56 4 4 4 9 0.44 1 0 0 9 0.00 0 0 0 9 0.00

一般入試 2 2 1 0 - 6 6 6 0 - 5 3 3 0 - 4 4 4 0 - 9 9 9 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - - - - - -

2 2 1 8 0.13 7 7 7 8 0.88 6 4 4 8 0.50 4 4 4 8 0.50 10 10 10 8 1.25

2 2 1 8 0.13 7 7 7 8 0.88 6 4 4 8 0.50 4 4 4 8 0.50 10 10 10 8 1.25

一般入試 5 5 5 0 - 6 6 6 0 - 4 4 4 0 - 9 9 8 0 - 9 9 9 0 -

留学生入試 1 1 1 0 - 2 2 2 0 - 2 2 1 0 - 2 2 2 0 - 5 5 5 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 3 3 3 0 - 4 4 4 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 -

7 7 7 57 0.12 11 11 11 57 0.19 10 10 9 57 0.16 13 13 12 57 0.21 15 15 15 57 0.26

7 7 7 57 0.12 11 11 11 57 0.19 10 10 9 57 0.16 13 13 12 57 0.21 15 15 15 57 0.26

総
合
理
工
学

専
攻

(

博
士
後
期

）

社会人入試 2 2 2 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 1 1 1 0 - -

2 2 2 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

2 2 2 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 -

9 9 9 57 0.16 15 15 15 57 0.26 13 13 12 57 0.21 14 14 13 57 0.23 15 15 15 57 0.26

一般入試 3 3 3 0 - 1 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 2 1 1 0 -

留学生入試 1 1 1 0 - 4 4 3 0 - 2 1 1 0 - 3 2 1 0 - 3 3 3 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 3 2 2 0 - 9 6 6 0 - 1 1 1 0 - 3 2 2 0 -

4 4 4 3 1.33 8 6 5 3 1.67 11 7 7 3 2.33 5 4 3 3 1.00 8 6 6 3 2.00

4 4 4 3 1.33 8 6 5 3 1.67 11 7 7 3 2.33 5 4 3 3 1.00 8 6 6 3 2.00

一般入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - -

留学生入試 - - - - - - - - - - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

社会人入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

5 5 5 3 1.67 9 7 6 3 2.00 12 8 8 3 2.67 5 4 3 3 1.00 8 6 6 3 2.00

2015年度 2016年度 2017年度

法
学
研
究
科

法
学
･
政
治
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研
究
科

専
攻

入試の種類

2013年度

研究科合計

文
学
研
究
科

（
春
学
期
入
学

）

総
合
人
文
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科(春学期入学）合計

文
学
研
究
科

(

秋
学
期
入
学

）

総
合
人
文
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

2014年度

商
学
研
究
科

商
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

会
計
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春・秋学期入学）合計

経
済
学
研
究
科

経
済
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

研究科合計

総
合
情
報
学
研
究
科

総
合
情
報
学

専
攻

(
博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

理
工
学
研
究
科

(

春
学
期
入
学

）

総
合
理
工
学

専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

社
会
学
研
究
科

社
会
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

社
会
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

マ
ス
･
コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ
ン
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科(春学期入学）合計

外
国
語
教
育
学
研
究
科

(

秋
学
期
入
学

）

外
国
語
教
育
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春･秋学期入学）合計

研究科(春学期入学）合計

理
工
学
研
究
科

(

秋
学
期
入
学

） 専攻合計

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春･秋学期入学）合計

外
国
語
教
育
学
研
究
科

(

春
学
期
入
学

）

外
国
語
教
育
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計
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[大学基礎データ 注] 
１ 原則として学部は学科、研究科は専攻単位で記入してください。 
２ 灰色の網掛けの欄には計算式が入っていますので、何も記入しないでください。 
３ ｢入試の種類」は、大学の実態に合わせて作成してください（本表では、該当しない欄を削除して構いません。また、必要に応

じて欄を追加してください）。ただし、「入試の種類」が多くなりすぎないよう留意してください。 
４ 秋学期入学など、年に複数回の入学時期を設定している場合は、「秋学期入試」欄を利用してください。当該欄を使用する場合

は、本協会が定める作成基準日（大学評価実施前年度５月１日）時点で実施済みの入学試験の情報のみを記入してください。 
５ 入学定員が若干名の場合は「０」として記入してください。 
６ ｢一般入試」欄には大学入試センター試験を含めてください。また、編入学試験については、記載は不要です。 
７ 留学生入試を実施している場合、交換留学生は含めないでください。 
８ ｢A/B」「Ｎ年度入学者の学科計に対する割合（％）」「Ｎ年度入学者の学部計に対する割合（％）」は小数点以下第３位を四捨五

入し、小数点第２位まで表示してください。 
９ 法科大学院において未修・既修を分けて入試を実施していない場合は、両者をひとつにまとめて記入してください。 
 
[関西大学 注] 
１ 入学定員が若干名の場合は「0」としている。 
２ 大学院合計には、法務研究科は含めていない。 
３ 文学研究科・理工学研究科・会計研究科の秋学期入学の入学定員は、春学期に含んでいる。 
４ 法科大学院における併願者は、「未修者」「既修者」どちらにも含む。 
５ 最終年度の秋学期入試の「志願者」「合格者」「入学者」は、含んでいない。  

＜博士課程（博士課程後期課程）＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 3 3 3 0 - 5 5 5 0 - 5 4 4 0 - 5 4 4 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 - 3 3 3 0 - 5 5 5 0 -

4 4 4 6 0.67 10 10 10 6 1.67 8 7 7 6 1.17 8 7 7 6 1.17 6 6 6 6 1.00

4 4 4 6 0.67 10 10 10 6 1.67 8 7 7 6 1.17 8 7 7 6 1.17 6 6 6 6 1.00

一般入試 1 1 1 0 - 6 6 6 0 - 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 3 3 3 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

1 1 1 5 0.20 7 7 7 5 1.40 1 1 1 5 0.20 4 4 4 5 0.80 3 3 3 5 0.60

1 1 1 5 0.20 7 7 7 5 1.40 1 1 1 5 0.20 4 4 4 5 0.80 3 3 3 5 0.60

一般入試 3 3 3 0 - 2 2 2 0 - 2 2 2 0 - 0 0 0 0 - 1 1 0 0 -

留学生入試 6 4 4 0 - 6 6 6 0 - 4 4 3 0 - 13 13 13 0 - 4 4 4 0 -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 3 3 3 0 -

9 7 7 6 1.17 8 8 8 6 1.33 6 6 5 6 0.83 14 14 14 6 2.33 8 8 7 6 1.17

9 7 7 6 1.17 8 8 8 6 1.33 6 6 5 6 0.83 14 14 14 6 2.33 8 8 7 6 1.17

一般入試 0 0 0 0 - 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

留学生入試 2 0 0 0 - 1 1 1 0 - 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - -

社会人入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - -

2 0 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 0 0 0 0 -

2 0 0 0 - 2 2 2 0 - 1 1 1 0 - 4 4 4 0 - 0 0 0 0 -

11 7 7 6 1.17 10 10 10 6 1.67 7 7 6 6 1.00 18 18 18 6 3.00 8 8 7 6 1.17

一般入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 0 0 0 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

社会人入試 1 1 1 0 - 0 0 0 0 - 3 3 3 0 -

1 1 1 3 0.33 0 0 0 3 0.00 3 3 3 3 1.00

1 1 1 3 0.33 0 0 0 3 0.00 3 3 3 3 1.00

一般入試 2 1 1 0 - 0 0 0 0 -

留学生入試 - - - - - - - - - -

社会人入試 4 4 3 0 - 8 8 8 0 -

6 5 4 3 1.33 8 8 8 3 2.67

6 5 4 3 1.33 8 8 8 3 2.67

56 46 44 138 0.32 91 83 81 138 0.59 74 57 54 141 0.38 82 72 69 144 0.48 79 69 68 139 0.49

＜専門職学位課程課程（法科大学院以外）＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

一般入試 100 24 21 15 1.40 95 16 13 15 0.87 78 18 16 15 1.07 85 23 20 15 1.33 85 15 12 15 0.80

学内進学試験 16 11 11 15 0.73 23 15 15 15 1.00 17 14 11 15 0.73 16 11 9 15 0.60 24 17 14 15 0.93

指定校推薦入学 2 2 2 - - 2 2 2 - - 1 1 1 - - 1 1 1 - - 0 0 0 - -

118 37 34 30 1.13 120 33 30 30 1.00 96 33 28 30 0.93 102 35 30 30 1.00 109 32 26 30 0.87

118 37 34 30 1.13 120 33 30 30 1.00 96 33 28 30 0.93 102 35 30 30 1.00 109 32 26 30 0.87

一般入試 26 22 15 35 0.43 38 35 23 30 0.77 32 21 16 30 0.53 52 47 29 30 0.97 38 32 22 30 0.73

留学生入試 - - - - - 3 3 3 5 0.60 9 8 8 5 1.60 8 8 3 5 0.60 15 13 9 5 1.80

社会人入試 - - - - - 1 1 0 5 0.00 3 3 3 5 0.60 0 0 0 5 0.00 0 0 0 5 0.00

学内進学試験 12 9 8 10 0.80 2 2 2 15 0.13 9 9 7 15 0.47 20 20 16 15 1.07 18 15 14 15 0.93

指定校推薦入学 4 4 4 25 0.16 1 1 1 15 0.07 2 2 2 15 0.13 3 3 3 15 0.20 1 0 0 15 0.00

42 35 27 70 0.39 45 42 29 70 0.41 55 43 36 70 0.51 83 78 51 70 0.73 72 60 45 70 0.64

42 35 27 70 0.39 45 42 29 70 0.41 55 43 36 70 0.51 83 78 51 70 0.73 72 60 45 70 0.64

160 72 61 100 0.61 165 75 59 100 0.59 151 76 64 100 0.64 185 113 81 100 0.81 181 92 71 100 0.71

＜専門職学位課程課程（法科大学院）＞

志願者 合格者
入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B 志願者 合格者

入学者
(A)

入学定員
(B) A/B

67 22 5 40 0.13 70 20 4 15 0.27 89 31 8 15 0.53 69 22 10 15 0.67 68 25 7 15 0.47

99 49 21 60 0.35 107 52 23 25 0.92 126 49 23 25 0.92 97 44 18 25 0.72 61 32 18 25 0.72

166 71 26 100 0.26 177 72 27 40 0.68 215 80 31 40 0.78 166 66 28 40 0.70 129 57 25 40 0.63

166 71 26 100 0.26 177 72 27 40 0.68 215 80 31 40 0.78 166 66 28 40 0.70 129 57 25 40 0.63

2016年度 2017年度

心
理
学
研
究
科

心
理
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

研
究
科

専
攻

入試の種類

2013年度 2014年度 2015年度

研究科(春学期入学）合計

東
ア
ジ
ア
文
化
研
究
科

(

秋
学
期
入
学

）

文
化
交
渉
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科(秋学期入学）合計

研究科(春･秋学期入学）合計

社
会
安
全
研
究
科

防
災
･
減
災

専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

東
ア
ジ
ア
文
化
研
究
科

(

春
学
期
入
学

）

文
化
交
渉
学
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

博士課程合計

研
究
科

専
攻

入試の種類

2013年度

ガ
バ
ナ
ン
ス
研
究
科

ガ
バ
ナ
ン
ス
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

研究科合計

人
間
健
康
研
究
科

人
間
健
康
専
攻

(

博
士
後
期

）

専攻合計

2017年度

研究科合計

会
計
研
究
科

会
計
人
養
成
専
攻

(

専
門
職
大
学
院

）

専攻合計

研究科合計

専門職学位課程課程（法科大学院以外）合計

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

心
理
学
研
究
科

心
理
臨
床
学
専
攻

(

専
門
職
大
学
院

）

専攻合計

未修者

既修者

専攻合計

専門職学位課程課程（法科大学院）合計

法務究科法曹養成専攻

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度
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（表４）主要授業科目の担当状況（学士課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 15.2

兼任担当科目数（Ｂ） 74.8

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

16.9

専任担当科目数（Ａ） 170.2

兼任担当科目数（Ｂ） 80.8

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

67.8

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 18.6

兼任担当科目数（Ｂ） 71.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

20.7

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 19.0 3.0 247.9

兼任担当科目数（Ｂ） 2.0 0.4 305.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

90.5 88.2 44.8

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 9.0 3.0 237.9

兼任担当科目数（Ｂ） 1.0 0.4 304.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

90.0 88.2 43.9

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 9.5 3.0 238.4

兼任担当科目数（Ｂ） 0.5 0.4 303.8

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

95.0 88.2 44.0

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 6.0 3.0 252.6

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 317.6

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.3

初　等
教育学
専　修

専門教育科目

日本史・
文化遺産
学 専 修

専門教育科目

世界史
専　修

専門教育科目

地理学・
地域環境学

専修
専門教育科目

中国学専修 専門教育科目

法 学 部
法学政治
学　　科

外国語科目

専門教育科目

外国語科目

英米文学
英　　語
学 専 修

専門教育科目

英米文化
専　　修

専門教育科目

文
 
学
 
部

芸　術　学
美術史専修

専門教育科目

フランス
学 専 修

専門教育科目

ドイツ
学専修

専門教育科目

国語国文
学 専 修

専門教育科目

哲　学
倫理学
専　修

専門教育科目

比　較
宗教学
専　修

専門教育科目

教育文化専修 専門教育科目
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学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

専任担当科目数（Ａ） 10.0 3.0 238.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 0.4 303.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.2 44.1

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 19.0

兼任担当科目数（Ｂ） 71.0

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

21.1

専任担当科目数（Ａ） 11.9 8.0 159.1

兼任担当科目数（Ｂ） 2.1 0.0 99.9

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

85.1 100.0 61.4

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 19.1

兼任担当科目数（Ｂ） 75.5

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

20.2

専任担当科目数（Ａ） 6.2 185.1

兼任担当科目数（Ｂ） 4.8 147.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

56.4 55.7

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 15.2

兼任担当科目数（Ｂ） 72.8

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

17.3

専任担当科目数（Ａ） 11.0 76.9

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 69.1

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 52.7

専任担当科目数（Ａ） 10.9 75.1

兼任担当科目数（Ｂ） 3.1 78.9

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

77.9 48.8

専任担当科目数（Ａ） 7.4 72.1

兼任担当科目数（Ｂ） 4.6 78.9

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

61.7 47.7

専任担当科目数（Ａ） 8.9 77.8

兼任担当科目数（Ｂ） 1.1 75.4

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

89.0 50.8

商
学
部

商学科

外国語科目

専門教育科目

社
会
学
部

外国語科目

社会学科
社会学専攻

専門教育科目

社会学科
心理学専攻

専門教育科目

社会学科
メディア専攻

専門教育科目

社会学科
社会システム
デザイン専攻

専門教育科目

文化共生
学 専 修

専門教育科目

アジア文
化 専 修

専門教育科目

経
済
学
部

経済学科

外国語科目

専門教育科目

心理学専修 専門教育科目

情報文化
学 専 修

専門教育科目

映像文化
専　　修

専門教育科目

文
　
学
　
部
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学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 22.6

兼任担当科目数（Ｂ） 85.4

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

20.9

専任担当科目数（Ａ） 120.6

兼任担当科目数（Ｂ） 108.4

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

52.7

専任担当科目数（Ａ） 115.1

兼任担当科目数（Ｂ） 91.9

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

55.6

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 16.6 73.8 126.1

兼任担当科目数（Ｂ） 9.4 39.2 106.9

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

63.8 65.3 54.1

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 0.9 0.0 5.9

兼任担当科目数（Ｂ） 7.0 0.0 22.0

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

11.4 21.1

専任担当科目数（Ａ） 12.9 2.0 68.1

兼任担当科目数（Ｂ） 0.6 0.0 82.5

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

95.6 100.0 45.2

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 0.0 10.0 12.7

兼任担当科目数（Ｂ） 10.0 67.0 104.3

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

0.0 13.0 10.9

専任担当科目数（Ａ） 10.0 145.5

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 60.5

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 70.6

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 0.3 0.0 0.3

兼任担当科目数（Ｂ） 15.7 0.0 27.7

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

1.9 1.1

専任担当科目数（Ａ） 12.3 1.9 90.5

兼任担当科目数（Ｂ） 0.8 1.1 35.5

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

94.2 62.5 71.8

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 4.8 17.4

兼任担当科目数（Ｂ） 23.2 74.6

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

17.1 18.9

専任担当科目数（Ａ） 17.0 33.0 68.4

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 6.0 38.6

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 84.6 63.9

専任担当科目数（Ａ） 14.3 19.7 64.5

兼任担当科目数（Ｂ） 5.7 5.3 53.5

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

71.5 78.8 54.7

専任担当科目数（Ａ） 31.0 31.0 95.1

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 4.0 49.9

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 88.6 65.6

専任担当科目数（Ａ） 11.3 29.0 75.4

兼任担当科目数（Ｂ） 3.7 4.0 56.6

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

75.3 87.9 57.1

シ
ス
テ
ム
理
工
学
部

外国語科目

数学科 専門教育科目

物理・応用
物理学科

専門教育科目

機械工学科 専門教育科目

電気電子
情報工学科

専門教育科目

社
会
安
全
学
部

安全マネジメント学科

外国語科目

専門教育科目

外
国
語
学
部

外国語学科 専門教育科目

人
間
健
康
学
部

人間健康
学   科

外国語科目

専門教育科目

政
策
創
造
学
部

外国語科目

政策学科 専門教育科目

国際アジア法
政策学科

専門教育科目

総
合
情
報
学
部

総合情報
学   科

外国語科目

専門教育科目
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［注］ 

１ 原則として学科単位で記入してください。 

２ この表は、大学設置基準第10条第１項にいう「教育上主要と認める授業科目（主要授業科目）」についての専任教員の担当状況

を示すものです。 

３ ここでいう「専任担当科目数」には、他学部、研究科・その他の学部教育担当組織等の専任教員による兼担科目も含めてくだ

さい。 

４ 大学の設定する区分に応じて、「教育区分」の名称を記入してください。 

５ ｢全開設授業科目」欄には、「必修科目｣｢選択必修科目」のほか、「選択科目｣｢自由科目」など、すべての授業科目数の合計を記

入してください。「必修科目」と「選択必修科目」の合計ではありません。 

６ セメスター制、クォーター制等を採用している場合であっても、通年単位で作成してください。 

７ 同一科目を週あたり２回実施している場合の計算方法は下記の通りです。 

  ①同一講師による場合→専任教員が担当した場合は専任担当科目数１、兼任教員が担当した場合は兼任担当科目数１となります。 

  ②複数教員による場合→専任教員が担当した場合は専任担当科目数１、専任教員と兼任教員がそれぞれ担当した場合は、専任

担当科目数0.5、兼任担当科目数0.5となります。 

８ 兼任教員を含む複数の教員が担当する場合は、人数比による数値を記載してください。（例：専任４人、兼任１人で担当の場合

は、専任0.8、兼任0.2となります）。 

 

 

 

  

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 4.8 17.4

兼任担当科目数（Ｂ） 23.2 74.6

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

17.1 18.9

専任担当科目数（Ａ） 23.3 61.6

兼任担当科目数（Ｂ） 2.7 45.4

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

89.6 57.6

専任担当科目数（Ａ） 41.5 1.0 100.0

兼任担当科目数（Ｂ） 4.5 0.0 49.0

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

90.2 100.0 67.1

専任担当科目数（Ａ） 22.0 4.0 62.0

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 2.0 47.0

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 66.7 56.9

学部 学科等 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 5.0 17.6

兼任担当科目数（Ｂ） 23.0 74.4

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

17.9 19.1

専任担当科目数（Ａ） 43.2 36.3 90.6

兼任担当科目数（Ｂ） 2.8 4.7 46.4

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

93.9 88.5 66.1

専任担当科目数（Ａ） 22.0 31.4 63.0

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 2.6 38.0

専兼比率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0 92.4 62.4

化
学
生
命
工
学
部

外国語科目

化学・物質
工学科

専門教育科目

生命・生物
工学科

専門教育科目

環
境
都
市
工
学
部

外国語科目

建築学科 専門教育科目

都市システム
工学科

専門教育科目

エネルギー
・環境工学科

専門教育科目
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（表５）専任教員年齢構成 

 

 

 

 

 

 

  

＜学士課程＞
70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

16 10 18 2 46

 34.8% 21.7% 39.1% 4.3%  100.0%

2 7 9

   22.2% 77.8%  100.0%

0

       

0

       

0 16 10 20 9 0 55

 29.1% 18.2% 36.4% 16.4%  100.0%

38 31 21 90

 42.2% 34.4% 23.3%   100.0%

4 6 10

   40.0% 60.0%  100.0%

0

       

1 2 3

   33.3% 66.7%  100.0%

0 38 31 26 8 0 103

 36.9% 30.1% 25.2% 7.8%  100.0%

9 13 19 41

 22.0% 31.7% 46.3%   100.0%

3 4 7

   42.9% 57.1%  100.0%

0

       

4 4

    100.0%  100.0%

0 9 13 22 8 0 52

 17.3% 25.0% 42.3% 15.4%  100.0%

11 9 13 1 34

 32.4% 26.5% 38.2% 2.9%  100.0%

3 4 10 17

  17.6% 23.5% 58.8%  100.0%

0

       

0

       

0 11 12 17 11 0 51

 21.6% 23.5% 33.3% 21.6%  100.0%

20 15 8 43

 46.5% 34.9% 18.6%   100.0%

2 5 6 13

  15.4% 38.5% 46.2%  100.0%

0

       

2 2

    100.0%  100.0%

0 20 17 13 8 0 58

 34.5% 29.3% 22.4% 13.8%  100.0%

3 6 7 16

 18.8% 37.5% 43.8%   100.0%

4 5 9

   44.4% 55.6%  100.0%

0

       

1 1

     100.0% 100.0%

0 3 6 11 5 1 26

 11.5% 23.1% 42.3% 19.2% 3.8% 100.0%

16 17 6 39

 41.0% 43.6% 15.4%   100.0%

1 1 5 7

  14.3% 14.3% 71.4%  100.0%

0

       

1 1

    100.0%  100.0%

0 16 18 7 6 0 47

 34.0% 38.3% 14.9% 12.8%  100.0%

7 8 2 17

 41.2% 47.1% 11.8%   100.0%

2 5 1 8

  25.0% 62.5% 12.5%  100.0%

0

       

1 1

   100.0%   100.0%

0 7 10 8 1 0 26

 26.9% 38.5% 30.8% 3.8%  100.0%

学部 職位 計

法 学 部

教　授

准教授

専任講師

助教

計

経 済 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

文 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計

計

商 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計

社 会 学 部

教授

准教授

専任講師

外 国 語 学 部

教授

准教授

助教

計

政 策 創 造 学 部

教授

准教授

専任講師

専任講師

助教

計

助教

計

人 間 健 康 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計
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70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

17 18 13 48

 35.4% 37.5% 27.1%   100.0%

1 3 3 7

  14.3% 42.9% 42.9%  100.0%

0

       

0

       

0 17 19 16 3 0 55

 30.9% 34.5% 29.1% 5.5%  100.0%

7 4 7 18

 38.9% 22.2% 38.9%   100.0%

1 5 3 9

  11.1% 55.6% 33.3%  100.0%

0

       

0

       

0 7 5 12 3 0 27

 25.9% 18.5% 44.4% 11.1%  100.0%

15 21 14 50

 30.0% 42.0% 28.0%   100.0%

3 12 10 25

  12.0% 48.0% 40.0%  100.0%

1 1

  100.0%    100.0%

1 7 2 10

   10.0% 70.0% 20.0% 100.0%

0 15 25 27 17 2 86

 17.4% 29.1% 31.4% 19.8% 2.3% 100.0%

9 14 7 30

 30.0% 46.7% 23.3%   100.0%

2 9 6 17

  11.8% 52.9% 35.3%  100.0%

1 1

  100.0%    100.0%

1 4 5

   20.0% 80.0%  100.0%

0 9 17 17 10 0 53

 17.0% 32.1% 32.1% 18.9%  100.0%

6 17 14 37

 16.2% 45.9% 37.8%   100.0%

1 5 8 14

  7.1% 35.7% 57.1%  100.0%

1 1

  100.0%    100.0%

3 1 4

    75.0% 25.0% 100.0%

0 6 19 19 11 1 56

 10.7% 33.9% 33.9% 19.6% 1.8% 100.0%

0 174 202 215 100 4 695

 25.0% 29.1% 30.9% 14.4% 0.6% 100.0%

定年　65　歳

計

総 合 情 報 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計

学部 職位

社 会 安 全 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計

システム理工学部

教授

准教授

専任講師

助教

計

環 境 都 市 工 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計

化 学 生 命 工 学 部

教授

准教授

専任講師

助教

計

学士課程合計
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＜修士課程（博士課程前期課程）＞
70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

16 10 18 2 46

 34.8% 21.7% 39.1% 4.3%  100.0%

2 2 4

   50.0% 50.0%  100.0%

0

       

0

       

0 16 10 20 4 0 50

 32.0% 20.0% 40.0% 8.0%  100.0%

35 26 17 78

 44.9% 33.3% 21.8%   100.0%

4 3 7

   57.1% 42.9%  100.0%

0

       

1 1

   100.0%   100.0%

0 35 26 22 3 0 86

 40.7% 30.2% 25.6% 3.5%  100.0%

9 13 19 41

 22.0% 31.7% 46.3%   100.0%

1 1

   100.0%   100.0%

0

       

0

       

0 9 13 20 0 0 42

 21.4% 31.0% 47.6%   100.0%

11 9 13 1 34

 32.4% 26.5% 38.2% 2.9%  100.0%

0

       

0

       

0

       

0 11 9 13 1 0 34

 32.4% 26.5% 38.2% 2.9%  100.0%

15 10 5 30

 50.0% 33.3% 16.7%   100.0%

1 2 3

  33.3% 66.7%   100.0%

0

       

0

       

0 15 11 7 0 0 33

 45.5% 33.3% 21.2%   100.0%

17 18 13 48

 35.4% 37.5% 27.1%   100.0%

1 3 3 7

  14.3% 42.9% 42.9%  100.0%

0

       

0

       

0 17 19 16 3 0 55

 30.9% 34.5% 29.1% 5.5%  100.0%

30 52 35 117

 25.6% 44.4% 29.9%   100.0%

6 26 24 56

  10.7% 46.4% 42.9%  100.0%

0

       

0

       

0 30 58 61 24 0 173

 17.3% 33.5% 35.3% 13.9%  100.0%

14 16 5 35

 40.0% 45.7% 14.3%   100.0%

1 1 1 3

  33.3% 33.3% 33.3%  100.0%

0

       

0

       

0 14 17 6 1 0 38

 36.8% 44.7% 15.8% 2.6%  100.0%

計

法 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

文 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

研究科 職位

商 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

経 済 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

総合情報学研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

社 会 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

外国語教育学研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

理 工 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計
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70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

6 4 6 16

 37.5% 25.0% 37.5%   100.0%

1 3 4

   25.0% 75.0%  100.0%

0

       

0

       

0 6 4 7 3 0 20

 30.0% 20.0% 35.0% 15.0%  100.0%

7 4 7 18

 38.9% 22.2% 38.9%   100.0%

1 5 3 9

  11.1% 55.6% 33.3%  100.0%

0

       

0

       

0 7 5 12 3 0 27

 25.9% 18.5% 44.4% 11.1%  100.0%

4 2 2 8

 50.0% 25.0% 25.0%   100.0%

1 1

    100.0%  100.0%

0

       

0

       

0 4 2 2 1 0 9

 44.4% 22.2% 22.2% 11.1%  100.0%

3 5 7 15

 20.0% 33.3% 46.7%   100.0%

4 2 6

   66.7% 33.3%  100.0%

0

       

0

       

0 3 5 11 2 0 21

 14.3% 23.8% 52.4% 9.5%  100.0%

4 4 8

 50.0% 50.0%    100.0%

2 1 3

   66.7% 33.3%  100.0%

0

       

0

       

0 4 4 2 1 0 11

 36.4% 36.4% 18.2% 9.1%  100.0%

0 171 183 199 46 0 599

 28.5% 30.6% 33.2% 7.7%  100.0%

定年　　65　歳

研究科 職位 計

社 会 安 全 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

心 理 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

ガバナンス研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

東アジア文化研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

人 間 健 康 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

修士課程合計
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＜博士課程（博士課程後期課程）＞
70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

15 10 15 40

 37.5% 25.0% 37.5%   100.0%

0

       

0

       

0

       

0 15 10 15 0 0 40

 37.5% 25.0% 37.5%   100.0%

29 18 8 55

 52.7% 32.7% 14.5%   100.0%

1 1 2

   50.0% 50.0%  100.0%

0

       

0

       

0 29 18 9 1 0 57

 50.9% 31.6% 15.8% 1.8%  100.0%

8 13 15 36

 22.2% 36.1% 41.7%   100.0%

0

       

0

       

0

       

0 8 13 15 0 0 36

 22.2% 36.1% 41.7%   100.0%

11 8 5 1 25

 44.0% 32.0% 20.0% 4.0%  100.0%

0

       

0

       

0

       

0 11 8 5 1 0 25

 44.0% 32.0% 20.0% 4.0%  100.0%

11 8 19

 57.9% 42.1%    100.0%

0

       

0

       

0

       

0 11 8 0 0 0 19

 57.9% 42.1%    100.0%

16 16 9 41

 39.0% 39.0% 22.0%   100.0%

0

       

0

       

0

       

0 16 16 9 0 0 41

 39.0% 39.0% 22.0%   100.0%

30 52 35 117

 25.6% 44.4% 29.9%   100.0%

3 26 24 53

  5.7% 49.1% 45.3%  100.0%

0

       

0

       

0 30 55 61 24 0 170

 17.6% 32.4% 35.9% 14.1%  100.0%

7 3 10

 70.0% 30.0%    100.0%

0

       

0

       

0

       

0 7 3 0 0 0 10

 70.0% 30.0%    100.0%

計

法 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

文 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

研究科 職位

商 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

経 済 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

総合情報学研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

社 会 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

外国語教育学研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

理 工 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計
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70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

6 6 5 17

 35.3% 35.3% 29.4%   100.0%

1 1

    100.0%  100.0%

0

       

0

       

0 6 6 5 1 0 18

 33.3% 33.3% 27.8% 5.6%  100.0%

7 4 7 18

 38.9% 22.2% 38.9%   100.0%

4 4

   100.0%   100.0%

0

       

0

       

0 7 4 11 0 0 22

 31.8% 18.2% 50.0%   100.0%

4 2 2 8

 50.0% 25.0% 25.0%   100.0%

1 1

    100.0%  100.0%

0

       

0

       

0 4 2 2 1 0 9

 44.4% 22.2% 22.2% 11.1%  100.0%

2 3 2 7

 28.6% 42.9% 28.6%   100.0%

2 1 3

   66.7% 33.3%  100.0%

0

       

0

       

0 2 3 4 1 0 10

 20.0% 30.0% 40.0% 10.0%  100.0%

4 4 8

 50.0% 50.0%    100.0%

1 1

   100.0%   100.0%

0

       

0

       

0 4 4 1 0 0 9

 44.4% 44.4% 11.1%   100.0%

0 150 150 137 29 0 466

 32.2% 32.2% 29.4% 6.2%  100.0%

定年　　65　　歳

研究科 職位 計

社 会 安 全 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

心 理 学 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

ガバナンス研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

東アジア文化研究科

教授

准教授

専任講師

助教

計

人 間 健 康 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

博士課程合計
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[注] 

１ 学部、研究科（又はその他の組織）単位で記入してください。 

２ 各欄の下段にはそれぞれ「計」欄の数値に対する割合を記入してください。 

 

[関西大学 注] 

１ 法務研究科、会計研究科及び心理学研究科（心理臨床学専攻）には特別任用教授(各１，３，１名)、特別任用准教授（法務研

究科１名、会計研究科１名）を含む。 

２ 商学研究科博士課程後期課程には会計研究科教授２名を含む。 

 

 

  

＜専門職学位課程＞
70歳 　　60歳～ 　　50歳～ 　　40歳～ 　　30歳～ 29歳

以上 69歳　　 59歳　　 49歳　　 39歳　　 以下

10 6 3 1 20

 50.0% 30.0% 15.0% 5.0%  100.0%

1 1

    100.0%  100.0%

0

       

0

       

0 10 6 3 2 0 21

 47.6% 28.6% 14.3% 9.5%  100.0%

2 4 6 12

 16.7% 33.3% 50.0%   100.0%

1 1

    100.0%  100.0%

0

       

0

       

0 2 4 6 1 0 13

 15.4% 30.8% 46.2% 7.7%  100.0%

3 5 1 9

 33.3% 55.6% 11.1%   100.0%

0

       

0

       

0

       

0 3 5 1 0 0 9

 33.3% 55.6% 11.1%   100.0%

0 15 15 10 3 0 43

 34.9% 34.9% 23.3% 7.0%  100.0%

定年　　65　　歳

計

法 務 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

会 計 研 究 科

教授

准教授

専任講師

助教

計

研究科 職位

専門職学位課程合計

心 理 学
研 究 科
(心理臨床学専攻)

教授

准教授

専任講師

助教

計
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学生支援 

（表６）在籍学生数内訳、留年者数、退学者数 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜学士課程＞
学部 学科 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3072 3148 3158

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 135 142 129

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.39 4.51 4.08

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 48 51 63

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.56 1.62 1.99

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3072 3148 3158

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 135 142 129

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.39 4.51 4.08

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 48 51 63

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.56 1.62 1.99

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3348 3288 3331

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 108 91 96

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.23 2.77 2.88

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 56 42 41

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.67 1.28 1.23

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3348 3288 3331

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 108 91 96

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.23 2.77 2.88

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 56 42 41

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.67 1.28 1.23

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3058 3122 3159

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 157 147 168

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.13 4.71 5.32

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 60 67 54

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.96 2.15 1.71

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3058 3122 3159

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 157 147 168

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.13 4.71 5.32

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 60 67 54

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.96 2.15 1.71

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3120 3116 3105

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 89 99 94

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.85 3.18 3.03

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 29 47 35

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.93 1.51 1.13

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3120 3116 3105

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 89 99 94

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.85 3.18 3.03

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 29 47 35

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.93 1.51 1.13

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 831 841 851

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 24 14 14

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.89 1.66 1.65

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 12 5 11

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.44 0.59 1.29

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 864 871 848

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 30 32 24

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.47 3.67 2.83

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 10 11 9

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.16 1.26 1.06

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 857 863 865

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 21 29 30

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.45 3.36 3.47

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 10 4 7

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.17 0.46 0.81

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 890 908 868

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 20 24 25

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.25 2.64 2.88

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 9 15 9

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.01 1.65 1.04

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 3442 3483 3432

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 95 99 93

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.76 2.84 2.71

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 41 35 36

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.19 1.00 1.05

法
学
部

法
学
政
治

学
科

2015年度1名、2016年度1名は各学期
除籍によるダブルカウント

計

文
学
部

総
合
人
文

学
科

2016年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント

計

社
会
学
部

社
会
学
科
・

社
会
学
専
攻 2016年度1名は各学期除籍によるダ

ブルカウント

社
会
学
科
・

心
理
学
専
攻

社
会
学
科
・

メ
デ
ィ

ア
専
攻

マス・コミュニケーション学専攻を
含む（2013年度から名称変更）

社
会
学
科
・

社
会
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
専
攻

計

経
済
学
部

経
済
学
科 2015年度1名は各学期除籍によるダ

ブルカウント

計

商
学
部

商
学
科

2015年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント

計

2016年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント
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学部 学科 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1396 1330 1230

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 53 62 64

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.80 4.66 5.20

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 12 22 27

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.86 1.65 2.20

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 176 281 370 2013年度設置

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 4 3

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.14 1.42 0.81

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1572 1611 1600

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 53 62 64

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.37 3.85 4.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 14 26 30

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.89 1.61 1.88

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 722 725 708

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 12 8 17

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.66 1.10 2.40

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 9 11

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.11 1.24 1.55

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 722 725 708

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 12 8 17

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.66 1.10 2.40

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 9 11

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.11 1.24 1.55

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1426 1460 1411

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 18 31 32

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.26 2.12 2.27

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 17 14 17

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.19 0.96 1.20

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1426 1460 1411

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 18 31 32

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.26 2.12 2.27

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 17 14 17

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.19 0.96 1.20

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 2220 2228 2221

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 82 73 72

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.69 3.28 3.24

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 28 39 42

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.26 1.75 1.89

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 2220 2228 2221

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 82 73 72

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.69 3.28 3.24

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 28 39 42

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.26 1.75 1.89

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1145 1172 1214

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 25 44 50

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.18 3.75 4.12

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 18 8 18

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.57 0.68 1.48

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1145 1172 1214

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 25 44 50

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.18 3.75 4.12

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 18 8 18

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.57 0.68 1.48

外
国
語
学
部

外
国
語
学
科

約1年間の留学がカリキュラム上必
修となっているため、留年者の算出
においてこの留学期間は除外してい
ない。

2015年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント

計

人
間
健
康
学
部

人
間
健
康
学
科

2014年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント

政
策
創
造
学
部

政
策
学
科

国
際
ア
ジ
ア

法
政
策
学
科

計

計

計

総
合
情
報
学
部

総
合
情
報
学
科

2015年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント

計

社
会
安
全
学
部

安
全
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
学
科
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学部 学科 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 152 146 134

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 11 9 7

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 7.24 6.16 5.22

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 5 13 4

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.29 8.90 2.99

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 319 316 306

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 17 20 19

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.33 6.33 6.21

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 9 14 11

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 2.82 4.43 3.59

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 972 960 974

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 45 64 80

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.63 6.67 8.21

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 30 29 19

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.09 3.02 1.95

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 867 867 829

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 52 45 49

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 6.00 5.19 5.91

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 26 26 10

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.00 3.00 1.21

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 2310 2289 2243

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 125 138 155

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.41 6.03 6.91

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 70 82 44

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.03 3.58 1.96

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 474 484 494

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 18 17 26

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.80 3.51 5.26

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 13 9 15

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 2.74 1.86 3.04

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 590 588 578

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 31 31 37

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.25 5.27 6.40

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 12 14 11

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 2.03 2.38 1.90

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 439 424 409

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 24 12 14

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.47 2.83 3.42

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 6 7 7

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.37 1.65 1.71

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1503 1496 1481

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 73 60 77

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.86 4.01 5.20

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 31 30 33

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 2.06 2.01 2.23

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1062 1056 1050

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 40 29 45

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.77 2.75 4.29

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 25 20 27

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 2.35 1.89 2.57

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 451 446 455

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 16 18 16

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.55 4.04 3.52

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 5 12 8

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.11 2.69 1.76

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1513 1502 1505

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 56 47 61

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.70 3.13 4.05

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 30 32 35

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.98 2.13 2.33

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 28451 28640 28568

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1028 1041 1108

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.61 3.63 3.88

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 450 482 459

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.58 1.68 1.61

シ
ス
テ
ム
理
工
学
部

数
学
科

物
理
・
応
用

物
理
学
科

機
械
工
学
科

2015年度1名、2016年度1名は各学期
除籍によるダブルカウント

電
気
電
子

情
報
工
学
科

2014年度1名は各学期除籍によるダ
ブルカウント

化
学
生
命
工
学
部

化
学
・
物
質

工
学
科

生
命
・
生
物

工
学
科

計

学士課程合計

計

環
境
都
市
工
学
部

建
築
学
科

都
市
シ
ス
テ
ム

工
学
科

エ
ネ
ル
ギ
ー

・
環
境
工
学
科

計
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＜修士課程（博士課程前期課程）＞
研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 45 42 38

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 5 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.44 11.90 15.79

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 4.44 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 45 42 38

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 5 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.44 11.90 15.79

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 4.44 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 154 118 113

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 18 7 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 11.69 5.93 5.31

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 1 7

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 5.19 0.85 6.19

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 154 118 113

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 18 7 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 11.69 5.93 5.31

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 1 7

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 5.19 0.85 6.19

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 27 25 32

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 5 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 20.00 6.25

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 2 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 8.00 3.13

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 27 25 32

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 5 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 20.00 6.25

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 2 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 8.00 3.13

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 35 27 40

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 2 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 8.57 7.41 5.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 8.57 0.00 2.50

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 35 27 40

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 2 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 8.57 7.41 5.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 8.57 0.00 2.50

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 4 3 4

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 2 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 66.67 0.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 1 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 33.33 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 17 9 4

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 3 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 11.76 33.33 25.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 1 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 5.88 11.11 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 18 16 18

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.56 0.00 0.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 39 28 26

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 5 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 7.69 17.86 3.85

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 2 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 2.56 7.14 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 19 16 18

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 0 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 5.56

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 10.53 0.00 5.56

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 53 62 57

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 3 3

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 5.66 4.84 5.26

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 3 4

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 5.66 4.84 7.02

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 72 78 75

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 3 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.17 3.85 5.33

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 5 3 5

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 6.94 3.85 6.67
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研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 258 311 336 システムデザイン専攻を含む

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 4 2 4 （2014年度から名称変更）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.55 0.64 1.19

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 4 3 8

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.55 0.96 2.38

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 161 146 128 ソーシャルデザイン専攻を含む

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 1 1 （2014年度から名称変更）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.68 0.78

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 2 3

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.62 1.37 2.34

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 275 292 268 ライフ・マテリアルデザイン専攻を含む

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 1 3 （2014年度から名称変更）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.34 1.12

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 4 9 3

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.45 3.08 1.12

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 694 749 732

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 4 4 8

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.58 0.53 1.09

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 9 14 14

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 1.30 1.87 1.91

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 69 67 64

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 7 8 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 10.14 11.94 9.38

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 1 4

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 11.59 1.49 6.25

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 69 67 64

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 7 8 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 10.14 11.94 9.38

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 1 4

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 11.59 1.49 6.25

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 14 8 6 2016年度廃止

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 4 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 28.57 12.50 16.67

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 1 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 21.43 12.50 16.67

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 16 18 12 2016年度廃止

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 2 3

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 6.25 11.11 25.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 3 3

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 6.25 16.67 25.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 9 2016年度設置

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 30 26 27

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 5 3 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 16.67 11.54 14.81

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 4 4 4

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 13.33 15.38 14.81

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 27 32 32

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 7.41 3.13 3.13

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 1 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.70 3.13 3.13

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 27 32 32

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 7.41 3.125 3.13

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 1 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.70 3.125 3.13

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 42 52 57

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.38 0.00 3.51

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 3 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 7.14 5.77 1.75

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 42 52 57

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 2.38 0.00 3.51

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 3 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 7.14 5.77 1.75
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研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 12 13 11

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 1 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 16.67 7.69 18.18

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 12 13 11

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 1 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 16.67 7.69 18.18

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 13 27 25 2014年度設置

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 2 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 7.41 8.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 13 27 25

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 2 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 7.41 8

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1259 1284 1272

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 50 44 44

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 3.97 3.43 3.46

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 44 33 40

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.49 2.57 3.14

＜博士課程（博士課程後期課程）＞
研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 14 14 14

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 4 6 8

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 28.57 42.86 57.14

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 2 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 7.14 14.29 14.29

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 14 14 14

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 4 6 8

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 28.57 42.86 57.14

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 2 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 7.14 14.29 14.29

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 72 75 77

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 29 33 38

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 40.28 44.00 49.35

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 7 9 10

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 9.72 12.00 12.99

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 72 75 77

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 29 33 38

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 40.28 44.00 49.35

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 7 9 10

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 9.72 12.00 12.99

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 5 4 3

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 20.00 25.00 33.33

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 1 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 20.00 25.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 5 4 3

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 20.00 25.00 33.33

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 1 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 20.00 25.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1 1 0

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 0 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 #DIV/0!

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 1 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 100.00 #DIV/0!

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 7 4 5

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 3 3

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 42.86 75.00 60.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 28.57 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 8 5 5

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 3 3

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 37.50 60.00 60.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 1 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 25.00 20.00 0.00
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研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 4 3 3

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 2 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 50.00 33.33 33.33

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 6 8 8

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 3 3 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 50.00 37.50 50.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 12.50

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 7 9 9

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 4 6

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 14.29 44.44 66.67

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 17 20 20

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 6 8 11

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 35.29 40.00 55.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 5.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 21 21 19

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 8 9 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 38.10 42.86 21.05

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 2 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 9.52 10.53

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 21 21 19

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 8 9 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 38.10 42.86 21.05

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 2 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 9.52 10.53

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 39 35 41

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 5 5 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 12.82 14.29 9.76

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 4 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 7.69 11.43 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 39 35 41

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 5 5 4

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 12.82 14.29 9.76

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 3 4 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 7.69 11.43 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 26 24 23

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 12 9 7

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 46.15 37.50 30.43

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 5 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 30.77 20.83 4.35

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 26 24 23

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 12 9 7

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 46.15 37.50 30.43

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 5 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 30.77 20.83 4.35

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 31 35 34

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 13 13 9

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 41.94 37.14 26.47

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 4 5

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 6.45 11.43 14.71

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 31 35 34

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 13 13 9

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 41.94 37.14 26.47

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 4 5

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 6.45 11.43 14.71

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 14 12 14

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 3 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 25.00 14.29

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 14 12 14

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 0 3 2

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 25.00 14.29

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00 0.00
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[注] 

１ 原則として、学部は学科単位、研究科は専攻単位で記入してください。 

２ ｢在籍学生数（Ａ）」は、（表２）の項目「在籍学生数」と同じ数値を入力してください。また、「うち留年者（B)」「うち退学者

数（Ｃ）」には、当該年度中の該当者の数を入力してください。 

３ ｢うち留年者（B)」には、計画的な長期履修生、休学中又は休学によって進級の遅れた者、留学中又は留学によって進級の遅れ

た者を含めないでください。 

４ 除籍者は「うち退学者数（Ｃ）」に含めてください。 

５ 現在の在籍学生に関わる入学定員に変更があった場合には、「備考」欄に注記してください。  

研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 24 23 31

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.17 0.00 3.23

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 4.17 0.00 3.23

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 24 23 31

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 4.17 0.00 3.23

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 1 0 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 4.17 0.00 3.23

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1 1 2015年度設置

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 1 1

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 0.00

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 4 2016年度設置

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 4

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ）

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 271 269 286

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 82 90 88

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 30.26 33.46 30.77

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 25 28 22

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 9.23 10.41 7.69

＜専門職学位課程＞
研究科 専攻 2014年度 2015年度 2016年度 備考

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 87 81 70

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 20 17 10

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 22.99 20.99 14.29

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 6 6 9

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 6.90 7.41 12.86

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 87 81 70

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 20 17 10

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 22.99 20.99 14.29

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 6 6 9

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 6.90 7.41 12.86

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 60 66 92

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.67 1.52 1.09

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 1 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.33 1.52 2.17

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 60 66 92

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 1 1

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.67 1.52 1.09

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 2 1 2

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.33 1.52 2.17

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 66 58 57

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.52 0.00 0.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 1 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 1.72 1.75

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 66 58 57

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 1 0 0

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 1.52 0.00 0.00

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 0 1 1

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 0.00 1.72 1.75

在 籍 学 生 数 （ Ａ ） 213 205 219

う ち 留 年 者 数 （ Ｂ ） 22 18 11

留 年 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） *100 10.33 8.78 5.02

う ち 退 学 者 数 （ Ｃ ） 8 8 12

退 学 率 （ Ｃ ） ／ （ Ａ ） *100 3.76 3.90 5.48
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（表７）奨学金給付・貸与状況 

 

 

 

 

 

  

奨学金の名称
学内・学外

の別
給付・貸与

の別
支給対象

学生数（Ａ）
在籍学生
総数（Ｂ）

在籍学生数に
対する比率
Ａ／Ｂ*100

支給総額（Ｃ）
1件当たり支給額

Ｃ／Ａ

関西大学家計急変者給付奨学金【学部・大学院共通】 学内 給付 6 30,347 0 1,440,000 240,000

関西大学災害時支援給付奨学金【学部・大学院共通】 学内 給付 6 30,347 0 1,500,250 250,042

関西大学スポーツ振興奨学・奨励金【学部・大学院共通】 学内 給付 38 30,347 0.1 7,250,000 190,789

関西大学文化・学術活動等奨励金【学部・大学院共通】 学内 給付 5 30,347 0 730,000 146,000

関西大学国際交流助成基金第1種奨学金【学部・大学院共通】 学内 給付 26 30,128 0.1 9,650,000 371,154

関西大学グローバル奨学金・援助金【学部・大学院共通】 学内 給付 406 30,128 1.3 20,753,000 51,116

関西大学国際交流助成基金第3種奨学金【学部・大学院共通】 学内 給付 20 600 3.3 7,200,000 360,000

関西大学国際交流助成基金第2種奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学内 給付 13 - - 3,904,000 300,308

関西大学グローバル奨学金・援助金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学内 給付 117 - - 6,050,000 51,709

国費外国人留学生奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 16 600 2.7 28,392,000 1,774,500

西村留学生奨学財団奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 15 600 2.5 18,720,000 1,248,000

市川国際奨学財団奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 4 600 0.7 4,800,000 1,200,000

ナインティナイン・アジア留学生奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 4 600 0.7 2,400,000 600,000

両袖清風奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 3 600 0.5 750,000 250,000

日本国際教育支援協会JEES日本語教育普及奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 2 600 0.3 1,200,000 600,000

日本国際教育支援協会JEES一般奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 1 600 0.2 360,000 360,000

大遊協国際交流・援助・研究協会奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 2 600 0.3 1,440,000 720,000

朝鮮奨学会奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 2 600 0.3 600,000 300,000

大塚敏美育英奨学財団奨学金（公募型）【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 1 600 0.2 1,500,000 1,500,000

三菱商事留学生奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 1 600 0.2 1,800,000 1,800,000

服部国際奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 1 600 0.2 1,200,000 1,200,000

アジア国際交流奨学財団学習奨励奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 1 600 0.2 150,000 150,000

ロータリー米山記念奨学会奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 5 326 1.5 8,400,000 1,680,000

日本台湾交流協会奨学金（短期留学生）【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 1 - - 480,000 480,000

北大阪振興奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 3 600 0.5 1,080,000 360,000

財団法人安原記念福祉財団奨学金【学部・大学院共通（留学生対象）】 学外 給付 2 - - 1,200,000 600,000

日本学生支援機構奨学金【学部】 学外 貸与 9,972 28,568 34.9

関西大学貸与奨学金(学部入学時)【学部】 学内 貸与 135 28,568 0.5 70,311,000 520,822

関西大学貸与奨学金（学部在学時）【学部】 学内 貸与 95 28,568 0.3 53,989,000 568,305

関西大学貸与奨学金（学部応急）【学部】 学内 貸与 3 28,568 0.0 1,728,000 576,000

関西大学第１種給付奨学金【学部】 学内 給付 36 28,568 0.1 33,129,000 920,250

関西大学第３種給付奨学金【学部】 学内 給付 943 28,568 3.3 419,832,800 445,210

関西大学教育後援会家計急変者給付奨学金【学部】 学内 給付 4 28,568 0.0 1,000,000 250,000

関西大学「学の実化」入学前予約採用型給付奨学金【学部】 学内 給付 106 28,568 0.4 36,710,000 346,321

関西大学新入生給付奨学金【学部】 学内 給付 150 28,568 0.5 51,150,000 341,000

関西大学「葦の葉」給付奨学金【学部】 学内 給付 40 28,568 0.1 9,480,000 237,000

赤井奨学基金給付奨学金【学部】 学内 給付 10 28,568 0.0 2,400,000 240,000

柳楽奨学基金給付奨学金【学部】 学内 給付 3 28,568 0.0 720,000 240,000

久井奨学基金給付奨学金【学部】 学内 給付 4 28,568 0.0 840,000 210,000

野田奨学基金給付奨学金【学部】 学内 給付 4 28,568 0.0 960,000 240,000

教育振興植田基金奨励金【学部】 学内 給付 15 28,568 0.1 7,500,000 500,000

関西大学校友会学部給付奨学金【学部】 学内 給付 27 28,568 0.1 5,880,000 217,778

文部科学省私費外国人留学生学習奨励費【学部（留学生対象）】 学外 給付 21 274 7.7 11,520,000 548,571

滝崎記念アジア留学生奨学基金奨学金【学部（留学生対象）】 学外 給付 3 274 1.1 1,800,000 600,000

岡畑清風奨学金【学部（留学生対象）】 学外 給付 2 274 0.7 960,000 480,000

ベターホーム国際親善奨学金【学部（留学生対象）】 学外 給付 1 274 0.4 600,000 600,000

奥村奨学会【学部】 学外 給付 4 28,568 0.0 1,440,000 360,000

小野奨学会【学部】 学外 給付 127 28,568 0.4 45,130,000 355,354

海堀奨学会【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 300,000 300,000

樫山奨学財団【学部】 学外 給付 4 28,568 0.0 1,872,000 468,000

公益信託山本猛夫記念奨学基金【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 360,000 360,000

鴻池奨学財団【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 288,000 288,000

小森記念財団【学部】 学外 給付 4 28,568 0.0 1,440,000 360,000

大東育英会【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 480,000 240,000

瀧川奨学財団【学部】 学外 給付 6 28,568 0.0 1,536,000 256,000

竹中育英会【学部】 学外 給付 6 28,568 0.0 4,960,000 826,667

寺浦奨学会【学部】 学外 給付 11 28,568 0.0 6,180,000 561,818

富本奨学会【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 1,080,000 360,000

中西奨学会【学部】 学外 給付 4 28,568 0.0 2,160,000 540,000

中村積善会【学部】 学外 給付 5 28,568 0.0 1,920,000 384,000

日本証券奨学財団【学部】 学外 給付 5 28,568 0.0 2,220,000 444,000

福嶋育英会【学部】 学外 給付 4 28,568 0.0 1,344,000 336,000

藤井国際奨学財団【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 720,000 360,000

フジシールパッケージング教育振興財団【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 1,800,000 600,000

船井奨学会【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 1,080,000 360,000

三木瀧蔵奨学財団【学部】 学外 給付 6 28,568 0.0 2,160,000 360,000

三菱商事復興支援財団【学部】 学外 給付 5 28,568 0.0 4,200,000 840,000

三菱ＵＦＪ信託奨学財団【学部】 学外 給付 6 28,568 0.0 2,520,000 420,000

村尾育英会【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 360,000 360,000
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[注] 

１ 大学評価実施前々年度実績をもとに作表してください。 

２ 学部・大学院共通、学部対象、大学院対象の順に作成してください。 

３ 当該奨学金が学部学生のみを対象とする場合は、「在籍学生総数」欄には学部学生の在籍学生総数を、大学院学生のみを対象と

する場合は、大学院の在籍学生総数を記載してください。 

４ 独立行政法人日本学生支援機構による奨学金も記載してください。  

奨学金の名称
学内・学外

の別
給付・貸与

の別
支給対象

学生数（Ａ）
在籍学生
総数（Ｂ）

在籍学生数に
対する比率
Ａ／Ｂ*100

支給総額（Ｃ）
1件当たり支給額

Ｃ／Ａ

レントオール奨学財団【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 720,000 360,000

ミュゼ財団【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 720,000 360,000

近藤育英会【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 360,000 360,000

大阪造船所奨学会【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 1,080,000 360,000

大林財団【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 1,200,000 600,000

松口奨学会【学部】 学外 給付 4 28,568 0.0 1,920,000 480,000

夢＆環境支援宮崎記念基金【学部】 学外 給付 8 28,568 0.0 1,920,000 240,000

朝鮮奨学会【学部】 学外 給付 19 28,568 0.1 6,840,000 360,000

電通育英会【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 1,440,000 720,000

南都育英会【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 264,000 264,000

日本コカ・コーラ教育環境財団【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 540,000 180,000

ほくと育英会【学部】 学外 給付 1 28,568 0.0 180,000 180,000

三木市教育委員会【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 108,000 36,000

きたしん育英会【学部】 学外 給付 3 28,568 0.0 720,000 240,000

中内育英会【学部】 学外 給付 2 28,568 0.0 720,000 360,000

アキレス育英会【学部】 学外 貸与 3 28,568 0.0 1,200,000 400,000

あしなが育英会【学部】 学外 貸与 16 28,568 0.1 9,000,000 562,500

岩国市教育委員会【学部】 学外 貸与 2 28,568 0.0 720,000 360,000

大分市奨学基金【学部】 学外 貸与 2 28,568 0.0 1,080,000 540,000

岡田甲子男奨学財団【学部】 学外 貸与 1 28,568 0.0 600,000 600,000

日本通運育英会【学部】 学外 貸与 2 28,568 0.0 360,000 180,000

沖縄県国際交流人材育成財団【学部】 学外 貸与 2 28,568 0.0 1,320,000 660,000

川西市教育委員会【学部】 学外 貸与 3 28,568 0.0 1,080,000 360,000

北九州市教育委員会【学部】 学外 貸与 3 28,568 0.0 1,944,000 648,000

交通遺児育英会【学部】 学外 貸与 4 28,568 0.0 2,400,000 600,000

島根県育英会【学部】 学外 貸与 1 28,568 0.0 1,000,000 1,000,000

きたしん育英会【学部】 学外 貸与 2 28,568 0.0 480,000 240,000

長崎県育英会【学部】 学外 貸与 1 28,568 0.0 564,000 564,000

浜松市奨学生【学部】 学外 貸与 2 28,568 0.0 1,080,000 540,000

阪和育英会【学部】 学外 貸与 4 28,568 0.0 2,400,000 600,000

東大阪市教育委員会【学部】 学外 貸与 1 28,568 0.0 204,000 204,000

山口県ひとづくり財団【学部】 学外 貸与 4 28,568 0.0 2,496,000 624,000

福島県教育委員会【学部】 学外 貸与 1 28,568 0.0 480,000 480,000

日本学生支援機構奨学金【大学院】 学外 貸与 554 1,779 31.1

関西大学貸与奨学金（大学院入学時）【大学院】 学内 貸与 5 1,560 0.3 2,847,500 569,500

関西大学貸与奨学金（大学院応急）【大学院】 学内 貸与 0 1,560 0.0 0 0

関西大学第２種給付奨学金【大学院】 学内 給付 37 1,560 2.4 26,190,000 707,838

関西大学第４種給付奨学金【大学院】 学内 給付 235 1,560 15.1 78,577,300 334,371

関西大学第７種給付奨学金【大学院】 学内 給付 12 1,560 0.8 2,819,800 234,983

関西大学大学院特別給付奨学金【大学院】 学内 給付 41 1,560 2.6 25,350,000 618,293

関西大学大学院入学前採用型給付奨学金【大学院】 学内 給付 77 1,560 4.9 27,637,500 358,929

関西大学大学院給付奨学金【大学院】 学内 給付 164 1,560 10.5 48,181,300 293,788

関西大学社会人大学院学生給付奨学金【大学院】 学内 給付 5 1,560 0.3 1,150,000 230,000

教育助成基金給付奨学金【大学院】 学内 給付 58 1,560 3.7 16,391,500 282,612

文部科学省私費外国人留学生学習奨励費【大学院（留学生対象）】 学外 給付 12 326 3.7 5,472,000 456,000

大塚敏美育英奨学財団奨学金【大学院（留学生対象）】 学外 給付 1 326 0.3 2,000,000 2,000,000

大槻記念アジア・アフリカ留学生奨学基金奨学金【大学院（留学生対象）】 学外 給付 1 326 0.3 800,000 800,000

アイコム電子通信工学振興財団【大学院】 学外 給付 1 1,779 0.1 600,000 600,000

上田記念財団【大学院】 学外 給付 1 1,779 0.1 360,000 360,000

小野奨学会【大学院】 学外 給付 13 1,779 0.7 9,060,000 696,923

千賀法曹育英会【大学院】 学外 給付・貸与 1 1,779 0.1 360,000 360,000

タイガー育英会【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 360,000 180,000

竹中育英会【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 1,920,000 960,000

富本奨学会【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 840,000 420,000

瑞惠基金【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 400,000 200,000

三菱ＵＦＪ信託奨学財団【大学院】 学外 給付 1 1,779 0.1 660,000 660,000

吉村財団【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 960,000 480,000

林レオロジー記念財団【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 1,200,000 600,000

大阪造船所奨学会【大学院】 学外 給付 1 1,779 0.1 360,000 360,000

住友電工グループ社会貢献基金【大学院】 学外 給付 2 1,779 0.1 720,000 360,000

関西大学法科大学院給付奨学金【専門職大学院】 学内 給付 35 70 50.0 39,612,500 1,131,786

関西大学法科大学院学習奨励金【専門職大学院】 学内 給付 22 70 31.4 11,482,000 521,909

関西大学会計研究科給付奨学金【専門職大学院】 学内 給付 22 92 23.9 21,270,000 966,818

関西大学臨床心理専門職大学院給付奨学金【専門職大学院】 学内 給付 10 57 17.5 7,290,000 729,000

関西大学国際交流助成基金第4種奨学金【留学生別科】 学内 給付 10 158 6.3 1,800,000 180,000

北大阪振興奨学金【留学生別科】 学外 給付 4 158 2.5 720,000 180,000

財団法人安原記念福祉財団奨学金【留学生別科】 学外 給付 2 158 1.3 1,200,000 600,000

文部科学省私費外国人留学生学習奨励費【留学生別科】 学外 給付 2 158 1.3 864,000 432,000

関西日本ラトビア協会奨学金【留学生別科】 学外 給付 1 158 1 720,000 720,000
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（表８）教員研究費内訳 

 

 

 

 

 

  

研究費総額に 研究費総額に 研究費総額に

対する割合(%) 対する割合(%) 対する割合(%)

47,782,045 100.0 48,776,804 100.0 36,948,787 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 34,592,045 72.4 31,694,875 65.0 27,586,787 74.7

競争的研究費 0.0 4,221,929 8.7 1,822,000 4.9

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 12,740,000 26.7 11,960,000 24.5 7,540,000 20.4

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 450,000 0.9 900,000 1.8 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

143,772,782 100.0 128,520,674 100.0 133,175,440 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 65,017,342 45.2 58,901,815 45.8 66,163,210 49.7

競争的研究費 15,385,440 10.7 14,251,859 11.1 11,790,230 8.9

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 57,460,000 40.0 50,700,000 39.4 49,010,000 36.8

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 3,300,000 2.6 3,879,000 2.9

民間の研究助成団体等からの研究助成金 250,000 0.2 0.0 2,000,000 1.5

奨学寄附金 0.0 1,300,000 1.0 0.0

受託研究費 5,660,000 3.9 0.0 0.0

共同研究費 0.0 67,000 0.1 333,000 0.3

その他 0.0 0.0 0.0

63,381,435 100.0 68,124,095 100.0 67,003,179 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 36,137,584 57.0 35,429,415 52.0 32,308,179 48.2

競争的研究費 2,855,851 4.5 3,617,680 5.3 1,325,000 2.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 19,240,000 30.4 24,700,000 36.3 32,370,000 48.3

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 3,377,000 5.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 1,000,000 1.5

奨学寄附金 0.0 1,000,000 1.5 0.0

受託研究費 5,148,000 8.1 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

80,091,850 100.0 60,416,563 100.0 83,050,496 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 31,682,316 39.6 28,975,156 48.0 33,604,010 40.5

競争的研究費 6,928,734 8.7 7,437,407 12.3 3,896,486 4.7

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 35,750,000 44.6 20,020,000 33.1 41,340,000 49.8

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 497,800 0.6 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 1,433,000 1.8 3,050,000 5.0 0.0

奨学寄附金 3,800,000 4.7 934,000 1.5 3,420,000 4.1

受託研究費 0.0 0.0 500,000 0.6

共同研究費 0.0 0.0 290,000 0.3

その他 0.0 0.0 0.0

87,015,292 100.0 91,157,649 100.0 88,292,623 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 35,936,411 41.3 37,575,032 41.2 36,415,905 41.2

競争的研究費 15,389,430 17.7 11,062,617 12.1 12,080,718 13.7

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 32,370,000 37.2 42,120,000 46.2 31,200,000 35.3

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 500,000 0.6

民間の研究助成団体等からの研究助成金 1,100,000 1.3 400,000 0.4 1,284,000 1.5

奨学寄附金 0.0 0.0 900,000 1.0

受託研究費 2,219,451 2.6 0.0 2,700,000 3.1

共同研究費 0.0 0.0 2,132,000 2.4

その他 0.0 0.0 1,080,000 1.2

18,707,624 100.0 23,150,495 100.0 25,258,429 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 15,197,624 81.2 18,069,934 78.1 14,413,429 57.1

競争的研究費 0.0 1,180,561 5.1 1,395,000 5.5

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 3,510,000 18.8 3,900,000 16.8 8,450,000 33.5

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 1,000,000 4.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

2014年度 2015年度 2016年度

研究費(円) 研究費(円) 研究費(円)

法学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

文学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

学部・研究科等 研究費の内訳

社会学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

政策創造学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

経済学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

商学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外
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研究費総額に 研究費総額に 研究費総額に

対する割合(%) 対する割合(%) 対する割合(%)

59,946,400 100.0 61,713,980 100.0 53,722,353 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 26,636,400 44.4 26,752,980 43.3 26,807,353 49.9

競争的研究費 0.0 12,846,000 20.8 10,130,000 18.9

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 32,110,000 53.6 20,995,000 34.0 16,785,000 31.2

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 1,120,000 1.8 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 1,200,000 2.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

22,700,502 100.0 22,200,784 100.0 31,177,988 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 16,899,502 74.4 16,863,784 76.0 16,922,257 54.3

競争的研究費 2,287,000 10.1 1,926,000 8.7 1,717,831 5.5

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 2,210,000 9.7 2,340,000 10.5 5,070,000 16.3

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 3,220,000 10.3

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 1,000,000 4.5 2,000,000 6.4

奨学寄附金 1,000,000 4.4 0.0 1,000,000 3.2

受託研究費 0.0 0.0 1,247,900 4.0

共同研究費 304,000 1.3 71,000 0.3 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

105,557,302 100.0 126,103,643 100.0 160,110,104 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 33,620,302 31.9 33,580,805 26.6 32,364,099 20.2

競争的研究費 16,097,000 15.2 25,426,616 20.2 15,337,005 9.6

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 26,130,000 24.8 24,830,000 19.7 16,620,000 10.4

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 11,850,000 9.4 38,829,000 24.3

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 16,900,000 13.4 9,500,000 5.9

奨学寄附金 2,460,000 2.3 2,880,222 2.3 32,620,000 20.4

受託研究費 24,010,000 22.7 10,636,000 8.4 10,260,000 6.4

共同研究費 3,240,000 3.1 0.0 4,580,000 2.9

その他 0.0 0.0 0.0

161,009,283 100.0 155,686,857 100.0 86,776,212 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 16,414,487 10.2 18,894,093 12.1 16,912,313 19.5

競争的研究費 3,247,118 2.0 1,473,790 0.9 4,872,613 5.6

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 73,060,000 45.4 57,460,000 36.9 20,670,000 23.8

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 57,931,774 37.2 35,857,547 41.3

民間の研究助成団体等からの研究助成金 840,000 0.5 13,480,000 8.7 170,000 0.2

奨学寄附金 2,500,000 1.6 3,200,000 2.1 2,600,000 3.0

受託研究費 64,805,678 40.2 3,189,200 2.0 1,547,640 1.8

共同研究費 142,000 0.1 58,000 0.0 4,146,099 4.8

その他 0.0 0.0 0.0

221,290,326 100.0 177,334,715 100.0 173,831,747 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 50,378,696 22.8 50,716,209 28.6 48,598,960 28.0

競争的研究費 16,081,061 7.3 7,504,325 4.2 12,582,787 7.2

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 135,590,000 61.3 101,400,000 57.2 98,150,000 56.5

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 13,997,269 6.3 5,000,000 2.8 3,600,000 2.1

奨学寄附金 5,243,300 2.4 12,478,501 7.0 10,900,000 6.3

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 235,680 0.1 0.0

81,022,850 100.0 87,246,107 100.0 112,639,528 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 30,878,975 38.1 30,309,374 34.7 31,939,313 28.4

競争的研究費 4,436,095 5.5 3,876,836 4.4 3,915,000 3.5

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 25,480,000 31.4 29,380,000 33.7 47,840,000 42.5

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 4,107,780 5.1 14,865,008 17.0 7,330,000 6.5

奨学寄附金 16,120,000 19.9 8,614,889 9.9 21,615,215 19.2

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 200,000 0.2 0.0

学部・研究科等 研究費の内訳

2014年度 2015年度 2016年度

研究費(円) 研究費(円) 研究費(円)

総合情報学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

社会安全学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

外国語学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

人間健康学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

システム理工学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

環境都市工学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外
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研究費総額に 研究費総額に 研究費総額に

対する割合(%) 対する割合(%) 対する割合(%)

156,586,531 100.0 144,671,889 100.0 187,282,056 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 33,875,531 21.6 37,592,689 26.0 33,635,056 18.0

競争的研究費 1,806,000 1.2 4,956,000 3.4 11,537,000 6.2

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 86,450,000 55.2 69,030,000 47.7 108,810,000 58.1

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 12,375,000 7.9 19,750,000 13.7 7,050,000 3.8

奨学寄附金 22,080,000 14.1 9,825,000 6.8 26,250,000 14.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 3,518,200 2.4 0.0

12,137,843 100.0 11,601,894 100.0 9,509,826 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 11,097,843 91.4 11,601,894 100.0 9,509,826 100.0

競争的研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 1,040,000 8.6 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

26,406,100 100.0 21,844,404 100.0 13,289,165 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 8,133,640 30.8 6,374,404 29.2 7,439,165 56.0

競争的研究費 2,282,460 8.6 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 15,990,000 60.6 15,470,000 70.8 5,850,000 44.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

4,169,967 100.0 4,271,736 100.0 5,514,582 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 4,169,967 100.0 4,271,736 100.0 4,084,582 74.1

競争的研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 1,430,000 25.9

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

4,294,875 100.0 3,700,000 100.0 6,053,846 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 2,008,685 46.8 2,140,000 57.8 1,879,846 31.1

競争的研究費 856,190 19.9 0.0 1,834,000 30.3

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 1,430,000 33.3 1,560,000 42.2 2,340,000 38.7

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

7,981,691 100.0 6,957,035 100.0 5,540,542 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 2,043,249 25.6 4,350,300 62.5 2,550,542 46.0

競争的研究費 4,638,442 58.1 1,176,735 16.9 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 1,300,000 16.3 1,430,000 20.6 2,990,000 54.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

学部・研究科等 研究費の内訳

2014年度 2015年度 2016年度

研究費(円) 研究費(円) 研究費(円)

化学生命工学部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

法務研究科

研究費総額

学
内

学
　
　
外

教育推進部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

国際部

研究費総額

学
内

学
　
　
外

会計研究科

研究費総額

学
内

学
　
　
外

心理学研究科
(心理臨床学専攻）

研究費総額

学
内

学
　
　
外
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研究費総額に 研究費総額に 研究費総額に

対する割合(%) 対する割合(%) 対する割合(%)

22,397,000 100.0 23,698,573 100.0 4,972,000 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 5,354,000 23.9 5,233,573 22.1 4,972,000 100.0

東西学術研究所 その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 17,043,000 76.1 18,465,000 77.9 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

7,749,884 100.0 8,271,794 100.0 8,225,000 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 7,749,884 100.0 8,271,794 100.0 8,225,000 100.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

24,382,000 100.0 22,360,000 100.0 26,536,805 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 0.0 0.0 884,805 3.3

ソシオネットワーク その他 0.0 0.0 0.0

戦略研究機構 科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 24,382,000 100.0 22,360,000 100.0 25,652,000 96.7

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

444,748,327 100.0 448,958,195 100.0 472,412,147 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 25,011,985 5.6 30,254,812 6.7 28,242,023 6.0

先端科学技術推進機構 その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 92,777,406 20.9 277,150,825 61.7 241,038,148 51.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 231,537,007 52.1 35,024,000 7.8 48,688,061 10.3

共同研究費 92,831,929 20.9 106,528,558 23.7 139,915,965 29.6

その他 2,590,000 0.6 0.0 14,527,950 3.1

4,143,576 100.0 4,027,915 100.0 4,024,946 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 4,143,576 100.0 4,027,915 100.0 4,024,946 100.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

6,288,632 100.0 5,161,070 100.0 4,856,928 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 6,288,632 100.0 5,161,070 100.0 4,856,928 100.0

その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

学部・研究科等 研究費の内訳

2014年度 2015年度 2016年度

研究費(円) 研究費(円) 研究費(円)

研究費総額

学
内

学
　
　
外

政府もしくは政府関連法人
からの研究助成金に戦略的
研究基盤分24,382,000円
(2014年度)22,360,000円
(2015年度)25,652,000円
(2016年度)を算入してい
る。

研究費総額

学
内

研究費総額

学
内

学
　
　
外

政府もしくは政府関連法人
からの研究助成金に戦略的
研 究 基 盤 分 17,043,000 円
(2014 年 度 )18,465,000 円
(2015年度)を算入してい
る。

経済・政治研究所

研究費総額

学
内

学
　
　
外

人権問題研究室

研究費総額

学
内

学
　
　
外

学
　
　
外

政府もしくは政府関連法人
からの研究助成金に戦略的
研究基盤分58,515,000円
(2014年度)55,476,000円
(2015年度)44,678,000円
(2016年度)及び研究ブラン
ディング事業分32,832,000
円(2016年度)を算入してい
る。

法学研究所

研究費総額

学
内

学
　
　
外
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[注] 

１ 学部、研究科（又はその他の組織）単位で作成してください。 

２ ｢競争的研究費」とは、予算上措置されている研究費で、個人研究・共同研究を問わず、申請に基づき審査を経て交付される競

争的な研究費（いわゆる学内科研費）を指します。 

 

[関西大学 注] 

１ 学内研究費の「経常研究費（教員当り積算校費総額）」は、ア「専任教員の研究費（実績）（063101）」の総額(A)にあたり、「競

争的研究費」は、ア「学内共同研究費（063201）」の計にあたる。 

 

 

  

研究費総額に 研究費総額に 研究費総額に

対する割合(%) 対する割合(%) 対する割合(%)

7,964,000 100.0 0 0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 - -

競争的研究費 0.0 - -

博物館 その他 0.0 - -

科研費 7,964,000 100.0 - -

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 0.0 - -

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 - -

奨学寄附金 0.0 - -

受託研究費 0.0 - -

共同研究費 0.0 - -

その他 0.0 - -

26,424,000 100.0 25,044,000 100.0 19,409,000 100.0

経常研究費（教員当り積算校費総額） 0.0 0.0 0.0

競争的研究費 849,000 3.2 0.0 0.0

大学院 その他 0.0 0.0 0.0

科研費 0.0 0.0 0.0

政府もしくは政府関連法人からの研究助成金 25,575,000 96.8 25,044,000 100.0 19,409,000 100.0

民間の研究助成団体等からの研究助成金 0.0 0.0 0.0

奨学寄附金 0.0 0.0 0.0

受託研究費 0.0 0.0 0.0

共同研究費 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0

学部・研究科等 研究費の内訳

2014年度 2015年度 2016年度

研究費(円) 研究費(円) 研究費(円)

研究費総額

学
内

学
　
　
外

政府もしくは政府関連法人
からの研究助成金に戦略的
研 究 基 盤 分 7,964,000 円
(2014年度)を算入してい
る。

研究費総額

学
内

学
　
　
外

政府もしくは政府関連法人
からの研究助成金に戦略的
研究基盤分25,575,000円
(2014年度)25,044,000円
(2015年度)19,409,000円
(2016年度)を算入してい
る。



 

1047 

大学運営・財務 

（表９）事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（法人全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
[注] 
１ ｢学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の事業活動収支計算書・消費収支計算書（法人全体のもの）を用いて、表に示された算式により過

去５年分の比率を記入してください。 
２ 2014（平成26）年度以前については、算式①を用いて、2015（平成27）年度以後については、算式②を用いて、比率を算出してください。 
３ 日本私立学校振興・共済事業団に提出している数値を記載してください。 
 
[関西大学 注] 
１ 2015年度から適用された学校法人会計基準の改正に伴い、2014年度以前については改正前の基準に基づき算式①を用いて、2015年度については改

正後の基準に基づき算式②を用いて比率を算出している。そのため、同一の比率名称であっても算出方法が異なっている場合がある。 

 

（表10）事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（大学部門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
[注] 
１ ｢学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の事業活動収支計算書・消費収支計算書（法人全体のもの）を用いて、表に示された算式により過

去５年分の比率を記入してください。 
２ 2014（平成26）年度以前については、算式①を用いて、2015（平成27）年度以後については、算式②を用いて、比率を算出してください。 
３ 日本私立学校振興・共済事業団に提出している数値を記載してください。 
 
[関西大学 注] 
１ 2015年度から適用された学校法人会計基準の改正に伴い、2014年度以前については改正前の基準に基づき算式①を用いて、2015年度については改

正後の基準に基づき算式②を用いて比率を算出している。そのため、同一の比率名称であっても算出方法が異なっている場合がある。 

比    率 算  式（＊１００）① 算　式（＊１００）② 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 備 　 考

人  件  費 人  件  費

帰 属 収 入 経 常 収 入

人  件  費 人  件  費

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

教育研究経費 教育研究経費

帰 属 収 入 経 常 収 入

管 理 経 費 管 理 経 費

帰 属 収 入 経 常 収 入

借入金等利息 借入金等利息

帰 属 収 入 経 常 収 入

帰属収入－消費支出 基本金組入前当年度収支差額

帰属収入 事業活動収入

消 費 支 出 事業活動支出

帰 属 収 入 事業活動収入

消 費 支 出 事業活動支出

消 費 収 入 事業活動収入-基本金組入額

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

帰 属 収 入 経 常 収 入

寄  付  金 寄  付  金

帰 属 収 入 事業活動収入

教育活動収支の寄付金

経 常 収 入

補  助  金 補  助  金

帰 属 収 入 事業活動収入

教育活動収支の補助金

経 常 収 入

基本金組入額 基本金組入額

帰 属 収 入 事業活動収入

減価償却費 減価償却額

消 費 支 出 経 常 支 出

経常収支差額

経 常 収 入

教育活動収支差額

教育活動収入計

53.9

2 人 件 費 依 存 率 66.7 67.2 68.0 66.4 73.0

1 人 件 費 比 率 49.7 50.2 49.5 50.7

39.9

4 管 理 経 費 比 率 4.4 3.9 3.9 5.4 4.4

3 教 育 研 究 経 費 比 率 38.2 39.6 40.5 40.2

0.1

6
事 業 活 動 収 支 差 額 比 率
（ 帰 属 収 支 差 額 比 率 ） 7.5 6.0 5.7 5.0 3.6

5 借 入 金 等 利 息 比 率 0.1 0.1 0.1 0.1

96.4

8
基 本 金 組 入 後 収 支 比 率
（ 消 費 収 支 比 率 ） 98.8 101.3 100.0 95.3 107.5

7
事 業 活 動 収 支 比 率
（ 消 費 支 出 比 率 ） 92.5 94.0 94.3 95.0

73.8

10 寄 付 金 比 率 1.2 1.0 1.6 2.1 2.0

9 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率 74.4 74.6 72.8 76.4

1.5

12 補 助 金 比 率 11.5 12.5 11.9 11.1 10.7

11 経 常 寄 付 金 比 率 － － － 1.9

10.4

14 基 本 金 組 入 率 6.3 7.2 5.7 0.3 10.3

13 経 常 補 助 金 比 率 － － － 10.7

12.1

16 経 常 収 支 差 額 比 率 － － － 3.5 1.7

15 減 価 償 却 額 比 率 13.1 12.6 12.5 12.6

1.017 教 育 活 動 収 支 差 額 比 率 － － － 2.8

比    率 算  式（＊１００）① 算　式（＊１００）② 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 備 　 考

人  件  費 人  件  費

帰 属 収 入 経 常 収 入

人  件  費 人  件  費

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

教育研究経費 教育研究経費

帰 属 収 入 経 常 収 入

管 理 経 費 管 理 経 費

帰 属 収 入 経 常 収 入

借入金等利息 借入金等利息

帰 属 収 入 経 常 収 入

帰属収入－消費支出 基本金組入前当年度収支差額

帰属収入 事業活動収入

消 費 支 出 事業活動支出

帰 属 収 入 事業活動収入

消 費 支 出 事業活動支出

消 費 収 入 事業活動収入-基本金組入額

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

帰 属 収 入 経 常 収 入

寄  付  金 寄  付  金

帰 属 収 入 事業活動収入

教育活動収支の寄付金

経 常 収 入

補  助  金 補  助  金

帰 属 収 入 事業活動収入

教育活動収支の補助金

経 常 収 入

基本金組入額 基本金組入額

帰 属 収 入 事業活動収入

減価償却費 減価償却額

消 費 支 出 経 常 支 出

経常収支差額

経 常 収 入

教育活動収支差額

教育活動収入計

50.0

2 人 件 費 依 存 率 60.3 60.5 61.1 59.8 65.9

1 人 件 費 比 率 46.0 46.4 45.6 46.8

40.6

4 管 理 経 費 比 率 4.0 3.7 3.6 5.4 4.0

3 教 育 研 究 経 費 比 率 38.8 39.9 40.8 40.7

0.1

6
事 業 活 動 収 支 差 額 比 率
（ 帰 属 収 支 差 額 比 率 ） 11.0 9.7 9.7 8.3 7.0

5 借 入 金 等 利 息 比 率 0.1 0.1 0.1 0.1

93.0

8
基 本 金 組 入 後 収 支 比 率
（ 消 費 収 支 比 率 ） 95.1 97.4 95.3 91.7 103.8

7
事 業 活 動 収 支 比 率
（ 消 費 支 出 比 率 ） 89.0 90.3 90.3 91.7

75.9

10 寄 付 金 比 率 1.1 0.9 1.8 2.2 2.1

9 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率 76.3 76.7 74.6 78.4

1.6

12 補 助 金 比 率 9.1 10.2 9.4 8.6 8.4

11 経 常 寄 付 金 比 率 - - - 2.0

8.0

14 基 本 金 組 入 率 6.5 7.2 5.2 0.1 10.4

13 経 常 補 助 金 比 率 - - - 8.1

12.3

16 経 常 収 支 差 額 比 率 - - - 7.0 5.2

15 減 価 償 却 額 比 率 13.4 12.9 12.7 13.0

4.517 教 育 活 動 収 支 差 額 比 率 - - - 6.3
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（表11）貸借対照表関係比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
[注] 

１ ｢学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の貸借対照表を用いて、表に示された算式により過去５年分の比率を記入してく

ださい。 

２ ｢総資金」は総負債＋基本金＋消費収支差額を、「自己資金」は基本金＋消費収支差額をあらわします。 

３ 2014（平成26）年度以前については、算式①を用いて、2015（平成27）年度以後については、算式②を用いて、比率を算出し

てください。 

４ 日本私立学校振興・共済事業団に提出している数値を記載してください。 

 

 

 

（表12）財務関係比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注] 

１ 支出項目で、「教育経費」と「研究経費」を区分している場合は、６～10も数値を入力してください。 

 

 

 

  

比    率 算   式（＊１００） 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 備 　 考

学生生徒等納付金

経常費用

受託研究収益＋受託事業収益＋寄付金収益

経常費用

教育研究経費

経常費用

人  件  費

経常費用

一般管理費

経常費用

研 究 経 費

経常費用

教 育 経 費

経常費用

教 育 経 費

学生数（実員）

研 究 経 費

教員数（実員）

研究経費＋受託研究費等＋科学研究費補助金等

教員数（実員）

1 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率

2 外 部 資 金 比 率

％ ％ ％ ％ ％

3 教 育 研 究 経 費 比 率

4 人 件 費 比 率

5 一 般 管 理 費 比 率

6 研 究 経 費 比 率

7 教 育 経 費 比 率

8 学 生 当 教 育 経 費
円 円 円 円 円

9 教 員 当 研 究 経 費

10 教 員 当 広 義 研 究 経 費

比    率 算  式（＊１００）① 算　式（＊１００）② 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 備  考

固 定 資 産 固 定 資 産

総   資   産 総   資   産

流 動 資 産 流 動 資 産

総   資   産 総  資   産

固 定 負 債 固 定 負 債

総   資   金 総負債＋純資産

流 動 負 債 流 動 負 債

総   資   金 総負債＋純資産

自 己 資 金 純　資　産

総   資   金 総負債＋純資産

消 費 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額

総　 資　 金 総負債＋純資産

固 定 資 産 固 定 資 産

自 己 資 金 純　資　産

固 定 資 産 固 定 資 産

自己資金＋固定負債 純資産＋固定負債

流 動 資 産 流 動 資 産

流 動 負 債 流 動 負 債

総  負  債 総  負  債

総  資  産 総  資  産

総  負  債 総  負  債

自 己 資 金 純　資　産

現 金 預 金 現 金 預 金

前  受  金 前  受  金

退職給与引当特定預金（資産） 退職給与引当特定資産

退職給与引当金 退職給与引当金

基  本  金 基  本  金

基本金要組入額 基本金要組入額

減価償却累計額（図書を除く） 減価償却累計額（図書を除く）

減価償却資産取得価格（図書を除く） 減価償却資産取得価格（図書を除く）
49.715 減 価 償 却 比 率 51.3 52.0 52.7 49.7

100.0

14 基 本 金 比 率 97.4 96.9 96.5 96.2 95.9

13
退職給与引当特定資産保有率
（退職給与引当預金率） 100.0 100.0 100.0 100.0

18.1

12 前 受 金 保 有 率 205.9 199.0 198.3 155.4 167.7

11 負 債 比 率 15.9 16.2 16.6 17.4

131.5

10 総 負 債 比 率 13.7 13.9 14.3 14.8 15.3

9 流 動 比 率 155.2 163.9 161.5 129.7

108.6

8 固 定 長 期 適 合 率 97.4 96.8 96.8 98.2 98.0

7 固 定 比 率 107.2 107.0 107.2 108.7

84.7

6
繰 越 収 支 差 額 構 成 比 率
（消費収支差額構成比率） -19.9 -19.9 -19.3 -12.1 -13.5

5
純 資 産 構 成 比 率
（ 自 己 資 金 構 成 比 率 ） 86.3 86.1 85.7 85.2

9.2

4 流 動 負 債 構 成 比 率 4.8 4.8 5.0 5.7 6.1

3 固 定 負 債 構 成 比 率 8.9 9.1 9.3 9.1

92.0

2 流 動 資 産 構 成 比 率 7.5 7.9 8.1 7.4 8.0

1 固 定 資 産 構 成 比 率 92.5 92.1 91.9 92.6
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２ 関西大学自己点検・評価委員会の活動記録 

（1）学校法人関西大学自己点検・評価委員会〔2015(平成27)～2017(平成29)年度〕 

年度 回 日 時 活 動 内 容 

2015年度 

(平成27年度) 

1 
2015年５月１日(金) 

持ち回り開催 
併設校部門委員会議事のみのため省略 

2 
2015年11月26日(木) 

持ち回り開催 

（外部評価委員会関係） 

(1) 『「2014年度関西大学自己点検・評価報告書」に関する外部評価報告

書』について 

2016年度 

(平成28年度) 

1 
2016年５月19日(木) 

持ち回り開催 
併設校部門委員会議事のみのため省略 

2 
2016年９月14日(水) 

持ち回り開催 
併設校部門委員会議事のみのため省略 

2017年度 

(平成29年度) 

1 
2017年６月８日(木) 

持ち回り開催 

1 学校法人関西大学自己点検・評価委員会規程の一部改正について 

2 (公財）大学基準協会による「改善報告書」の検討結果について 

2 
2017年11月１日(水) 

持ち回り開催 

1 公益財団法人大学基準協会による認証評価受審に係る「大学評価申請

書」の提出について 

3 
2018年３月19日(月) 

持ち回り開催 
1 認証評価用報告書(案)について 

 注）併設校部門委員会関係事項は省略。 
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（2）学校法人関西大学自己点検・評価委員会（大学部門委員会）〔2015(平成27)～2017(平成29)年度〕 

年度 回 日 時 活 動 内 容 

2015年度 

(平成27年度) 
1 

2015年12月７日(月) 

12：10～12：32 

1 2016年自己点検・評価に係る学生アンケートの実施について 

・アンケート項目について 

2 『データブック2016』の編集について 

3 第３期認証評価について 

4 その他 

・「2014年度関西大学自己点検・評価報告書」に関する外部評価報告書

について 

・2014年度第２回記録（確定版）の配付について 

2016年度 

(平成28年度) 

1 
2016年７月25日(月) 

12：12～12：25 

1 認証評価結果に対する改善報告書について 

2 第３期認証評価について 

・スケジュールについて 

・パイロット版報告書の編集方針（案）について 

3 その他 

・事務職員研修会の開催について 

・2015年度第１回記録（確定版）の配付について 

2 
2016年10月31日(月) 

12：11～12：45 

1 学校法人関西大学自己点検・評価委員会規程の一部改正について 

2 学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会実施要領の改

正について 

3 2016年度自己点検・評価報告書（機関別認証評価受審用パイロット版）

の作成について 

・第３期機関別認証評価に向けたスケジュールの概要について 

・原稿執筆依頼について 

4 自己点検・評価に係る学生アンケートについて 

・2017年自己点検・評価に係る大学院修了生アンケートの実施について 

・教育推進部（教学IR）への移管について 

・アンケート項目について 

5 『データブック2017』の作成について 

6 認証評価用「大学基礎データ」の作成について 

7 その他 

・内部質保証推進プロジェクトの設置について 

・機関別認証評価受審に向けた学内勉強会（概要編）の開催について 

・2016年度第１回記録（確定版）の配付について 

2017年度 

(平成29年度) 

1 
2017年５月15日(月) 

12：10～12：45 

1 学校法人関西大学自己点検・評価委員会規程の一部改正について 

2 大学部門委員会の運営及びスケジュールについて 

・委員会の運営等について 

・第３期機関別認証評価に向けたスケジュールの概要について 

・2017年度自己点検・評価報告書及び認証評価用報告書の編集方針

（案）について 

3 2017年度自己点検・評価報告書の作成について 

・原稿執筆依頼について 

・自己点検・評価報告書を作成する際の参考資料について 

・2017年度自己点検・評価報告書のピアレビューについて 

4 その他 

・認証評価結果に対する改善報告書の結果報告について 

・大学基準協会主催 大学評価実務説明会の開催について 

・2016年度第２回記録（確定版）の配付について 

2 
2018年１月22日(月) 

12：10～12：35 

1 「2017年度 自己点検・評価報告書」（案）について 

2 根拠資料の確認及び提出について 

3 今後のスケジュールについて 

4 『データブック2018』の編集について 

5 その他 

・2017年度第１回記録について 

2017年度 

(平成29年度) 
3 

2018年３月12日(月) 

持ち回り開催 

1 認証評価用報告書（案）について 

2 2017年度 第２回 学校法人関西大学自己点検・評価委員会（大学部門

委員会）記録(案)について   
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３ 点検・評価項目 

評 価 基 準 
（※は本学独自の 

  評価基準を示す） 

評 価 項 目 
◇：評価の視点を示す(「・」：評価の視点を細分化したもの） 

（※は本学独自の評価の視点を示す） 

１ 理念・目的 ①大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究科の目的を適切に設定

しているか。 
  

◇ 
学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する

人材育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容 
  

◇ 大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 
  

②大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切に明示し、教職員及

び学生に周知し、社会に対して公表しているか。 
  

◇ 
学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する

人材育成その他の教育研究上の目的の適切な明示 
  

◇ 
教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、学部・研究科の目

的等の周知及び公表 
  

③大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学として将来を見据えた

中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。 
  

◇ 将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

２ 内部質保証 ①内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 
  

◇ 下記の要件を備えた内部質保証のための全学的な方針及び手続の設定とその明示 
  

・ 内部質保証に関する大学の基本的な考え方 
  

・ 
内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の権限と役割、当該組織と内部質保証に関わる学部・

研究科その他の組織との役割分担 
  

・ 教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（PDCAサイクルの運用プロセスなど） 
  

②内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 
  

◇ 内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の整備 
  

◇ 内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織のメンバー構成 
  

③方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 
  

◇ 
学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学生の受け入れ方針の策定のための全学としての基

本的な考え方の設定 
  

◇ 
内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織による学部・研究科その他の組織における教育のPDCA

サイクルを機能させる取り組み 
  

◇ 行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査等）に対する適切な対応 
  

◇ 点検・評価における客観性、妥当性の確保 
  

④教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する

説明責任を果たしているか。 
  

◇ 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表 
  

◇ 公表する情報の正確性、信頼性 
  

◇ 公表する情報の適切な更新 
  

⑤内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 全学的なPDCAサイクルの適切性、有効性 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく内部質保証システムの点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

３ 教育研究組織 ①大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置状況は適切

であるか。 
  

◇ 大学の理念・目的と学部（学科または課程）構成及び研究科（研究科または専攻）構成との適合性 
  

◇ 大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組織の適合性 
  

◇ 教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等への配慮 
  

②教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・

向上に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 
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評 価 基 準 
（※は本学独自の 

  評価基準を示す） 

評 価 項 目 
◇：評価の視点を示す(「・」：評価の視点を細分化したもの） 

（※は本学独自の評価の視点を示す） 

４ 教育課程・学習成果 ①授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 
  

◇ 
課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわし

い学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定及び公表 
  

②授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 
  

◇ 下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定及び公表 
  

・ 教育課程の体系、教育内容 
  

・ 教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等 
  

◇ 教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 
  

③教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。 

  ◇ 各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置 
  

◇ 学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施施 
  

④学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 
  

◇ 各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための措置 
  

◇ 研究成果の教育への還元状況※ 
  

◇ 実社会と連携した教育活動の実施状況※ 
  

⑤成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 
  

◇ 成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 
  

◇ 学位授与を適切に行うための措置 
  

⑥学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 
  

◇ 各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定 
  

◇ 学習成果を把握及び評価するための方法の開発 
  

⑦教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

５ 学生の受け入れ ①学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 
  

◇ 学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表 
  

◇ 下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 
  

・ 入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 
  

・ 入学希望者に求める水準等の判定方法 
  

②学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入学者選

抜を公正に実施しているか。 
  

◇ 学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 
  

◇ 入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備 
  

◇ 公正な入学者選抜の実施 
  

◇ 入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 
  

③適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管理し

ているか。 
  

◇ 入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 
  

④学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改

善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

６ 教員・教員組織 ①大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員組織の編制に関する方

針を明示しているか。 
  

◇ 大学として求める教員像の設定 
  

◇ 
各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る

責任所在の明確化等）の適切な明示 
  

②教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制している

か。 
  

◇ 大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数 
  

◇ 適切な教員組織編制のための措置 
  

◇ 学士課程における教養教育の運営体制 
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評 価 基 準 
（※は本学独自の 

  評価基準を示す） 

評 価 項 目 
◇：評価の視点を示す(「・」：評価の視点を細分化したもの） 

（※は本学独自の評価の視点を示す） 

６ 教員・教員組織 ③教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 
  

◇ 
教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規

程の整備 
  

◇ 規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 
  

④ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教

員組織の改善・向上につなげているか。 
  

◇ ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施 
  

◇ 教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 
  

⑤教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

７ 学生支援 ①学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生支援に関する大学としての方

針を明示しているか。 
  

◇ 大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する大学としての方針の適切な明示 
  

②学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されているか。また、学生支援

は適切に行われているか。 
  

◇ 学生支援体制の適切な整備 
  

◇ 学生の修学に関する適切な支援の実施 
  

◇ 学生の生活に関する適切な支援の実施 
  

◇ 学生の進路に関する適切な支援の実施 
  

◇ 学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施 
  

◇ その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な実施 

  ③学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

８ 教育研究等環境 ①学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備するための方針を明示している

か。 
  

◇ 大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた教育研究等環境に関する方針の適切な明示 
  

②教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運動場等の教育研究活動に

必要な施設及び設備を整備しているか。 
  

◇ 施設、設備等の整備及び管理 
  

◇ 教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取り組み 
  

③図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。また、それらは適切に機能している

か。 
  

◇ 図書館、博物館、インフォメーション・テクノロジーセンターの基本的な方針の明示※ 
  

◇ 図書資料の整備と図書利用環境の整備 
  

◇ 図書館、学術情報サービスを提供するための専門的な知識を有する者の配置 
  

◇ 博物館の活動および整備状況とその適切性※ 
  

◇ インフォメーション・テクノロジーセンターの活動および整備状況とその適切性※ 
  

④教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促進を図っているか。 
  

◇ 研究活動を促進させるための条件の整備 
  

⑤研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。 
  

◇ 研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み 
  

⑥教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改

善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

９ 社会連携・社会貢献 ①大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会貢献に関する方針を明示しているか。 
  

◇ 
大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた社会貢献・社会連携に関する方針の適切な

明示 
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評 価 基 準 
（※は本学独自の 

  評価基準を示す） 

評 価 項 目 
◇：評価の視点を示す(「・」：評価の視点を細分化したもの） 

（※は本学独自の評価の視点を示す） 

９ 社会連携・社会貢献 ②社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施している

か。また、教育研究成果を適切に社会に還元しているか。 
  

◇ 学外組織との適切な連携体制 
  

◇ 社会連携・社会貢献に関する活動による教育研究の推進 
  

◇ 地域交流、国際交流事業への参加 
  

③社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

10 大学運営・財務 (1) 大学運営 
  

①大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大学運営に関す

る大学としての方針を明示しているか。 
  

◇ 
大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するための大学運営に関する方

針の明示 
  

◇ 学内構成員に対する大学運営に関する方針の周知 
  

②方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、これらの権限等を明示

しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行っているか。 
  

◇ 適切な大学運営のための組織の整備 
  

◇ 適切な危機管理対策の実施 
  

③予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 
  

◇ 予算執行プロセスの明確性及び透明性 
  

④法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な事務組織を設けて

いるか。また、その事務組織は適切に機能しているか。 
  

◇ 大学運営に関わる適切な組織の構成と人員配置 
  

⑤大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資質の向上を図るための方策

を講じているか。 
  

◇ 大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（SD）の組織的な実施 
  

⑥大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っているか。 
  

◇ 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
  

◇ 監査プロセスの適切性 
  

◇ 点検・評価結果に基づく改善・向上 
  

 長所・特色、問題点 

   全体のまとめ 

  (2) 財務 
  

①教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定しているか。 
  

◇ 大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した中・長期の財政計画の策定 
  

◇ ＜私立大学＞当該大学の財務関係比率に関する指標又は目標の設定 
  

②教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立しているか。 
  

◇ 
大学の理念・目的及びそれに基づく将来を見据えた計画等を実現するために必要な財務基盤（又は

予算配分） 
  

◇ 教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組み 
  

◇ 
外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費等）の獲得状況、資産

運用等 
  

 長所・特色、問題点 
  

 全体のまとめ 

11 研究活動※ ①研究活動※ 
 

(基本的に、大学全体と
教員の所属している学部
で記載。大学院は、研究
科として特筆すべき研究
分野での研究活動状況
や研究助成を得て行わ
れる研究プログラムがあ
る場合は記載する) 

◇ 論文等研究成果の発表状況・国内外の学会での活動状況※ 
 

◇ 当該学部・大学院研究科として特筆すべき研究分野での研究活動状況※ 
 

◇ 研究助成を得て行われる研究プログラムの展開状況※ 
 

◇ 附置研究所と大学・大学院との関係※ 
 

 長所・特色、問題点 
 

 全体のまとめ 

注1）学部、研究科（修士・博士）は基準１理念・目的、基準４教育課程・学習成果、基準５学生の受け入れ、基準６教員・教員組

織、基準11研究活動について執筆を行っている。 

注2）研究科（専門職）、留学生別科は独自の基準により別途執筆を行っている。  
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４ 学校法人関西大学自己点検・評価委員会規程 

平成21年１月29日 

制定 

（設置） 

第１条 学校法人関西大学（以下「本学」という。）に、本学の教育研究水準の向上を図り、社会的使命

を達成するため、学校法人関西大学自己点検・評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 委員会は、これまでの自己点検・評価活動の趣旨を尊重し、本学の自己点検・評価の実施及びそ

の結果の公表に際して総括し、自己点検・評価活動の推進・発展を図る。 

２ 委員会は、前項の活動に関する客観性・公平性を担保するため、外部評価委員会の意見を聴取し、そ

の意見を自己点検・評価活動に反映させるものとする。 

３ 前項の外部評価委員会に関する委員構成、職務等については別に定める。 

（構成） 

第３条 委員会は、次の者をもって構成する。 

(１) 学長 

(２) 常任理事会が指名する常勤の役員 

(３) 関西大学第一高等学校長 

(４) 関西大学北陽高等学校長 

(５) 関西大学高等部校長 

(６) 関西大学第一中学校長 

(７) 関西大学北陽中学校長 

(８) 関西大学中等部校長 

(９) 関西大学初等部校長 

(10) 関西大学幼稚園長 

(11) 副学長のうち １名 

(12) 学長補佐のうち １名 

(13) 総合企画室長 

(14) 初等中等教育事務局長 

２ 委員会は、前項のほか、委員長が必要と認める者若干名を委員に加えることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員会を代表し、その業務を統括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、委員長の職務を代行する。 

（委員長及び副委員長の選任） 

第５条 委員長は、第３条第１項第２号に規定する常勤の役員のうちから委員会において選出する。 

２ 副委員長は、第３条第１項第１号に規定する委員をもって充てる。 

（委員の任期） 

第６条 第３条第１項に規定する委員の任期は、役職在任中とする。 

２ 第３条第２項に規定する委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（委員会の運営） 

第７条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数の同意をもって決し、可否同数のときは議長が決する。 

４ 委員会は、必要に応じて、委員以外の者に出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（職掌事項） 

第８条 委員会は、第２条に規定する任務を遂行するため、大学部門委員会及び併設校部門委員会の自己

点検・評価を総括するとともに、次の事項について審議決定する。 

(１) 自己点検・評価に関する評価目標、評価項目、評価指標等の設定 
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(２) 資料の収集及び分析 

(３) 大学部門委員会及び併設校部門委員会が取りまとめた自己点検・評価結果の集約 

(４) 大学部門委員会及び併設校部門委員会が取りまとめた自己点検・評価結果に対する助言・勧奨 

(５) 理事会への総括結果の報告 

(６) 総括結果の公表 

(７) 大学機関別認証評価を受ける際の認証評価機関の決定及び対応 

(８) 自己点検・評価のための調査研究 

(９) その他自己点検・評価に必要な事項 

（自己点検・評価結果への対応） 

第９条 法人、大学、高等学校、中学校、小学校、幼稚園及びその部局は、自己点検・評価結果に基づき、

その教育研究活動等について、改善が必要と認められた場合は、その改善に努めなければならない。 

（大学部門委員会） 

第10条 委員会のもとに、法人及び大学の自己点検・評価に関する事項を統括する大学部門委員会を置く。 

２ 大学部門委員会は、本大学の教育研究に関する全学の活動状況並びに組織、施設・設備、管理運営及

び財政の状況について、各学部、研究科及び各機関が作成した報告をもとに、全学的観点に立って自己

点検・評価を行い、その結果について報告書を作成し、学長に報告する。 

３ 前項の報告書は、学長が意見を付し、大学部門委員会の議を経たのち、委員会へ報告する。 

（構成） 

第11条 大学部門委員会は、次の者をもって構成する。 

(１) 第３条第１項第11号に規定する副学長 １名 

(２) 第３条第１項第12号に規定する学長補佐 １名 

(３) 教育推進部、研究推進部、社会連携部及び国際部から選出された副部長 各１名 

(４) 各学部及び研究科に設置された自己点検・評価委員会の委員長 

(５) 東西学術研究所、経済・政治研究所、法学研究所及び人権問題研究室に設置された自己点検・評

価委員会の委員長並びに先端科学技術推進機構及びソシオネットワーク戦略研究機構の副機構長 

(６) 入試センター、学生センター、キャリアセンター、図書館、博物館、インフォメーションテクノ

ロジーセンター及び保健管理センターに設置された自己点検・評価委員会の委員長 

(７) 総合企画室、総務局、財務局、管財局、梅田事務局、学長室、学事局、高槻事務局、堺事務局、

入試事務局、学生サービス事務局、キャリアセンター事務局、学術情報事務局の局室長 

２ 大学部門委員会は、前項のほか、委員長が必要と認める者若干名を委員に加えることができる。 

（大学部門委員長等） 

第12条 大学部門委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 大学部門委員会の委員長は、大学部門委員会を代表し、その業務を統括する。 

３ 大学部門委員会の副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、委員長の職務を代行する。 

４ 大学部門委員会の委員長は、前条第１項第１号の委員をもって充てる。 

５ 大学部門委員会の副委員長は、前条第１項第２号の委員をもって充てる。 

６ 前条第２項の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（大学部門委員会の運営） 

第13条 大学部門委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 大学部門委員会は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

３ 大学部門委員会の議事は、出席委員の過半数の同意をもって決し、可否同数のときは議長が決する。 

４ 大学部門委員会は、必要に応じて、委員以外の者に出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（委任） 

第14条 この規程に定めるもののほか大学部門委員会の活動及び運営に関して必要な事項は、別に定める。 

（併設校部門委員会） 

第15条 委員会のもとに、高等学校、中学校、小学校及び幼稚園の自己点検・評価に関する事項を統括す

る併設校部門委員会を置く。 

２ 併設校部門委員会は、高等学校、中学校、小学校及び幼稚園が作成した報告をもとに、高等学校、中学

校、小学校及び幼稚園全体としての自己点検・評価を行い、報告書としてとりまとめ、委員会に報告する。 
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（構成） 

第16条 併設校部門委員会は、次の者をもって構成する。 

(１) 関西大学第一高等学校長 

(２) 関西大学北陽高等学校長 

(３) 関西大学高等部校長 

(４) 関西大学第一中学校長 

(５) 関西大学北陽中学校長 

(６) 関西大学中等部校長 

(７) 関西大学初等部校長 

(８) 関西大学幼稚園長 

(９) 初等中等教育事務局長 

２ 併設校部門委員会は、前項のほか、委員長が必要と認める者若干名を委員に加えることができる。 

（併設校部門委員長等） 

第17条 併設校部門委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 併設校部門委員会の委員長は、併設校部門委員会を代表し、その業務を統括する。 

３ 併設校部門委員会の副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、委員長の職務を代行する。 

４ 併設校部門委員会の委員長は、前条第１項第１号から第３号の委員のうちから併設校部門委員会にお

いて選出する。 

５ 併設校部門委員会の副委員長は、前条第１項第１号から第３号の委員のうち、前項の規定により委員

長に選出された者を除く委員のうちから併設校部門委員会において選出する。 

６ 前条第２項の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（併設校部門委員会の運営） 

第18条 併設校部門委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 併設校部門委員会は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

３ 併設校部門委員会の議事は、出席委員の過半数の同意をもって決し、可否同数のときは議長が決する。 

４ 併設校部門委員会は、必要に応じて、委員以外の者に出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（委任） 

第19条 この規程に定めるもののほか併設校部門委員会の活動及び運営に関して必要な事項は、別に定める。 

（事務） 

第20条 この規程に関する事務は、企画管理課が行う。 

附 則 

この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、平成22年９月１日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、平成24年11月22日から施行し、平成24年10月１日から適用する。 

附 則 

この規程（改正）は、平成25年９月12日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、2017年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程（改正）は、2017年４月１日から施行する。 
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５ 委員会名簿 

（1）学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会名簿 (2015年４月１日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

  

氏　名 備　考

木谷　晋市（教授） 委員長

青田　浩幸（教授） 副委員長

山本　敏幸（教授）

遠藤　由美（教授）

平野　義明（教授）

田村  　裕 (教授）

髙作　正博（教授）

森部　　豊（教授） ※

壽里　　竜（教授）

矢田　勝俊（教授）

雨宮　俊彦（教授）

河﨑　信樹（教授）

近藤　昌夫（教授）

杉本　厚夫（教授）

施　　學昌（教授）

中村　隆宏（教授）

淺川　　誠 （教授）

三宅　孝典 （教授）

西本　明生（教授）

法 学 研 究 科 山名　美加（教授）

文 学 研 究 科 森部　　豊（教授） ※

経 済 学 研 究 科 菅田　　一（教授）

商 学 研 究 科 飴野　仁子（教授）

社 会 学 研 究 科 松原　一郎（教授）

総 合 情 報 学 研 究 科 広兼　道幸（教授）

理 工 学 研 究 科 福永　健治（教授）

人 間 健 康 研 究 科 涌井　忠昭（教授）

外 国 語 教 育 学 研 究 科 山﨑　直樹（教授）

心 理 学 研 究 科 北村　英哉（教授）

社 会 安 全 研 究 科 廣瀬　幸雄（教授）

東 ア ジ ア 文 化 研 究 科 篠原　啓方（准教授）

ガ バ ナ ン ス 研 究 科 橋本　行史（教授）

法 務 研 究 科 森岡　安廣（教授）

会 計 研 究 科 松本　祥尚（教授）

心理学研究科 心理臨床学専攻 岡田　弘司（教授）

原田　正俊（教授）

植村　邦彦（教授）

棟安　実治（教授）

座主　祥伸（准教授）

加納　恵子（教授）

本西　 泰三（教授）

脇田　貴文（准教授）

田中　成典（教授）

加藤　雅人（教授）

内田　慶市（教授）

米田　文孝（教授）

榎原　博之（准教授）

石原　正（非常勤嘱託）

五藤　勝三

岡田　弘行

松並　久典

土橋　良一

北田　伸治

重田　勝紀

川畑　一成

小上　廣之

稲田　一豊

森　　茂実

中田　　隆

中塚　義史

吉原　健二

篠塚　義弘
　(注) 備考欄の※印は、規程による選出母体を2つ兼ねている構成員を示す。

学 術 情 報 事 務 局 長

学 事 局 長

高 槻 事 務 局 長

堺 事 務 局 長

入 試 事 務 局 長

学 生 サ ー ビ ス 事 務 局 長

キ ャ リ ア セ ン タ ー 事 務 局 長

学 長 室 長

キ ャ リ ア セ ン タ ー

図 書 館

博 物 館

インフォメーションテクノロジーセンター

保 健 管 理 セ ン タ ー

法 人 本 部 長

大 学 本 部 長

総 合 企 画 室 長

総 務 局 長

財 務 局 長

管 財 局 長

学 生 セ ン タ ー

シ ス テ ム 理 工 学 部

環 境 都 市 工 学 部

化 学 生 命 工 学 部

大学院

東 西 学 術 研 究 所

経 済 ・ 政 治 研 究 所

先 端 科 学 技 術 推 進 機 構

法 学 研 究 所

人 権 問 題 研 究 室

ソ シ オ ネ ッ ト ワ ー ク 戦 略 研 究 機 構

入 試 セ ン タ ー

社 会 安 全 学 部

社 会 連 携 部

国 際 部

法 学 部

文 学 部

経 済 学 部

商 学 部

社 会 学 部

政 策 創 造 学 部

外 国 語 学 部

人 間 健 康 学 部

総 合 情 報 学 部

研 究 推 進 部

所属（選出母体)

副 学 長

学 長 補 佐

教 育 推 進 部
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（2）学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会名簿 (2015年10月１日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

  

氏　名 備　考

木谷　晋市（教授） 委員長

青田　浩幸（教授） 副委員長

山本　敏幸（教授）

遠藤　由美（教授）

平野　義明（教授）

田村  　裕 (教授）

髙作　正博（教授）

森部　　豊（教授） ※　　　　　

壽里　　竜（教授）

矢田　勝俊（教授）

雨宮　俊彦（教授）

西澤　希久男（教授）

近藤　昌夫（教授）

杉本　厚夫（教授）

施　　學昌（教授）

山川　栄樹（教授）

淺川　　誠 （教授）

三宅　孝典 （教授）

西本　明生（教授）

法 学 研 究 科 山名　美加（教授）

文 学 研 究 科 森部　　豊（教授） ※　　　　　 

経 済 学 研 究 科 菅田　　一（教授）

商 学 研 究 科 飴野　仁子（教授）

社 会 学 研 究 科 松原　一郎（教授）

総 合 情 報 学 研 究 科 広兼　道幸（教授）

理 工 学 研 究 科 福永　健治（教授）

人 間 健 康 研 究 科 涌井　忠昭（教授）

外 国 語 教 育 学 研 究 科 山﨑　直樹（教授）

心 理 学 研 究 科 北村　英哉（教授）

社 会 安 全 研 究 科 廣瀬　幸雄（教授）

東 ア ジ ア 文 化 研 究 科 篠原　啓方（准教授）

ガ バ ナ ン ス 研 究 科 石田　成則（教授）

法 務 研 究 科 森岡　安廣（教授）

会 計 研 究 科 松本　祥尚（教授）

心理学研究科 心理臨床学専攻 岡田　弘司（教授）

原田　正俊（教授）

植村　邦彦（教授）

棟安　実治（教授）

座主　祥伸（准教授）

加納　恵子（教授）

小川　一仁（准教授）

脇田　貴文（准教授）

田中　成典（教授）

加藤　雅人（教授）

内田　慶市（教授）

米田　文孝（教授）

榎原　博之（准教授）

石原　正（非常勤嘱託）

五藤　勝三

岡田　弘行

松並　久典

土橋　良一

北田　伸治

重田　勝紀

川畑　一成

小上　廣之

稲田　一豊

森　　茂実

中田　　隆

中塚　義史

吉原　健二

篠塚　義弘
　(注) 備考欄の※印は、規程による選出母体を2つ兼ねている構成員を示す。

学 術 情 報 事 務 局 長

学 事 局 長

高 槻 事 務 局 長

堺 事 務 局 長

入 試 事 務 局 長

学 生 サ ー ビ ス 事 務 局 長

キ ャ リ ア セ ン タ ー 事 務 局 長

学 長 室 長

キ ャ リ ア セ ン タ ー

図 書 館

博 物 館

インフォメーションテクノロジーセンター

保 健 管 理 セ ン タ ー

法 人 本 部 長

大 学 本 部 長

総 合 企 画 室 長

総 務 局 長

財 務 局 長

管 財 局 長

学 生 セ ン タ ー

シ ス テ ム 理 工 学 部

環 境 都 市 工 学 部

化 学 生 命 工 学 部

大学院

東 西 学 術 研 究 所

経 済 ・ 政 治 研 究 所

先 端 科 学 技 術 推 進 機 構

法 学 研 究 所

人 権 問 題 研 究 室

ソ シ オ ネ ッ ト ワ ー ク 戦 略 研 究 機 構

入 試 セ ン タ ー

社 会 安 全 学 部

社 会 連 携 部

国 際 部

法 学 部

文 学 部

経 済 学 部

商 学 部

社 会 学 部

政 策 創 造 学 部

外 国 語 学 部

人 間 健 康 学 部

総 合 情 報 学 部

研 究 推 進 部

所属（選出母体)

副 学 長

学 長 補 佐

教 育 推 進 部
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（3）学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会名簿 (2016年４月１日現在) 
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（4）学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会名簿（2016年10月１日現在） 
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（5）学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会名簿（2017年４月１日現在） 
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（6）学校法人関西大学自己点検・評価委員会 大学部門委員会名簿 (2017年10月１日現在) 
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